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要旨

　多種多様な化学物質の広範な利用に伴い、潜在的リスクや新たな環境汚染による被害が次々

と問題になり、市民の不安が拡大している。このため、行政が法令によって個別物質ごとの使用

や排出物濃度を規制し、企業等がこれらの規制物質のみを管理し、行政が監視するという従来

の安全管理方法では対応できなくなっている。環境汚染物質排出・移動登録（PRTR）制度の導入

に代表されるように、化学物質によるリスクを総合的に低減していくためには、化学物質が製造ま

たは副生され、輸送、貯蔵、販売、使用され、廃棄されるまでの全ての段階で、化学物質のもっ

有害性や危険性の種類と程度、および被害の起きる可能性の程度（リスク）を把握し、それらの情

報を公開し、適切な対策を選定して管理する体制が必要である。とくに今後は、市民も含めた多

様な利害関係者の協働を通じて、化学物質の環境リスクへの理解を深め、リスク低減対策を進め

ることが重要になってくる。しかし、定量的または相対的に専門家が判断する科学的リスクと、人

々が感じるリスクの認知とは一致しておらず、これが環境汚染をめぐる多くの議論において不信と

対立の原因となってきた。このため科学的リスク評価の情報を共有し、情報・意見交換を行い、一

般市民のリスク認知や意見から、許容されるリスク、対応策の選定、トレードオフなどの判断を行う

プロセスとしてのリスクコミュニケーションを促進するための手法の提案が必要である。

　そこで本論文では、化学物質の環境リスク管理とリスクコミ子ニケーションについて、先進的な

国際動向と成果や、日本における動向と課題を把握し、また、アンケート調査・解析から、市民、

行政、企業などの関係する各主体の認識・要望の差を明確にし、環境汚染事例のヒアリング調査

等から意識・行動を解析した。これらにより、日本における適切なリスクコミュニケーション手法を

明らかにし、実施を促すための手法ガイドを提案し、環境リスク管理の改善とリスク低減に役立て

ることを目的とした。

　本論文は、全7章から構成されており、主な内容を以下に示す。

　第1章「緒論」では、まず、化学物質の環境リスクやリスク管理の考え方、対象範囲を整理し、

化学物質の環境リスク管理におけるリスクコミュニケーションの必要性を示した。また、国際連合

や経済協力開発機構、米国、欧州における化学物質の環境リスク管理とリスクコミュニケーション

の取組みや制度の経緯と成果を示すとともに、日本における化学物質の環境リスク管理の経緯

や問題点を整理して今後の課題を提示した。これらをもとに、本論文の目的と構成を示した。

　第2章「化学物質のリスクの認識と環境リスク管理に関する認識・要望の調査・解析」では、市

民、行政と企業の環境・安全担当者（以下、行政、企業とする）、化学者を対象として、（1）化学物

質に対する基本知識、（2）リスクの認識、（3）化学物質の環境リスク管理に対する要望や（4）化学物

質情報の入手方法などについて、立場の違いによる認識・要望の共通点・相違点を把握すること

を目的としたアンケート調査を実施し、解析した。

　これらの結果から、市民と他主体との認識の共通点・相違点を踏まえ、化学物質のリスクにつ

いて知識・情報を提供し、認識・要望の差を埋めるための情報提供・公開の方法の留意点や、化



学物質の環境リスク管理における各主体ごとの留意点を示した。

　第3章「化学物質のリスクコミュニケーションに関する認識・要望の調査・解析」では、市民、市

民団体、行政、企業を対象として、（1）リスクコミュニケーションに重要なこと、（2）会合等に参加し

てほしい人、（3）各主体に欠けていること、（4）各主体からの提供が望まれる情報、（5）科学者・マス

コミに対する要望について、立場の違いによる認識・要望の差を把握することを目的としたアンケ

ート調査を実施し、解析した。市民には科学的知識の理解と積極的行動、市民団体には活動の

アピールと冷静な議論の姿勢などが求められていた。また、行政や企業に対して情報公開の遅

れや情報隠蔽などが指摘され、改善が求められた。これらの結果から、リスクコミュニケーションに

おける主体間の認識・要望の差を踏まえ、情報提供・公開や、会合等でのコミュニケーションなど

のリスクコミュニケーション手法の留意点を示した。

　第4章「環境汚染事例における各主体の意識・行動の解析」では、今後の課題となる環境リス

ク問題として、産業廃棄物不法投棄、ダイオキシン類汚染、土壌・地下水汚染について、長期間

に亘って詳細な情報入手が可能な三事例のヒアリング調査等を行い、事例の特徴の整理、各主

体の意識・行動の推移、主体間の関係の推移、会合等における主体問の認識の相違点から、リ

スクコミュニケーション手法の課題を把握した。日本で初めて産業廃棄物の大規模な不法投棄に

伴う環境リスクが問題となり、地域住民と行政の協働による原状回復措置などの対策が進められ

ている香川県豊島の事例、廃棄物焼却処理に伴うダイオキシン類発生による環境リスクが問題と

なり、マスコミ報道などの影響でダイオキシン対策をめぐる社会問題化の象徴となった埼玉県所

沢市の事例、事業所からの有機塩素系溶剤による土壌・地下水汚染の環境リスクが問題となり、

行政、専門家、事業所の協働で地下水汚染機構の解明と独自の地下水条例を制定し、浄化に

導いた神奈川県秦野市の事例である。これらの結果から、各対象者ごとのリスクコミュニケーショ

ンの留意点を抽出し、また環境汚染事例におけるコミュニケーション段階にっいて、①説得と対

立が中心となり環境リスクが増大した初期段階、②一方向的な情報提供やリスク評価、対策選定

がおこなわれるようになった社会問題化段階、③情報共有と信頼関係の構築など理想的なリスク

コミュケV・・‘一ションを目指し、リスク低減対策が実施される改善段階の三段階に分類して特徴を示し

た。行政・企業は社会問題化期に至ってからリスク対策を行うが、この段階でのリスクコミュニケー

ションは非常に困難であるため、初期段階での各主体間め環境リスクの認知を統合し、当初か

ら、改善期段階を目指すリスクコミュニケーションが実施されることの重要性が明らかとなった。

　第5章「化学物質のリスクコミュニケーション手法ガイドの提案」では、第1章から第4章までに

得られた結果およびガイドへの意見・要望ヒアリング調査を踏まえて、日本におけるリスクコミュニ

ケーション手法ガイドを提案した。ガイドでは、リスクコミュニケーションを中心的に実施する主体

として、行政、企業等、市民団体等を位置づけ、各項では主体間で共通する手法をまとめ、さら

に手法が異なる場合にはどのような点を重視して示したかを明記した。まず、リスクコミュニケーシ

ョンと化学物質のリスクについて各主体が共通の認識を持てるように、リスクコミュニケーションの

基本にっいて、リスクコミュニケーションが必要な場合の6分類、リスクコミュニケ・一…一ションを実施す



る主体と関係者を含む対象者の範囲、行政・企業のための基本7原則と市民団体のための基本

7原則、各主体にみられる10の誤解などを整理した。次に、リスクコミュニケ・一ションの要点では、

平常時、問題発生時、会合開催時ごとに分けて、対象者ごとおよび関係者として行攻・企業内の

関連機関間や市民団体間、学者、マスコミとの連携の要点を示した。また、必要な体制整備で

は、化学物質管理担当者の育成と化学物質情報の収集と把握の手順、化学物質管理体制の整

備、リスクコミュニケーション担当者の育成にっいて示した。ただし、緊急時や小規模な組織のた

めの最重要事項を分類した。さらに、情報・見解・提案等のメッセージを伝える場合の作成手順

や内容、会合の開催方法、意見交換方法などのリスクコミュニケーションの手順を提案した。

　第6章「想定事例でのリスクコミュニケーション手法ガイドに沿った対応」では、第5章で提案し

たリスクコミュニケーション手法ガイドの利用を補うために、実際に起こりうる2っのシナリオとして、

企業がPRTR情報を公表する場合（平常時）、および事故による環境汚染の発生（問題発生時）

について適切な対応例と不適切な対応例、想定される外部からの質問項目、具体的な想定質問

と回答例を示した。また、なんらかの有害・危険性情報を与えられた場合に、化学物質のリスクに

関する市民主体と管理責任主体（行政・企業）がどのような判断を行うのかという流れを整理し

た。そこで、行政・企業が早期に迅速なリスクコミュニケーションを行った場合と、行わなかった場

合の市民の判断の違いを明らかにした。

　第7章「総括」では、本論文の成果を総括するとともに、今後の展望を示した。

　以上のように、本論文では、化学物質の環境リスク管理を適切に行うために必要なプロセスと

してリスクコミュニケーションを位置づけ、それに関わる市民、市民団体、行政、企業などの各主

体の認識・要望や、意識・行動の解析を行って、リスクコミュニケ・・…ション手法の課題と要点を把

握し、日本におけるリスクコミュニケーション手法を提案することができた。これにより、適切な環

境リスク管理の対策選定や意思決定に貢献できるものと考える。



Study・n　Risk　C・mmunicati・n　Meth・ds　f・r　Managing　Envir・nmentai

Risk　of　Chemicals

Summary

　　　　In　response　to　rising　public　concerns　about　adverse　effect　of　hazardous

ch．emicals，　citizens　have　increasingly　demanded　tlle　improved　means　for

managing　environmental　risk　of　ohemicals　by　govern1血ent　and　industry．

Therefore，　due　to　the　enforcement　of　the　Poll耐ion　Release　and．Transfer

Registers（PRTR），　gover血me血t　regulated　infor血ation　disclosure　at　every　stage

of　production，　transfer，　sale，　and　use　of　hazardous　chemicals．　On　the　other

hand，・differences　in　　recogllition　　between　　sectors　caused　　mutual

misapprehension　and、distrust．　Citizens　demand　to　gain　better’access　to

information　ab　out　risks　and　want　to　be　involved　in　two－way・commumcatlon

programs．　Thus，　it　is　important　that　risk　communication　should　be　based　on　not

only　current　scie皿tific　evidence　1）ut　also　public　conoerns　and　risk　acceptability

in　order　to　est　ab　lish　’　trustw　orthy　relationships　and　facilitate　communication．

Tlle　definition　of　risk　communication　is　an　interactive　process　of　exchange　of

information　and　opinion　among　individuals，　groups，　and　inStitutions．

Information　disclosure　alld　risk　comnlunioation　have　become　much　nlore

important　in　the　decision　making　process　for　managing　the　environmental　ris1（

of　hazardous　chemicals．　However，　there　is　llo　effective　guide　of　risk

COmmUn1Cat10n．

　　　　This　thesis　aims　to　propose　a　risk　comnlunication　guide　for　mallaging

environmental　risk　of　chelnicals　in　Japan，　according　to　the　analysis　of

questionnaires　a皿d　case　study　i血the　decision－making　Process　formanaging　the

environmental　risk　of　hazardous　cheln，icals．

　　　　This　thesis　is　composed　of　seven　chapters．　The　cgntents　are　shown　as

follows．

　　　　In　Chapter　1‘‘lntroduction”，　the’present　situatio皿of　elwironmental　risk

mapagem・nt　and　risk　c・m・nunicati・n　in　th・intern・ti・na1・・ganizati・n・the

United＄tates　and　Japan　were　descril）ed．　Based　on　the　above　discussion，　the

purpose　and　the　composition　of　this　thesis　were　shown．l

　　　　In　Chapter　2　“Analysis　of　the　Recog皿ition　and　Needs　for　Risk

Manageme血t　of　Chemicals”，　to　clarify　the　recOgnition　and　needs　for　managing



ch，mica1』and　th，　inf。，m、ti。n、。urce・，　thi・ch・pter　analyzed　qu・・ti・nnai・e・t・

　　citizens，　governnlent　officials，　chemical　industry　experts　and　chemists．　The

main　qu・・ti・ns・f　th・qu・・ti・nnaire　4re　f・11・w・；（1）kn・w1・dge・n・h・mical・・

　　（2）recognition　of　synthetic　chelnicals，（3）needs　to　managing　chemical　risks，

　　and（4）information　sources　of　chemical　risks．　As　a　result，　citizens　worried

　　al）out　the　influences　on　future　generations　and　claimed　strict　regulatiolls．　On

　　the　contrary，　industry　experts　recognized　the　benefit　of　chemical　products，　and

　　tended　to　be　overconfident　of　science　and　technology．　Furthermore，　citizens

　　obtained　much　information　from　mass　media　compared　with　other　sectors

　　utilizing　books　and　the　Internet．　Therefore，　information　should　be　provided

　　taking　this　difference　into　account．　And，　all　sectors　recognized　the　necessity

　　of　strict　risk　reduction．　Specifically，　citizens　wallted　administrations　to　ta1（e

　　regulatory　action　for　hazardous　cllemicals．　In　colltrast，　chemical　industry

　　experts　were　negative　on　regulatio11，　and　preferred　voluntary　actio皿．

　　　　　　In　Chap．ter　3　　Analysis　of　the　Recognition　and　Needs　for　Ris1（

　　Comm田1ication　of　Chemicals”，　to　clarify　the　differences　in　recogllition　and

　　needs　for　risk　communication　of　chemicals，　and　analyzed　questionnaires　to

　　citizens，　environmental　non－government　organizations，　government　officials

　　and　cllemical　industry　experts．　The　questions　of　the　questiomlaire　are　follows；

　　（1）important　things　on　risk　communication，（2）who　should　be　participate　in

　　meetings，（3）the　lac］仁on　risk　communicatio孤at　each　sectors，（4）what　the

　　sectors　want　to　know翻d　to　inform，　and（5）the　problems　and　the　roles　to

　　scientists　and　mass　media．　As　a　result，　citizens　were　asked　for　an

　　understanding　of　scientific　knowledge　and　action。　Environme皿tal　NGOs　were

　　asked　for　appeal　of　activity，　and　the　calm　argument．　Moreover，　citizens

　　pointed　out　the　delay　of　illformation　disclosure　and　information　concealment

　　l）yadministration　and　company，　and　were　asked　for　the　ilnprovement．

　　　　　　In　Chapter　4　“Analysis　o・110pinions　and　Actions　of　Some　Sectors　in

　　Environmental　Pollution　Cases“，　opinions　and　actions　of　each　sectors；local

　　residents，　environmelltal　non－government　organizations，　government　officials

’　and　companies　were　analyzed．　It　is　copaposed　of　tl∬ee　cases．　The　first　case　is

　　“Illegal　Dumping　of　Industrial　Waste　in　Teshima　Island’，．　The　second　case　is

　　‘‘The　Dioxin　Pollution　in　Tokorozawa　City”．　The　th．ird　case　is‘‘Soil　and
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

　　Groundwater　Pollution　ill　Hatano　Citゾ．　As　a　result，　although　environmental

　　pollution　is　coped　with　in　many　cases　after　social　problem，　the　risk



commullication　in　this　stage　is　very　difficult．　For　this　reason，　it　is　esse孤tial　to

carry・ut・isk・・mmunicati・’氏@f・・m　th・fi・・t・tage．

　　　　In　Chapter　5“Proposal　of　the　Guide　for　Risk　Communication　Methods　of

Ch，emicals”，　in　this　guides　l）ased　on　the　results　from　Chapter　l　to　Chapter　4，

showed　basic　principles，　main　poillts　of　risk　communication，　necessary　system

of　organizations，　an．d　procedure　of　risk　commullication．　This　guide　is　useful　to

facilitate　communication　between　environmental　NGOs，　government　officials

and　industry　experts．

　　　　In　Chapter　6　“Corresponden．ce　of　the　Guide　for　Risk　Communlcatlon

Methods　on　the　Assumption　Scenario”，　based　on　chapter　5，this　manua1曲owed

asuitable　example　and　an　unsuitable　example　of　each　assumption　scenario・

　　　　In　Chapter　7　“Conclusions　，　the　conclusio皿s　of　each　the　chapter　were

summarized，　and　the　perspective　was　described．

、

i
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1．化学物質の環境リスク管理とリスクコミュニケーションの必要性

1．1化学物質のリスクと環境リスク管理の考え方

人類はより豊かな生活のために、自然に存在しない多様な合成化学物質を作り出し、現在、日

本で商業的に製造、販売されている化学物質は約7～8万種類といわれている。しかし、これらの

中には生態系や人体に悪影響をもたらすものもあり、多種多様な化学物質の広範な利用に伴

い、行政が法令によって個別物質ごとの使用や排出物濃度を規制し、企業等がこれらの規制物

質のみを管理し、行政が監視するという従来の安全管理方法では対応できない潜在的リスクや

環境汚染による被害が問題となり、市民の不安が拡大している。環境省の調査によると、身近に

存在する化学物質について「不安を感じていない」と回答したのは0．9％のみであっだ）。

本来、「化学物質」とは、単体および化合物のすべてを指しているが2）、一般には「化学物質」を

「人工的に生産された化学品および人の活動に伴って意図せずに生成される物質のうち、有害

性・危険性の比較的高い物質」と捉えられていることが多い。

　化学物質の「有害性・危険性」とは、化学物質が、人をはじめとする様々な動植物の生命、健

康および健全な種の保存に対して直接的または間接的に好ましくない影響を与える性質（ハザー

ド）のことを指す。好ましくない性質とは、発がん性、急性毒性、慢性毒性、隼殖毒性、感作（アレ‘

ルギー誘発）性、魚毒性などの全ての毒性（有害性）のほかに、引火性や爆発性（危険性）、および

オゾン層破壊性などのような間接的に悪影響を与える性質も含めた化学物質の持つ負の性質の

ことである3）。

このような化学物質の持つハザード（hazard：客観的危険条件）に対して、「リスク」というのは、有

害性・危険性が実現する可能性（risk：損害発生の可能性や、被害の生起確率と被害の重大性）

と定義される4）。すなわち、化学物質によって、人をはじめとする動植物に何らかの悪影響を与え

たり、火災、爆発を起こして人や動植物に被害を与えたり、財産に被害を与える可能性のことで

ある。とくに、環境リスクとは、大気や水、土壌といった環境を経由して人の健康や生態系に悪い

影響を及ぼすおそれ（可能性）のことを指す。また、化学物質の有害性は、毒性の強さと取り込み

（摂取）量や取り込み時期によって被害が起こる可能性（リスク）が大きく変わる。危険性について

も・化学物質の濃度や酸素濃度、温度や着火源などの様々な条件によって、引火や爆発の可能

性（リスク）の大きさが変わる。このため、環境リスクの大きさは、化学物質の有害性の程度と、呼吸

や飲食、皮膚接触などの経路でどれだけ化学物質に接したか（曝露量）で示される5）。なお、本

論文で対象とする化学物質の環境リスクとしては、化学物質による引火・爆発等事故のリスクにつ

V＞ては考慮するが、放射性物質、医薬品、食品のリスクコミュニケーションについては考慮しない

こととした。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　f

化学物質によるリスクを総合的に減らしていくためには、化学物質が製造または副生され、輸

送、貯蔵、販売、使用され、廃棄されるまでの全ての場所で、化学物質のもつ：有害性や危険性の

種類と程度、および被害の起きる可能性の程度を把握し、適切な対策を選定し、管理する体制

を作る必要があるい。

一1一
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　環境リスク管理は、人間の健康や生態系へのリスクを減らすために、必要な措置を確認し、評

価し、選択し、実行に移すプロセスである。すなわち、環境リスク管理のプロセスは、①問題の存

在に気付き、そのリスクの背景全体を明確にする。②リスク分析によって、リスク評価による科学

的な根拠を示す。ただし、微量化学物質の影響や個体差や種差など科学的知見には不確実性

も伴っている。③リスク削減のための選択肢を検討する。ここでは便益と費用の分配や、環境的

公正が問題となる。④また、選択肢の意思決定では、意思決定者間の十分な情報の共有が重要

となる。⑤意思決定に基づく管理対策を実施し、⑥最後に、実施されたリスク管理の結果を評価・

する。Fig．1－1に示したように、このような環境リスク管理の全てのプnセスに多様な利害関係者が

関与して決定する新たな枠組みが必要になっている7）。

1．2環境リスク管理におけるリスクコミュニケーシヨンの必要性

　専門家等による科学的なリスク評価の結果と一般市民のリスクの認知とは一致しておらず“．それ

が不信や対立をもたらしてきた。そこで、リスクの評価とリスク管理において、有害・危険性の種類

と強さおよび曝露の頻度と量などから定量的または相対的に専門家が判断する「科学的リスク」と

ともに、人々が感じる「リスク認知」を考慮してリスク管理を行うプロセスが重要になり、リスクコミュ

ニケーションの研究が進められてきた8）。

　すんわち、リスクに関して知識や情報を持っ行政や企業の化学物質管理・環境管理担当者（以

下・それぞれ行政、企業と略す）などの管理責任主体、および専門分野の研究者や学識者など

が情報を提供・公開し、非専門家であるが環境リスクの影響を受ける可能性のある市民や市民団

・体（環境NGO）のリスク認知や意見などから、許容されるリスク、選択肢の選定、トレードオフなど

を判断し、科学的リスク評価と統合しながら環境リスク管理の対策を決定する9）ための「情報・意

見の相互交換過程」ユ゜）としてのリスクコミュニケーション実施が求められている。

　Fig・1－1に示した環境リスク管理のプロセスに、利害関係者を関与させる利点としては、①民主

的な意思決定を支援する。②公益が確実に考慮される。③よりよい意思決定のために必要な理

解を深める・④意思決定の基礎となる知見の改善にっながる。⑤意思決定にかかる全時間と全

費用の節約を可能にする。⑥リスク管理を担当する機関に対する信頼性を改善する。⑦より受け

入れやすく・より容易に実行可能なリスク管理の意思決定を生み出す、などの点があげられてい

る7）。。しかしながら、これまで日本において、環境リスク管理におけるリスクコミュニケーションの

実践的な取り組みが不十分であり、効率的なリスク低減対策が行われてこなかった。このため、

今後は適切な環境リスク管理の一部として、「関係者が相互に情報を要求、提供、説明し合い、

意見交換を行って関係者全体が問題や行為に対して理解と信頼のレベルを上げて、リスク低減

に役立てることを目的としたリスクコミュニケーションが不可欠である11）12）。

　そこで・本論文では、有害・危険物質を含む化学物質の適切な環境リスク管理のプロセスにっ

いて・市民・市民団体、行政、企業などの関係各主体間での情報・意見交換と相互理解による．

意思決定を促すためのリスクコミュニケーション手法を提案することとした。
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Fig．1’－1環境リスク管理のプロセスにおける利害関係者関与の枠組み7）
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2．化学物質の環境リスク管理とリスクコミュニケーションの現状

2ヨ国際的動向

2．1・．1国際連合（United　Nati。ns）の動向

1992年、国連環境開発会議（UNCED：United　Nations　Conference　on　Environment　an亘Dev

elopment）で21世紀に向けての具体的行動計画（Agenda21）が採択された13）沁。この第19章の

「有害及び危険な製品の違法な国際的移動の防止を含む、有害化学物質の環境上適正な管

理」では・①人や野生生物に対して潜在的に有害な化学物質の排出量や移動量の調査・公表、

②環境汚染対策を優先的に行うべき648の化学物質について、科学的知見に基づく許容曝露量

のガイドライン策定のために、各国政府や国際機関および企業が協力してリスクアセスメントの共

同研究や情報交換を行うこと、③製品への成分表示、④経済的措置の重要性、⑤市民の知る権

利として、「すべての個人は公的機関が所有する環境に関連する情報を適切に入手し、意思決

定の過程に参加するとともに、各国は情報を広く利用可能とすることにより公衆の認知（awarenes

s）及び参加を促進する（第10原則）」こと、④包括的かつ予防的な環境安全対策として、「重大あ

るいは取り返しのっかない損害の恐れがあるところでは、十分な科学的不確実性がないことを、

環境悪化を防ぐ費用対効果の高い対策を引き延ばす理由にしてはならない（第15原則）」とし、

各国での予防的アプローチ（precautionary　approach）が提言された。

これらの提言に基づき、2．L2に述べるように経済協力開発機構が環境汚染物質排出・移動登

録制度や、化学物質のリスクコミュニケーションの導入を各国に促し、また2001年には残留性有

機汚染物質（POPs）に関するストックホルム条約5）が採択され、予防的手法を用いた有害物質の

管理を促すなどゆの新たな環境リスク管理の確立に結びついている。

2．1．2経済協力開発機構（OECD）の動向

　OECD（Organization　for　Economic　Cooperation　and　Development）は、1994年から加盟各国

政府、産業界、NGOの参加によるワークショップを開催し、1996年に各国政府のための環境汚染

物質排出：移動登録（PRTR二Pollution　Release　and　Transfer　Registers）制度のガイダンスマニ

ュアルをとりまとめた17）。この中で・各国で導入するPRTR制度は、政府、産業界、NGO等の関係，

者の合意によって形成すべきとしている。すなわち、対象発生源の範囲、対象物質、報告すべき

情報・報告情報の質の確保の方法、企業秘密の保護の方法、報告情報の処理・公表の方法、情

報の普及゜利用の方法・システムの管理・運用方法、排出・移動量報告の担保方法、教育訓練・

支援の方法などについて、関係者の委員会を設置して議論することを求めている。

さらに・化学物質のリスク管理計画の一部として、リスク管理の経es－・社会分析、およびリスクコ

ミュニケーションの方法論や技術的ツールを発展させていく必要があるとし、1999年に化学物質

に関するリスク管理の意思決定とその実施におけるリスクコミュニケーションの実用化を目的とす

るプmジェクトを開始した。

このため・2000年9月にドイツで初のワークショップを開催し、その成果として「化学物質リスク管
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理のためのリスクコミュニケーション」の報告書18）をまとめた。この報告書は、リスクコミュニケーショ

ンを行う背景となるリスク認知、メディアの役割、ツールとアプローチ、信頼関係の必要性、利害

関係者の参加、評価方法等について基本となる考え方がまとめられ、リスクコミュニケーションを

成功させるために「市民は、できる限りリスクの管理者から学び、リスクの管理者は市民から学ば

ねばならない」、「メッセージの受け手の関心事や興味を説明している場合にのみ相手を説得で

きる」、「社会的状況でリスクを位置づけ、数値での確率的情報は同義のわかりやすい言葉で報

告する」などの16の実践的な方針を提案した。この他にも関連文献・資料リストを添付するなど、

これまでのリスクコミュニケーション研究を網羅するような内容となっている。ただし、リスクの認知

は社会・文化的な相違もあるため、各国ごとに実用的で適切な手法の提案、およびリスクコミュニ

ケーションの制度化を進めることが必要と指摘している。

2002年には、化学品の消費者に対するコミュ＝ケーションについて、リスク管理者向けの実用

的な手法提案を目的として、「化学物質によるリスク管理のためのリスクコミュニケーションに関す

るOECDガイダンス文書」19）をとりまとめた。ここでは、化学物質のリスク管理の意思決定について

の社会一経済分析の成果2°）を踏まえて、リスク管理を、問題の明確化、目的の設定、勧告の作成、

改善・評価に4分類している。さらに、リスク管理者が直面するリスク状況として①日常的なリスク、

②高い不確実性を伴うリスク、③論争になる可能性の高いリスクに分類し、また、コミュニケーショ

ンの対象者を個人・一般市民、メディア、組織的な利害関係者に分けて、それぞれの場合や対

象者ごとに適したコミュニケーションツールを提案している。

2．1．3国際規格制定の動向

環境管理・監査システムを構築している国際標準化機構（ISO）では、1996年ならISO14001環

境マネジメントシステム仕様及び利用の手引、環境監査（ISO14010～14012）、エコラベル（ISO1

4020～14024）、環境パフォーマンス評価（ISO14030～14039）、ライフサイクルアセスメント（ISO1

4040～14044）などの国際規格を発効している。環境マネジメントシステムとは、．環境方針の計画

立案、実施・運用、点検・是正措置、経営陣による見直しという一連の行為について継続的改善

を図るもので、この実施・運用におけるコミュニケーションの側面を補完するものとして、2004年に

はi環境コミュニケーションの規格（ISO14063）の発効が予定されている21）。

　また、環境情報開示の国際標準については、1997年にGlobal　Reporting　Initiative（以下、　GR

l）22）が、全世界に通用する企業の環境報告書のガイドライン立案を目的として設立された。世界

各地の企業、NGO、コンサルタント、会計士団体、事業者団体などから構成されるネットワーク組

織である。環境報告書について、各国独自の法制化や表彰制度などの様々な評価基準を集約

するユつのアプロv－・一チである。GR1では、企業の説明責任（アカウンタビリティ）は環境側面の情報．

開示だけでなく、①環境パフォーマンス、②経済パフォーマンス、③社会パフォーマンス（雇

用、労使関係、安全衛生、教育訓練、児童労働、消費者の安全衛生、製品・サービス宣言、広

告、プライバシ・・一・Lの尊重、顧客満足、贈収賄と汚職、政治献金、地域社会）を柱として、環：境・経
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済・社会を連動させて企業行動を捉えるため、「持続可能性報告書（Sustainability　Report）」とし

ていることが大きな特徴である23）。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

　2．2諸外国での先進的取り組みの動向

　2．2．1米国の動向

　　リスクコミュニケーションの研究と取組が最も先進的に行われている米国に注目し、3段階で進

　展してきた24）25）とされる米国での環境リスク管理とリスクコミュニケーションの進展の経緯につい

　て、その段階にそってまとめた。

　　第1段階（1975～84年）は、正確かつ詳細なリスク評価やリスク管理を行うことに主眼がおかれ、

　リスク評価をべ一スとした決定を市民に報告するという方法であった。しかし、市民から受け入れ

　られず、リスクを評価する専門家に対する市民の不信感が強かった。

　　第2段階（1985～94年頃）は、単にリスク情報を市民に伝達するだけでは受け入れられないた

　め、リスク情報のわかりやすさや信頼性を追求して、説得力のあるメッセージの伝達を行う必要が

　あるという認識が生まれた。そこで、情報の受け手となる市民のリスク認知や状況認識などを意識

　し、受け手を説得するための効果的なメッセージ立案が重視された。しかし、情報の流れは一方

　向であり、市民の信頼を得ることは困難であった。

　第3段階（1995以降）は、市民の信頼を得るために、日常から利害関係者がリスク管理に関わる

　コミュニケーションに参加し、緊急時のみならず平常時からリスク管理が行われるようになった。こ

　の段階では・環境面での公正さ（Environmental　Justice）、手続的公正さ（Procedural　Justice）、結

‘果の配分における公正さ（Distributional　Justice）を追求することが重視されるようになった。

　第ユ段階では、1978年に、化学物質廃棄跡地の住宅開発によるラブカナル土壌汚染事件が発

覚し・それを受け・1980年には包括的環境対処・補償・責任法（CERCLA：Comprehensive　Envir

onmental　Response，　Compensation　and　Liability　Act）が制定された。1984年には、米国のaニ

オンカーバイド社がインドのボパール工場で、メチルイソシアネートの漏出事故を発生させ、死者

2000人にも達する大惨事となった。同社は、「米国では絶対に事故を起とさない」と宣言し、プラ・

ントの安全性を改善するために数百万ドルの投資をしたが、その8ヶ月後にウエストバージニァ州

の工場で・ガス漏れ事故を起こし、周辺住民が目や喉の刺激を訴えた。この事故が契機となり、

化学工場からの有害化学物質の保管、排出に関する情報を地域住民が知るべきであるという世

論が高まった25）。

　このため・第2段階のコミュニケーションに至り、1986年には、CERCLAが改正され、スーパーフ

ァンド修正及び再授権法（SARA：The　Superfund　Amendment　and　Reauthorization　Act、通称ス

ーパーファンド法）の第3部として緊急対処計画及び地域住民の知る権利法（The　Emergency　P］

anning＆Community　Right－Tb－Know　Act）が制定され、その中に有害化学物質排出目録（TRI

：Toxic　Release　Inventory）制度を法的に位置つげた。企業は施設から排出されるTRIの対象物

質について、大気、水域、土壌、埋立別に排出量を推算し、報告することが義務付けられてい

一6一



第1章緒論

る。そこで、1988年には、米国化学製造業者協会（CMA：Chemical　Manufacturers　Association、

現在の米国化学会ACC：American　Chemistry　Counci］）がレスポンシブル・ケアのプログラムを

導入し、化学物質のリスクを地域に伝達するマニュアルを作成した26）。さらに、米国環境保護庁

（EPA：Environment　al　Protection　Agency）も、coveUoらによるリスクコミュニケーションの先駆的

研究の成果をもとに、リkクコミュニケーションの7原則を掲げ27）、地域行政へのガイドを示した28）。

また、米国研究審議会（NRC；National　Research　Council）は政府内でのリスク評価と意思決定

を改善することに焦点を合わせた報告書を作成し、民主社会でのリスク管理における重要な要素

はリスクコミュニケーションであると報告した。その後リスクコミュニケーションに関する研究を重

ね、以下のような結論に至っている。「従来リスクコミュニケーションは、専門家から非専門家への

一方的な情報伝達と解され、情報発信者の意図が良く受け入れられることが成功と考えられてき

た。しかし、リスクコミュニケーションを集団、個人、組織間の情報と意見の交i換プロセスと考え、

関係者間の理解と信頼のレベルが向上したことを成功の証と考える。科学的な情報を単に提供

すれば良いというものではなく、価値観や立場の違いを認めっっ、選択の自発性を尊重する。こ

のような方法によって常に対立が少なくなったり、リスク管理が円滑にいくとは限らないことを認め

っっも、民主社会における情報の流れの重要さを優先する」9）。　’

ざらに、1994年にかけて、有害廃棄物埋め立て地周辺の住民に健康環境リスクについて情報

提供をする機関である毒物・疾病登録庁（ATSDR：Agency　for　Toxic　Substances　and　Disease

Registry）では、リスクコミュニケーションを行う上での基本概念、会合を開いたときの注意点やメ

ディア対応の方法等を詳細に示すガイドを作成した29）。

このようにリスクコミュニケーションの研究と手法が提案され、第2期後半から第3期にかけて、リ

スクコミュニケーションを目的とした会合等の実施や支援制度も導入され、定着してきた。先述の

米国化学会は、加盟企業にコミュニティ諮問協議会（CAP：Community　Advisory　Pane］）設置を

促し、マニュアルやビデオを作成するなど企業を支援している3°）。CAPは、コミュニティとの日常

的な対話のツールであり、企業に地域の関心や懸念を知らせ、企業とコミュニティの間に相互信

頼を築くことを目的としている。

　また、EPAによるスーパーファンドプログラムでは、市民参加計画に基づき、コミュニティ諮問グ

ループ（CAG：C。㌔皿unity　Advisory　Group）の設置を奨励し、住民への情報提供を支援しなが

ら、土壌浄化プtiセスにおける住民参加の質を確保する様々な制度が推進された3D。まず、1993

年から取り組まれる市民諮問グループは、マイノリティ・グループなどの意見を反映させる環境的

公正（Environmental　Justic6　Program）にも配慮して、コミュニティの代表を集めた話し合いを通

じて行政施策を行う。設置にあたり、EPAのコー一ディネーターがCAGの目的と入会資格、参加機

会について地域社会に情報提供し、CAGインフォメーション会議を開催してから、メンバーや議

題を選定している。さらに環境情報の質を確保するための制度として、技術的支援助成金（TAG：

Technical　Assistance　Grants）と技術的情報提供支援サービス（TOSC：Technical　Outreach　Ser

vices　for　Communications）がある。　TAGは、技術的な問題にっいて行政や事業者の代わりに
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判断する専門家を市民が委託する場合の資金を提供する。TOSCとは、大学の研究者かち成る

専門家チームがEPAとの契約に基づく補助金を受け、スーパーファンドサイトの住民に無償で技

術的知識等のアドバイスを提供する制度である32）。

さらに、NPOの中でもTRIデータを集計して、インターネット等で公表する団体もあり、The　Right

－to－Know　Network33）や、　Environmental　Defense（1967年結成、会員数約30万人）34）による米国

各地の有害性情報の地図情報化、各州での排出量トップ10の企業の公表など3s）の活動がある。

1999年には、EPAによりコミュニティを基盤とした環境保護アプローチ（CBEP　：　Communjty－Base

dApProach　to　Environmental　Protection）が定式化された36）。このアプローチは、コミュニティの

中の利害関係者を行政・民間を問わず集めて話し合v＼環境面での懸念事項から対策の優先

度を判断し、地域の状況に応じた環境対策を実施することを目的としている37）38）。

また・具体的なテーマとして、化学工場の汚染物質処理の問題39）や、魚の汚染問題4°）、河川管

理の問題‘’）などに関するリスクコミュニケーションの取り組みが報告されている。

このように第2段階の1986年から1994年の期間は、TRIの法制度化をきっかけにリスクコミュニケ

ーションの手法が大きく躍進している。それに伴い、第3期のリスクコミュニケーションは、各プロ

セスでの公平性を問うというより高い目的が重視されるようになった。

2．2．2欧州の動向

　欧州では、政策などの意思決定過程への市民の参画を促すための制度が検討されている。特

徴的な取り組みとして、まず、リスクコミュニケーションの会合を実施する際に参考になる方式とし

て科学技術の評価（Technica］Assessment）に伴って導入されたコンセンサス会議があげられる。

　コンセンサス会議は・デンマークで1980年代に始められ、1990年代に入って、ヨーロッパを中

心に広がり始めた。これまで実施された会議では科学技術、医学、倫理などに関わる社会的な

問題として・植物バイオテクノロジー、遺伝子操作食品、ヒトゲノム、原子力などがテーマとなって

いる・これまでに定式化されている方式の概略は、まず、市民パネル（公募）に対して、専門家パ

ネル（リストから市民が選定した専門家）からテーマに関する説明と市民の質問への回答が行わ

れる。最終的には市民パネル間の話し合いでコンセンサスの文書を作成する。また、会議を主催

する運営委員会が設置され、ファシリテータ（会議の司会を務め、コンセンサス文書を作るまで、

市民パネルの活動・議論を助ける）が選ばれる。コンセンサス会議は、多様な市民（異なるバック

グラウンド・異なる価値を持つ人々）が集まったとき、一体どのような議論がなされ、どのような合

意に達することができるかを示す機会となり、市民からの率直な社会的問題の提起として「公衆

倫理的代表意見」とみなされるのである42）。この会議により、政治の場以外でのコンセンサスを促

し・政策策定・決定者に対して「対立型論争」が中心のマスメディアの情報だけでなく、「どのよう

にコンセンサスに達することができるか」という貴重な情報を与えることができる。

　次に、意思決定過程への市民の参画を促すためのオーフス条約があげられる。1998年に国連

欧州経済委員会（UNCE）を中心に「環境問題における情報へのアクセス、意思決定への参加、
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司法へのアクセスに関するオーフス条約」が採択された。この条約ではリオ宣言第10原則に基づ

き、締約国は政府の行う交渉へのNGOの参加、情報や司法へのアクセスを保証するものである。

　以上から、欧州では、政治など政策決定、意思決定への市民意見の反映や市民の参画につ

いての実践的な取り組みが行われており、リスクコミュニケーションの制度化に向けて、定式化さ

れた会議や条約の発行など示唆に富むものといえた。

2．3日本における動向と課題

2．3．1化学物質の直接規制

化学物質の環境リスクによる人の生命や健康被害について、体系的な管理体制が整備された

のは、公害問題を契機にしている。1960年代には、公害の防止が政策課題とされ、原因となる物

質や事業活動などを特定し、排出の規制を中心とする対策が講じられていた43）44）。大気汚染防止

法、水質汚濁防止法、廃棄物の処理及び清掃に関する法律などによって、化学物質の環境への

排出を規制、監視し、農薬取締法や化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律（以下、化

審法）によって、有害な化学物質の生産や使用を制限してきた。日本における環境法の体系お

よび化学物質関連法については、付録1に図示した。

とくに、化審法は、カネミ油症事件などPCBによる汚染問題をきっかけとして、1973年に制定さ

れ、製造または輸入に先立ち、事前に化学物質の審査を行い、①自然的作用により化学的変化

を生じにくく（難分解性）、②生物の体内に蓄積されやすく（高蓄積性）、かっ③継続的に摂取さ

れると人の健康を損なうおそれ（慢性毒性）があるものを第1種特定化学物質として、製造・輸入・

使用を許可制として原則禁止した45）。しかし、対象からは、施行以前の既存物質が除外され、ま．

た発ガン性、催奇形性、生殖毒性、感作性等の有害性にっいて、国際的に評価が確立している

物質、被害者を出した物質もしくは大きな社会不安を生じさせたことのある、ごく一部の化学物質

にすぎない。そのため、規制対象外の化学物質が大量に使用、排出されている。

2．3．2化学物質管理の基盤的手段

　従来の政策手段である直接規制（command－and－contro］approach）や、経済的手段としての

環境税や汚染者負担原則（poUuter　pays　principle）の導入だけでなく、新たな手段として、環境

経済学の分野では「基盤的手段」と位置づけているA6）。すなわち、環境情報公開、環境影響評

価、コミュニティの知る権利、環境モニタリング・サーベイランス、環境情報データベース、環境教

育などは、基盤的手段を整備することが同時に原因者をコントm一ルする手段になったり、自発

性に基づく手段の導入を促すこともあると指摘されている47）。

　1996年に制定された環境影響評価制度（1999年施行）は、「事業者自らが、その事業計画の

熟度を高めていく過程において十分な環境情報のもとに適正に環境保全上の配慮を行うように、

関係機関や住民等、事業者以外の者の関与を求めっっ、事業に関する影響評価について調査t

・予測・評価を行う手続を定めるとともに、これらの結果を当該事業の許認可等の意思決定に適
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切に反映させることを目的」48）としている。いわば環境アセスメントには、事業実施の計画段階で

の環境保全を目的としたリスクコミュニケーションのプロセスが組み込まれている制度といえる。

　しかしながら、公共事業計画では、具体的な施設の建設立地点が決定してから計画が公表さ

れており、住民への縦覧、説明会開催が中心となり、計画策定や意思決定の手続きに住民意見

を反映させる積極的な取り組みは少ないなど、まさにコミュニケーションの側面が課題となってい

る49）。そこで米国の制度を参考に提案されている戦略的アセスメント（Strategic　Environmental　A

ssessment）では、事業よりも前段階の計画や政策の意思決定段階でより積極的な環境配慮を行

うことを目的とし、政策・計画段階での実施、社会・経済面の効果と環境影響の比較考量、プロセ

スの透明性と公衆関与を求めている5°）。

　1999年には市民からの情報公開請求に応じる情報公開法「行政機関の保有する情報の公開

に関する法律」が成立し（2001年施行）、さらに市民の意見聴取のために、官公庁はパブリック・

コメント制度を導入した。パブリック・コメントは、規制の制定や改廃に関する案について、ホーム

ページやマスコミを情報媒体として公表し、一般への情報公開と意見等の聴取を行っている。こ

れにより、行政の意思決定過程における公正の確保と透明性の向上を目的としたものである51）。

2．3．3化学物質排出・移動量届出制度の導入

　1999年に、「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法

律」が成立した。この通称PRTR法あるいは化学物質管理促進法では、各事業所が大気、公共用

水域、下水道、土壌への指定化学物質の排出量、および廃棄物の処理・処分のための外部への

移動量を調べ、都道府県を経由して事業所管官庁に報告する52）。環境省と経済産業省は、これ

らと報告対象外の小規模事業所、農業、商業＼病院、家庭、自動車などからの排出量を都道府

県ごとに推計して、都道府県別、物質別、業種別、環境媒体別に集計した情報を公表する。さら

に、販売製品の毒性や取り扱い上の注意事項等を記した化学物質等（製品）安全データシート

（MSDS）の提供が義務付けられた。第一種指定化学物質（354物質）としてはく環境中に広く継

続的に存在し、①人の健康や生態系に悪影響を及ぼす恐れがあるもの、②その物質自体は人

の健康や生態系に影響を及ぼす恐れがなくても、環境の中に排出された後で化学変化を起こ

し、容易に有害な化学物質を生成するもの、③オゾン層を破壊する恐れがあるもの、このいずれ

かの有害性の条件に当てはまる物質としている。また、第二種指定化学物質（81物質）としては、

第一種と同じく有害性の条件に当てはまる物質で、製造量、使用量などが増加した場合には環

境中に広く継続的に存在することとなることが見込まれる物質が対象となる・）。

　明確な被害をもたらす少数の化学物質を規制・測定するだけでなく、多量に使用される化学物

質の調査と情報公開を伴うPRTR法の導入により、行政、企業、市民にはそれぞれの役割が期待’

される。行政は、地域ごとの化学物質の排出状況等を把握し、効果的なリス〉削減計画を実施す

る53）54）・企業は・自社の取り扱う化学物質の種類や量を把握することで、自主的な管理とリスク削

減を促進する5s）。また、市民は、公開されるPRTR情報を活用し、環境リスクを低減させる消費活
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動やリスク削減対策の提案等を行うことができる56）。実際に、PRTR情報の公開に向けて、行政に

よる情報把握と公開57）、2．3．4に示すような企業による自主管理と情報開示の促進、市民団体と専

門家等の協力によるPRTR情報の集計・公表58）などの取り組みが進められている。

　PRTR法の意義は、各主体の協働を通じて、化学物質の環境リスクへの理解を深め、リスク削

減対策の進展を促すことである59）。

2．3．4企業による自主管理の促進

　2000年度の環境省の調査によると、国際標準化機構（ISO）の環境マネジメントシステムを規定

したISO14001の認証を取得した企業の割合は、上場企業の49．9％、非上場企業の30．5％であり、

また、環境情報を公開しているとする企業の割合は、上場企業の38．9％、非上場企業の19．7％（そ

のうち「環境報告書の公開」430社、「パンフレットの公表」が365社、「ホームページの記載」は607，

社）と年々大幅に増加する傾向がみられ、企業の中にも積極的な自主管理の認識が高まってき

た6°）。

　日本化学工業協会は、自主管理の一環として1992年にはPRTRパイロット調査を始め、1995年

には本格的にPRTRへ取り組むために「化学物質環境排出調査の指針」をまとめ、これに基づい

て55物質の排出量を調査し、結果を通産省化学品審議会リスク部会に提出するなど他に先駆け

て動いた55）。1996年にはレスポンシブルケア協議会61）が設立されるなどの自主的な管理や、環境

報告書の発行などの自主的な情報開示によって、従来の環境安全管理の体制を見直す動きが

ある。

　自主管理を促す動きとしては、環境経営度のランキング62）や環境報告書の表彰制度、エコファ

ンドによる環境格付けなどが企業のインセンティブを促している。また、環境省は、事業者による

環境パフォーマンス指標のガイドライン63）、環境報告書ガイドライン64）を導入し、個別企業の情報

開示の促進と開示された情報を比較・統合できる指標を検討している。環境パフォーマンス指標

では、①事業者の環境保全活動の適切化、②環境パフォーマンス情報の情報開示の適切化、

③消費者、地域住民、投資機関等による企業の環境面での評価の促進等を目的とし、指標策定’

における原則として、①適合性、②比較可能性、③理解容易性を重視している。さらに、経済産

業省では、ステークホルダー重視による環境レポーティングガイドラインを策定し、網羅性①公平

性、②適合性、③ガイドラインへの準拠、正確性①誠実性、②理解容易性、③適時性、④比較容

易性を原則としている65）。先述のGRIも含め、統一した指標での企業からの環境情報開示の促進

が期待される。

2．3．5今後の課題

　日本における環境リスク管理は、国際的な動向も踏まえ、従来のような行政による規制と監視

から、情報公開と自主管理による環境安全管理システムの構築へと移行しているといえた。しか

し、日本における化学物質のリスク管理や情報公開、市民参画の法・制度は、政策立案段階や
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意思決定過程での市民参画とその支援制度がある米国など国際的動向に比べるとまだ導入の

途上にある66）。

　2002年のOECD環境保全成果レ’ビュー67）では、日本の環境政策に対する勧告のなかに、「有

害化学物質に関するデー一タベー…スの整備及びリスクコミュニケーションの強化を図ること」が含ま

れており、2．1．2でOECDが示していたような日本に適したリスクコミ＝ニケー一一ションの具体的手法

の研究と実現が期待されている。また、2．L3に示した米国で行われていたような具体的提案や支

援の制度づくりが不可欠である。

　またぐ国際的にはNPO（非営利組織）やNGO（非政府組織）のような市民団体のグループが活

躍しており68）、日本におけるこれまでの環境事例研究においても、市民の知識と活動力を生かし

た意思決定の重要性が報告されている69）。しかしながら、日本には公害問題以来の住民運動の

歴史はあるものの、環境NGO・市民団体などの活動はまだ規模が小さく、一般市民の支援や認

知・専門性、専従担当者の設置、行政による協力、政策への参画レベルなどの不足によって十

分な活動が行えていない状況にある7°）。このような市民団体の活動を促し、またその重要性を位

置づけることも不可欠といえた。

　以上から、日本においてリスクコミュニケー…一ションを導入するにあたっては、情報公開や環境管

理など関連する法・制度の導入のみでなく、行政や企業などの管理責任主体が、それらを活用

するための手法の提案が重要である。とくに、①情報提供・公開の手法、②会合等でのコミュニ’

ケーションの手法、③意思決定過程への市民の参画を促す手法などが国際的動向に比べて不

十分であるため、このような手法の提案が有効と考えられた。また、リスクコミュニケーションに関

わる実施主体として、行政、企業、市民団体を位置づけて手法ガイドの提案を行うこととした。

　ただし、日本では、リスクコミュニケーションに関わる各主体間にどのようなギャップがあり、どの

ような点に留意すべきなのかなどの研究と経験の蓄積が不足している。このため、各主体へのア

ンケ・・・…ト調査、および実際の環境汚染事例の調査を行って実態を把握し、経験の少ない日本に

おいてリスクコミュニケーションが活用できるような適切な手法の提案が必要といえた。
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3．本論文の目的と構成

　以上に述べたように、化学物質の環境リスク管理におけるリスクコミュニケーションの促進は、

今後ますます重要になってくる。そのためには、①情報の透明性を高め、多くの市民や利害関係

者に情報を伝え、理解と関心を引き出すための情報提供・公開の手法、②化学物質の環境リスタ

に関する知識や認識について、各主体間にどのような共通点・相違点があるのかを明らかにし、

誤解を取り除いて相互理解や信頼関係を保つためのコミュニケーション手法、さらに③環境リスク

管理における意思決定過程に市民参画を促すリスクコミュニケーションの役割として、管理責任

主体とそれ以外の市民主体、専門家が実際の管理目標や対策選定を行うための情報・意見交

換と意思決定の手法の提案が必要である。

　そこで、本論文では、アンケート調査から、市民や市民団体、行政、企業、学者などの各主体

の平常時での認識・要望の差を明らかにし、また環境汚染事例のヒアリング調査等から、問題発

生時における各主体の意識・行動を解析した。これらにより、日本における適切なリスクコミュニケ

ーション手法を明らかにし、実施を促すための手法ガイドを提案し、環境リスク管理の改善に役

立てることを目的とした。

　本論文の構成をFig．1－2に示した。．

　第2章「化学物質のリスクの認識等と環境リスク管理に関する認識・要望の調査・解析」では、

市民、行政や企業の環境安全担当者（以下、行政、企業と略記する）、化学者を対象として、化

学物質のリスクの認識等、および化学物質の環境リスク管理と情報入手に関する認識・要望を把

握することを目的としたアンケート調査を実施し、解析した。その結果から、市民と他主体との認

識の共通点・相違点を把握し、情報提供・公開の方法の留意点や、化学物質の環境リスク管理

における各主体ごとの留意点を明らかにした。

　第3章「化学物質のリスクコミュニケーションに関する認識・要望の調査・解析」では、市民、市

民団体、行政、企業を対象として、リスクコミュニケーションで重要な事項や各主体に欠けている

事項、情報・意見提供の内容と方法等に関する認識・要望を把握することを目的としたアンケート

調査を実施し、解析した。その結果から、リスクコミュニケーションにおける主体間の認識・要望の

差を踏まえ、情報提供・公開や、会合等でのコミュニケーションなどのリスクコミュニケーション手

法の留意点を明らかにした。

　第4章「環境汚染事例における各主体の意識・行動の解析」では、環境リスクが問題となり、今

後のリスクコミュニケーションが必要な廃棄物不法投棄、ダイオキシン類汚染、土壌：地下水汚染

に関する三事例にっいて、ヒアリング調査・資料収集等を行い、環境リスクの原因と特徴、各主体

の意識・行動の推移と関係の整理、協働取組みにおける成果と課題などを把握した。さらに、各

事例から抽出した課題をもとに、比較解析、各主体間の関係の分類、リスクコミュニケー・M・一ションに

おける留意点を明らかにした。

　第5章「化学物質のリスクコミュニケーション手法ガイドの提案」では、第ユ章から第4章までに

得られた結果を踏まえ、具体的かつ実践的に役立っリスクコミュニケーション手法のガイドとして、
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リスクコミュニケーションの必要な場合や誤解などの基本原則を整理し、また行政、企業、市民団

体等に対して対象者ごとの要点、関係者との連携、必要な体制整備、リスクコミュニケーションの

手順を提案した。

　第6章「想定事例でのリスクコミ＝ニケーション手法ガイドに沿った対応」では、第5章で提案し

たリスクコミュニケs・・一一一一ション手法ガイドの利用を補うために、実際に起こりうる2つのシナリオとして

事故による環境汚染の発生（問題発生時）、および企業がPRTR情報を公表する場合（平常時）

について適切な対応例と不適切な対応例、具体的な質問と回答例を示した。

　第7章「総括」では、本論文の成果を総括した。
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第2章化学物質のリスクと環境リスク管理に関する認識・要望の調査・解析

1緒言

　人々が外部からリスク情報を与えられた場合のリスク認知にっいては、Slovicらを中心とした心

理学的研究が進められてきだ）2）。パーソナル・メディアやマスメディアを通じて個人や社会に到達

したリスク情報は、それぞれの認知メカニズムによって一定の歪み（重み付け）を持つ。社会や文

化の枠を越えて普遍的なリスク認知を歪めるバイアスとしては、①正常性バイアス（認知された異

常性がある範囲内であれば、なるべくノーマルなコンテクストで見てしまおうとする傾向）、②楽観

主義的バイアス（異常事態でもリスクを過小評価することで、心理的ストレスを軽減しようとして極．

端に小さい方向に振れる傾向）、③カタストロフィー・バイアス（種の絶滅のようなきわめて大きな

被害をもたらす事象への恐れによるリスクの過大視する傾向）、④ベテラン・バイアス（経験を過

信する傾向）、⑤バージン・バイアス（未経験による過誤の傾向）3）がある。

　一方、リスク認知の差が生じる要因としては、性別、年齢、文化的要因（民族、社会的地位、職

業集団、価値観）の差1）2）4）、知識量、立場の違い、性格的要因、専門家と非専門家などの差5）6）が

指摘されている。とくに、一般市民は、選択の自由度（voluntariness）、被害の恐ろしさ（dread）、

対策の選択肢（control　options）、慣れ（familiarity）などによってリスクを認知し1）、専門家等による

科学的なリスク評価の結果と市民の認知とは一致していない5）ηことが明らかになっている。

　化学物質のリスクにっいては、Mertzらによると、化学企業経営者、毒性学者、一般市民などの

所属集団による判断の差が大きく、企業は一般市民よりもリスクを低く評価することや、同じ毒性

学会会員の専門家であっても大学や研究機関の所属者よりも政府や企業の所属者の方が化学

企業経営者と同様にリスク認知が低いことなどが報告されている帥。

　このことから、リスク認知は所属する社会集団に大きく影響され、職業集団などの「文化」による

バイアスも含めて「社会的現実」としてのリスク認知が構成されることが示唆されている9）。このよう

な差こそがリスクコミュニケーションをよりいっそう困難にする一因となっている。

　日本でリスクコミュニケーションを行う場合にも、製品や環境汚染によって被害を受ける可能性

のある市民、化学物質を管理する立場にある行政や企業、および専門知識を持つ化学分野の学

者などの間には、化学物質のリスクやリスク管理について知識・認識の差があると想定される。ま

た・環境リスク管理について、情報公開を伴うPRTR法の導入により、行政や企業の環境リスク管

理に対する市民の意見・提案も期待されており1°）、これら具体的な管理方法についても各主体間

の認識・要望の差や、各主体に期待する役割にも要望の差があることが想定される。

そこで、本章では、市民、行政や企業の環境安全担当者、化学者を対象として、化学物質のリ

スクの認識等、および化学物質の環境リスク管理と情報入手に関する認識・要望を把握すること

を目的としたアンケート調査を実施し、解析した。

これらの結果から、市民と他主体との認識の共通点・相違点を把握し、化学物質のリスクについ

て知識・情報を提供し、認識・要望の差を埋めるための情報提供・公開の方法や、化学物質の環

境リスク管理における各主体の役割や留意点を明らかにすることとした。
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2調査の概要

2．1調査方法

　アンケート調査は郵送方式で、1998年2月21日に発送、3月31日を締め切りとした。

　質問紙では、「身のまわりの化学物質についてのアンケート」と題し、調査内容としては、化学

物質やそのリスクに対して、どのような基本知識や認識を持っているのか、および化学物質のリス

ク管理や化学物質情報の入手に対してどのような認識を持ち、どのような改善方法を求めている

のかについて17の質問を設定した。なお、化学物質全般と合成化学物質に対する質問を区別す

るため、「人工的に製造された化学物質（以下、合成化学物質）」と質問文に明記した。この他に

回答者の特性を明確にするため、性別、年齢、子供の有無、職業を記してもらった

　Fig2－一　1に、アンケート調査全体の構成を示し、付録2に調査票を示す。

　なお、アンケート対象者に対して、市民にはお礼として500円分のテレフォンカードを添え、行

政には環：境庁（現、環境省）から、企業には（社）日本化学工業協会から、学者にはエコケミストリ

ー研究会からの協力依頼文を添付した。

2．2調査対象者と回収率

　化学物質の環境リスクや管理について認識の差があると想定される市民、行政担当者、企業

担当者、学者の中から、とくに実際のリスクコミュニケーションの参加者になる可能性の高い層を

対象とした。調査対象者数と回収率をTable2－1に示した。

　市民は、比較的情報量も多く環境問題等についてある程度の関心を持っており、かつ比較対

象とする行政・企業・学者とは属性が異なる層を想定した。とくに、行政・企業・学者には男性が

多く、また一般に環境意識が高く不安を訴えるのは女性が多いと考えられた。このため、日本生

活協同組合連合会に商品モニターとして登録されている東京在住の女性200名とした（以下、「市

民」と略記する）。行政は、旧通商産業省、旧環境庁、および化学物質に対して先進的な取り組

みをしている東京都、大阪府、千葉県、神奈川県、北海道の自治体の環境担当者50名とした（以

下、「行政」と略記する）。企業は、（社）日本化学工業協会に加盟している197の化学会社から、工

場で環境・安全関係部署を設けている企業の担当者50名とした（以下、「企業」と略記する）。学者

は、化学物質と環境との調和を目的としたエコケミストリー研究会の会員の大学教官や公的研究

所の研究者から化学分野の研究を行っている50名とした（以下、「学者」と略記する）。市民以外

は化学物質や環境関連の人を対象として限定したため、それぞれ50名とした。

　また、回答者の主な属性をTable2－2に示した。各主体間で性別、年齢層などにかなりの違い

があった。市民は100％が女性で、20代～40代が89％であり、うち90％は子供がいて、専業主婦が63

％、パートが23％、常勤者が14％で、専業主婦が多かった。行政は男性が83％で、20代～40代が86％

であり、事務職が53％、技術職が28％、管理職が8％、無回答が11％であった。また、企業は100％が

男性で、40代～50代が91％であり、うち管理職が85％であった。学者は男性が77％で、40代～50代

が77％であった。
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第2章化学物質のリスクと環境リスク管理に関する認識・要望の調査・解析

3．化学物質のリスクの認識等に関する質問項目

3．1化学物質に対する基本知識・認識
3．1．1化学物質という言葉からの連想（質問1）

3．1．2化学物質についての基本的知識（質問2）

・3．1．3化学物質の有用性と有害性についての認識

　　　（質問3）

3．1．4合成化学物質の有害性判断についての認識
　　　（質問5）

3．2化学物質のリスクに対する認識
3．2．1化学物質のリスクにっいての感じ方（質問9）

3．2．2化学物質による身近な被害についての認識

　　（質問6）

3．2．3リスクを強く感じる合成化学物質の被害（質問17）

3．3合成化学物質についての対処
3．3．1合成化学物質の利用についての認識（質問4）

3．3．2日常生活でのリスク回避の購買行動（質問13）

4．化学物質の環境リスク管理に関する質問項目

4．1化学物質の環境リスク管理に対する認識・要望
4．1．1有害性情報の提供と有害性のチェック

　　（質問16）

4．1．2望まれる合成化学物質の環境リスク管理方法

　　（質問10）

4⊥3行政に望まれる政策（質問11）
4．1．4企業に望まれる対策（質問12）

4．1．5化学物質管理に対する要望・意見

4．2化学物質情報の入手に対する認識・要望
4．2．1現状の情報入手方法（質問14）

　　今後の望ましい情報入手方法（質問15－3）
4．2．2入手したい情報のレベル（質問15－2）

回答者の属性

性別、年齢、子供の有無、職業

Fig．2－1身のまわりの化学物質についてのアンケート調査の構成
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第2章化学物質のリスクと環境リスク管理に関する認識・要望の調査・解析

Table2－1調査対象者数と回収率

対象者 市民　行政　企業化学者合計

発送数

回収数

回収率（％）

200　　　50　　　50

186　　　36　　46

93　　　72　　　92

50　　350

31　　299

62　　　85

Table2－2回答者の主な属性の回答率一覧（％）

市民　行政　企業　学者
φ

性 男 0 83 100 77

別 女 100 14 0 23

20～30代 61 53 2 7
年齢

40代 28 33 26 32

層 50代 9 11 65 45

その他 2 3 7 16

有り 90 58 87 87
子供

無し 8 39 4 13

無回答 2 3 9 0
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第2章化学物質のリスクと環境リスク管理に関する認識・要望の調査・解析

2．3解析方法

　単純集計の結果で解析を行ったが、市民以外は標本数がやや少ないため、主体間の差異を

比較するにあたっては、母比率の差の検定（Z検定）を5％有意水準で確認した。以下に検定に用

いた式を示したω。

検定量T＝
P1－一　P2

一　　一　1　　1
P（1－P）一＋－
　　　　nl　　n2

　　　一　n1P1＋n2」P2
但し、P　＝＝

　　　　　　n1十n2

　回答方法は、5段階評価、自由回答のほかに、選択式の任意数回答（以下、MAと記す）、3項目

選択回答（以下、3Aと記す）および1項目を選択回答（以下、　SAと記す）があり、解析にあたって、そ

れぞれMAは必要と認識されている項目（必要性）、3Aは優先度の高い項目（優先性）とし、　SAは

最も重要と認識されている項目（重要性）と判断することとした。

　なお、回答者数の多い市民については、必要に応じて質問間のクロス集計を行ったが、特徴

的な結果を導くことはできなかった。

　また今後のアンケート調査・解析を行う上での課題として、アンケート対象者については、①本

調査での市民の標本は全て女性であるので、今後は男性の市民について調査し、性別による違

いの有無を検討することが必要であろう。ただし、リスク管理に携わる行政・企業・学者には男性

が多いため、同様の立場での女性にっいて、統計的に有意な数の調査を行って性別による差を

検討することは困難といえた。②市民の中でも一般市民と、積極的な市民団体とは認識に差が’

みられることが想定されるため、市民団体を対象とした調査が必要であろう。③調査票には関連

団体からの協力依頼文書などを添付したため、高い回収率を得ることができ、効果的であった。

④市民以外の標本を実際に参加する可能性の高い層に限定したため、より実態に即した結果が

得られたと考えられるが、一方で十分なサンプル数を得ることができなかった。⑤解析方法として

は、サンプル数が十分であれば、年齢、環境問題への関心度などの属性との関連分析や、因子

分析、主成分分析などの多変量解析を用いて回答結果のパターン分類を行うとより深い考察が

可能であろう。⑥4．1．1や3．1．3、3．3．2などの質問文や選択肢にっいて、それぞれの質問の意図

の違いがやや区別しにくいといえた。どのような人でも明確に理解できるような調査票の作成が

重要であろう。
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第2章化学物質のリスクと環境リスク管理に関する認識・要望の調査・解析

3．化学物質のリスクの認識等に関する結果と考察

3．1化学物質に対する基本知識・認識

3．1．1化学物質という言葉からの連想

　回答者に先入観を持たせないために自由連想の質問で化学物質に対するイメージを把握した

（調査票質問1）。各主体ごと上位5つまでの結果をTable2－3に示した。

　全主体ともに、「ダイオキシン」と「環境汚染」が多くあげられた。本調査を実施した1998年は、ダ

イオキシン類の影響が社会問題になっており、社会的関心の高まりを反映した結果となった。さら

に、「有害／危険」といった否定的な言葉が多く、化学物質に対する否定的なイメージが強いこと

がわかった。中畝らの調査12）でも同様の傾向がみられている。

　主体別の特徴でみると、市民は「食品添加物」、「医薬品」などの日常生活に身近なものを多く

あげていた。行政と学者は、「ダイオキシン」が58％と48％で高く、さらに「PCB／DDT」や「環境ホル

モン」など有害性が社会問題となった個別物質名を多くあげていた。企業は、「有害／危険」が57

％と高かったが、「便利」も17％あり他の主体に比べて高かった。

　以上から、全主体とも化学物質から否定的なイメージを連想することが多く、具体的な環境汚

染物質に対する関心の高まりの影響を受け、社会的なリスクの主要原因の一っとして認識されて

いることがわかった。

3．1．2化学物質についての基本的知識

　市民と専門家で化学物質の基本的知識の差が大きいと想定される4項目をあげ、知っている

項目を任意数回答してもらった（調査票質問2）。結果の一覧をTable2－4に示し、差の大きかった

結果をFig2　一一2に示した。

　全主体とも85％以上が、「多くが意図的（人工的）に製造され、商品として身近に用いられている」

や「物の燃焼や製造過程等で意図しないのに作られてしまう化学物質が環境に出ている」、「現代

社会にとって有益と有害の両方の面を持ち合わせているものが多い」という知識を持っており、想

定したような知識の差はみられなかった。

　一方、Fig2－2の「世の中に存在する物質は天然及び合成を含め、すべて化学物質である」に

ついては、市民以外が63％～67％であるのに対して、市民は20％と非常に低く、他3主体との差が

みられた。

　「化学物質」という用語は、実際には様々な意味で用いられている。化学物質審査規制法で

は、「元素又は化合物に化学反応を起こさせることにより得られる化合物」を取り扱うものと定義さ

れている。一方、PRTR法では、「元素及び化合物」と定義されている。　Fig2－2をみると、市民の多

くが、化学物質とは天然物質も含む「元素及び化合物」すべてであるとは認識しておらず、化審

法で取り扱うような「人工的に製造された化学物質」を「化学物質」と認識していると考えられた。

　以上から、①想定していたほど、各主体間の基本的知識の差はみられなかった。しかし、②市

民は天然物質も化学物質であるという知識がない人が多く、他主体との差が大きかった。③市民
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第2章化学物質のリスクと環境リスク管理に関する認識・要望の調査・解析

Table2－3化学物質という言葉からの連想の主体別回答率（％）

市民 行政 企業 学者

ダイオキシン 38 ダイオキシン 58 有害／危険 57 ダイオキシン 48

有害／危険 37 有害／危険 42 環境汚染 46 PCB／DDT 29

環境汚染 31 環境汚染 31 ダイオキシン 24 農薬 29

食品添加物 20 環境ホルモン 28 医薬品 17 有害／危険 26

医薬品 19 PCB／DDT 17 便利 17 環境汚染 26

Table2－4化学物質についての基本的知識の回答率一覧

選択肢（任意数回答）
回答率（％）

市民　行政　企業　学者

世の中に存在する物質は天然及び合成を含め、すべて化学物質である

多くが意図的（人工的）に製造され、商品として身近に用いられている

物の燃焼や製造過程等で意図しないのに作られてしまう化学物質が環境に出ている

現代社会にとって、有益と有害の両面を持ち合わせているものが多い

無回答

20

85

95

90

1

67

94

100

92

　0

63

96

94

96

4

65

94

97

90

3

市民

行政

企業

学者

0 20　　　　　　　40　　　　　　　60　　　　　　　80　　　　　　100

Fig．2－2世の中に存在する物質は天然および

　　　合成を含め、すべて化学物質である
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第2章化学物質のリスクと環境リスク管理に関する認識・要望の調査・解析

の多くが、人工的に製造された合成化学物質を「化学物質」と認識しているといえた。

3．113化学物質の有用性と有害性についての認識

　化学物質の利用についてどのように認識しているのか、化学物質の有用性と有害性について

各々4項目、合計8項目をあげ、5段階評価で回答してもらった（調査票質問3）。結果をFig2－3か

らFig2－10に示した。

　化学物質の有用性についての認識では、Fig2－3の「高機能材料として現代を支えている」につ

いて、「全くそのとおり」と「一応そのとおり」が83％～95％と各主体ともに高く、一方、Fig2－4の「製品

の価格の値下げに役立っている」は45％～58％と低かった。また、Fig2－5の「製品の性能の向上に

役立っている」は、「全くそのとおり」と「一応そのとおり」に市民の79％が回答し、有用性は認めてい

るものの、他の主体の約go％に比べて低かった。このことは、　Fig2－6の「現代社会に必要なもので

ある」でも、市民の「全くそのとおり」と「一応そのとおり」が67％で、他の主体が90％前後であるのに

比べて低いことにもあらわれていた。市民は、企業などに比べて化学物質を積極的に受け入れ

ているとはいえないことが示されていた。

　一方、有害性についての認識では、Fig2－7の「魚など動植物の生息環境に悪影響を与えるも

の力移い」でも市民の84％が「全くそのとおり」と「一応そのとおり」に回答し、企業と学者の51％～65

％より高く・不安を強く感’じ’C．v・ることがわかった・さらに、　Fig2－8の「人の健康に有害な影響を与

えるものが多い」で、「全くそのとおり」と「一応そのとおり」に市民の72％が回答し、企業と学者の46

％～51％に比べて高く、その一方で、企業は、「どちらともいえない」と判断を保留する意見が多い

ことがわかった。また、Fig2－7とFig2－8を比較すると、学者以外は人の健康への影響よりも動植物

に悪影響を与える物質が多いという認識が高く、環境への影響を認めている。しかし、学者は両

者ともに51％であり、「全くそう思わない」や「どちらともいえない」もやや高く、学者の中で見解がわ

かれていると推測された。Fig2－－9の「爆発、引火など危険なものが多い」では、各主体ともr－：一一応そ

のとおり」や「どちらともいえない」という回答が多く、化学物質に対して、危険性（爆発、引火など）

よりも、有害性（毒性など）のリスクの方が高いと認識されているといえた。

　また、Fig2－－10の「日頃、安全と言われていても、突然に有害と発表されることなどに不安を感じ

る」は、市民の「全くそのとおり」と「一応そのとおり」が92％あり、他主体に比べて著しく高かった。な

お、主体間の違いではなく、知識の量による違いという可能性もあるため、3．1．2の化学物質につ

いての基本的知識の回答数（任意数回答）を知識程度を示すものとみなし、市民の中で回答が

全4項目、3項目、2項目、1項目の回答者ごとにクロス集計を行った。しかし、差は認められなかっ

たため、やはり市民全般の傾向と考えられた。安全で役に立っものとされて使用してきた化学物

質が、実は有害であることが後から明らかになる例が多く、それが市民の不安や不信の原因にな’

っていることが示されていた。

　以上から、①全体として、化学物質の有害性に関する不安は、市民がとくに強く、企業より行

政の方が市民に近く、有害性の情報に日頃から接している学者が最も市民との差が大きいことが
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第2章化学物質のリスクと環境リスク管理に関する認識・要望の調査・解析

ロ全くそのとおり　　　ロー応そのとおり

ロどちらともいえない　　■あまりそう思わない

N全くそう思わない

市民

行政

企業

学者
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Fig．2－’3高機能材料として現代を支えている
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企業
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Fig．2－’6現代社会に必要なものである
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Fig．2－7動植物の生息環境に悪影響を与えるものが多い
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　　　　　　　　　　　　　　　　　第2章化学物質のリスクと環境リスク管理に関する認識・要望の調査・解析

わかった。また、②有用性について、「全くそのとおり」と肯定する意見は企業が高く・市民との差

が大きかった。さらに、③市民は、安全と言われていても、突然に有害と発表されることに不安を

感じているといえた。

3．1．4合成化学物質の有害性判断についての認識

合成化学物質についてどのように理解し、有害性を判断しているのか、4項目から1項目を選択

回答してもらった（調査票質問5）。結果の一覧をTable2・－5に示した。なお、先述したように合成化

学物質については「人工的に製造された化学物質」と質問文に明記した。

　「すべて有害である」または、「大部分は人や環境に悪影響を与えない」とする偏った回答をし

た人が、企業以外に各々10％前後あった。3．1．3と同様に、学者の中にも人や環境に悪影響を与

えないという認識を持つ人がいることがわかった。

　一方、各主体の多数を占める有害性判断については、市民と学者の間で大きな差がみられ

た。市民は60％が「安全物質と有害物質に2分される」としているのに対して・学者は16％と低く・逆

に学者の61％が「安全か有害かは量による」としているのに対して市民は17％だった。

　以上から、学者は、限界を超えると有害な影響を及ぼすと認識しているが、市民は化学物質を

安全か有害かに分けて認識しているといえた。

3．2化学物質のリスクに対する認識
l

3．2．1化学物質のリスクについての感じ方

　化学物質とその他のリスクイメージとを比較するために、生活の中でリスクが感じられる10の事

項（ダイオキシン類、農薬、排気ガス、合成洗剤、地震、原子力発電所、がん、エイズ、自動車の

交通事故、登山事故）にっいて、6つの項目を5段階評価で回答してもらった（調査票質問9）。Fi

g．2－－11に、5段階評価の重み付けを平均して図示した。

　なお、6項目は、リスク認知の代表的な因子とされている未知性因子、恐ろしさ因子1）2）をもとに

設定した。

　「①科学的に解明されている」では、全主体とも「地震、がん、エイズ」について解明されていな

いと感じ、行政は「ダイオキシン類」にっいても、6割弱が解明されていないと回答し、他主体より．

高かった。市民は「合成洗剤、排ガス、農薬」にっいては、6割程度が解明されているとしていた。

「②危険性をよく知っている」では、全主体ともに「交通事故、エイズ、地震」にっいて知っていると

感じていた。一方、「合成洗剤、農薬、ダイオキシン類」は、市民と行政の2割強が、よく知らないと

回答していた。以上の「未知性」に関しては、市民と行政にやや強く認識されていた。なお、①科

学的に解明されていると考える事項と②危険性をよく知っている事項とは一致していなかった。

　「③強い危機感・恐怖感がある」では、全主体ともに「ダイオキシン類」が最も高く、次いで企業

以外は「原子力発電所」であった。企業はどの事項でも「どちらともいえない」が3～4割程度あり、

市民の実感と異なっていた。「④将来に危険を感じる」では、全主体ともに「ダイオキシン類、農
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　　　　　　　　　　　　　　　　　第2章化学物質のリスクと環境リスク管理に関する認識・要望の調査・解析

薬、がん、排ガス」が高かった。さらに、市民はどの事項でも6～8割が将来に危険を感じると回答

し、後の3．3．3でも示すように次世代影響への不安が強いことがわかった。「⑤危険の規模が大き

い」では、全主体ともに「原子力発電所、地震、ダイオキシン類」について7～9割弱が回答してい

Jた。「⑥自分自身で避けられない危険である」では、全主体がほぼ「地震、原子力発電所、ダイオ

キシン類、排ガス、がん、農薬、交通事故、合成洗剤、エイズ、登山事故」の順に一致していた。

　ただし、市民は全体的に他の主体より③④⑤の「恐ろしさ」を強く認識しており、大きな差がみら

れた。とくに、「ダイオキシン類」は最も高く、3．1．1で化学物質からダイオキシン類を連想する回答

が多かったこととあわせて、恐れの認識は非常に強いといえた。また、全主体≒もに⑤と⑥は「原

子力発電所」が高く、規模が大きく自ら制御できないリスクと認識されているにも関わらず、③と④

は「ダイオキシン類」の方が高かった。リスク認識の低い「合成洗剤」についても④が高い傾向がみ

られた。さらに、全主体ともに「③強い危機感・恐怖感がある」よりも「④将来に危険を感じる」の方

が高く、身に迫る危険ではなくても将来への不安を感じる傾向が強いことがわかった。

　また、土田らの調査13）では、大気中の発がん物質に対する認知構造の因子間相関をみると「被

害・危険」が高いと認知している人ほど、「有効な対策をとることができる」と認知しており、社会的

対策の遅れがリスクを強く感じさせる要因IDの一つになっていると考えられた。

　以上から、化学物質による環境リスクについては、必ずしも科学的な未知性への不安が強いと

はいえず、主に社会全体の対策の進行度、とくに将来への不安などに起因した認識といえた。と

くに市民はこのような認識が強いため、他のリスクと比較した判断をしておらず、化学物質管理に

ついての情報公開や化学物質の生産や使用を制限するような規制を重視する傾向につながっ

ていると考えられた。

3．2．2化学物質による身近な被害についての認識

　日常生活の中で、化学物質の被害をどの程度認識しているのか、想定される6項目から任意

数回答してもらった（調査票質問6）。結果の一覧をTable2－－6に示した。

　まず、本アンケー・・一…トでは、市民の回答者が全て女性であったため、「合成洗剤で手が荒れた」と

する市民が75％と高くなったと考えられた。さらに、「身近にアトピー性皮膚炎の人がいた」も同様

に市民が62％と高く、女性の方が周囲の人々と話題にしやすいため被害の認識が高いと考えられ

る。一方、企業や学者は、「悪臭に悩まされた人がいた」が50％強と高く、実際に悪臭等に関する

相談を受けていると考えられる。「身近で若くしてガン死した人がいた」は、全主体ともに17％～19％

あった。これ以外の項目でみると、各主体ごとに強く認識している被害にばらっきはみられるが、

平均すると市民49％、行政36％、企業44％、学者46％が身近になんらかの化学物質による被害が起

きそいると認識し、大きな差はみられなかった。

　以上から、いずれの主体も身近になんらかの化学物質による被害があると認識していた。
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第2章化学物質のリスクと環境リスク管理に関する認識・要望の調査・解析

Table2－5合成化学物質の有害性判断の認識の回答率一覧

選択肢（1項目回答）
回答率（％）

市民　行政　企業　学者

安全な物質と有害な物質に2分される

すべて有害である’

大部分は人や環境に悪影響を与えない

安全か有害かは量による

無回答

60　　44　　44　　16

12　　　8　　　0　　10

7　　11　　　2　　13

17　　　　36　　　　50　　　　61

4　　　0　　　4　　　0

Table2－6化学物質による身近な被害の認識の回答率一覧

選択肢（任意数回答）
回答率（％）

市民　行政　企業　学者

合成洗剤で手が荒れた

身近にアトピー性皮膚炎の人がいた

川・池から魚がいなくなった

呼吸器に影響を受けた人がいた

悪臭に悩まされた人がいた

身近で若くしてガン死した人がいた

無回答

75　　　　31　　　　35　　　　42

62　　　　33　　　　44　　　　45

47　　　　50　　　　52　　　　42

41　　　28　　　30　　　　48

20　　　　36　　　　59　　　　52

17　　　　17　　　　17　　　　19

4　　17　　　9　　　7

Table2－7リスクを強く感じる合成化学物質の被害の回答率一覧

選択肢（1項目回答）
回答率（％）

市民　行政　企業　学者

広範囲の環境汚染（PCB、DDTなど）

生殖能異常（ホルモン様物質など）

発がん性物質汚染（ベンゼンなど）

薬害（スモン、サリドマイドなど）

公害病（水俣病など）

アレルギー一一SS発

引火・爆発

魚・ホタルなどの死滅

無回答
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4
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第2章化学物質のリスクと環境リスク管理に関する認識・要望の調査解析

3．2．3リスクを強く感じる合成化学物質の被害

　具体的にどのような被害を人々が恐れているのか、想定される選択肢8項目から3項目を選択

回答してもらった（調査票質問17）。結果の一覧をTable2－7に示した。

全主体ともに、「広範囲の環境汚染（PCB、　DDTなど）」、「生殖能異常（ホルモン様物質、次世代

への影響）」が非常に高く、科学的解明が不十分だが、広範で深刻な影響を与える可能性があ

り、社会問題になっている事項が高いことが共通していた。一方、広範囲の人の命や次世代への

影響を与えない「魚・ホタルなどの死滅」や「アレルギー誘発」、「引火・爆発」などは低かった。

　主体ごとの特徴でみると、行政は、「発がん性物質汚染（ベンゼンなど）」に61％、「公害病（水俣

病など）」に47％あり、他主体より高かった。これらは管轄地域の工場等が問題を起こした場合に行

政o．管理責任が問われて社会問題となった事例が多いため、リスクを強く感じていると考えられ

た。一方、企業は、「薬害（スモン、サリドマイドなど）」が52％あり、他主体より高かった。化学会社で

は日常的に毒性の高い物質を取り扱っているため、長期間の不確実な悪影響（リスク）に対するよ

りも、商品の販売後に明確な被害が表れ、企業の責任が問われる「薬害」の方が恐ろしいと感じ

ていると考えられた。また、「引火・爆発」は30％であるが、他主体より高く、自身や企業の直接的

被害や信用低下へめ不安があるとみられた。

　以上から、①いずれの主体も、広範囲の環境汚染や生殖能異常などの広範に深刻な影響を

与える可能性があり、社会問題になっている事項にリスクを強く感じるといえた。また、②行政や

企業は、組織が責任を問われる事項にもリスクを強く感じるといえた。

3．3合成化学物質についての対処

3．3．1合成化学物質の利用についての認識

　今後の合成化学物質の開発や利用についてどのように認識しているのか、4項目を5段階評価

で回答してもらった（調査票質問4）。結果をFig2－12～Fig2－15に示した。

　市民はFig2－12の「合成化学物質は毒性が大きく、開発するにしても、用途や素材を厳しく限

定すべきだ」について、「全くそのとおり」と「一応そのとおり」が82％あり、基本的に抑制的な利用を

望んでいることがわかった。一方、企業は、Fig2－13の「合成化学物質には多少の有害性、危険’

性はあるが生活への便利さを提供できる製品は、今後とも適切な管理のもとに開発していくべき

だ」にっいて、「全くそのとおり」と「一応そのとおり」が87％あり、また、Fig2－14の「これ以上新しい合

成化学物質は不要である。現在使用されているもめでも今後は減らしてゆくべきだ」は、「あまりそ

う思わない」が50％で高く、合成化学物質の利用は不可欠であるとみていることがわかった。行政

と学者は、見解が分かれており、判断を留保する意見が多かった。

　また、Fig2－15の「合成化学物質は本来不要で、天然物ですべてをまかなうべきだ」について

は、全主体とも「全くそのとおり」と「一応そのとおり」が2％～16％で低く、合成化学物質を利用しな

いという極端な意見は少ないことがわかった。ただし、市民は「どちらともいえない」が45％と判断を

保留する人が多いことが特徴的だった。
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氾濫には疑問を持ち、用途や素材の厳しい制限など抑制的な利用を望んでいることがわかった。

一方、②企業は合成化学物質の利用が不可欠であり、適切な管理のもとに開発していくことが望t

ましいと考えており、認識の差がみられた。

　また、村山らの調査15）では、「政府や企業は技術がもたらすリスクを適切に管理できる」にそう思

わないとした人が全体の60％を占め、リスクを管理する側への不信が目立っていた。このため、③

市民は現状で適正な管理が行われていないと認識し、合成化学物質の抑制的な利用を求めるよ

うになっていると考えられた。

3．3．2日常生活でのリズク回避の購買行動

　日常生活の中で化学物質が使用されている商品にっいて、どのようなリスク回避行動をとって

いるのか、3項目について5段階評価で回答してもらった（調査票質問13）。結果をFig2－16からFi

g2－一　18に示した。

　Fig2－16の「合成化学物質ができるだけ使われていない商品を選ぶ」にっいて、「全くそのとお

り」と「一応そのとおり」が、市民は64％で高かった。他の主体は26％～39％であり、「あまりそう思わ

ない」も22％～33％あった。一方、Fig2－17の「残留農薬や食品添加物などができるだけ使われてい

ない商品を買う」とFig2－18の「赤ちゃんや老人にはできるだけ合成化学物質が使われていない

商品を選ぶ」については、それぞれ「全くそのとおり」と「一応そのとおり」を合わせると同程度で

あり、市民は約80％、学者は約60％、行政は61％とかなり多くの人が配慮していることがわかった。

企業は、残留農薬や食品添加物への注意は51％あるが、乳幼児や老人への配慮は39％と低かっ

た。なお、本調査では、市民の回答者が全て女性であり、一般に女性の方がリスクを強く意識し

ているとされているこど）脚から、商品選択の配慮が高いことも考えられる。

　日本の消費者はドイツの消費者に比べて、環境商品の選択などの環境行動は伴わない傾向

がみられるt6）とされるものの、主体別にみると、市民が最もリスク回避の購買行動を取っていた。

次に、行政、学者の順で配慮する人が多く、企業はそれより10～20％程度低かった。
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団全くそう思わない　　■あまりそう思わない

図どちらともいえない　ロー応そのとおり
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学者

0 20 40 60 80 100

Fig．2－1　6合成化学物質ができるだけ使われていない商品を選ぶ
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Fig．2－17残留農薬や食品添加物などができる
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企業

学者

Fig．2－－1　8赤ちゃんや老人にはできるだけ合成

　　　　化学物質が使われていない商品を選ぶ
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第2章化学物質のリスクと環境リスク管理に関する認識・要望の調査・解析

4．化学物質の環境リスク管理に関する結果と考察

4．1化学物質の環境リスク管理に対する認識・要望

4．1．1有害性情報の提供と有害性のチェック

　行政や企業による化学物質の有害性情報の提供や有害性のチェックに対して、各主体の評

価を把握するために、3項目にっいて5段階評価してもらった（調査票質問16）。結果をそれぞれ

Fig．2－19～Fig．2－21に示した。

　Fig．2－19の「有害性をきちんと知らせている」については、市民の87％、学者の74％、行政の72％、

企業の59％が「全くそう思わない」や「あまりそう思わない」と回答し、市民と企業との差がみられた。

さらに、情報量が十分かどうかの評価だけでなく、内容や説明の理解や満足度を把握することが

重要と考え、Fig．2－20の「十分納得のいく説明がなされている」について質問した。市民の84％、行

政の81％、学者の71％、企業の65％が「全くそう思わない」や「あまりそう思わない」と回答しており、Fi

9．2－19と同様に市民と企業との差がみられた。

　さらに、安全確認についてFig．2－20の「有害性のチェックは十分になされている」では、市民の8

4％、学者の71％、行政の64％、企業の32％が「全くそう思わない」や「あまりそう思わない」と回答して

おり、最も認識の差が大きく、企業は十分との認識を持っている人が多いが、市民や学者からは

不十分と思われていた。

　以上から、①有害性情報について、情報提供も、説明への満足度も全般的に不十分と認識さ

れており、とくに、市民や学者は有害性チェックも不十分であるという認識が高かった。ただし、

②企業は情報提供や安全確認について現状で十分との回答もあり、市民との認識に差がみられ

た。

4．1．2望まれる合成化学物質の環境リスク管理方法

　合成化学物質を安全に使用するのに必要と思われる6項目の選択肢をあげ、任意数回答およ

びそのうち最も重要と考える1項目を選択回答してもらった（調査票質問10）。結果の一覧をTable

2－8に示した。また、MAは必要と認識されている項目（必要性）、SAは最も重要と認識されている

項目（重要性）と判断することとした。

　なお、先述したように、合成化学物質について、天然物質を含む化学物質全般と区別するた

め、「人工的に製造された化学物質（以下、合成化学物質）」と質問文に明記した。

　いずれの主体も「適切な表示等による情報提供を充実する」ことの必要性（平均MA91％）が高か

った。また、「有害な化学物質の使用量を制限する」は、重要性（平均SA32％）が高く、使用量の制

限対策が重視されていることがわかった。一方、「有害な化学物質は全て使用禁止とする」につい

ては、必要性の平均（MA25％）が低く、大半は使用禁止にする必要はないと認識していた。ただ

し、市民は使用禁止が他主体より高く（MA41％、　SA31％）、とくに重要性では使用量制限（SA26％）、・

情報提供（SA19％）を上回っていた。

　それ以外の項目として、「化学物質を使う消費者や従業員の教育を充実する」、「排水処理施・
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Table2－8望まれる管理方法の回答率一覧

選択肢（MA・SA）
回答率（％）

市民行政企業学者平均
情報提供・公開

適切な表示等による情

報提供を充実する

MA　　　93　　　97　　　89　　　87　　　91

SA　　　19　　36　　22　　　26　　26

規制・指導

有害な化学物質の使
用量を制限する

有害な化学物質は全
て使用禁止とする

MA
SA

MA
SA

75　　　83　　　78　　　71　　77

26　　36　　35　　32　　32

46　　　22　　　11　　23　　　25

31　　8　　9　　3　　13

その他

化学物質を使う従業員MA
への教育を充実する　　SA

化学物質を使う消費者MA
への教育を充実する　SA

排水処理等の公害防　MA
止施設を充実する　　SA

82

1

83

8

93

8

86

3

78

3

72

8

83

0

80

13

76

7

71

7

71

10

58

0

80

2

78

8

75

6

無回答 MA　　3　　0　　9　10　　5
SA　　　　7　　　6　　15　　23　　　13
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第2章化学物質のリスクと環境リスク管理に関する認識・要望の調査・解析

設等の公害防止施設を充実する」は、必要性を感じているが重要な事項と認識されていないこと

がわかった。なお、「排水処理施設等の公害防止施設を充実する」は、市民からの必要性（MA93

％）が高く、他主体との差がみられた。

　以上から、各主体に共通する認識として、化学物質に関する情報共有を促進し、有害性の高

い物質の使用量を制限するなどの環境リスク管理方法が求められていた。

4．1．3行政に望まれる政策

　合成化学物質を安全に使用するために、行政がとるべき管理政策として10項目の選択肢をあ

げ、任意数回答および3項目選択回答してもらった（調査票質問11）。結果の一覧をTable2－9に

示した。なお、MAは必要と認識されている項目（必要性）、3Aは優先度の高い項目（優先性）と

判断することとした。

　情報提供・公開に関連する項目では、「環境中の有害物質の濃度を調査し、公開する」の必要

性の平均（MA87％）が最も高かった。優先性でみると学者（3A52％）が高く、市民との差がみられた。

次に、「化学物質の有害性についてわかりやすい情報を提供する」の必要性の平均（MA85％）が高

く、環境汚染測定や有害性についての情報提供が行政に望まれていることがわかった。PRTR情

報に相当する「工場等が環境に排出している有害物質の量を把握し、公開する」では、企業（M

A61％）と他主体（MA約80％）との差がみられた。一方、「各製品に含まれる化学物質を把握し、情

報提供する」については、市民（MA88％）と他主体（MA70％前後）との差がみられ、市民は商品の情

報について行政からの公開も望んでいることがわかった。

　規制・指導に関連する項目については、市民の要望が高く、他の主体は情報提供・公開に関

連する項目の方がやや高いため、認識の差がみられた。ただし、「工場等からの化学物質の環境

中への排出量を規制する」については、市民以外からもやや高く、優先性では有意差がみられな

かった。「工場等が化学物質の自主的な管理を徹底するように指導する」は、行政と企業の優先

性がやや高く一致しているが、市民とは差がみられ、市民は規制措置を優先していた。「化学物

質の漏洩事故や誤飲事故などの緊急の対処方法を徹底する」については、市民（MA82％）と他主

体（MA65％前後）の必要性に差がみられた。

　「新規物質・製品の安全性審査を厳しく行い、安全な物質のみ製造を許可する」と、「現在使わ

れる化学物質・製品の安全性を検査し、有害物質の製造・使用を禁止する」については、市民の

必要性・優先性（MA91％、3A60％前後）ともに高く、販売前の規制を強く求めているのに対して、

規制される側である企業（MA48％）は低く、認識の差がみられた。また、学者は、現在使われる化

学物質・製品の検査の必要性（MA71％）がやや高く、現行の化審法における新規物質・製品の審

査と製造許可だけでなく、現在使われているものも検査し、製造・使用禁止することも必要と認識

していることがわかった。「化学物質の用途や生産量を制限する」については、各主体の必要性

の平均（MA51％）が最も低かった。とくに、企業は最も低く（MA37％）、市民と差がみられ、行政から

用途や生産量の制限を受ける必要がないと認識している人もいることがわかった。

一40一



第2章化学物質のリスクと環境リスク管理に関する認識・要望の調査・解析

Table2－9行政に望まれる政策の回答率一覧

選択肢（MA・3A）
回答率（％）

市民行政企業学者平均
情報提供・公開

環境中の有害物質の濃度を調査　MA
し，公開する　　　　　　　　　　3A

化学物質の有害性についてわかりMA
やすい情報を提供する　　　　　3A

工場等が環境に排出している有害MA
物質の量を把握し，公開する　　　3A

各製品に含まれる化学物質を把握MA
し，情報提供する　　　　　　　3A

82　　　89　　　87　　　90　　　87

15　　　27　　　41　　　52　　　34

88　　　86　　　80　　　87　　　85

24　　　25　　　39　　　23　　　28

83　　　83　　　61　　　81　　　77

20　　　36　　　13　　　36　　　26

88　　　67　　　65　　　74　　　74

17　　　25　　　24　　　23　　　22

規制・指導

工場等からの化学物質の環境中
への排出量を規制する

工場等が化学物質の自主管理を
徹底するように指導する

化学物質の漏洩や誤飲事故等の
緊急の対処方法を徹底する

新規物質・製品の安全性審査を行
い，安全物質のみ製造許可する

現在使われる物質・製品を検査し，

有害物質の製造・使用禁止する

化学物質の用途や生産量を制限
する

MA
3A

MA
3A

MA
3A

MA
3A

MA
3A

MA
3A

93

39

72

12

82

18

91

58

91

65

68

18

78

28

81

33

64

3

67

39

53

42

50

17

76

44

80

33

67

9

48

30

48

22

37

13

84

36

68

16

68

7

65

29

71

36

48

26

83

37

75

23

70

9

68

39

66

41

51

18

無回答
MA　　1　　6　　2　　0　　2．

3A　　　1　　3　　2　　3　　2
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以上から、①行政の政策としては、全主体ともに化学物質による環境汚染測定や有害性情報

にっいて現状把握と情報公開を進めることを望んでいた。②市民は現状把握だけでなく、確実に

効果のある使用制限や使用禁止等の徹底を望んでいることがわかった。一方で、③企業は行政

からの規制ではなく、自主管理を望んでいるため、市民との認識の差がみられた。

4．1．4企業に望まれる対策

　合成化学物質を安全に使用するために企業がとるべき対策として9項目の選択肢をあげ、任

意数回答および3項目選択回答してもらった（調査票質問12）。結果の一覧をTable2－10に示し

た。tなお、MAは必要と認識されている項目（必要性）、3Aは優先度の高い項目（優先性）と判断

す巴こととした。

　情報提供・公開に関連する項目では、「各製品に含まれる化学物質やその毒性を適切に表示

する」の必要性（MA91％）が高く、企業の役割として製品へのラベル表示等が望まれていることが

わかった。PRTR情報に相当する「環境に排出している有害物質の量を把握し、公開する」につい

ては、行政の優先性（3A50％）が高く、企業の取り扱う有害化学物質の実態の把握を望んでいた。

これに対して市民と企業は、必要性を認識しながらも（MA82％と76％）、あまり優先的に考えていな

い（3A20％程度）ことがわかった。さらに、「取り扱っている有害物質の量と毒性データを公開する」

について、企業の優先性（3A22％）が低く、市民・行政との差がみられた。一方で、企業は「製品の

安全性についてわかりやすい取り扱い方法を説明する」の優先性（3A39％）が高く、理解してもらう

ことを重視していた。ただし、「工場等の環境安全対策について日常的に説明する」について、行

政は必要度が他主体より高かったが、企業は優先性（3AO％）が低くなっていた。

　規制・指導に関連する項目では、「環境に排出している有害物質の量の削減計画を作り、実施

する」の必要性・優先性の平均がともに高く、排出量の計画的削減が求められていた。次に、「事

故時の緊急の対処方法を徹底する」の必要性の平均（MA81％）が高く、とくに企業は優先性（3A3

7％）も高く他主体との差がみられた。一方、市民は「化学物質の用途や生産量を限定する」と「少し

でも毒性のある物質の販売を中止する」が高く、他主との差がみられ、有害物質の使用に厳しい

姿勢を示していた。これに対して、企業は非常に対照的で、販売中止については必要性・優先

性ともに0％と全く望んでいなかった。

　以上から、①企業の対策としては、製品の成分や毒性の表示、排出量・移動量などのPRTRデ

ータを把握して公開することなどの情報提供・公開が望まれていた。さらに、②全主体ともに有害

物質の削減計画の実施を望んでいるが、とくに市民は有害物質の使用に厳しい規制を望んでお

り、企業とは大きな差がみられた。

4．1・．5化学物質の環境リスク管理に対する要望・意見

　調査票の最後に、市民に対してはアンケートに関する感想・意見を求め、行政・企業・学者に

は化学物質を安全に使用していくためにそれぞれの立場でどのように考えられるかについての
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Table2－10企業に望まれる対策の回答率一覧

選択肢（MA・3A）
回答率（％）

市民行政企業学者平均
情報提供・公開

各製品に含まれる化学物質や毒　MA
性を適切に表示する　　　　　　3A

取り扱っている有害物質の量と毒　MA
性データを公開する　　　　　　3A

環境に排出している有害物質の量MA
を把握し、公開する　　　　　　3A

製品の安全性のわかりやすい取扱MA
い方法を説明する　　　　　　　3A

工場等の環境安全対策について　MA
日常的に説明する　　　　　　　3A

90　　94　　94　　　84　　　91

36　　64　　54　　　65　　　55

87　　94　　80　　87　　87

38　　　44　　　22　　　36　　　35

82　　94　　76　　87　　85

23　　　50　　　22　　　48　　　36

77　　　81　　　83　　　68　　　77

19　　　14　　39　　　13　　　21

66　　　83　　　61　　58　　　67

4　　11　　0　　7　　5

規制・指導

環境に排出する有害物質の量の
削減計画を作り実施する

事故時の緊急の対処方法を徹底
する

化学物質の用途や生産量を限定
する

少しでも毒性のある化学物質の販

売を中止する

MA
3A

MA
3A

MA
3A

MA
3A

90

58

76

15

73

32

62

38

86

58

78

8

56

25

25

19

89

61

91

37

39

17

0

0

90

65

77

3

55

16

26

7

89

60

81

16

56

23

28

16

無回答
MA　　4　　0　　4　　7　　4

3A　　5　　0　　4　10　　5
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Table2－11　感想・意見の自由回答結果一覧

内容
回答件数（回答率％）

市民　行政　企業　学者

情報公開の必要性

行政への要望と期待

企業への要望と期待

マスコミへの要望と期待

化学物質に対する恐れなど

安全性評価やリスク評価の必要性

教育の必要性

化学物質との共存の必要性

化学物質依存型社会の見直し

学者への期待

代替物質開発の必要性

26（37）　14（41）　18（42）

12（17）　4（12）　　6（14）

　3（4）　　6（18）　　8（19）

3（4）

14（20）

　0（0）

　3（4）

　4（6）

　4（6）

　2（3）

　0（0）

3（9）

0（0）

4（12）

2（6）

0（0）

1（3）

0（0）

0（0）

3（7）

1（2）

3（7）

0（0）

0（0）

1（2）

1（2）

2（5）

8（32）

5（20）

1（4）

2（8）

1（4）

2（8）

2（8）

2（8）

0（0）

1（4）

1（4）

合計 71　　　　34　　　　43　　　　25
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意見．要望を帥回答で求めたところ、回答者のうち56％が何らかの意見を寄せ・同じ回答者が

複数意見を寄せた場合もそれぞれ1件と数えると173件の回答が得られた。内容を分類整理して

Table2「11に示した。

　いずれの主体も最も多かった意見は、「情報公開の必要性」であり、具体的には行政や企業に

よる情報公開の促進、公開されたデータへの不信感、リスク情報の不足に関するもの、さらに、市

民が正しい知識を持っための制度やエコラベル表示の重要性、情報公開に伴うリスクコミュニケ

ーションの必要性が述べられていた。

　次に、「行政への要望と期待」では、具体的には化学物質の安全性確保のための規制強化、

企業の取り組み支援、安全性データの収集と汚染状況の把握、新たな知見やリスクが明らかに

なった場合の迅速な対応、環境影響評価などの必要性が述べられていた。また、「企業への要望

と期待」は行政と企業から多く、具体的には従来の利益第一主義の姿勢を改め、安全第一優先

への転換を図ること、自主管理の推進や製造者責任の徹底などが求められていた。企業自身か．

らも企業の姿勢転換の必要性を意識する回答がみられ、個別企業で取り組むよりも業界としての

取り組みが必要であると述べられていた。さらに、「マスコミへの要望と期待」としては、興味本位

にセンセーショナルな報道をするのではなく、正しい情報を流すことなどの意見がみられた。

　また、市民からは「化学物質に対する恐れなど」が多く、具体的には、身のまわりの化学物質を

自らチェックすることは不可能であり、情報も不足しているため、どうしてよいかわからないk複合

汚染が心配、気付かないまま影響を受けている恐れがあるなどの意見があった。この他には、関

連する科学技術や教育の推進の必要性などの意見や化学物質を多用する社会のあり方への疑

問についての意見があった。

4．2化学物質情報の入手に対する認識・要望

4．2．1情報の入手方法

　現状の情報入手方法（調査票質問14）および今後の望ましい情報の入手方法（調査票質問15

－3）について、マスメディアなど間接的な情報媒体や、行政や企業が実際に用いている媒体17）・

’a） Aパーソナル・メディアなどの想定される選択肢から、任意数回答（MA）してもらった結果の一覧’

をTable2－12とTable2－－13に示した。

　マスメディアなど間接的な情報として、「新聞」や、「テレビ・ラジオ」にっvKて、現状では、市民と

行政が高く、企業や学者との差がみられた。市民はとくに、今後の望ましい情報入手方法としても

「新聞」が86％、「テレビ・ラジオ」が81％と高く、他主体との差がみられた。

　一方、「雑誌・書籍」は市民の利用が低く他主体との差がみられ、また、望まレい情報入手方法

ではいずれの主体も現状より低くなっていた。「インタ…一一・ネット」による現状の情報入手はいずれ

の主体も1％～32％と低かった。望ましい情報入手方法としても市民からの要望は低かったが、市

民以外は39％～58％と現状より20％程度高く、とくに学者は選択肢の中で2番目に高かった。

　行政や企業等による「パンフレット」は、今後の情報入手方法として42％～57％と一定の回答があ

一45一



第2章化学物質のリスクと環境リスク管理に関する認識・要望の調査・解析

った。学者や化学物質に関わる人々から情報を得るための「公開講座・セミナー」や「説明会」に

ついて、企業はともに60％程度と高く、会社の業務として参加し、得るものが多いと認識しているた

めと考えられた。だが、それ以外の主体は13％～36％と低く、十分に活用されていないことがわか

った。今後の情報入手方法として、「相談窓口」にっいても20％～29％と低かった。

　さらに、パーソナル・メディアにっいて、市民は他主体に比べ「学生時代の勉強」や「実体験」、

「化学会社勤務者、あるいは工場が近くにあるからそれらから」が低く、一般の市民である「家族」

や「知人・友達」との会話については基本的にマスメディアの情報と考えられるため、市民は他主

体よりもマスメディア以外の情報源による化学物質情報に接する機会が少ないといえた。なお、

今回は市民の調査対象者が生協会員であることから、65％が「生協活動」を通じて情報を入手して

いた。

　さらに、市民については、現状の情報入手方法と今後の望ましい情報入手方法を比較して回

答者の分布が異なる傾向があるかを確認するため、共通項目である「新聞」「テレビ・ラジオ」「雑

誌・書籍」「インターネット」についてそれぞれクnス集計を行ったが、回答者の重なりが大きいた

め、現在の情報入手している方法を今後は変えていくという認識は低いと考えられた。

　以上から、①市民は主にマスコミなどから情報を得ており、今後も望ましいと認識しているた

め、他主体との差がみられた。それに比べて、②インターネットや説明会などは、十分に活用され

ていないことがわかった。一方、③市民以外の主体は、雑誌・書籍などの媒体も活用していた。

4．2．2入手したい情報のレベル

　どのようなレベルの情報提供が求められているのか、とくに、市民はどこまで専門性のある情報

の提供を求めているのかを把握するために、4項目の選択肢から任意数回答（MA）してもらった

（調査票質問15－2）。結果の一覧をTable2－14に示した。

　いずれの主体も、「解説」が平均71％と最も高かった。「抄録（専門誌の要約）」と「科学的データ

の詳細（学会誌など）」のような専門情報にっいて、市民が最も低かったが、他主体からも31％～5

4％であり、要望は高くないといえた。「注意事項のみ」は市民と他主体との差がみられた。

　以上から、①化学物質のリスク情報に関しては、やはり市民は他主体より専門情報を入手する

ことが少ないといえた。ただし、②全主体に共通して、簡単な注意事項、あるいは科学的な詳細

データを伝えるよりも、わかりやすい解説を望んでいることがわかった。
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Table2－12現状の情報入手の回答率一覧

　　　　　　　　　　回答率（％）
選択肢（MA）
　　　　　　　市民行政企業学者平均
新聞

テレビ・ラジオ

雑誌・書籍

インターネット

公開講座・セミナー

知人・友達

学生時代の勉強

’生協活動

実体験

化学会社勤務者

家族

90　　　92　　　78　　　68　　　82

87　　　78　　　74　　　61　　　75

55　　　89　　　87　　　74　　　76

1　　25　　　15　　32　　　18

13　　　22　　　61　　　36　　　33

32　　　17　　　28　　19　　24

10　　　31　　　26　　　13　　　20

65　　0　　4　　3　　18

9　　　　6　　　20　　　26　　　15

2　　8　37　　7　　13
25　　　　6　　　11　　　　0　　　10

無回答 4　　0　　9　　16　　7

Table2－13今後の望ましい情報入手方法の回答率一覧

　　　　　　　　　　回答率（％）
選択肢（MA）
　　　　　　市民行政企業学者平均
新聞

テレビ・ラジオ

雑誌・書籍

インターネット

パンフレット

説明会

相談窓口

86

81

42

12

47

20

29

50

33

47

44

42

25

28

57

44

61

39

57

59

20

48　60
36　48、

65　　54

58　39

48　48

26　32

26　25
無回答 5　　8　　4　　10　　7

Table2－－14入手したい情報のレベルの回答率一覧

選択肢（MA） 回答率（・／。）

市民行政企業学者平均
解説

抄録（専門誌の要約）

科学的データの詳細（学会誌等

注意事項のみ

76

30

16

43

64

50

31

25

80

54

35

26

65

52

48

10

71

46

32

26

無回答 8　　8　　2　　10　　7
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5洛主体の認識・要望の共通点と相違点

各主体の認識・要望にどのような共通点と相違点があるのか、その特徴的な認識・要望をFig2－

22にまとめ、化学物質のリスクの認識等、および環境リスク管理について具体的にそれぞれどの

ような認識・要望の差があるかを以下にまとめた。

5．1化学物質のリスクの認識等

　いずれの主体も、化学物質による有害な影響を懸念していることが明らかになったが（3．Ll）、

市民と他主体の間には、化学物質の有用性と有害性の認識（3．1．3、3．1．4）や合成化学物質の利

用（3．3．1）などに差がみられた。

　市民は、人体や生態系に有害な影響を与えるという認識が強く（3．1．3）、また、安全物質と有

害物質の格差（3．1．4）、将来への不安（3．2）、有害物質や現状のリスク管理への不信（3．3．1）、リ

スク情報の不足（4．1．1）に対する不満などから、合成化学物質全般の使用削減（3．3．1）や環境リ

スク管理への規制強化（4．1．2）を求めていることなどが特徴的であった。やや知識不足で（3．1．2、

3．1．4）、過剰な不安を持っている面もみられるが、市民が最もリスク低減を強く指向している（3．3．

2）。

　一方、行政、企業、学者は、合成化学物質による恩恵を受けているとの認識が高く（3ユ．3）、あ

る程度の知識を持っているために、やや経験過信（veteran　bias）3）に陥っている傾向があると考え

られる。とくに、企業は、化学物質は不可欠なもので、役立っている（3．1．1、3．1．3）という前提で

考えており、このような認識がリスク判断の安全側への偏りや規制への消極性（3．3．1、4．1）に結

びついていると考えられる。また、学者は化学物質やそのリスクに関する基本知識について、市

民との認識の差が大きいことが特徴的であった（3⊥2、3．L4）。ただし、学者でも人体や生物へ

の有害性などの認識にはばらつきがみられ（3．1．3）、研究者の立場や価値観によってリスクの判

断が異なっていることが示唆された。

5．2化学物質の環境リスク管理の認識・要望

情報公開・提供に関する項目にっいては、いずれの主体も必要性を強く認識しており（4．1）、

現状での有害性情報の把握と情報提供方法の整備は不十分といえた（4．2．1）。また4．2．1から＼

市民が日常的に得る情報は、マスコミなどであり、雑誌・書籍やインターネットの利用、実体験や

セミナー等への参加は少なく、直接的に専門性の高い情報を入手していなかった。一方、行政

や企業、学者は、新聞、テレビの他に、雑誌・書籍や、インターネット、セミナーへの参加などで

情報を入手しており、市民よりも日常的に情報に接する機会が多く、現状のマスコミからの情報を

今後も望ましい情報入手方法とはみていなかった。この理由としては、4．1．5でマスコミに対する

正しい情報提供の要望があったように、マスコミ情報では正しい情報が十分に伝え切れていない

という認識と考えられた。

　規制に関する項目については、いずれの主体も有害物質の使用制限などのリスク低減対策の
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必要性を認めていた。とくに、市民は有害物質の厳しい規制措置を望んでおり、行政からの規制

よりも自主管理を重視する企業との認識の差が大きかった（4．1，3）。ただし、市民は、行政の対応

に不満を持っている一方で、企業に対して有害物質の使用禁止などの行政による規制の強化を

望んでいる。この認識は、見方を変えるとPRTR導入以前の規制による管理方法に戻るものであ

り、リスクへの不安や問題関心を持ち（3．1）マスコミから知識を得ているが（4．2．1）、自ら積極的に

行動するのではなく、行政への不信を持ちつつも依存する態度9）と受け取れる。一方、企業の消

極的姿勢は、厳しい規制が企業活動の妨げやコスト負担の増大にっながることへの懸念であろう

が、市民や行政の監視のない自主管理のみでリスク低減を促すことができるのかという疑問に答

えなければならない。
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市民 行政 企業 化学者

、’
E：

@馨鎌獲農講鶏灘犠貰裟蒸難嚢．・績潤翻纐灘i機議、難

将来への不安　　　　　　　　　　kVd＝：：
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雛灘雛懇i糠i・　　……　蕃　　雛難雛難裟説

Fig．2・－22化学物質のリスクと管理に関する認識・要望の共通点と相違点

〆
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6．りスクコミュニケーションの留意点

　アンケート調査の結果から得られた各主体間の認識・要望の共通点と相違点を踏まえて、Fig．

2－－23に示すようにリスクコミュニケーション手法に反映させるべきリスクコミュニケーションの留意

点として、化学物質のリスクについて知識・情報を提供し、認識・要望の差を埋めるための情報提

供・公開の方法に関する6項目、および化学物質の環境リスク管理に関する6項目を抽出した。

6．1情報提供・公開の方法に関する留意点

（1）市民の多くが、人工的に製造された合成化学物質を「化学物質」と認識しているといえた（3．1．

　2）。また、Covelloらによると一般に人々は、人為的原因によるリスクを自然的原因によるリスク

　より強く懸念する傾向がある2引。このため、化学物質のリスクにっいての説明やリスク評価をす

　る場合に、合成物質と天然物質のリスクとを比較する説明は市民に理解されにくいと考えられ

　た。

（2）学者は、限界を超えると有害な影響を及ぼすと認識しているが、市民は化学物質を安全か有

　害かに分けて認識していた（3．1．4）。さらに、安全で役に立っものとされて使用してきた化学物

　質が、有害であることが後から明らかになることが多く、それが市民の不安や不信の原因にな

　っていることが示されていた（3．L3）。このため、化学物質の有害性にっいては、学者を含めた

　科学的知見の不足、有害性判断の差異も踏まえ、化学物質のリスクの考え方について、わかり

　やすく説明し、情報を共有することが必要である。

（3）行政や企業による有害性情報の提供と有害性のチェックが不十分であるとの認識が全主体と

　も高く（4．L1）、環境リスク管理における情報公開の要望が高かった（4．1．2）。このため、行政

　は、化学物質による環境汚染の測定や有害性情報の把握と公開を進める必要がある。また、

　企業は、有害性データの把握と自主的な公開が必要であり、PRTR法に期待される役割は大き

　いといえた。ただし、企業には各製品の成分や毒性の表示などのPRTRよりも一歩進んだ対策t

　も必要である。

（4）説明会や相談窓口など双方向性の高い方法を十分に活用できておらず、今後の情報入手方

　法としての要望も高くなかった（4．2．1）。このため、今後は情報や意見を直接交換する窓口設

　置や会合の開催など定期的に双方向のゴミュニケーションを充実、活用することが必要であ

　る。

（5）市民はマスコミからの情報入手が多く、書籍やインターネット等を活用している他主体との差

　がみられた。また、入手したい情報の内容にも差がみられた（4．2．1）。このため、情報提供にお

　いて、情報の送り手は、それぞれの受け手の認識・要望に応じた提供方法や内容で情報提供

することが、情報公開の透明性や組織の信頼性を高めるのに重要であり21＞、具体的には、行政

　や企業が情報提供する場合に、「受け身的な市民」には注意事項やわかりやすい解説を、マス

　コミ、パンフレット等を通じて提供し、環境意識の高い「注意深い市民」には解説を含めた詳細

　な情報をインターネットや環境報告書等で提供し22）、さらに市民団体などの「活動的な市民」と
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　は、双方向の会合や窓口などコミュニケーションを通じて意見交i換することも有効である。

（6）市民と他主体とのリスクの認識（5．1）や、環境リスク管理方法の有害物質の規制について差が

　大きかった（5．2）。このため、まず、化学物質のリスクにっいて、わかりやすく説明し、市民の知

　識や理解を向上させる。次に、リスク情報を受け取る市民の考え方や感じ方を理解した説明を

　行い、信頼関係を構築する。これらの情報提供により透明性を高めた上で、環境リスク管理に

　関する意思決定を行うことが望ましい。

6．2化学物質の環境リスク管理に関する各主体ごとの留意点

（7）行政は、5．3で示した市民と企業との認識・要望の差を理解し、化学物質や製品の安全性検査

　や使用制限などについて、企業の自主管理を促すだけでなく、現在の化学物質の環境リスク

　管理方法を改善する必要がある。

（8）企業は、市民の認識・要望との差が大きいことを理解し、これからはリスクコミュニケーションを

　通じて、リスク低減対策の決定・実施が重要になることを認識する必要がある。

（9）行政や企業は、化学物質の有害・危険性情報の把握や情報提供についてPRTRの導入をきっ

　かけに動き出したという現状にあり、関係部署と連携をとって情報を把握できるリスク管理の専

　門部署、専門知識を持つ担当者の育成、および、把握したリスク情報の提供、市民等との情報’

　・意見交換の窓口や定期的な会合などを円滑に進めるためのリスクコミュニケーション担当者

　の育成が必要である。これらの専門部署・担当者が、4．1．3や4⊥4に示したような行政・企業そ

　れぞれに望まれる情報を把握し、情報提供方法を工夫して情報公開する必要がある。

（10）市民は、不安を感じているだけでなく、積極的に情報収集し、環境リスクを低減させる消費活

　動やリスク低減対策の提案等を伝えないと、行政や企業にとっても意思決定のパートナV…一一にで

　きないことを認識する必要がある。

（11）学者は、リスク計算をするだけでなく、市民やマスコミなどの非専門家にもわかりやすく専門

　知識を伝える役割も担っていることを認識する必要がある。

（12）各主体間のリスク認識の差を具体的に5ユで明らかにしたが、これまでのリスクコミュニケーシ

　ョンの研究では、各主体間のリスク認知の差を踏まえた上で、環境リスク管理における意思決

　定を行うことが必要であるとしている。Rennによると、専門家等は、有害・危険性の種類と強さ

　および曝露の頻度と量などから定量的または相対的に判断する科学的リスク評価により、リスク

　の影響を推算し、最善の判断を導く情報を提供する。そして、一般市民のリスク認知や意見な

　どから、許容されるリスク、選択肢の選定、トレードオフなどを判断し、科学的リスク評価と統合

　しながら環境リスク管理の対策を決定することが重要としている7）。

　　このため、最もリスク低減を指向している市民の意見や提案から、これまでのリスク管理に欠

　けていた点を把握し、改善することが必要である。
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7第2章のまとめ

本章では、市民、行政、企業、化学者を対象として、化学物質のリスクの認識等、および化学物

質の環境リスク管理と情報入手に関する認識・要望にっいてアンケート調査を行い、各主体間の

認識・要望の共通点・相違点を整理し、リスクコミュニケーションの留意点を抽出した。各主体間

のリスク認識の差を踏まえて化学物質情報の提供・公開や環境リスク管理を行う方法として、以下

の結論を得た。

1）化学物質のリスクの認識に関する項目については、いずれの主体も化学物質による有害な影

　響を懸念しているが、とくに市民は人体や生態系に有害な影響を与えるという認識が強く、安百

　全物質と有害物質の格差、将来への不安、有害物質や現状のリスク管理への不信などから合

　成化学物質全般の使用削減を求めていた。一方、行政、企業学者は、合成化学物質による

　恩恵を受けているとの認識が高かった。

2）情報提供・公開に関する項目については、いずれの主体も必要性を強く認識しており、行政と

　企業が有害性情報をわかりやすく情報公開することが望まれていた。また、市民はマスコミから

　の情報入手が多く、書籍やインターネット等を活用している他主体との差がみられた。

3）化学物質の規制に関する項目にっいては、いずれの主体もリスク低減対策の必要性を認めて

　いたが、とくに市民からの要望が高かった。市民は行政に不満を持ちっつも行政による有害化

　学物質の規制措置を望んでおり、一方、企業は規制に消極的で自主管理を望んでおり、規制

　・対策方式にっいて市民と企業との差が大きいことなどが明らかとなった。

4）化学物質のリスクについては、まず、わかりやすく説明し、市民の知識や理解を向上させる。次

　に、リスク情報を受け取る市民の考え方や感じ方を理解した説明を行い、信頼関係を構築す

　る。さらに、最もリスク低減を指向している市民の意見や提案から、これまでの環境リスク管理

　に欠けていた点を把握して改善することが重要といえた。

5）行政と企業は、科学的知見や技術を過信することなく、科学的知見の不足や有害性判断の差

　異を認識して、化学物質のリスク管理方法を決めていく必要がある。そのためには、現時点で

　把握されている科学的情報を各主体が共有しながら、化学物質によって影響を受ける可能性

　のある人々や生態系、将来世代のことも予防的に考えてリスク管理を進めることが重要である。

6）情報提供において、情報の送り手は、それぞれの受け手の認識・要望に応じた内容や方法で

　情報提供することが重要である。行政や企業が情報提供する場合に、「受け身的な市民」には

　注意事項やわかりやすい解説を、マスコミ、パンフレット等を通じて提供し、環境意識の高い

　「注意深い市民」には解説を含めた詳細な情報をインターネットや環境報告書等で提供し、さ

　らに市民団体などの「活動的な市民」とは、双方向の会合や窓口などコミュニケーションを通じ

　て意見交換することが有効といえた。

7）環境リスク管理のためのリスクコミュニケーションにおいて各主体の果たす役割として、行政と

　企業は他主体とコミュニケーションの実施とリスク低減対策の実施とそのための体制整備、市
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民は環境リスクを低減させる消費活動やリスク低減対策の提案等、学者は市民やマスコミなど

の非専門家への情報提供が重要であるといえた。

以上から・リスクコミュニケーション手法ガイドでは、各主体間の認識・要望の差や相互の誤解

を明確に示し、リスクコミュニケーションにおける各主体の役割や、会合での意思決定の手順と留

意点等・それらに必要な体制として情報把握・情報提供の方法や手順、環境リスク管理の体制

整備について具体的なリスクコミュニケーション手法の提案が必要といえた。
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第3章化学物質のリスクコミュニケー一ションに関する認識・要望の調査・解析

1緒言

　第2章では、化学物質のリスクの認識等や環境リスク管理の方法について・市民・行政・企

業、学者などの各主体間に認識・i琴望の差がみられ、リスクコミュニケーションにおける円滑な対

話を行う上でも影響を与えていることが想定された。

　これまでもリスクコミュニケーションを阻害する要因として、市民による行政・企業への不信感1）、

情報の受け手と送り手の間の対話やコミ．ユニケーション2）3）、リスクコミュニケーションの実施に期待

する成果・）・）などに主体間の差がみられることが指摘され、そのような違いに配慮してリスクコミュニ

ケーションを実施できるような手法の提案が求められている6）。

　しかしながら、個人的な体験やヒアリング調査などで経験的に把握されてきたものは、問題当

事者による個別ケースの認識であり、また化学物質のリスクの判断7）や価値観の差8）9）・についての

意識調査はあるものの、実際にリスクコミュニケーションの場で対話を行うことを想定した各主体

間が、平常時からどのようにリスクコミュニケーションを認識しているのかという具体的な認識・要

望の差についての調査は行われていない。

　そこで本章では、リスクコミュニケーションの参加者になる主体として、市民、市民団体、行政の

担当者、企業の担当者を対象に、化学物質のリスクコミュニケーションに関する認識・要望のアン

ケート調査を実施1°㌧た。その結果から、リスクコミュニケ・一一・一ションのおける主体間の認識・要望の

差を明らかにし、情報提供・公開や、会合等を行う場合の留意点や課題など、リスクコミュニケー

ション手法を提案するための要点を解析することとした。

　なお、アンケート対象者について、第2章では市民との知識等の差を明確にするため化学者を

含めていたが、本章では一般の市民層とリスクコミュニケーションに活発に参加し意見提案する

可能性の高い市民団体との認識・要望の差を把握するため、化学者ではなく市民団体を加えた4

主体を対象とした。
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2．調査概要

2．1プレアンケートと調査票の作成　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

　アンケートの調査票の作成にあたり、（社）日本化学会の「化学物質のリスクSミュニケーション

手法検討会」の委員である専門家、行政官、企業人、市民団体を対象に、プレアンケートを行っ

た。方法は記入用紙を配布する自由回答形式で、1998年12月に実施し、（1）リスクコミュニケーシ

ョンが必要な場合、（2）これまでのリスクコミュニケーションに欠けていること、（3）リスクコミュニケー

ションの促進に必要なこと、（4）知りたい情報・知らせたい情報、（5）情報の提供方法、（6）役立つ手

段・制度などの6項目について質問した。プレアンケート回答者は、専門家として淑徳大学国際コ

ミュニケーション学部、福島大学行政社会学部、国立医薬品食品衛生研究所化学物質情報部、

横浜国立大学工学部、行政官として環境庁環境保健部環境安全課、通商産業省基礎産業局化

学物質総合安全管理推進室、神奈川県環境部環境政策課、長崎大学環境科学部、企業人とし’

て（社）日本化学工業協会（2名）、協和発酵工業（株）、市民団体として神奈川県消費者の会連

絡会、以上の12名である。

　プレアンケートから得られた結果の一覧を、Table3－1からTab］e3－6にまとめた。以下にその結

果、および作成したアンケート調査票との関連を述べる。

（1）どのような場合にリスクコミュニケーションが必要だと考えますか？という質問では、平常時、問

題発生時、新規立地・増設時の大きく3分類できた。平常時では、PRTR結果など化学物質の情

報を公開するとき、製品の安全性に関する問い合わせがあったとき、信頼関係を築くとき、問題

発生時では、事故が発生したとき、製品に問題が発覚したとき、環境汚染が発覚したとき等があ

がった。詳細をTable3－一・1リスクコミュニケーションが必要な場合に示した。

（2）これまでのリスクコミュニケーションの方法で何が足りないと思いますか？、および（3）所属ある

いは関係する主体の立場から、リスクコミュニケーションのニーズ・シーズに関してご意見をお願

いします・という質問では、主体ごとの意見・要望に関するものと、全般的なものとして情報提供

や意見交換に関わるものが多くあげられた。このため、Table3－2では主体ごとに分類してリスクコ

ミュニケーションの促進に必要な事項をまとめ、Tab］e3－3では情報提供・意見交換に関わるコミュ’

ニケーション姿勢などの意識や、体制整備、その他（情報・技術など）に分類して示した。

　Table3－2主体ごとの分類では、市民・市民団体に対しては知識や情報入手、行政に対しては

人材育成や問題への対応、日常的なコミュニケーション努力の体制整備、企業に対しては情報

公開や問題への対応などの体制整備、専門家に対しては実践的なリスクコミュニケーションの提

案・積極的な参加、マスコミに対しては扇動的でない継続的報道などが欠けていると指摘され

た。Table3－3では、コミュニケーションの姿勢として、責任感やコミュニケーションの努力、議論に

おける冷静さがあげられ、体制整備として、対話の場の設定、全関連主体の参加、市民のニーズ

把握・相談窓口の常設、情報把握の体制、柔軟に対応できる体制、人材の育成などがあげら

れ、その他では、わかりやすい説明などの情報提供方法の工夫があげられた。

（4）どのような情報を知りたい、知らせたいと考えますか？という質問では、主体によって異なった

一59一



第3章化学物質のリスクコミュニケーションに関する認識・要望の調査・解析

内容があがり、Table3－4知りたい情報・知らせたい情報に詳細を示した。専門家は、化学物質の

有害性情報、曝露情報、リスクの不確実性、リスクの基本的考え方、安全対策関連情報に関する

情報を提供したいと考え、リスク低減方法やその特性に関する情報を入手したいとした。企業人

からは事業内容、化学物質の有害性情報、安全対策関連情報（事故発生時の対処方法）、リスク

の考え方に関する項目を提供したいと考え、入手したい情報は回答がなかった。行政官は、安

全対策関連情報、リスクの不確実性、リスクの基本的考え方に関する項目を提供したいと考え、

入手したい情報は、市民のリスク認知や評価に関する内容であった。市民団体は、リスクの程度

やリスクの低減対策、安全対策に関する情報を入手したいと考えており、提供したい情報ではな

く知らせたいこととして他主体への要望があげられた。

（5）どのような方法で知らせてほしい、知らせたいと考えますか？という質問では、工場周辺等の

限られた地域に提供する場合と社会的問題や製品情報等の広域に提供する場合に関する項目

があがった。Table3－5情報の提供方法に詳細を示した。限られた地域に伝達する場合では、工

場見学（説明会、討論会など）、工場主催（あるいは地域と共同での）の地域活動、環境年次報

告書、自治会長などの地域の代表との会合（円卓会議、協議会等）、相談窓口があげられ、広範

囲に提供する場合では、マスコミ報道、インターネット、商品表示・説明書、電話よる相談窓口が

あげられた。

（6）リスクコミユニケ・…一シヨンに役立つ手段・制度などとして何を持っていますか？また持つべきと．

考えますか？という質問では、リスクコミュニケーションに関する担当者の教育研修制度、認定・

登録制度、第三者機関などによる支援制度、情報整備やリスク評価方法やマニュアル作成など

を今後充実させるべきという指摘があげられた。Table3－6役立っ手段・制度の詳細を示した。

　以上から、アンケート調査票の質問と回答の選択肢を決定した。

　質問1では、リスクコミュニケーションに重要なこととして、（1）、（2）で指摘された要望をもとに、PR

TR情報、製品の情報などtz）A情報公開、窓口の常設、わかりやすい説明、信頼される機関によ

説明などク）B．情報・意見提供の方法、平常時、問題発生時、新規立地時におけるC．意見交換の

会合にっいて13項目の選択肢を決定した。

　質問2では、（2）、（3）、（6）から会合を開催する場合など各主体の認識するリスクコミュニケーショ

　　　　N
ンの対象者にギャップがあることが想定されたため、会合に参加してほしい人として、権限のある

当事者、全関係者、科学者、地域のまとめ役の4項目の選択肢を決定した。

　質問3では、（2）、（3）でリスクコミュニケ・・・…ションにおいてそれぞれの主体ごとに欠けている点を

指摘する回答が多かったため、各主体に欠けていることとし、選択肢は、おもに市民に欠けてい

ると指摘された情報入手の不足に関する5項目、全主体に欠けていると指摘されたコミュニケーシ’

ヨン姿勢に関する3項目、行政・企業に欠けていると指摘された体制整備に関する情報公開、問

題への対応・説明、人材育成、コミュニケーションの目常努力に関する14項目とした。

　質問4では、各主体からの提供が望まれる情報として、（4）で指摘された知りたい情報・知らせた

い情報をもとに、選択肢をA．有害性情報の5項目、B．リスクへの対処情報の4項目、C．リスク管理
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の方法の2項目、D．リスク情報の不確実性の3項目、E．リスクの基本知識の3項目、F．リスクの判断

の3項目とした。

　質問5では、各主体が持っべき情報・意見提供方法として、（5）、（6）で要望の多かった項目を踏

まえ・広範囲に知らせる場合のA．マスコミやB広報など、および地域住民に知らせる場合のC．会

合・広聴に分類して9項目の選択肢を決定した。なお、情報入手方法についてはすでに第2章の

4．2で調査を行ったため、本章では各主体がどのような情報提供方法を持っべきかという点に着

目した。

　また・科学者・マスコミに対する要望が多かったことから、自由回答形式の質問6を設けた。

2．2調査方法

　アンケート調査は、郵送方式で行い、1999年5．月22日発送、6月25日締め切りとした。質問紙に

は「化学物質リスクコミュニケー・一・・ションに関するお伺い」と題し、「化学物質の悪影響の可能性（リ

スク）をできる限り減らし、安全性を向上させるためには、行政、企業、生活者、環境NGOなどが

相互に情報を要求、提供、説明し合い、意見交換を行って、関係者全体が問題や行為に対し信

頼と理解のレベルを上げることが大切です。このような意見交流と協働した努力を『リスクコミュニ

ケ∵ション』と言います」とリスクコミュニケーションを説明した。

　質問は、2．1で詳述したように、質問1リスクコミュニケーションに重要なこと、質問2会合に参加

してほしい人、質問3各主体に欠けていること、質問4各主体からの提供が望まれる情報、質問5

各主体が持つべき情報・意見提供方法、質問6科学者・マスコミに対する要望の全6問であり、こ

の他に性別、年齢、12歳以下の子供の有無を記してもらった。付録3に調査票を示す。

　なお・アンケート対象者に対して、市民にはお礼として500円分のテレフォンカードを添え、行

政には環境庁（現・環境省）から・企業には（社）日本化学工業協会からの協力依頼を添付した。

2．3調査対象者と回収率

　調査対象者数と回収率をTab］e3－7に示した。市民は、比較的情報量も多く環境問題等につい

てある程度の関心を持っており、かっ比較対象とする行政・企業・学者とは属性が異なる層を想

定した。とくに、行政・企業・学者には男性が多く、また一般に環境意識が高く不安を訴えるのは

女性が多いと考えられたため、日本生活協同組合連合会に商品モニターとして登録されている

女性99名とし、さらに問題関心が強くリスクコミュニケーションに参加する可能性の高い層として、

繍大学が1998鞭に実施した公開講座「ダイオキシン嘩生過程と人体一の毒性」の参賭

から187名の計286名とした（以下、「市民」と略記する）。環境NGOや市民団体の活動を行ってい

る人としては、バルディーズ研究会、神奈川県消費者の会連絡会などの会員から48名とした（以歌

下・「市民団体」と略記する）。行政の担当者は、旧環境庁、および化学物質対策に先進的な取

り組みをしている東京都、埼玉県、神奈川県と、ダイオキシン問題が大きく取り上げられた埼玉県

の所沢市、狭山市、三芳町、および廃棄物最終処分地問題で住民と話し合いをした福岡県久留
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Table3－7調査対象者数と回収率

対象者 市民　市民団体　行政　　企業　　合計

発送数　　　286

回収数　　　175

回収率（％）　　61

48

23

48

50

23

46

50

35

70

434

256

59

Table3－8回答者の主な属性の回答率一覧（％）

市民　市民団体　行政　　企業

性別
男 30 65 87 100

女 70 30 9 0

20～30代 11 39 43 3

年齢層
40代 32 13 30 11

50代 33 22 22 86

60代以上 23 22 0 0

子供（12歳 有り 18 39 35 17

以下）の有 無し 75 57 65 77

無 無回答 6 4 0 6

・・　68　一
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米市から、環境保全や廃棄物対策の担当者50名とした（以下、「行政」と略記する）。企業の担当

者は、（社）日本化学工業協会に加盟している197の化学会社から工場で環境・安全関係部署を

設けている企業の担当者50名とした（以下、「企業」と略記する）。

　回収率は、全体で59％であった。また、回答者の主な属性をTab］e3－8に示した。各主体間で性

別、年齢層などに違いがみられた。性別は、市民の70％が女性であり、企業の100％、行政の87

％・市民団体の65％が男性であった。年齢層は、市民、市民団体、行政にはばらっきがみられた

が、企業は86％が50代であった。

2．4解析方法

認識・要望の高い項目の判断基準として、回答率が3分の2（67％）以上の項目をアミカケした。

なお、一部の質問事項に若干の不回答者がいたため、回答率は、各質問事項に回答した人数

に対する比率で示した。

　質問紙では各質問について任意数回答、および3項目回答してもらったが、結果に大きな差

異が認められなかったため、本論文では任意数回答の結果のみを詳しく解析した。

　なお、市民以外の標本数が少ないため、主体間の差を比較するにあたつては、以下に示した

式を用いて母比率の差の検定（Z検定）を行った1°）。個々の2主体間の差の検定量Tを求め、その

値を5％有意水準で確認し、他の1主体との差、他の2主体との差、他の3主体との差があった項目

について各回答率一覧の表中にそれぞれ＊印で示した。

　τ

　また今後のアンケート調査・解析を行う上での課題として、①市民以外の標本を実際に参加す

る可能性の高い層に限定したため、より実態に即した結果が得られたと考えられるが、一方で十

分なサンプル数を得ることができなかった。②第2章の場合と同様に、調査票に関連団体からの

依頼などを添付したが・回収率はやや低く、やや煩雑な質問があったためと考えられた。③解析

方法としては・サンプル数が＋分であれば、年齢、環境問題一の関心麟どの属・性との関連分

析や質問間のクロス集計により深い考察が必要であろう。④また質問間でのクロス集計を行うた

めに、類似内容の選択項目には質問間でなるべく同一の表現を用いると比較が容易であろう。

⑤同一質問にっいて・任意数回答と三項目回答の両方を回答させると、三項目回答については

不回答が多くなる傾向がみられたため、どちらかに絞った方が良いといえた。⑥3．3、3，4、3．5で

は不回答が多く、調査票の回答方法が煩雑であり、意図が伝わりにくかったためと考えられた。

⑦とくに3．4については、知りたいこと、知らせたいことの区別が難しく、回答者によっては混乱し

た可能性が高く、両者を区別して質問を設定した方が良いといえた。
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3調査結果

3．1リスクコミュニケーションに重要なこと

　リスクコミュニケーションを行うために重要なこととして、13項目の選択肢から、任意数回答して’

もらった結果の回答率一覧をTable3－9に示す。解析にあたり、13項目をA．情報公開、B情報・意

見提供の方法、C意見交換の会合に3分類した。

　全主体ともに、A．情報公開を重要と認識し、　PRTR情報に相当する「1．工場での化学物質の取

扱量や環境への排出量等が公開される」（平均88％）が最も高く、「2．商品に含まれる有害物質の

量・種類・取扱い注意が表示される」（平均78％）の製品表示も多く望まれていた。とくに市民団体

は、「1．PRTR’lfi報公開」（100％＊＊）が重要と認識していた。「3．過去や最近起きた問題に対して誠

実に対処し、状況を公開している」は、行政（54％＊）がやや低く、市民（76％＊）との差がみられた。

　B．情報・意見提供の方法については、「4．外部の意見に対して明確に回答される窓口が常設

されている」（平均78％）が最も高かった。「5．情報を平易なわかりやすい言葉で説明する」は、行

政（50％＊）が低く、市民（74％＊）との差がみられ、行政の認識が必要といえた。「6．信頼されている

機関が情報を公開して説明する」は、行攻（75％）と市民（67％）が高く、企業（40％＊＊）と差がみられ

た。

　C、意見交i喚の会合については、「9．化学工場の立地前に、地域の関係者が集まって意見交換

する」や「10．問題発生時には、初期段階から関係者全体が参加して議論する」では、企業が他

主体より低く差がみられた。一方、「11施設見学・運動会・防災訓練を通じ、企業と住民間で日

常交流をもつ」は、企業の環境報告書などでも社会貢献やコミュニケー・・ションの事例として報告ぎ

れる取組であるが、企業（69％＊）が認識しているよりも市民（44％＊）はそれらを重要と認識していなt

い、あるいは、日常交流はリスクコミュニケーション以前の段階と認識していると考えられた。ま

た、「12．定期的に意見交i換する機会が設けられる」（平均47％）は、’全主体ともに最も低く、平常

時の意見交換の必要性は問題発生時よりも、重要と認識されていないといえた。「13．住民がシン

ポジウム・勉強会等に積極的に参加する」は市民（64％＊＊）が他主体より高く、市民自身が積極性

を持っべきと認識していることがわかった。

　以上から、リスクコミュニケーションにおいて、①全主体ともに情報公開の重要性を強く認識し

ていた。②情報・意見提供の方法については、窓口の設置や、わかりやすい説明が重要と認識

されていた。また、③企業は日常交流を重要と認識しているのに対し、他主体は問題発生時の会

合開催を重要と認識しており、差がみられた。

3．2会合等に参加してほしい人

　リスクコミュニケーションの会合等を開く場合に想定される4項目を選択肢とし、任意数回答して

もらった結果の回答率一覧をTable3　一一　1　0に示した。

　「1．当事者以外に科学者などの第三者」（平均81％）が最も高く、とくに市民（96％＊＊＊）が高く、専

門知識をもつ第三者の参加を望んでいることがわかった。「2．責任・権限のある当事者J（平均75

．・ V0．
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Table3－9リスクコミュニケーションに重要なことの回答率一覧（％）

選択肢（任意数回答）　　　　　　　　　　市民
市民　　行政企業

平均

n司74 女性 男性 n＝254

A情報公開

1工場での化学物質の取扱量や環境への排出量等が公開される　　　欝
　Q∂　　　♂

獄
¢　　　　　　　　　　　　　　　　㌔才　　　㌔

F騰欝額 額
’

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　轟Q．商品に含まれる有害物質の量・種類・取扱い注意が表示される　　　　潟1灘 灘
　　、@論ノ罵
菶ﾞ

灘灘is灘　　、

離 s

・継や起き澗題に対して誠実に対処し状況を蠣してほ　　簿難
灘・顯 瀕；仏滅 難

、

B情報・意見提供の方法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、S．外部の意見に対して明確に回答される窓口が常設されている　　　　澱 灘 63 溺　撒遼撲 瓢
5情報を平易なわかりやすい言葉で説明する　　　　　　　　　　　翻i魏 額￥、 62毒 灘　50庁鱗 ノ灘
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　xU信頼されている機関が情報を公開して説明する　　　　　　　　　顯　，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　s 65 鱗 64灘40牌 61
7中立な立場でアドバイスできる人材が育成され活用される　　　　　59 61 54 64　顯54 63
8．インターネット・広報誌等で情報提供を積極的に行う　　　　　　　59 62 50 55　54　60 57

C意見交換の会合
9化学工場の立地前に地域の関係者が集まって意見交換する　　　　運藷

顛’鱗、
ミ　　♂ 　　ゾ、　　　へ

禔@顯濾29　　’ 申槍冷

62

10問題発生時には，初期段階から関係者金体が参加して議論する　　　58 61 50 瀕．4634精 52
11施設見学・運動会・防災訓練を通じ企業と住民間で日常交流をもつ　　4ゴ 48 35 　　　　　　◆S5　46繊

、

51

12定期的に意見交換する機会が設けられる　　　　　　　　　　　44 48 35 55　42　46 47

13住民がシンポジウム勉強会等に積極的に参加する　　　　　　　64口 66 60 45　42　37 47
＊他の1主体との有意差　＊＊他の2主体との有意差　＊＊＊他の3主体との有意差

Table3・－1　O会合等に参加してほしい人の回答率一覧（％）

選択肢（囎選択）　　鷲 女性男性鮫鷲 認
1．当事者以外に科学者などの第三者灘欝．
Q．責任・権限のある当事者　　　　顯講3．各立場の人や関心のある全ての人裏耀4．地域で信頼されているまとめ役　　22

螺雛17

騰灘羅　灘撒　籔蕊　　　　　　　　s　　　　　　　　　　　　　　　　　　プ

@　鞭　灘63　鱗、　　165申　　　　愚馨　　i灘　　　　60・

@　　　■　　　　　　　　　　　　　　　獺@　35　　　　23　　33　　　藻毒

懸騰顯37

＊他の1主体との有意差　＊＊他の2主体との有意差　＊＊＊他の3主体との有意差
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％）と「3．各立場の人や関心のある全ての人」（平均72％）についても必要性が認識され・とくに市

民団体は、2と3の当事者の参加（82％）が、「1．科学者の参加」より高く、当事者間の話し合いを望

んでいるといえた。一方、企業は「3．全ての関係者」（60％＊）が低く、市民との差がみられ、さらに、

「4．地域で信頼されているまとめ役」については、企業（71％＊＊＊）がとくに高かった。このため、企

業は様々な立場の人が参加するよりも意見をまとめられる人が参加することを望んでいるといえ

た。しかし、他の主体からは、「地域で信頼されているまとめ役」の存在そのものに疑問を感じると

いうコメントもあるなど、認識の差が大きかった。

　また、市民のうちで男女差をみたところ、「1．科学者の参加」は男女ともに他主体より高いことが

特徴的であった。また、3と4では男女差がみられ、女性市民は市民団体と近く、男性市民は行政

と近い傾向がみられた。

　以上から、①市民は、専門知識をもつ第三者の参加を強く望んでいた。②市民団体は、当事

者間の話し合いを望んでいた。③企業は様々な立場の人が参加するよりも意見をまとめられる人

が参加することを望んでいた。

3．3各主体に欠けていること

　リスクコミュニケーションを行うために必要だが、現状で各主体に欠けていると思われる22項目

の選択肢をあげ、任意数回答してもらった。解析にあたり、選択肢を関連する内容ごとに、知識・

情報入手の不足（Table3－11）、コミュニケーション姿勢の不足（Table3－12）、体制整備の不足（T

able3－13）に3分類した。さらに、　Table3－13の体制整備は、情報公開、問題への対応・説明、人

材育成、コミュニケーションの日常努力に4分類した。

　なお、Table3－11の知識情報入手の不足については、行政と企業には当てはめにくい選択肢

のため、また、Table3－13の体制整備の不足については、市民に当てはまらない選択肢のため、

解析から除いた。以下、結果を各主体ごとに解析する。

3．3．1市民に欠けていること

　Tab］e3－11の知識・情報入手の不足にっいて、「マスコミや特定の人の情報を鵜呑みにし、真

偽を確認しない」の行政（96％＊＊）と企業（97％＊＊）が非常に高かく、市民（73％）と市民団体（77％）も

含め、市民は知識・理解の不足が特徴的であることを指摘していた。

　一方、「化学物質の有害・危険性について考え、理解する機会が少ない」が全主体から高く、

「化学物質に関する問題に対して意見の申し出先を知らない」の市民（77％＊＊）が他主体より高い

など、市民に対する情報提供や情報入手の機会が不足していると認識されていた。

　また、「企業や行政を批判するが、参加・行動する人が少ない」が、市民（87％＊＊）から高く、自

己批判的な認識を持ってみており、「自ら化学物質の有害性情報入手のために努力しない」につ

いても、市民（71％）と市民団体（77％）を含め、市民の積極的行動の不足を指摘していた。

　さらに、Table3－12のコミュニケーション姿勢の不足について、「感情的になりやすく、冷静に議
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論できない」は、行政（75％＊）と企業（73％）が高く、市民と市民団体も半数程度あった。

　以上から、①いずれの主体も、化学物質に関する市民の知識・理解が不足していることを指摘

していた。②市民に対して、化学物質に関する情報提供や情報入手の機会が不足しているとい

えた。さらに、③市民自身も積極的行動が不足していると認識していた。

3．3．2市民団体に欠けていること

　まず、市民団体に対しては、全体的に回答率が低く、8割をこえる項目はなかった。市民団体

の実状がよく知られていないことも、回答率の低い一因と考えられた。

　Table3－－11とTable3－12の項目については、市民から全体的に回答が少なく、市民団体の知識

・情報入手やコミュニケーション姿勢に不足を感じていないと考えられた。一方、企業からは「感

情的になりやすく、冷静に議論できない」（72％＊＊）、「マスコミや特定の人の情報を鵜呑みにし、

真偽を確認しない」（66％＊＊）が高く、市民に対するのと同様に市民団体も科学的にリスクを理解

し、議論する姿勢が欠けていると認識されていた。

　Table3－13の体制整備の不足では、コミュニケーションの日常努力について、認識の差が大き

く、「活動のアピールが不十分なため、市民等の理解が得られていない」は、市民（76％＊＊）と市民

団体（73％＊＊）が高く、現在の市民団体の活動は市民から十分に理解が得られていない状態であ

ると認識されていた。また、「外部からの支援不足で、十分な活動ができていない」は、市民団体

（73％）と市民（68％）が高いのに対して、行政（47％）と企業（38％＊＊）がやや低く、行政や企業が市

民団体への支援を重視していない、あるいは活動の現状を十分に理解していないといえた。人

材育成については、「リスクコミュニケーションの専門家を育成していない」に市民団体自身（68％

＊＊ jが他主体より高く、今後の重要な課題とする姿勢がみられた。

　以上から・①企業は・市民団体の知識・理解や冷静に議論する姿勢が不足していると認識し

ていた。②現在の市民団体の活動は、市民から十分に理解が得られていない状態であると認識

されていた。③市民と市民団体は、活動を積極的に推進し、外部の理解を得るための支援や体

制整備が不足していると認識していた。

3．3．3行政に欠けていること

　Table3－12のコミュニケーション姿勢の不足については、市民団体から「他の関係者を協力者と

して考えていない」（77％＊＊）が高く、行政自身も半数程度が足りないと認識していた。

　Table3－－13の体制整備の不足について、「社会問題になる前に情報を公開しない」が最も高く、

市民（96％＊＊）と市民団体（95％）だけでなく、企業（85％）や行政自身（82％）からも迅速な情報公開．

が不足し、今後の課題との認識が示されていた。また「自らに有利な情報のみ公開し、不利な情

報を意図的に隠している」についても、市民（90％＊＊）と市民団体（95％＊＊）から高く、行政や企業と

の差がみられ、公開された情報ぺの不信感が強いことがわかった。

　さらに、市民と市民団体は、問題への対応・説明にっいて、行政や企業よりも高く、不十分と認
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識していることがわかった。とくに「専門的事項をわかりやすく説明する努力をしない」について、

市民（71％）と市民団体（82％）から、行政自身（18％＊＊＊）が考えているより回答率が高かった。

　人材育成について、「リスクコミュニケーションの専門家を育成していない」が、企業（88％＊＊）か

ら高く、市民団体（82％）も含め、行政による専門家育成に期待しているといえた。「内部の人にリ

スクコミュニケーションの教育等を行っていない」にっいても、全体的に回答率が高く、公共問題

を取り扱う行政官の役割としてリスクコミュニケーションの知識を持っことが求められているといえ

た。

　さらに、市民等との相互理解を促進するためのコミュニケーションの日常努力については、「相

互理解を深める機会を多く設けていない」の市民（70％＊）や、「日常の交流を図っていないため、

市民の要望が理解できていない」の市民（60％＊＊）がやや高く、市民の要望を理解しよとうする努

力が必要といえた。

　以上から、①市民と市民団体は、情報公開の遅れや情報隠蔽などへの不信感が強いといえ

た。②行政自身や企業も、迅速な情報公開の不足を認識していた。③わかりやすい説明や明確

な回答などの対応を充実させ、情報を積極的に公開することが重要といえた。④リスクコミュニケ

V・… Vョンについて内部教育や専門家などの人材育成を実施・支援することが求められていた。⑤

市民の要望を理解しよとうする日常的な努力や取組が必要といえた。

3．3．4企業に欠けていること

　Table3－12のコミュニケ・一…ション姿勢の不足にっいては、「他の関係者を協力者と考えていな

い」と「他の関係者の意見を受け容れる姿勢が弱い」にっいて、企業（23％＊＊、39％＊＊）の認識がや

や低く、市民と市民団体との差がみられた。

　Table3－13の体制整備の不足について、「社会問題になる前に情報を公開しない」が、市民（85

％）や市民団体（91％）、企業自身（74％）も高く、迅速な情報公開の不足が認識されていた。一方、

「有害・危険性情報が十分に提供されていない」や「自らに有利な情報のみ公開し、不利な情報

を意図的に隠している」については、市民（69％、51％＊＊＊）と市民団体（82％、82％＊＊＊）と企i業自身（3

9％、32％）との認識の差がみられ、企業に対する不信感を理解する必要があるといえた。また、問T

題への対応・説明も、全体的に市民と市民団体の多くが不足していると認識しているのに対し

て、企業はそのような認識が低く、差がみられ、とくに、「質問・意見を出しても明確な回答をしな

い」や「問題の本質的改善方法が提案されない」について、不足しているとの認識が高く、企業の

対応改善が必要といえた。人材育成については企業が他主体より低く、行政だけでなく企業に

対しても専門家育成や従業員のリスクコミュニケーションへの理解が求められていた。

　さらに、コミュニケー・一一・一ションの日常努力について、「日常の交流を図っていないため、市民の要

望が理解できていない」の市民（69％・）が高いのに対して、「活動のアピールが不十分なため、市

民等の理解が得られていない」は企業（64％＊＊）が高く、相互の認識の差がみられた。

　以上から、①市民と市民団体は、企業による情報公開の遅れや情報隠蔽などへの不信感が強
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Table3－1　1知識・情報入手の不足に関する回答率一覧（％）

市民に欠けていること 市民団体に欠けていること

選択肢（任意数回答） 市民霊 行政 企業 市民霊 行政 企業
n＝175　　　n＝22 n＝24 n＝32 n＝136　　　n＝22 n＝17 n＝32

マスコミや特定の人の情報を鵜呑みにし真偽を確認しない 潟　巖 　÷wi　i纏
◆怜 　ヰヰ培
P4　　32 47

　ヰヰ
U6

s．　　　’ 才

化学物質の有害・危険性について考え理解する機会が少ない 灘　繊 纂 裟 　堵　　　　　　　＊

?O　32 18 22

企業や行政を批判する競参加・行動する人が少ない 鐡㍊顯
5碁

鐡 28　36 ユ2 ユ6

自ら化学物質の有害性情報入手のために努力しない 遜　　顯♂∂、　　　㌔ 63 56 9　　27 12 ユ3

化学物質に関する問題に対して意見の申し出先を知らない
ゾ硲

�@　64 42 53
　　　●『ド寧
S　23 0 3

Table3－12コミュニケーション姿勢の不足に関する回答率一覧（％）

市民に欠けていること 市民団体に欠けていること 行政に欠けていること 企業に欠けていること

選択肢（任意数回答）

簾壁驚 企業
氏≠R2 蕊鯵鷺欝 亙曝驚 企業

ｻ33 語鷺璽 企業
氏≠R1

感情的になりやすく，冷静に議論できない

ｼの関係者を協力者として考えていない

ｼの関係者の意見を受け入れる姿勢が弱い

　ヰ　　　　　　　　　　　　　■
T4　　55　鋸ホ　ヰ⇒ヰユ5　　36　33

Q2　　32　33

瓢♂　　sビ

R8

R1

ユ9軸刀　53≧　冷木堵ユ5　　27　41　41　■堵婚14　　45　47　47

20　18　　5

T2裟難50
U6　塁灘　55

　⇒彬
10　　5　　0

S2　59　39

U2鐡略

Table3－13体制整備の不足に関する回答率の一覧（％）

行政に欠けていること 企業に欠けていること 市民団体に欠けていること
選択肢（任意数回答）　　　　　　　　　　　　　　　　　　市民　　　　　　　　　　　　　　　　　　n＝143

震n＝22

行政　企業
氏≠Q2　n＝33

市民霊n司44　　　n＝22

驚 慧 顯熟慧
情報公開

社会問題になる前に情報を公開しない　　　　　　　　　雛鰯 蝶 　　　　　’蛛@瀦隠 遮灘、 48冷“ 鱗 一　　　　　　　　　　　一　　　　　　　一　　　　　　　　　　一

有害’危険繍が＋分提供されて・W’　　　　灘塁 墨 鐵’6ゴ 嶽　ξ蘂　　　s 57 　毒牢R9
　⇒串　　　　坤坤

Q9　45　　6　13
自らに有利な情報のみ公開し不利な情報を意図的に隠している灘蛾 鱒轍 64　36

　章甲ヰ

T1　灘
紺　13 32 一　　　　　　　　　　一　　　　　　　一　　　　　　　　　　一

問題への対応・説明

リスクコミュニケーションを開始する時期が遅い　　　　　　　65 鯨 50　64
　　㌔　　　　ノ
@￥怎~鱒i 65 　埠T5 一　　　　　　　　　　一　　　　　　　一　　　　　　　　　　一

質問・意見を出しても明確な回答をしない　　　　　　　　烈 裁 　　　　吟＊T9　45
　　　’@震　　　　潟◆（

M　　i頼 57 42 　　　　　　●ヰX　18　　0　13
専門的事項をわかりやすく説明する努力をしない　　　　　　違 叢 　＊牢■

?W　58 60　顯燥 48 　尊＊R9 34　36　29　31
問題の本質的改善方法の提案がない　　　　　　　　　　薬灘 迩欝4ユ 　■串R6 灘鱗灘43 48 ユ3　　9　　6　　6
問題に対して情報提供しかなく贋問を受け付けていない　　　49 55 　牢章　　　　　卓十

Q7　　21
　尊＊　　　　　廊ヰ

S8　50 17 23
　ヰオ
R7　23　12　ユ3

人材育成

リスクコミュニケーションの専門家を育成していない　　　　　66 磯
ノ

酔羅蒙 鷲華灘灘
灘硫　∀

蕊52ヰホ 34灘41特
内部の人にリスクコミュニケーションの教育等を行っていない　　澱 巖 　　　、ｹ　　顯 61　50 灘

A　　毒虚

Q9 ユ8　32　41　ユ3
コミュニケーションの日常努力

外部からの支援不足で十分な活動ができていない　　　　　　一
一 一　　　　　　　　　　　一 剛　　　　　　　　　　一

一 一
繊顯　47　38榊　　　　㌔

相互理解を深める機会を多く設けていない　　　　　　　　遼壷
♂

轍　ψ 　　　　■T2　　52
　　　　㌔
怐D≧ 64 灘 49　　59　　47　　22…

日常の交流を図ってないため市民等の要望が理解できてない　6ゴ呼 59 　　　　●＊R5　　32
　￥　、
ｺ　　64 55 　冷S8 25　　9　ユ2　　6

活動のアヒ㌔ルが不十分なため市民等の理解が得られていない　31 32 30　29
　、

R1　　45 27 　隼卓U4
　◆博　　　　　璋＊

?@　73　47　22
＊他の1主体との有意差　結他の2主体との有意差　＊＊＊他の3主体との有意差
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いといえた。②企業自身も、迅速な情報公開の不足を認識していた。③市民と市民団体は、他の，

関係者とのコミュニケーション姿勢や問題への対応・説明などが不足していると認識しており、企

業の自覚が必要といえた。④企業は、活動アピールによって市民の理解を得ることを重視してい

るが、市民は要望を理解してもらうことを重視していた。

3．4各主体からの提供が望まれる惰報

　化学物質のリスクに関して、どのような情報を関係各主体から知らせてほしいのか、知らせたい

のかを把握するために、20項目の選択肢から各主体ごとに任意数回答してもらった結果の回答

率一覧をTable3－14に示した。関連する内容ごとに、　A．有害性情報、　B．リスクへの対処情報、C．P

スク管理の方法、D．リスク情報の不確実性、　E．リスクの基本知識、　F．リスクの判断に分類した6

3．4．1市民が知りたいこと、市民に知らせたいこと

　r，アレルギーや化学物質過敏症などの被害の実態」にっいて、全主体ともに高く、市民に知ら

せたい、あるいは市民の現状把握をしたいという要望として特徴的であった。この他に、企業は、

「生活品の有害性と取り扱い方法」や「不安を感じる製品やその原料・添加物等に関する情報」が・

高く、これらを知らせたいとしていた。

　一方、市民自身は、「次世代（子供）への影響にっいて不明なことが多いこと」が70％と高く、知ら

せてほしいと要望しており、差がみられた。他にも、「冷静に明確な誤りのない議論をする必要が

あること」が70％と高く、市民自身が冷静な議論を必要と感じていることがわかった。

　以上から、次世代影響など市民が不安を感じ、知りたいとしていることを、他の主体が十分に

理解できていないことが示された。

3．4．2市民団体から知らせてほしいこと、．市民団体に知らせたいこと

　A．有害性情報に関連する「化学物質の有害性に関する詳しい情報」や「アレルギーや化学物

質過敏症などの被害の実態」について、市民と行政から高くなっていたが、市民団体との認識の

差がみられた。B．リスクへの対処情報の提供にして、市民は「化学物質による被害を減らす身近

な方法」や「より安全な製品の選び方」にっいて高く、市民団体から市民に知らせてほしいと考え

ており、市民団体自身が知らせたいとしていることともほぼ一致していた。D．リスク情報の不確実

性にっいて、市民団体自身が高く、知らせたいとしていたが、他主体とは差がみられた。また、企

業は、「冷静に明確な誤りのない議論をする必要がある」が63％あり、この他に「リスクはゼロになら

ないこと」や「リスクと有用性のバランスで考えること」がいずれも50％と高かったことから、企業はこ

れらを市民団体に知らせたいと考えていることがわかった。しかし、市民団体自身もこれらの項目

については、同程度に高く、その重要性を認識していた。すなわち、企業は市民団体に対して、

誤解している人が多いことが示されていた。

　以上から、①市民団体も、有害性情報やリスクへの対処情報などについて把握している情報
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や意見を積極的に知らせる役割を期待されていることがわかった。また、②企業は市民団体との

リスクコミュニケーションを躊躇せずに進め、相互理解を深めることが必要である。

3．4．3行政から知らせてほしいこと、行政から知らせたいこと

　全主体で最も高いのは、「生活環境に排出される有害物質の種類と量」で、とくに市民団体は9

5％と非常に高く、PRTR情報などの公開が強く望まれていることがわかった。次に、「化学物質の

有害性に関する詳しい情報」は市民団体と企業に比べて市民はやや低く、（現状を把握して知ら

せることが行政の役割と認識されていた。）次に、B．リスクへの対処情報に関しては、「事故が発

生したときの住民の対処方法」と「より安全な製品の選び方」が市民と市民団体から高く、情報提

供が求められていた。C．リスク管理の方法にっいて、市民と市民団体から要望が高かく、「現在の

化学物質の管理制度」については企業からも65％あり、知らせてほしいとしていた。

　また、「リスクはゼロにはならないこと」は、企業から高く、市民や市民団体に対して、行政からリ

スクの考え方を知らせてほしいとしていた。行政は、「リスクを有用性とのバランスで考えること」が

高く差がみられた。

　以上から、①行政は有害化学物質についての情報提供を一層充実する必要がある。また、②

他の主体は行政だけを頼らずに、様々な機会のリスクコミュニケーションを通じてリスクの考え方

についての理解を深めていくことが重要である。

3．4．4企業から知らせてほしいこと、企業から知らせたいこと

　「生活環境に排出される有害物質の種類と量」や「化学物質の有害性に関する詳しい情報」に

っいて、市民と企業との差がみられた。また、「アレルギーや化学物質過敏症などの被害の実態」，

は市民団体の95％と高く差がみられた。すなわち、行政だけでなく企業に対してもA．有害性情報

に関する項目が高く、情報開示が求められていた。次に、B．リスクへの対処情報に関しては、市

民が「事故が発生した場合の住民の対処方法」や「化学物質による被害を減らす身近な方法」を

要望し、企業との差がみられた。C．リスク管理の方法については、企業が低く、差がみられた。ま

た、企業自身からは、D、E、Fの項目が高く、とくに「データ不足で科学的評価ができない物質が

多いこと」が高かった。

　以上から、企業と他主体にやや認識の差がみられ、市民等が不安を感じて知らせてほしいと

思っている情報を十分理解する必要がある。

3．5各主体の持つべき情報・意見提供方法

　リスクコミュニケーションにおいて、各主体がどのような方法で情報・意見提供を行ったらよいと

考えているのかを把握するために、9項目の選択肢から各主体ごとに任意数回答してもらった回

答率一覧をTable3－15に示した。選択項目は、社会的問題や製品情報等の広域に提供する場
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Table3－14各主体から提供が望まれる情報の回答率一覧（％）

市民が知らせたい情報・市

ｯから知らせてほしい情報
惰報

市民団体が知らせたい情報・

s民団体から知らせてほしい
行政が知らせたい惰報・行

ｭから知らせてほしい情報

企業が知らせたい情報・企

ﾆから知らせてほしい情報

選択肢（任意数回答）

市民
氏≠P59 蔓熟慧

霊n＝21

市民行政企業
試i32　n＝20　n＝24

璽 亙篇鷺鷲 慧 布民祉j142
離炉21

瓶n＝22

A有害性情報

ｻ学物質の有害性に関する詳しい情報

ｶ活環境に排出される有害物質の種類と量

s安を感じる製品やその原料・添加物等に関する情報

Aレルギーや化学物質過敏症などの被害の実態

29

R0

S5

T6

7　12　19

V　18　24
@　　軍功R3　18　57　：・ζ・：・：・：・：・：・：・：・｝53i鱒iiiii62

29

P9

T2

Q4

　ホ≠　　　　　　　　　　　　　●ホ
U3　50　21　定＊■49　25　17

@■等　　　　　事．

T5　20　29
@亭事泳　　　　　培専

U1　55　29

難，、灘iii覧4124

竪

64
怩堰c饗35　23　25

　写S6

@零T0

T9

T8

灘難……：：ら≒：鍵嚢

U2

6ゴ㌶i藷

@　ii－1灘4・

　　羅

リスクを高あに評価される情報と、低めに評価される情報 18 13　6　　14 38 　　　事牢S2　10　25 27 48　52　31 34 33 23 19

B．リスクへの対処情報

ｻ学物質による被害を減らす身近な方法

ｶ活品の有害性と取り扱い方法

　写■
S0
@木皐R9

　　　　　琢τV　12　48　　　　　■功●206　　57 62

@亭U2

灘15533⇔　　　　■52　30　46

38

S1

　　　．

S3　55　56
@　　　　　●略S7　62　23

　写事写
Q7

T6

60

U2

難モ∨ぷwぷ
D° 氈E
D

より安全な製品の選び方

膜ﾌが発生したときの住民の対処方法

45

@事牢R6

　　　±●R3　18　52

P31248秤

灘24
雛懸4546．㌔・“．・．・：・：・：・：・　司．幕46　20　8

45

R8
牢⑨

　　　　　　写■T1　62　23　　　　．ぽ・；　　・．’．“；s・；’：’

U4魏ii繊56

25

@鎗ぴR5

3！ 36 43

Cリスク管理の方法

ｻ在の化学物質の管理制度

ｻ時点で可能な対策技術やそのために必要な費用

19

P4

76　　24

氏@12　5

　牢ヰ
R8

R3

　■曽
R6　10　13

R2　15　17

55

R2

’・㌦’・翫・：・：・：・据・’∴㌔：・：・ひ：・

　＊ヰ
R8
@⑨寿S1

59

T9 難
D．リスク情報の不確実性

データ不足で科学的評価ができない化学物質が多いこと
　か象
R8 27　6　　10

　写亭U2 　　　δ繍S7　25　29 64 43　57　42
　軍章U6 38 45 24

　　●汾｢代（子供）への影響について不明なことが多いこと i灘難 13　6　　19
　●カU2 　　　　　　●隼S5　30　25 50 42　38　27

　写■T3

@⑨■

28 414 29

科学的データでも個人により理解や解釈が異なること 46 33　29　19 38 31　30　17 41 25　29　19 38 19 9 19

D．リスクの基本知識

リスクはゼロにはならないこと 40 　　　蓼惑R3　18　48 52
　寧ザ
R1　30　50 29 31．41

　●亭T6 25 29 41

有害性・危険性と被害とは直結しないこと 30 　　亭本Q0　6　　33 33 26　30　38 45
　亭；
Q3　19　42

　ヰ本寸
T9 27 23 19

リスクは化学物質以外にもあること 47 33　18　33 48 　　　ヰ阜S2　15　38 45 37　33　38 28 24 18 14

E．リスクの判断

冷静に明確な誤りのない議論をする必要があること
≧跡ひ燕

4729・43
難iiiiiiiii　・｛・’・1

52　40　63　　　　　　‘ 59 　　　　　　享写S8　38　ユg
　牢写T6 39 27 33

リスクを有用性とのバランスで考えること
；1

20　18　38 43 35　35　50 59
毒φ

24　24　42
　舎†T6 28 23 43

リスクを受入れるかどうか決めるのは各個人であること 　今．T3 　　　ヰ亭Q7　18　43
　廟毒S3 18　25　17 41 15　19　19 22 10 5 14

＊他の1主体との有意差　＊＊他の2主体との有意差　・＊＊他の3主体との有意差
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合、および工場周辺等の限られた地域に提供する場合の両方を想定しており、関連する媒体ご

とに、A．マスコミ、　B．広報活動、　C．会合・広聴活動に分類した。

3．5．1市民の持つべき情報・意見提供方法

　市民はC．会合・広聴活動が60％強で高く、直接に詳しい情報の説明を受けられる会合などに

参加するべきと市民自身も考えていることがわかった。さらに、他主体からも、「座談会・意見交換

会など」は58％～79％と最も高くなっており、市民に対する積極的な参加が求められていた。また、

市民団体と行政からは、「インターネットのホームページ」が50％強であり、一方、マスコミは30％前

後と低かった。

　また、第2章4．2では、市民の情報入手方法としてマスコミが最も高かったが、一方で持つべき

情報・意見提供方法としては要望が低く、3．3．1で示されたように市民もマスコミ情報を鵜呑みに

するのではなく、積極的に直接的な方法で情報を入手することが求められているといえた。

　以上から、市民が積極的に会合などに参加し、より直接的に情報・意見伝達できることが望ま

れていることがわかった。そのためには、リスクコミュニケーションの会合を行うなど、関心を持っ

た市民が情報を得ることができ、リスクコミュニケーションに参加できる機会を設けることが重要で

ある。

3．5．2市民団体の持つべき情報・意見提供方法

　「座談会・意見交換会など」が、市民団体自身から82％と最も高かく、他主体からも62％～75％あ

り、市民団体の持つべき情報・意見提供方法として会合の実施の要望が高かった。

　また、「インターネットのホームページ」について、行政は85％と最も高く、市民団体も73％あっ

た。一方で、市民は「新聞・雑誌」の74％が最も高く、会合等よりも情報を得やすいとみていること

がわかった。その他には、市民と市民団体は、独立した第三者としてNGO（市民団体）の活躍を求

める意見がみられた。

　以上から、①市民団体もリスクコミュニケーションの会合などを積極的に行うことが求められて

いた。さらに、②インターネットやマスコミを効果的に利用して他主体に情報・意見を提供し、活

動の目的を伝えたり、リスク情報の理解や関心を高める必要がある。

3．5．3行政の持つべき情報・意見提供方法

　全体的にB．広報活動が62％～83％と高く、とくに市民団体と行政自身から「インターネットのホー

ムページ」が約83％と要望が高かった。C．会合・広聴活動は、「講演会・公開講座など」について市

民団体以外は72％～65％あるが、市民団体は45％であり、行政による講演会などをあまり重視して

いないことがわかった。一方、市民と市民団体は、「リスクコミュニケーションのために常設された

相談窓口」が82％と最も高かったが、行政は61％と低く、認識の差がみられた。また、企業からは、

「新聞・雑誌」が73％と最も高かく、さらに、「テレビ・ラジオ」も全主体ともに60％強あった。企業は、
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Table3－15各主体が持つべき情報・意見提供方法の回答率一覧（026）

市民の持つべき情報・

ﾓ見提供方法
市民団体の持つべき
﨣�E意見提供方法

行政の持つべき情報・

ﾓ見提供方法

企業の持つべき情報・

ﾓ見提供方法
選択肢（任意数回答）　　　　　　　　　　　　市民　　　　　　　　　　　　n＝157

霊n＝22

市民行政企業
氏≠P33　n＝20　n＝29　娘 璽顯爲 欝

頴霊璽　　n＝22

Aマスコミ

V聞・雑誌　　　　　　　　　47

eレビ・ラジオ　　　　　　　44

26　32　42

Q6　32　35

45

R2

　　，　・
奄奄縁n……i………i　6541

U5　50　31

i騨iiiiii45’ ゜・　　　　　　　　　　ラ・s．．・

CM・・，T．㍉・・

U5　59　31

：・：・：・：・：・：・：・：・：・：・

蝟ｨilii

U0 66　64　61

B広報活動

L報誌・小冊子など　　　　　42

Cンターネットのホームページ　　47

16　32　12

T3　58　35

50

奄奄演oi糞

54　65　38
U5i§…漬iii塁62　　、・：：．㌦㌔w：橋・：；：

ξi灘li…i

焔ciii菱．・．％㌔゜．°．°∴°♂．

◆°D㌔゜．㌔゜，°，，．㌔゜…㌧．，・°．°．°・．．°，

雛…灘灘……i…難i……一
i63

灘i馨64≧………i…i62羅iiliiili難…1

O会合・広聴活動
u演会・公開講座など　　　　61　　　　　　　　　　　　　　　：；：；5：；：；sま：：：；ま座談会・意見交換会など　　　　　　　　　　　　　　　・．、㌔金◆㍉・．令‘・．㌔％

H場見学会　　　　　　　　43
n域で信頼される人との対話　　38

岦ﾝされた相談窓口　　　　　39

32　53　54
T8灘6537　32　5437　37　5042　37　46

i難ilii

Q3

Q3

S5

iii難i簸05鱗63ii灘6218　20　2820　10　3146　40　34

27
ﾇ難ilii2759

50　45　49

T6　55　57
遠?奄奄堰@641i鑛22　36　　榊鞭蕊54iiiii鷲iiiii　60

ii

　　・・㌔㌔．．㌦㌔、．．㌔㌔

@　灘ii藷　　　43　　　7……i灘！i蕊、　　i灘iiii藷 i……雛i簗4565．・　　，　．　　・・‘

T4　55　65

P5　27　17

Q5　’32　17
奄奄奄遠?奄奄奄撃奄於si　61

その他　　　　　　　　　　　4 11　0　　0 9 3　　0　　0 0 4　14　3　　0 4　　9　　0
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　　　　　　　　　　　　　　　　　第3章化学物質のリスクコミュニケーションに関する認識・要望の調査癖祈

他の主体のマスコミ利用には3～4割と消極的だが、行政にっいてはマスコミを通じての情報・意

見提供が中心になっていると認識されていることが示されていた。その他では、市民と市民団体

から、科学者等による講演会や、マスコミでの公開討論を求める意見があった。

　LJ上から、①今後、行政は「広報誌・小冊子など」や「インターネットのホームページ」などを利

用して広報を充実させ、定期的に正確な情報を提供することが望まれている。②市民と市民団体．

は、相談窓口の設置を望んでおり、広報だけでなく、市民等の意見を聴き、反映するための広聴

を充実する必要がある。

3．5．4企業の持つべき情報・意見提供方法

　全体的に「広報誌・小冊子など」や「インターネットのホームページ」のB広報活動が高く、一とくに

企業は94％、市民団体は80％強あり、非常に高かった。また、市民と市民団体は「新聞・雑誌」が70

％強あり、A．マスコミからの情報提供も必要と認識していた。　C．会合・広聴活動について、企業は

「工場見学会」が89％あり、他主体からも64％～73％とやや高く、工場見学を積極的に行い、情報・

意見を交換することが求められていた。一方、市民団体は「リスクコミュニケーションのために常設

された相談窓口」が82％と高く、相談窓口の常設を要望していた。また、「講演会・公開講座など」

は、全体的に50％前後であった。企業は「地域で信頼される人との対話」が69％あり、地域住民との

対話も重視していた。だが、市民からは3．2と同様に「地域で信頼される人」を誰が決めるのか、イ

メV－・一ジしにくいなどのコメントがあり、この項目は全体的に低くなっていた。なお、その他では、中

立・客観的な機関等からの情報提供や、マスコミでの公開討論などを求める意見があった。

　以上から、①市民や市民団体に対して、「リスクコミュニケーションのために常設された相談窓

口」を設置し、さらに、環境報告書の発行とその内容をホームページで開示するなどの積極的な

情報提供が求められていた。また、②従来、自治会を中心に行われてきた協議会等だけでなく、

中立的な第三者が参加した意見交換が必要とされている。

3．6科学者・マスコミに対する要望

　リスクコミュニケーションのプロセスに影響を与える主体として科学者やマスコミの役割をどのよ

うに認識しているのかを把握するために、科学者とマスコミのそれぞれについて、問題点や要望

を自由回答してもらい、そこで抽出された10項目のキーワードごとに集計した結果の一覧をTable

3－－16、Table3　一一　17に示した。

　3．6．1科学者に対する要望

　科学者に対しては、Table3－16に示すように、いずれの主体からも、「1．専門情報のわかりやす

い説明」を求める回答が最も多く、続いて、「2．積極的な発言・行動・研究公表」が多かった。この

ため、科学者には、社会的な責任や影響力を自覚し、積極的に社会的なニーズに応えて、専門

的な最新情報を一般市民にもわかりやすく伝えることが求められていた。
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　各主体の特徴的な回答をみると、市民は、「3．中立・公平・公正・客観性」について、企業と行

政に都合の良い発言をする御用学者に対する危惧が半数程度を占めていた。さらに、市民と市

民団体は、「4．生活者の感覚」を持つことを求め、問題の当事者や一般市民の視点から問題を的

確に把握した上で、専門的な情報をわかりやすく解説することを求めていた。また、積極的に「1

0．市民団体・NGOへの参加・協力」を求める意見もみられた。

　市民団体は、発言に対する「7．科学者としての責任感」が欠如していると指摘し、社会的な信

用や期待が高いため、発言や行動の影響力をしつかり認識することを求めていた。とくに、市民

は科学者の発言を絶対視する傾向があり、間違っていても判断がっかないため、専門分野外の

質問に対して、推測に基づいた返答を控えるよう望む回答があった。

　行政は、「5，問題提起と対処方法の提案」について、現段階の科学で確実にできることとできな

いことなどを明確に示すことを求める回答がみられた。また、「8．科学者間や学際的な連携」が不・

足しているのと指摘がみられた。

　企業からは、「3．中立・公平・公正・客観性」について、科学者も場合によって客観的でないこと

を指摘し、マスコミ等に振り回されないことや、目先の利益を優先しないなどの回答がみられた。

さらに、「6．科学的・専門的評価に基づく発言」について、リスクと有用性の評価を踏まえた発言

を望んでいた。また、「9．社会ニーズの把握・広い視野」など科学者の質の向上を求める回答もみ

られた。

　以上から、①いずれの主体も、科学者に対しで社会的な責任や影響力を自覚し、積極的に

社会的なニーズに応えて、専門的な最新情報をわかりやすく伝えることを求めていた。②市民と

市民団体は、問題の当事者や一般市民の視点から問題を的確に把握した上で、専門的な情報

をわかりやすく解説することを求めていた。③一方、企業は、客観的に、科学的・専門的評価に

基づいた情報提供を重視していた。

3．6．2マスコミに対する要望

　マスコミに対しては、Table3－17に示すように、いずれの主体も、ニュース性を重視したセンセ

ーショナルな報道に疑問を感じており、「L客観的・中立・公平・冷静な報道」や「2．正しい情報の

提供」を求める回答が多かった。マスコミの報道姿勢として、問題提起のみの一時的な報道では

なく、「7．十分な取材を行った上で」、「4．問題提起と解決策の提示」や「6．わかりやすい解説」など

も含む「3．継続的な報道」を求める回答がみられた。

　各主体の特徴的な回答をみると、市民や市民団体は、行攻・企業・市民のそれぞれに対して

平等で中立・今平な報道を求め・「5・使命感・責任感」を持って、一般国民や弱者の立場を伝え

ることを期待していた。

　一方、企業は、マスコミの影響が社会不安をあおる原因との認識が強く、リスクのみを強調する

のではなく、有用性とのバランスを科学的に評価するなど「8．科学的・専門的な評価に基づく報

道」を求め、そのために「9専門知識を有する人材の育成と確保」や、視聴者・購読者への環境教
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育の役割として「10啓蒙を行える報道」を要望する回答がみられた。

　以上から、①いずれの主体も、センセーショナルな問題提起のみの一時的な報道ではなく・正

確な情報を継続的に伝えることを要望していた。②市民や市民団体は、責任感・使命感を持っ．

て、一般国民や弱者の立場を伝えることを期待していた。③企業は、マスコミの影響が社会不安

をあおる原因との認識が強く、リスクと有用性とのバランスを科学的に評価するなど科学的・専門

的な評価に基づく報道を求めていた。
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Table3－1・6科学者への要望

回答率％（回答数）

市民（148）市民団体（20）行政（12）．企業（30）

ユ．専門情報のわかりやすい説明

2．積極的な発言・行動・研究公表

3．中立・公平・公正・客観性

4．生活者の感覚

5．問題提起と対処方法の提案

6，科学的・専門的評価に基づく発言

7．科学者としての責任感

8．科学者間や学際的な連携

9．社会ニーズの把握・広い視野

ユ0．市民団体・NGOへの参加・協力

39（57）

32（48）

26（38）

25（37）

14（21）

13（19）

10（15）

　5（7）

7（11）

　2（3）

40（8）

35（7）

25（5）

20（4）

15（3）

15（3）

27（6）

10（2）

0（0）

20（4）

50（6）　　　　33（10）

42（5）　　　　30（9）

8（1）　33（10）

8（1）　　0（0）

42（5）　　　　10（3）

8（1）　　　57（17）

0（0）　　　　　13（4）

33（4）　　　　　10（3）

0（0）　　　　1フ（5）

0（0）　　0（0）

Table3・－1　7マスコミへの要望

回答率％（回答数）

市民（t56）市民団体（20）行政（16）　企業（31）

ユ．客観的・中立・公平・冷静な報道

2．正しい情報の提供

3．継続的な報道

4．問題提起と解決策の提示

5．報道に対する使命感・責任感

6．わかりやすい解説

7．十分な取材を行った上での報道

8．科学的・専門的評価に基づく報道

9．専門知識を持つ人材の育成と確保

10．啓蒙を行える報道

52（81）

42（65）

19（29）

12（18）

10（16）

10（15）

10（15）

　5（8）

　3（5）

　2（3）

55（11）

45（9）

50（10）

20（4）

15（3）

10（2）

　0（0）

　5（1）

　5（1）

　0（0）

94（15）

50（8）

13（2）

　6（1）

　6（1）

　0（0）

13（2）

13（2）

　6（1）

　0（0）

．97（30）

　26（8）

　10（3）

　3（1）

　3（ユ）

　13（4）

　6（2）

35（11）

　10（3）

13（4）
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4．リスクコミュニケーションの留意点

各主体の認識・要望にどのような共通点と相違点があるのか、その特徴的な認識・要望をFig3－

1にまとめ、それらを踏まえて、リスクコミュニケ・…一・ション手法の留意点として、情報提供・公開のに

関する5項目、および会合等でのコミュニケーションに関する9項目を抽出した。

4．1情報提供・公開に関する留意点

（1）いずれの主体も情報公開の重要性を強く認識しており（3．1①）、とくに、市民と市民団体は、

　行政と企業による情報公開の遅れ、情報隠蔽に対する不信感が強い（3．3．3①、3．3．4①）。これ

　について、行政と企業も迅速な情報公開の不足を認識していた（3．3．3②、3．3．4②）。

　　さらに、市民と市民団体の不信は、ネガティブ情報を公開していないのではないかという懸

　念といえる。企業に対する調査では、コミュニケーション経験のある企業の方が、マイナス情報

　の公開に肯定的であり、マイナス情報であっても積極的に公開することが結果的にプラスにな

　ると判断している：’）という結果もあり、ネガティブ情報であってもオープンに公開することが重要

　である。このため、リスクコミュニケ・一一…ション実施の前提として、行政と企業による迅速かつオー

　プンな情報提供・公開が重要である。

（2）市民は、行政や科学者に対してわかりやすい情報提供を求めていた（3．1②、3．3．3③、3．6．

　1）。一方、行政は認識が低く、すでに十分説明できている、あるいは必要性をあまり感じてい

　ないと考えられる（3．3．3③）。このため、行政による一層の改善が重要である。

　　行政の情報提供・公開の手法にっいて、神奈川県行政が行った市民団体ヒアリング調査12）

　によると、1．行政担当者の情報の伝え方が不十分である（わかりにくい、遅い）、2．受け手のニ

　ーズに配慮した情報収集・提供が行われていない、3．知りたいときに欲しい情報にたどり着け

　ない、など本調査結果と一致しており、これらが不十分と感じると市民・市民団体の不信が高ま

　るということが明らかとなった。

（3）現在の市民団体の活動は、市民からも十分に理解が得られていない状態であり（3．3．2②）、市

　民団体は他主体の理解を促進するために、活動を積極的に推進し、外部の理解を得るための

　支援や体制整備が不足していると認識していた（3．3．2③）。しかし、行政と企業は関心が低く、

　市民団体の現状は把握されていなかった。このため、市民団体が活動を積極的に推進し、内

　部の人材育成などの体制整備を促進するための支援が必要である。また、市民団体も積極的

　に市民などの外部への情報発信をしていくことが重要である。

（4）いずれの主体も、化学物質に関する市民の知識・理解が不足していることを指摘しており（3．3．

　1①）、関心の低い一般市民に対しても情報入手の機会を増やし（3．3．1②）、さらに、市民自身

　の積極的な関心や理解を促す必要がある（3．3．1③）。このため、全ての市民をリスクコミュニケ

　ーションの会合に参加させることは困難であるが、参加していない人々にも情報を伝達し、積

　極的な関心や理解を促すことが重要である。

（5）市民は、第2章で示したようにマスコミからの情報入手が多く、マスコミや科学者などの第三者
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への期待が大きい（3．2①、3．6）。一方、行攻や企業はマスコミの影響が社会不安を起こす原

因との認識が強く、市民やマスコミを含め非専門家はリスク情報を正しく認識して評価できてい．

ないと認識する傾向があり13）、市民がマスコミ情報を重視していることへの批判的認識を持って

いる（3．3．1、3．5．1）。このため、市民に対して、大きなマスコミの情報は無条件に信頼するので

はなく、マスコミ報道を正しい情報を得るための入り口と考えるように伝える必要がある。また、

行政や企業には、市民や市民団体に対してできる限り正しい情報が伝えられるように情報提供

を行うことが望まれる。

4．2会合等でのコミュニケーションに関する留意点

（6）いずれの主体もリスクコミュニケーションにおいて、意見交換より、情報公開の重要性を強く認

　識していた（3．1）。一方、会合・広聴などの情報・意見提供を持つべきと認識されていた（3．5）。

　このため、今後は、定期的・直接的に関係者が集まる意見交i換の会合によるリスクコミュニケー

　ションの定着が必要である。

（7）企業は、問題発生時などに様々な立場の市民が参加した議論を行うことよりも、日常交流を重

　視しており、意見をまとめられる人が参加することを望んでいた（3．1③、3．2③）。一方、他主体

　は問題発生時の会合開催を重視しており（3．1③）、とくに市民団体は、当事者間の話し合いを

　重視していた（3．2②）。このため、会合の主旨や参加者の決定は、内部で決めるのではなく、

　違った立場の人々の意見も聴いて決める必要がある。

（8）市民と市民団体は、行政と企業による問題の改善策などの対応・説明が不足していると認識し

　ていた（3．3．3①、3．3．4①）。このため、行政と企業が、市民や市民団体の信頼を得るには、情

　報を積極的に公開するだけでなく、協力して問題の本質的改善に取り組む協働が重要であ

　る。

（9）企業は、リスクコミュニケーションにおいて、活動アピールによって企業の決定した方針につい

　て市民や市民団体の理解と信頼を得ることを重視していた（3．3．4③）。一方、市民は要望を理

解してもらうことを重視しており（3．3．4④）、企業のコミュニケーション姿勢や市民への対応不足

　を指摘し、実際に企業は市民の要望を十分理解できていない。このため、企業は説得を目的

　としたコミュニケーションを重視しているが、今後は市民の要望を理解しようとする日常的な努

　力や取組が必要である。

（10）企業や行政は、多くの市民が科学的なリスクを理解できず、感情的になり冷静な議論をでき

ないと認識しており（3．3．1）、市民や市民団体をコミュニケーションの対象者とすることに不安を

　持っていると考えられた。一方、市民と市民団体は、企業のコミュニケ・・…ション姿勢が不足して

　いると認識しており（3．3．4）、相互の不信感が強い。このため、企業と行政は、市民を正当なパ

　ートナーとして受け入れ13）、相手の関心事や理解度に応じて説明するという姿勢で対応するこ

　とが重要である。また、市民と市民団体は、行政や企業の立場も理解して対立者と思わずに話

　し合い、感情的にならず、要点を冷静に伝えることが重要である。
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（11）市民は、専門知識をもっ科学者など第三者の役割を重視しており（3．2①）、影響力が非常に

　強いと考えられた。このため、市民に対するリスクコミュニケーションの信頼性を高めるには、行

　政や企業主導のみではなく、中立的立場の専門家などの参加が効果的である（3・5・4）。

（12）リスクコミュニケーションにっいて、行政に対して内部教育や専門家などの人材育成を実施・

　支援することが求められていた（3．3．3④）。ただし、市民団体・企業の内部でも、リスクコミュニ

　ケーターなど人材の育成が必要である。

（13）科学者に対して、いずれの主体も、社会的な責任や影響力を自覚し、積極的に社会的なニ

　ーズに応えて、専門的な最新情報をわかりやすく伝えることを求めている（3．6．1①）。このた’

　め、科学者がリスクコミュニケーションの会合等に参加する場合には、行政や企業は自分達の

　意見を支援してもらうのではなく、議論に必要な知識を提供し、参加者が情報と意見を出し合

　えるように誘導する役割を担っていることに留意する必要がある。

（14）市民や市民団体の中には、問題の当事者や一般市民の視点に立って発言してくれることを

　科学者やマスコミに期待している意見が多い（3．6．1②、3．6．2②）。一方、企業は、客観的に、

　科学的・専門的な評価に基づく情報提供を重視している（3．6．1③、3．6．2③）。このように、リス

　クの判断については第2章にも示されたように認識の差が大きく、科学者やマスコミに期待する

　役割の差にもっながっている。このため、行政や企業は、市民が科学的な判断を客観的に公

　正な評価とは必ずしも考えていないことを理解し、また、科学を過信することなく、科学的な知

　見の不足や不確実性を認めた上で、現時点での科学的情報をもとにリスク低減方法を議論す

　る1“）ことが重要である。
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第3章化学物質のリスク＝ミュニケーションに関する認識・要望の調査解析

5．第3章のまとめ

　本章では、リスクコミュニケーションの参加者になる主体として、市民、市民団体、行政、企業を

対象に化学物質のリスクコミュニケーションに関する認識・要望のアンケート調査を行い、各主体

間の認識・要望の差を整理し、情報提供・公開や会合でのコミュニケーションについてのリスクコ

ミュニケーション手法の留意点を抽出し、以下の結論を得た。

1）リスクコミュニケーションにおいて、全主体ともに情報公開の重要性を強く認識していた。情報・

意見提供の方法については、窓口の設置や、わかりやすい説明が重要と認識されていた。また、

企業は日常交流を重要と認識しているのに対し、他主体は問題発生時の会合開催を重要と認識

しており、差がみられた。

2）リスクコミュニケー一一一ションの会合を行う場合の参加者にっいて、市民は、専門知識をもつ第三者

の参加を非常に重視し、市民団体は当事者間の話し合いを求め、企業は様々な立場の人が参

加するよりも意見をまとめられる人が参加することを重視しているなどの差がみられた。

3）各主体に欠けている事項としては、市民には科学的知識の理解と積極的行動、市民団体には

活動のアピールと冷静な議論の姿勢などが求められていた。また、行政や企業に対して情報公

開の遅れや情報隠蔽などが指摘され、改善が求められた。

4）情報の提供・公開に関して、行政と企業による迅速かっオープンな情報提供・公開、わかりや

すい情報提供・公開、市民団体による情報発信、情報入手に対する市民の積極性、マスコミの役

割などの留意点と課題があげられた。

5）会合でのコミュニケーションに関して、定期的な双方向の意見交換による会合の定着、②会合

開催時の参加者選定方法、協力して問題の本質的改善を行う協働、企業の説得的コミュニケー

ション姿勢の改善、各主体間の正当なパートナーとしてのコミュニケーション姿勢、専門家や第

三者の関与・リスクコミュニケーションを行う人材の育成、科学者・マスコミに期待されるリスク判断

についての主体間の認識・要望の差、科学者の役割などの留意点と課題があげられた。

　以上から、リスクコミュニケー・一…ションにおける障壁を取り除くために、主体間にある誤解や、コミ

ュニケーションの基本原則、これまでの情報提供・公開の方法を改善するための体制整備や、情

報・意見・提案等のメッセージの作成・伝達の方法、会合等の実施における意見交換の留意点な

などのリスクコミュニケーション手法提案の必要性とその留意点を明らかにした。
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第4章環境汚染事例における各主体の意識・行動の解析

1緒言

第ユ章では、日本の現状においてリスクコミュニケーションの取り組みは今後の新たな課題とし

て認識され始めたばかりであり、第2章、第3章のアンケートでも社会的な必要性の認識は高まっ

ているものの、一般に各主体間での相互の誤解と不信感が強いことが明らかになった。

リスクコミュニケーションの先進的取り組みが進んでいる米国では、実際に化学工場で取り組ま

れた地域住民との定期的会合であるコミュニティ諮問協議会（CAP）での成果について、リスクコ

ミュニケーション事例としての解析が行われている’）2）3）。これらの成果では、CAPが機能するため

のポイントとして、①CAPメンバー選別のための事前調査・実態調査の重要性、②CAPメンバ・一・一・・

の多様性の確保、③情報の共有と親密な関係の構築、④ファシリテーターの活用、⑤経営トップ

の積極的な関与、⑥成果が目にみえること、⑦専門家の積極的な参加があげられている。

　また、リスクコミュニケーションによる河川環境管理の成功事例なども報告されている4）。

一方〉日本では激甚な公害問題を引きおこし公害裁判が行われてきた歴史があり5）、とくに熊本

水俣病6）、新潟水俣病7）などについて詳細な調査と解析が行われている。環境社会学では、健康

被害のみならず精神・経済にも及ぶ苦痛を受けた被害者と、深刻な環境汚染を発生させただけ

でなく、原因物質の特定が遅く迅速な対策措置を取れなかった加害者との関係について、加害

一被害関係e）や、社会運動論9）1°）、受苦圏と受益圏論11）、社会的ジレンマ論12）によって明らかにし

ている。公害問題から環境問題へと汚染源因や汚染リスクが変化しても、日本の現状は被害・加

害関係があることを踏まえつつも、近年の事例研究や社会運動論では、コラボレーション（複数

の主体が対等な資格で、具体的な課題達成のために行う、非制度的で限定的な協力関係ないし

共同作業）13）や、パートナーシップ（公共セクター、民間セクター、市民セクターの三者が対等に

協力して実際に社会を運営し、変革すること）14）などが提案され、「政策研究」と「利害調整」ため・

の公論形成の場が重要であり、現状に不足していることが指摘されている15）。

　リスクコミュニケ・一・一・ションの基本原則にっいては米国との共通点もあるが、社会的背景も異なる

ため、実際のプロセスに米国の枠組みをそのまま適用することはできない。そこで、日本におい

ても、リスクコミュニケーション手法に着目して事例研究を行い、具体的に各主体がどのような意

識を持ち、行動をしているのか、また各主体間の関係の推移を明確に示し、留意点や課題を抽

出する必要がある。

そこで、本章では、有害化学物質の環境リスクが社会的な問題となり、今後の環境リスク管理と

リスクコミュニケーションの重要な課題となっている廃棄物不法投棄の事例、ダイオキシン類汚染

の事例、土壌・地下水汚染の事例をとりあげた。とくに、長期間に亘って、詳細な情報の入手が

可能であり、関係する主体間での話し合いや会合が行われていることに留意した。すなわち、日

本で初めて産業廃棄物の大規模な不法投棄に伴う環境リスクが問題となり、地域住民と行政の

，協働による原状回復措置などの対策が進められている香川県豊島の事例、廃棄物焼却処理に

伴うダイオキシン類発生による環境リスクが問題となり、マスコミ報道などの影響でダイオキシン対

策をめぐる社会問題化の象徴となった埼玉県所沢市の事例、事業所からの有機塩素系溶剤によ
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る土壌・地下水汚染の環境リスクが問題となり、行政、専門家、事業所の協働で地下水汚染機構

の解明と独自の地下水条例を制定し、浄化に導いた神奈川県秦野市の事例である。

　以上の事例について、それぞれ地域住民、市民団体、行政、企業、マスコミ、学者などのヒアリ

ング調査や資料収集を行い、各事例ごとに、環境リスクの原因とその特徴、おもな主体と関係者、

各主体の意識・行動の推移と関係の整理、協働取り組みの成果と課題を整理し、各主体間の関

係の分類、リスクコミュニケーションの留意点を抽出することとした。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第4章環境汚染事例における各主体の意識・行動の解析

2解析の方法と要点

2．1環境リスクの原因とその特徴

環：境汚染事例で問題となる化学物質や環境リスクの原因は、それぞれの特徴によって、問題の

争点や・事例に関わる主体の対応が異なると考えられる。このため、本章で扱う事例について、

どのような特徴があるのかを把握した。

そのために、まず、一般的に想定される環境リスク原因とその特徴を整理した。

対象となる汚染原因化学物質の特徴としては、①化学物質全般、②発ガン性物質、③慢性毒

性物質、④急性毒性物質、⑤引火・爆発物質、⑥環境生物影響物質、⑦地球環境影響物質が

想定される。また・問題とされる汚染リスクとして、①吸入空気（大気・室内空気）汚染の可能性、

②飲料水（水質）汚染の可能性、③日用品からの汚染の可能性、④環境生物の異常の可能性、

⑤地球環境の変化の可能性が考られる。言い換えると、このような環境リスクが発生している場合

には、リスクコミュニケーションが必要といえる。なお、必要な場合の分類については、第5章3．1

に詳述した。

また・環境汚染事例の争点や対応については、人々がリスクを強く感じる場合と認識されにくい

場合というリスク認知も重要な影響を与えている。Slovicらの調査・）をもとにCovelloら1・）が整理した

リスクの受容と評価において重要な因子をもとに、Table4に人々がリスクを強く感じる事項をまと

めた。

本章で扱う事例をこれらの特徴でみると、3事例ともに、近隣施設での事業実施に伴う環境汚染

物質の排出によって、大気や水などの環境媒体の汚染を通じて、慢性毒性や発ガン性、環境生◆

物影響などの長期影響による被害が問題になっているといえた。また、Table4に示した10項目に

ついては、廃棄物に関わる2事例は10項目全てに該当し、市民は非常に強くリスクを感じる可能

性が高いといえた・一方・土壌・地下水7号染に関わる事脈汚染が目に見えず、環境汚染規模

も限定されているなどの特徴があるため、市民がリスクを認知しにくく、リスクコミュニケーションの

手法も異なると考えられた。

2．2主な主体と関係者

事例に関わるおもな主体と、それ以外の関係者とをFig．4．．1に整理した。

おもな主体は・環境リスクによる影響を受けると認識して積極的に行動を起こした市民主体とし

ての地域住民や市民団体等、問題となった環境リスクの管理責任主体である行政主体、企業主

体とした。

市民主体としての地域住民とは、問題となった環境汚染地域（市区町村や字単位）に居住して

いる人々全体を指し、自治会、利害団体などのまとまりを持っ場合や、住民一個人や農業者など

として関わる場合がある。市民団体等とは、地域住民で結成された運動団体や、より広範囲な周

辺地域（都道府県単位）で関心を持つ人々の運動団体などである。行政主体とは、市区町村行

政、都道府県行政、政府・官庁の行政トップと環境担当者である。企業主体とは、一般に化学物
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Table4リスクを強く感じる事項

1．目に見える被害があった。

2．対象物質が身近にある。
3．環境汚染（影響）の規模が大きくなる可能性がある。

4．もとに戻らない影響を与える可能性がある。

5．子や孫に影響を及ぼす可能性がある。

6．自分では避iけられない。

7．不確実、不明確な要素が多い。

8．情報量が少ないか偏っている。
9．情報があるのに公表されていなかった。
10．安全な代りの物質や対策技術があるのにあまり使われていない。

11．対象物質の利用による直接的な利益がない。

市区町村行政
都道府県行政
政府・官庁

（環境部署・担当者）

！｛三汽
i他の行政機関
iの関連部署など
＼　　　　　　　　　　　ノ

i専門家i
ト京～㎜減く

iマスコミi
㌧、、、A、“、m、、、“w“’

環境汚染原因企業

（工場、本社の

環境部署・担当者）

市民団体
地域住民
（自治会、農業者、

　利害団体等）

』蚕≧当
∫　　　　　　　　、
　業界団体　　　i
　従業員、組合　i
　下請け、親会社i

　取引先　　　　i
　同業他社　　　i
　株主銀行　　lx．

　　　　　　　　ノ
゜～＿1w・＿、＿脚r｛一←’

・　　　　　　　　　　　　　　　　ま

i一般市民
i周辺住民

提鍍轟圏‖i

k・一＿＿＿…＿ノ

Fig4ヰ　事例解析に関わる主な主体、および関係者
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質の製造・使用・廃棄物処理などに関わる企業全ての経営トップ、および大企業の場合は本社

環：境部と工場などの地域事業所が対象である。本章で取り上げた事例のように問題発生時にお

いては、とくに環境汚染を引き起こした企業が環境汚染原因企業であり、管理責任主体となる。

関係者とは、問題となる環境リスクに直接利害関心を持っリスクコミュニケーションの中心とはな

らないが、間接・直接的にコミュニケーションに関わる重要な立場の人々を位置づけた。市民関

係者として、周辺住民（主に都道府県内の居住者）、一般市民（全国の国民、あるいは市民団体

に対する無関心層や関心はあっても行動を起こさない人々）、関連支援団体（問題となった環境

リスクについて全国規模や世界規模で活動し地域住民に協力する運動団体）があげられた。ま

た行政関係者として、警察や消防、議員、公害調停を申請した場合は調停委員があげられた。ま

たこ企業関係者としては、従業員、組合、下請け、親会社、取引先、同業他社、業界団体、株

主、銀行を想定したが、本章では業界団体（地域の同業者協会）以外は直接に関わりのある事

例はなかった。それ以外にも第三者的な立場の関係者として、問題を取材・報道したマスコミ、環

境リスクの分析や会合に参加した専門家、地域住民や市民団体の依頼した弁護士などがあげら

れた。

2．3おもな主体と関係者の意識・行動、各主体間の関係の整理

事例ごとの解析の手順は、まず、主な主体と関係者の意識・行動について時系列に詳細を記

録し、その中で主なものをそれぞれ表にまとめた。関係者についても、主な行動を時系列で整理

した。「意識」としては、要望・陳情や、発言・答弁などで記録されている各主体の見解、表明され

た意見について整理した。各主体の「行動」としては、外部に対する働きかけや、主体内部の決

定事項の実行、主体間での協働（パートナーシップ）の試みなどを整理した

次に、時系列で整理した意識・行動の事実関係について、特徴的な段階ごとに区分を行った。

環境汚染事例の推移の共通区分として、A．潜在的リスクを伴う行為、B環境リスクの認知、　C．社

会問題化、D．対応・対策実施、　E．社会紛争（裁判・調停など）、F．協働、G．リスク低減の段階を位

置づけ、それぞれの事例ごとに段階を区分した。このため、事例ごとにAからFの段階の中で該当，

しない段階や、同じ段階を繰り返す場合などもある。Fig．4－2に3事例の段階区分を比較した。

さらに、各段階ごとに事例に関わった各主体の関係図を作成し、各主体の関係の変化を明らか

にし、行動の改善すべき点や問題点などのリスクコミュニケーション手法における課題を抽出し

た。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

また各主体間の認識の差を明確に把握するため、行政と地域住民や市民団体、企業が直接の

話し合いや協働など、問題解決を図ろうとして行った会合等の取り組みに関して成果と課題を整

理し、リスクコミュニケーション手法における課題を抽出した。なお、市民主体内部での関係や、

コミュニケーションに影響を与えたマスコミ報道についても行政主体や市民主体の見解を整理し

た。
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2．4リスクコミュニケーションにおける各主体間の関係の分類

日本の環境汚染事例におけるリスクコミュニケーションの特徴を把握するにあたり、これまでArn

steinや、　chessらが行った分類を参考にし、かっ本章での各事例の段階区分に基づいて、各主

体間の関係の推移を初期、社会問題化期、改善期に3分類して解析を行った。

このような分類を行うことで、事例研究において、現状のリスクコミュニケーションがどのような状

態にあり、今後はどのように改善していくべきかという実態把握を促し、また実際にリスクコミュニ

ケーションに携わる行政・企業・市民団体等にとっても自らの意識や組織の行動がどのようなレベ

ルにあるのかということを明確に示して改善を促すこともできると考えた。

2．5リスクコミュニケーション手法の留意点の抽出

各事例解析で明らかになった各主体間の認識の差や、リスクコミュニケーション手法の課題を

踏まえて、リスクコミュニケーション手法に反映させるべきリスクコミュニケーションの留意点を抽出

した。t

行政（企業等）が市民団体・地域住民等とリスクコミュニケーションを行う場合の留意点は、問題

が発生した場合の対応に関する項目、会合でのコミュニケーションに関する項目として詳細に示

すこととした。また行政が企業とリスクコミュニケーションを行う場合、市民団体等がリスクコミュニ

ケーションを行う場合についても留意点をまとめた。
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第4章環境汚染事例における各主体の意識・行動の解析

3．香川県豊島の産業廃棄物不法投棄事例の解析　　　　　　　、

3．1背景

香川県小豆郡土庄町豊島は、小豆島の西方3．7km、周囲約20kmの瀬戸内海に浮かぶ人口約

1400人の小さな島である18）。香川県小豆郡三町の一つである土庄町（人口）の一部である豊島だ

けが離島振興法指定離島である19）。周辺地図をFig．4－3に示した2°）。

豊島の国立自然公園内に、1978年頃から1991年の約13年間に亘り、産業廃棄物（シュレッダ

ーダスト、ラガーロープ、廃油、廃酸、廃プラスチック、汚泥など）が不法に焼却、または投棄され

た。’1994年の公害等調整委員会による現場実態調査結果では、廃棄物の量は、汚染土壌を含

め約49．5万立方メートル、約56万トンにのぼると推定された。主要有害物質としては、カドミウム、

鉛、六価クロム、砒素、水銀、PCB、ベンゼン、ダイオキシンなどが高濃度で検出され、汚染は直▼

下土壌や地下水にもおよび、北側海岸から瀬戸内海へ汚染水の漏出が判明した21）22）。

本論文では、日本で初めて産業廃棄物の大規模な不法投棄に伴う環境リスクが問題となって2

3年経てようやく地域住民と行政の協働による原状回復措置などの対策が進められている事例と

して1975年から2002年までの動向を取り上げた。すなわち、豊島住民とそれを支える市民団体等

や弁護士等、行政、マスコミや学者に対して1997年から2001年にかけて数回のヒアリング調査と

資料収集を行った。

3．2環境リスクの原因とその特徴

この事例では、大量の有害化学物質を含む産業廃棄物が不法に野焼きされ、投棄されたこと

による健康被害、土壌、水質、および環境生物などへの影響が問題となった。

廃棄物は、廃棄物処理法により、一般廃棄物と産業廃棄物に分けられており、全国の年間発

生量は、それぞれ約5，000万トンと約4億トンと推測されている23）。産業廃棄物は、事業所から排出

される事業系廃棄物のうち、廃油、酸廃、汚泥などの18種類であり、とくに廃自動車、廃家電製

品等を粉砕した残さであるシュレッダーダストは、プラスチック、繊維くず、ゴム、金属片、ガラスな

どからなる混合廃棄物である。豊島では、このシュレッダーダストや廃油などが大量に捨てられ

た。これらは1995年に管理型の埋立地に処分することが義務づけられる以前は、安定型の埋立

地に処分されていた。産業廃棄物の処理方法は、中間処理、再資源化、埋め立て処分がなされ

ているが、一般廃棄物に比べて圧倒的に発生量が多く、最終処分場の確保は逼迫している24）。

また、産業廃棄物の処理責任は、排出企業と産廃処理業者の責任であり、廃棄物処理施設の

立地については国の機関委任事務として都道府県が許認可を行っている。現在は産業廃棄物

の処理経路はマニフェスト制度などで管理が行われるようになったが、それでも不法投棄など不

正な処分が行われる例は後をたたない。平成5年度から実施されている廃棄物の不法投棄件数

をみると、274件から平成11年度では1，049件と増加しており、うち原状回復に着手しているのが7

18件（68．5％）、未着手が331件（31．6％）である25）。

2POO年には循環型社会形成推進基本法が成立し、廃棄物の発生抑制、循環資源の循環的利
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　　　　　Fig．4－3豊島とその周辺地域
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第4章環境汚染事例における各主体の意識・行動の解析

用、適正な処分の確保によって、これまでの大量生産・大量消費・大量廃棄型の社会から脱する

ことを目指している。

しかしながら、廃棄物問題をめぐる紛争は非常に多く、産業廃棄物処理処分場の建設是非を

問う住民投票が行われた事例は5件、廃棄物不法投棄の防止、原状回復について過去に公害

紛争処理白書に記載された事件が7件など、今後の環境リスク管理とリスクコミュニケーションの

重要な課題となっている26）。

3．3各主体の意識・行動と関係の経緯

3．3．1主な主体と関係者

　市民主体は、豊島の住民とその自治会を中心として結成された廃棄物対策豊島住民会議（以

下、地域住民あるいは住民会議）である。行政主体は、国の機関委任事務として産業廃棄物業

の許認可・監督の権限を持っ知事や環境部局を中心とする香川県行政（以下、県行政）、：豊島

の属する土庄町の行政（以下、町行政）、隣接する直島町の行政、政府・官庁である。企業主体

は、産廃不法投棄を行った企業の経営者ら（以下、業者）、業者に対して産業廃棄物の処理を委

託していた企業21社（以下、排出企業）である。

　また関係者としては、豊島住民を支援する活動を行っている「豊島は私たちの問題」ネットワー

ク（以下、豊島ネット）や環瀬戸内海会議などの団体（以下、総称する場合は関連支援団体とす

る）、また土庄町住民や直島町住民、香川県民が周辺住民である。行政関係者としては業者を

摘発した隣県の警察、県議会や町議会の議員、国の公害等調整委員会の委員（以下、公調

委）、さらに公調委の設置した技術検討の専門委員会の専門家などが関わった。この他にもマス

コミ・住民が依頼した弁護士らによって結成された瀬戸内弁護団（以下、弁護団）が関わった。

3．3．2各主体間の関係の解析

各主体の主な意識・行動をTable4－1に示し27）28）29）3°）、　A業者の立地計画と反対住民の受認、　B．

不法行為による環境汚染の激化、C業者の摘発による社会問題化、　E－1．住民の公害調停の申

請、｝2．攻府の支援表明と中間合意の成立、F．最終合意の成立と住民・行攻の協働の6段階の

期間に分類した。この事例では、D．対応・対策が不十分なことに対して、　E．社会紛争となりその過

程でF協働と、今後のG．リスク低減対策が模索されている。

A．業者の立地計画と反対住民の受認段階　【1975～1977】

1975年に地元の業者が有害廃棄物処分場の建設計画にっいて香川県に許可申請し、それを

知った豊島住民は、国立公園内の自然保護と粗暴な業者に対する不信感から、県行政に対し

て、自治会を中心にほぼ全世帯の反対署名を集め、陳情や抗議行動を行った。県知事は、「反

対は住民のエゴであり、事業者いじめである」として、住民の環境権よりも事業者の営業権・財産

権を優先し、許可を表明した。住民は差し止め訴訟を起こすがミミズ養殖業への事業変更、立入
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第4章環境汚染事例における各主体の意識・行動の解析
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第4章環境汚染事例における各主体の章識・行動の解析

民会議試算値・全体量の約0．27％）の産業廃棄物が撤去され、「周辺環境に影響を及ぼすおそれ

のあるものから撤去をすすめ、概ねこれらのものの撤去を終えた」、廃棄物の総量は16万トン余り

であると公表した。また1992年12月の立入調査の結果に基づき、1993年11月に・鉛直止水壁の

施工及び雨水排水施設設置の措置命令を行ったが、実行されなかった。

　住民は県行政による指導監督や対策措置、説明が不足していると感じ、不信感を増大させた

32）B住民は自治会を中心として住民団体を再結成し、陳情等を行った。

　さらに、住民にとっては、マスコミなど世論が社会問題化することにより、不法行為による環境

汚染が減ると同時に風評被害による経済的・精神的な影響も受けるようになった。マスコミの影響

と役割の詳細は3．6に示した。

　この段階では、県行政の対応不足や安全宣言に対して住民は不信感を増大させた。迅速な対

応であっても、住民等に納得されるものでない安全宣言などは、かえって反発を深めた。関係図

をFig．4－6に示した。

　リスクコミュニケーションの課題として、社会問題化による早期解決の可能性と風評被害に対す

る住民のジレンマ（1－9）、県行政による簡単な撤去作業と安全宣言などの対応の不十分、不適切

（1－10）、行政の指導監督・説明・対策措置の不足に対して住民の不信感が増大した後の信頼関

係の構築方法（1・－11）、県行政の安全宣言に対して、住民が不安を訴えるなどの環境リスクの評価

についての認識の相違（1－12）があげられた。

E－・1．住民の公害調停の申請段階　【1993～1995】

　住民は、県行政の法的責任も含め、廃棄物の完全撤去と原状回復を求めて公害調停を申請

した。それによって、弁護士、公調委、専門家などの第三者が関与して、県行政や業者との話し

合いが進展した。

　県は、廃棄物の認定に関して、廃棄物の概念については、国の通知により、占有者の意思、そ

の性状等を総合的に勘案すべきものとされており、業者から、シュレッダーダストを金属回収の目

的で購入し、回収した金属の売却も行っているとの説明があり、現に購入契約書も示されたこと

などから、廃棄物に該当しないと判断したと答弁した。地域住民は、これに対して、業者が示した

購入契約書には、シュレッダーダストの売却費を上回る運搬費を排出事業者が支払うべきことが

記載されているので、シュレッダーダストは廃棄物と判断すべきであると反論した。

　公調委が調停を進めたところ、申請人（豊島住民）と香川県との間には産廃の実態認識に大き

な隔たりがあることが明らかになったため、双方に信頼される基礎資料を得るための実態調査の

実施とそれに基づく処理方策の検討が不可欠と判断した33｝。この結果、廃棄物撤去にむけての

対策が具体的に議論されるようになった。ただし、県行政や排出企業は責任を認めず、主体的な

廃棄物の撤去を拒否した。さらに、すでに処分地の安全宣言を行っている県行政は、早急な対

策を要するという公調委の調査結果を批判し、リスクの評価をめぐる差がみられた。公調委と調査

を行った専門家は県の言い分を退けた。
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第4章環境汚染事例における各主体の意識・行動の解析

　県は、1994年5月、豊島開発及び経営者を廃棄物処理法に基づく措置命令違反で告発し、19

95年7．月、業者は土庄簡易裁判所から罰金50万円の略式命令を受けた・

　また、住民は、自治会長を中心に若手の事務局や町議会議員など10～15名が運動の中心と

なって、住民内部の合意形成のために住民大会や地区別懇談会などを行い・さらに・県庁前で

の立ちっぱなし抗議行動やパンフレット配布など、世論の支援を求めて運動を展開した。関係図

をFig．4－7に示した。

　リスクコミュニケーションの課題として、弁護士・公調委・専門家などの第三者関与の必要性と

確保（1－一・13）、住民によるリスク低減、原状回復、環境再生、損害賠償などの強い要求に対する県

行政の対応（1－14）、住民からの現状把握と情報提供の要求への県行攻の対応不足の改善（1－1

5）、県行政の現地調査結果と公調委の調査結果の相違などの科学的な環境リスクの評価をめぐ

る認識の差（1－16）があげられた。

E－2．政府の支援表明と中間合意の成立段階　【1996～1997】

　公害調停での話し合いでは、住民の島外完全撤去の要求と、県行政の責任と謝罪、撤去費用

の確保に関して議論が紛糾していた。しかし、豊島の産業廃棄物事例は、当時全国的に例のな

い大規模な不法投棄事件として、社会的な注目を集めていたため、公害調停における実態調査

や撤去の費用に対して、政府や省庁からの資金提供が行われることとなった。

　住民は島内中間処理を受け入れ、県行政も「遺憾の意」を表明し、1997年に中間合意に至っ

た。関係図をFig．4－－8に示した。

　この段階では、公害調停での専門家による検討委員会の設置や、住民を支援する市民団体、

専門家などとの交流が促進した。なお、公害調停については3．4．1で詳述する。

　また、リスクコミュニケーションの課題として、地域住民とそれを支援する市民団体など外部との

交流や連携の方法（1－17）、周辺住民の理解・関心を高めるための地域住民や市民団体の活動

の必要性（1－18）があげられた。

F．最終合意の成立と住民・行政の協働段階　【1998～2001】

　公調委と住民は、排出企業に対する責任を追求し、21社中19社が損害賠償と撤去資金を支払

った。また、住民は、県内など周辺住民への理解を求めて、100カ所座談会を行い、さらに、住民

団体の若手リーダーを県議議員選挙に擁i立し、当選させた。

　また、技術検討委員会の報告書3‘）で、「共創の思想」による作業として住民と行政による協働を

提言していたことを受けて、弁護団と住民は、無害化処理のための三原則①安全性（二次被害を

出さない）、②確実性（有害な廃棄物を出さない、安定した作業）、③透明性（住民参加、情報公

開）が確認されるのであれば処理を認めるとした35）。

　県行政は、隣接直島町での中間処理施設設置の計画を発表し、住民からは、一方的な報告

のみで情報公開と意見交換が不十分との不信感と反発が高まった。しかしながら、資金と廃棄物

一104一



第4章環境汚染事例における各主体の意識・行動の解析

　県は、1994年5A、豊島開発及び経営者を廃棄物処理法に基づく措置命令違反で告発し、19

95年7月、業者は土庄簡易裁判所から罰金50万円の略式命令を受けた。

　また、住民は、自治会長を中心に若手の事務局や町議i会議員など10～15名が運動の中心と

なって、住民内部の合意形成のために住民大会や地区別懇談会などを行い、さらに、県庁前で

の立ちっぱなし抗議行動やパンフレット配布など、世論の支援を求めて運動を展開した。関係図

をFig．4－7に示した。

　リスクコミュニケーションの課題として、弁護士・公調委・専門家などの第三者関与の必要性と

確保（1－－13）、住民によるリスク低減、原状回復、環境再生、損害賠償などの強い要求に対する県

行政の対応（1－－14）、住民からの現状把握と情報提供の要求への県行政の対応不足の改善（1－1

5）、県行政の現地調査結果と公調委の調査結果の相違などの科学的な環境リスクの評価をめぐ

る認識の差（1－16）があげられた。

E－2．政府の支援表明と中間合意の成立段階　【1996～1997】

　公害調停での話し合いでは、住民の島外完全撤去の要求と、県行政の責任と謝罪、撤去費用

の確保に関して議論が紛糾していた。しかし、豊島の産業廃棄物事例は、当時全国的に例のな

い大規模な不法投棄事件として、社会的な注目を集めていたため、公害調停における実態調査

や撤去の費用に対して、政府や省庁からの資金提供が行われることとなった。

　住民は島内中間処理を受け入れ、県行政も「遺憾の意」を表明し、1997年に中間合意に至っ

た。関係図をFig．4－8に示した。

　この段階では・公害調停での専門家による検討委員会の設置や・住民を支援する市民団体㌧

専門家などとの交流が促進した。なお、公害調停にっいては3．4．1で詳述する。

　また、リスクコミュニケ・・一一kションの課題として、地域住民とそれを支援する市民団体など外部との

交流や連携の方法（1－17）、周辺住民の理解・関心を高めるための地域住民や市民団体の活動

の必要性（1－－18）があげられた。

F最終合意の成立と住民・行政の協働段階　【1998～2001】

　公調委と住民は、排出企業に対する責任を追求し、21社中19社が損害賠償と撤去資金を支払

った。また、住民は、県内など周辺住民への理解を求めて、100カ所座談会を行い、さらに〉住民

団体の若手リーダーを県議議員選挙に擁i立し、当選させた。

　また、技術検討委員会の報告書34）で、「共創の思想」による作業として住民と行政による協働を

提言していたことを受けて、弁護団と住民は、無害化処理のための三原則①安全性（二次被害を

出さない）、②確実性（有害な廃棄物を出さない、安定した作業）、③透明性（住民参加、情報公

開）が確認されるのであれば処理を認めるとした35）。

　県行政は、隣接直島町での中間処理施設設置の計画を発表し、住民からは、一方的な報告

のみで情報公開と意見交換が不十分との不信感と反発が高まった。しかしながら、資金と廃棄物
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第4章環境汚染事例における各主体の意識・行動の解析

・住民の説得

（住民エゴと批判）

・許可方針の明示

・業者の監視を約束

許認可申請・陳情・脅し

操業許可・行政指導

冷i

・業者に対する不信

・郷土の自然環境の保全

・行政に対する期待と信頼

・住民団体の結成と運動展開

・有害廃棄物処分場

建設の計画
・傷害容疑で逮捕

・無害物に申請変更

ぎ

Fig．4－4業者の立地計画と反対住民の受認段階

・職員2名による立入鯛査

・違法を知りながら許可継続

・金属回収業としての

合法性を示唆

s％k

相談・説明・事業変更申請

警告指導・立入調査

・事業許可への挫折感

・行政による対処への期待

・住民団体の解散

・環境汚染と健康被害の不安

廃棄物の処分依頼

・産業廃棄物の

大量搬入
・大規模な野焼き

など不法行為

Fig．4・一・5不法行為1こよる環境汚染の激化段階
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第4章環境汚染事例における各主体の意識・行動の解析
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Fig．4－6業者の摘発による社会問題化段階
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・住民団体の体制整備

・世論の支援を重視した運動
（シンポジウム・パンフレット等）

Fig．4－7住民の公害調停申請段階
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第4章環境汚染事例における各主体の意識・行動の解析

Table4－3公害調停における合意事項の推移

調停申請書 中間合意 最終合意

香川県の謝罪と責任 環境破壊と住民の被害・損害 県「遺憾の意を表す」 県「住民に長期間不安と苦痛を

（騒音、振動、大気汚染、健康 与えたことを認め、心から謝罪す

被害、風評被害など）への謝罪 る」

指導監督義務の違反と犯罪加 県「廃棄物の認定を誤り、適切な指導を怠り、深刻な事態を招来し

担行為に対する廃棄物の撤去と た」

損害賠償の責任 住民「県への損害賠償請求を放棄する」

産廃業者の責任 違法行為、犯罪行為への損害 （訴訟により破産宣告）

賠償と廃棄物の撤去の責任

排出企業の責任 業者の違法処理を知りながら、 応分の負担を求める 責任を認め、県と住民に処理費

安価な廃棄物処理を委託した 用と慰謝料の支払い

責任

廃棄物の処理 一切の産業廃棄物の撤去 溶融等の中間処理を施し、現状 焼却・溶融処理した後再生利用

回復することを目指す を図る、現状修景緑化措置の実

施

処理施設の設置 豊島の処分地内に施設設置を 三菱マテリアル直島精錬所内で

前提とする（本件処分地以外の 処理（県は、豊島廃棄物と直島

廃棄物の処理は行わない） 町一般廃棄物、協議会の合意以
外の廃棄物は処理しない）

処分地の土地使用 （豊島自治会の取得後、中間合 中間処理に使う土地は住民が 存置期間、豊島自治会は地代な
意前に土地使用料を請求） 無償供与 しで、県に地上権を設定

専門家の関与 技術検討委員会の設置（住民の 県は、技術検討委員会の検討結
傍聴可、後にオブザーバー参 果や、専門家の指導・助言に
加可と変更） 従って事業実施

住民と県の協力 調査の実施は住民の理解と協 ・豊島廃棄物処理協議会の設置

力のもとに行い、県は合意事項 （専門家、県、住民の協議）

を誠実に履行し、信頼回復させ
ること

・三者協議会の設置

豊島の振興 原状回復措置と損害賠償 委員長談話として、県による豊 本件紛争の一切が解決したこと

島の振興への配慮を希望すると を確認し、県内の離島とともに豊

付記 島の離島振興推進に協力するこ
ﾆ
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第4章環境汚染事例における各主体の意識・行動の解析

処理方策の目途が立ったことから、県行政は公害調停における住民の謝罪要求・行政責任の追

及に対して、最終的には「遺憾の意」だけでなく、誤りの認定・謝罪を行い、廃棄物の撤去と原状

回復措置、住民との理解・協力のための協議会設置などを盛り込んだ最終合意が成立した36）。関

係図をFig．4－9に示した。

　最終合意後の協議会等の設置により、相互の協力と情報・意見交換によって、理解と信頼関

係の構築が進められている。住民は、会合設置の目的である廃棄物処理のみでなく、撤去後の

環境再生と振興も含む地域全般についての対話を要望し、県行政、専門家、住民によるコミュニ

ケーションが行われている。協議会については3．4．2で詳しい解析を行った。

　また、リスクコミュニケーションの課題として、排出企業に対する責任追求と経済的負担などの

排出者責任の確立（1－19）、住民による謝罪要求・行政責任の追及に対する行政の対応、住民が

意見を反映するための政治参加の必要性とその意義（1－20）があげられた。

3．4主体間の対話や協働による成果と課題

3．4．1公害調停による成果と課題

1993年に住民が申請した公害調停の申請人、被申請人、調停事項を以下に示した。また、公

害調停プロセスにおける豊島住民、香川県、公調委を中心とした各主体の見解について、第1回

調停（1994・3・23）の開催から第36回調停（2000．5．26）での最終合意まで約6年間の主な経緯をT

able4－2にまとめた。このうち、とくに大きな転機となった時点の推移として、住民が1993年に公害

調停を申請した時の申請書、1997年の中間合意の合意文書、2000年の最終合意の合意文書に

ついて・特徴的な争点と成果をTable4－3に示した37）。以下、公害調停において論争となった（1）か

ら（4）について、各主体の意識・行動の解析を行って得られたことを踏まえ、リスクコミュニケーショ

ンの課題を抽出した。

【申請人】申請人代理（弁護士中坊公平他4名）

　　　　申請人ら（豊島住民549名）

【被申請人】香川県、香川県職員2名

　　　　　豊島総合観光開発㈱関係者（業者）、排出企業21社

【調停事項】

一、被申請人らは、共同して、豊島家浦の土地約28．5ヘクタール上に存在する廃油、廃酸、汚

泥、廃プラスチック類、紙屑、燃えがら、鉱津、その他一切の産業廃棄物を、同土地上から撤去

せよ。

二、被申請人らは、申請人ら各自に対し、連帯して金50万円を支払え。

（2）実態調査と廃棄物処理対策

廃棄物の撤去の要求について、県行政は、「危険な廃棄物はすでに撤去しており、実害はな
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い」という安全宣言と撤去終了の立場を貫き、その後、公調委の指示で国の予算2億3，600万円を

かけた現場実態調査の結果に対しても「突出した値」に再調査を要請するなど強硬な姿勢をとっ

た（第1回から第6回調停）。また、当初の県行政の調査によると、廃棄物の総量は16万トン余りで

あるとされた（C－1参照）。しかし、実際の廃棄物の量は、汚染土壌を含め約49．5万立方メートル、

約56万トンにのぼると推定された。このように、環境汚染のリスクに対する現状認識についても、

不十分な調査に基づいた行政にとって都合の良い認識を行い、それを主張したといえる。

　同様に、公調委が提案した廃棄物処理対策案にっいても、県行政は最も低コストで安易な第7

案（封じ込め遮水壁策）を主張し続け（第一次中間報告会から第13回調停まで）、島外撤去・島

外処理を望む豊島住民と対立した。住民が苦渋の選択として、島内処理後・島外処理の案の受

け入れを表明したことで（第13回調停）、ようやく中間合意に至ったのである。

　このことから、行政は必ずしも、科学的リスク評価に基づく判断とリスク対策の選定を行うので

はなく、誤りを認められない組織の体制や、経済的要素を優先し、誤ったリスク評価を行ったとい

えた。

公調委の提案した廃棄物処理案

第1案　現場で中間処理、島外の管理処分場に埋め立てる。

第2案　島外撤去、島外で間処理した後管理型処分場に埋め立てる。

第3案　島外撤去、島外の遮断型処分場に埋め立てる。

第4案　現場で中間処理、現場を管理型処分場にして埋め立てる。

第5案　島外で中間処理、現場を管理型処分場にして埋め立てる。

第6案　現場を遮断型処分場にして埋め立てる。

第7案　現状のまま現場には遮断壁などを設置し、封じ込める。

（3）技術検討委員会

　県行政は、中間合意を受け、この問題の技術的課題にっいて検討するため、豊島廃棄物等処

理技術検討委員会（以下「技術検討委員会」という。）を設置した。

　技術検討委員会は、中間処理期間中の暫定的な環境保全措置や中間処理の技術システム等

について15回にわたって審議を行い、1998年8月、「暫定的な環境保全措置に関する事項」報告

書及び「中間処理施設の整備に関する事項」報告書を提出した。その後、引き続き方式等の絞り

込みを行うため、第2次の技術検討委員会を設置し、分科会を含めさらに15回に及ぶ詳細な検

討が進められた結果・1999年5月、最終報告がなされ、中間処理の方法が確立した。

　このような科学的、技術的側面について検討する委員会の設置により、県行政と豊島住民の

双方に対して説得的な対策の選定が行われるようになった。

（1）被申請人らの責任と謝罪

公害縮申請後も・県行政・排出企劇ま・当初から中間鱒に至るまで、責任を強硬に拒否
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し・それでも最終合意で責任を認め謝劃こ至ったのであるが、それまでには住民の長い間の努

力と公調委などによる説得があった。

住民は・当初の公調委の説得によっても県行政の姿勢に変化がないと考えると、国への調停．

申し立てを表明したり（第12回調停）、県内100箇所での座談会開催などの周辺住民や世論の支

援を求める運動を拡大した。さらた、度重なる公調委の説得や政府・省庁の動向（財政支援の閣

議決定）によってようやく・責任を認めはじめたのである。このため、住民が直接に抗議・要望す

るだけでは容易に見解を変えないことが示唆された（第ユ回から第17回調停）。句

ここで・重要な役割を担ったのが、行政や排出企業と住民との間で仲介を行う役割を果たした

公調委・住民の意見をまとめ・要望を代弁し、専門事項の解釈をしてくれる役割を果たした弁護

団・専門事項の検討を行った技術検討委員会の専門委員であった。また、公調委が、必要に応

じて県行政・弁護団・公調委が話し合う三者協議会を設置し、議論の円滑な促進を図ったことも

話し合いに有効であった。

（4）県行政と住民による理解と協力

　県行政は事前報告をせずにコンサルタントに産業廃棄物の処理方法に関わる調査委託契約をひ

行い、住民と公調委から業務委託先の再確認を求められた（三者協議会1997年9月）。また、直

島町での中間処理受け入れについても、記者発表する前に豊島住民等への説明や提案はなか

った・このように・行政の動きについて、住民ば常にマスメディアへの発表を通して知ることにな

った・その状況は・住民にとって県行政の提案を受け入れにくくしたり、反発・不信感を高める原

因となっていた。これらのことから、調停など相互の理解と協力を目的とした話し合いが行われて

いる場合に・事前に説明なく決定事項を公表すると、住民の不信感は高まり、その事項は受け入

れられにくくなることが明確に示された。

（5）住民による土地使用料の請求

住民は行政との合意に導くために損害賠償請求権の放棄を表明したが、その後、廃棄物処理

に伴う処分地の土地使用料を県に請求することを提案した。これに対し、行政から金目当ての活

動などと批判され・公調委も難色を示した。そこで住民は中間合意での妥協を余儀なくされた。

住民や市民団体の活動・弁護団の齢はボランティアで行われたが、交踊や印臓など活，

動資金の確保は大きな課題となった・ただし、住民や市民団体が蛤提供を求める活動を行うこ

とに不信感を持たれることが多く、慎重な配慮が必要である。

（5）直島町での廃棄物処理案38）

　県行政は・三菱マテリアル（株）に中間処理に伴い発生する飛灰の処理実験を依頼したため、

新たに資源化・リサイクル事業に取り組むことを計画していたことなどから、中間処理施設を直島

町の同社直島製錬所敷地内に建設することにより、施設の有効利用と技術力の活用、さらに直
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島町の活性化につながると考えて、1999年8月、直島町議会全員協議会の場で提案した。

　直島町からは、直島処理案受入れの4条件として①公害がないこと、②町の活性化につながる

こと、③デメリット等に適切に対応すること、④町民の賛同が得られること、が示された。

　県は、第3次の技術検討委員会を設置し、豊島からの廃棄物等の海上輸送や直島における中

間処理施設の建設・運転に伴う周辺環境への影響など、新たな技術的課題について安全性の

確認を行い・新たな環境産業の展開等に関する支援や、風評被害の発生に対応するための「直

島町における風評被害対策条例」の制定に向けた検討を行った。この条例は、香川郡直島町に

おいて豊島廃棄物等の焼却・溶融処理を行うことに起因する風評による被害に対し、風評の発

生等の防止・給付金の支給、直島町風評被害審査会の設置、直島町風評被害対策基金などの

県の措置を定めている（2000年6B．制定）。また、パンフレットを全戸配布し、住民説明会を実施

した。その結果、直島町は、アンケート調査等により住民の意向を確認し、2000年3月、直島町長

から受入れ方針を表明した。

　しかしながら、豊島住民は、県行政から事前に提案がないまま話が進んだということに、強い不

信感を抱いた。

3．4．2行政と地域住民の協働取組みの成果と課題

（1）豊島廃棄物処理協議会39M°）

　公害調停の最終合意に明記された専門家、県、住民の協議による廃棄物処理の実施を促す

ために、2000年8月から豊島廃棄物処理協議会を設置し、半年にユ度定期開催されることになっ

た。これまでの主な活動内容や成果についてまとめる。

【構成メンバー】

　公害調停申請人らの代表者7名（豊島住民・弁護士等）、県生活環境部7名、専門家2名

【目的】　　　　　　　　　　　　　，

　廃棄物等の搬出・輸送、地下水等の浄化、豊島内施設の設置・運営および廃棄物等の焼却・

溶融処理の実施を申請人ら（豊島住民）との理解と協力のもとに行うこと。

【主な活動内容】

　協議内容については、情報の公開、非公開は会合ごとに、その都度決めることとされた。な

お・これまで全ての会合は公開で実施されている。これまでの議事は、暫定的環境保全措置（境

界確認と地上権・工事の進展、見学者対応、緑化方法）、廃棄物サンプル採取の方法（前処理実

験用・展示用）、豊島における情報表示システム（豊島、直島の住民にプラント運転状況や各種

調査データを公開するための表示システムの構築）、作業環境管理、異常時への対応策、豊島

の環境再生と振興（学びの島構想、記念館建設）などである。2000年8月の第ユ回から2002年8月

の第5回協議会までの主な議事にっいてTable4－4に示した。

【争点と成果】

　協議会での話し合いの方針として、豊島住民は、「会期までの半年間の取り組みを要約して報e
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Table4－4豊島廃棄物処理協議会の主な議事
主な日事

第1回 ユ運営（情報の公開・非公開への意見）
【2000．8．8】 2．暫定的な環境保全措置の進め方

3．その他

第2回 1．運営（情報の公開の承認）

【2001ユ．29】 2．豊島廃棄物の前処理実験用と展示用のサンプル採取

3．豊島廃棄物等対策事業の状況と見学者対応
4．豊島の振興

第3回 1．運営（情報の公開の承認）

【2001．7．23】 2．豊島廃棄物等対策事業の進歩状況
3．中間保管・梱包施設における見学者対応
4．豊島における情報表示システム

5．作業環境の測定
6．豊島の再生（学びの島）の支援

第4回 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、　　　朱k運営（情報の公開の承認）
【2002．1．12】 2．豊島廃棄物等対策事業の進歩状況

3．浸出水の対策

4．作業環境管理

5．高度排水処理施設設置等完成後の見学対応

6農島の活性化

第5回 1．運営（情報の公開の承認）

【2002．8．4】 2．豊島廃棄物等対策事業の進歩状況
3．見学者対応のあり方

4．豊島f学びの島」構想策定

5．事業場へのアクセス道の整備
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Table4－5豊島の廃棄物処理に関わる会合等の概要

豊島廃棄物処理硫会 直島町循回型社会推進協言会 豊島廃棄物等技術委ロ会
構成員 害調停申請人らの代表者7名 直島町関係者9名、県生活環境部2 技術検討委12名、水処理専門

（豊島住民・弁護士等）、県生活 名、専門家2名 家ユ名、豊島代表者と直島代表
環境部7名、専門家2名 者の傍聴

目的 廃棄物等の搬出・輸送、地下水 エコタウン事業等による新たな総合 中間処理施設、暫定的な環境
等の浄化、豊島内施設の設置・ 的な資源化・リサイクルについての 保全措置及び海上輸送のため
運営および廃棄物等の焼却・溶 環境産業の展開と直島町の活性 の施設等に係る設計・建設段階
融処理の実施を申請人ら（豊島 化・振興（住民の雇用機会の確保・ において、技術的な指導・助言・
住民）との理解と協力のもとに行 事業者の活用、緑化推進などの環 評価等
うこと 境整備）

情報公開 非公開情報以外は原則公開 原則非公開（記者会見・議事録で 工事発注・契約に関する守秘義
（一般傍聴可、議事録公開、報 協議結果の報告） 務のため原則非公開（傍聴
道機関の参加可） 人・報道機関に秘密事項以外の

議事録配布、記者会見）

会期 2000年8月から、半年に1度の定

匇J催
2000年9月から、定期開催 2000年6月から、定期開催

●
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告しあって、相互理解を促進したい」としたが、議長は「個別事項について協議するのではなく、

事前にある程度双方で協議した内容を報告し、確認していく場としたい」とし、やや認識の乖離

がみられたものの、実際の協議においては住民の提案する個別事項への対応も行われている。

　協議会の目的は廃棄物処理に関するものであるが、豊島住民は「廃棄物の処理と豊島の環境

再生、振興策について切り離して考えることはできないため、それらにっいても提案し、話し合う

場にしたい」と考え、膨大な人数の見学者への対応や、産廃記念館の建築基本構想（案）、協議

会への土庄町の参加などの提案を行った。豊島住民からの環境再生や振興策の提案について、

当初、県行政は「振興策については離島振興の一環として努めたい」とし、「県側の出席メンバー

め守備範囲を超える内容である」と説明するなど、消極的であった。しかし、関連部署の担当者

の参加や、「土庄町離島活性化方策等協議会」の会合にも県がオブザーバー参加するなどの歩

み寄りがみられた。これによって住民側の提案が、重要な議事の一つに組み込まれ、廃棄物処

理の状況報告と質疑のみでなく、今後の豊島の活性化についても協働的な取り組みが期待され

る状況になってきている。

（2）直島循環型社会推進協議会

豊島廃棄物処理協議会の設置後、2000年9月から直島町でも、直島町循環型社会推進協議

会が設置された。ただし、構成メンバーの直島町関係者は、一般の住民ではなく、行政や利害団

体の関係者が中心となっている。

【構成メンバー】

　直島町関係者9名（三菱マテリアル直島精錬所所長、漁協、農業委員会、婦人会、町議、町助

役など）、県生活環境部2名、専門家2名

【目的】

　エコタウン事業等による新たな総合的な資源化・リサイクルについての環境産業の展開と直島

町の活性化・振興（住民の雇用機会の確保、地元事業者の活用、緑化推進などの環境整備）

【主な活動内容】

　協議内容にっいては、原則非公開とし、必要に応じて記者会見に臨み、非公開事項以外は議

事録を公開する。これまでに2回開催され、主な議事は、豊島の廃棄物処理状況やエコタウン事

業などにっいて、県行政側からの説明と質疑が行われた。

【争点と成果】

直島町側の参加者が町行政関係や漁協、自治会などの既存の利害団体の代表が中心であり、

会合の内容も豊島の事業やエコタウン事業について香川県側の報告が中心で、双方向の協議

になっていない印象が強い。（1）の豊島廃棄物処理協議会とは対照的である。Table4－5にその概

要を比較して示した。長年の運動を通して意識が向上した豊島住民は、情報公開や議論の進め

方など双方向の情報・意見交換と意思決定を目指しているのに対して、三菱マテリアルの企業城

下町であった直島住民は参加意識が低く、協議会は県行政による説明の場というような従来型
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の会合から脱していない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　！・
F3．4．3対話や協働における行政と地域住民の留意点と課題

　　まず、住民と行政や企業等が対等な立場で議論を行うにあたり、①議論の仲介者、②住民の代

　弁・解釈者、③専門事項の検討を行う中立的立場の専門家、④適切な参加者による状況に応じ

　た柔軟な会合の設置が重要な役割を果たした（1－－21）。

　　行政と住民が信頼関係を構築するには、

　・行政の誤りを見直せない姿勢を変え、また、誤りを犯した担当者などに対しても相応の処分を

　与えること、誤りがあった場合には、なるべく迅速に誤りを認めて謝罪した方が、対立や社会批判

　は高まらない（1－22）。

　・一般に「住民の厳しいゼロリスク要求に対して、行政が科学的リスク評価に基づく判断でリスク

　対策を選定している」というイメージの実態は存在せず、行政は、自らの組織にとって都合の良い

　選択のために、誤ったリスク評価を行うことがあるといえた。

　・誤りを裁判や調停、科学的リスク評価に基づいて追求された後に責任を認め、対策を行うと、そ

　の分、住民の要求や改善のレベルは厳しくなる（1－－23）。

　・相互の理解と協力を目的とした話し合いを行っている場合、マスコミ発表など外部から決定事

　項を聞くと、住民や市民団体の不信感は高まりぐその事項は受け入れられにくくなる（1－24）。

　　また、地域住民や市民団体には、

　・行政を批判するだけでなく、行政が積極的に対応し、改善する姿勢がみられた場合には、それ

　を評価する（1－25）。

　・活動資金の確保は大きな課題であるが、住民や市民団体が資金提供を求める活動を行うことに

　対して、行政や企業等は不信を感じ、活動の目的などに疑いを持っ。このため、慎重な配慮が

　必要であることに十分留意する必要がある（1－－26）。

3．5市民主体間の関係

3．5．1豊島住民内部の関係

廃棄物対策豊島住民会議は住民の98％が参加し、議長は豊島3自治会の会長が兼ねている。

様々な政治的・宗教的立場の人々が集い、地域のために活動する趣旨であるから、政治的には

無所属である。運動の進め方にっいては、公害調停の代表申請人が外部との連絡や弁護団との

話し合いなどの中心を担い、事務局が日々の雑務を担当し、主な方針にっいて自治会を招集し

て意思決定を行い、最終的には豊島住民全体の集会で確認している。住民総意という点では、

豊島の要求はまさに地域住民の総意といえる。

運動をねばり強く続けるには、中心を担うリーダーだけでなく、内部の結束がなければならな

い。：豊島の中は決して一枚岩ではなく、長びく運動への疲れと無力感や、また中間合意の受け

入れ、廃棄物の島外処理による地域活性化支援への懸念など島内の意見が分かれた場面でも
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あやうい均衡を保ちながら続いてきた。それでも一体となって運動を続けてきた島のお年寄りの

思いは「十何年後かに撤去が終わった頃には、自分らの寿命も終わっとるだろうことは分かっと

る。でもな、先祖代々受け継いできた水ヶ浦でのそうした風景を子孫に残したい、そのための運

動だから。きれいになった水ヶ浦を自分の目では見られないのがわかっていても、続けられるん

や」という言葉に代弁されるだろう‘！）。島の内部のごたごたなどを上手く丸めるのは、このような長

老の一言である。

自治会も住民運動を介して柔軟な組織になってきた。代表申請人5名のうち3名の若手（30～40

代後半）を採用している。以前は「自治会は一世帯一人で、世帯の代表人」として当然男性が中

心であったが、女性も積極的に活動に参加するようになった。

また、3．5．2で述べるように県議選の代表としてこれまで事務局を担ってきた若手を島中で応援

した。彼は「豊島の住民運動は、『国民主権を実質化する運動』として続けられてきました。お上

にお願いするのではなく、自分の足で立ち、自分の頭で考え、自分たちの地域の将来を決めよう

ということであり、自分たちの経験を伝えることで、目本全体が変わり、それは豊島を変えることで

もある」と考えている42）。豊島住民がまとめた今後の活性化ビジョンでも、産廃問題のマイナス面

だけでなく、発想を変えると知名度の拡大や住民自身が島の自然荒廃を考え直す契機になった

と考え、傷つけられた地域のイメージや誇りを回復させ、自然に根付いた本来の豊島を取り戻し

ながら地域を活性化していくことを模索している43）‘‘）。

　さらに、豊島住民の運動は県行政への理解と同時に、周辺住民への理解を求める運動を展開

してきたといえる。豊島住民の地域エゴではなく、瀬戸海の環境汚染の問題なのであるという県

民の理解が県行政を動かすと信じ、県内100カ所座談会の実施などを展開してきた。しかし、町・

県のレベルでみると住民全体の危機感は薄く、理解度は低い。島という距離感によってか、問題

の当事者としての豊島住民と周辺住民が乖離しており、豊島住民は常に理解を求める行動をせ

ざるをえない。周辺住民との関係として、3．5．2に土庄町、3．5．3に直島町との関係を述べる。

3．5．2豊島住民と土庄町民の関係

小豆島三町の一つである土庄町の人口は、1999年では18，106人、豊島住民は1，377人であり、・

土庄町にしめる豊島住民の比率は7．6％となっている。

町行政に住民の声を反映させるためには、島に住んでいない90％の人々に生活の実態を理解

してもらい、同意を得なければならない。土庄町の議会には豊島から2名枠で町議が選出されて

いるが、これ以上は望めない。そこで、1999年、豊島住民は県議選に望んだ。小豆島選挙区は3

町が集まり、定数2名である。自民党の現職県議会議長（かって豊島の運動は根無し草と批判し

た人物）と、内海町出身の自民党現職が立候補しており、無投票当選になりそうだった。そこで、

住民会議の事務局として運動を担い、事務所のある豊島交流センターの土庄町臨時職員でもあ

った豊島住民が立候補し、僅差で当選した。「政治に参加する会」のニュースでは、「声をかけて

ください。どこへでも参上します」と、要望があれば豊島問題についてのミニ座談会や、議会報告
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を行った45）。会への参加者は増え、中には近隣や親戚の関係上、匿名希望だが、活躍に期待す

るというエール・カンパも寄せられた。票差を分けたのは、豊島の投票者のほぼ99％が豊島から

の候補へ投票したこと、また内海町で海を埋め立てる大規模な廃棄物処分場計画があり、それ

に反対を表明していたことなども影響しだ6）と考えられるが、確実に豊島住民の運動への共感と

支援の輪が土庄町を含めた小豆島全体に広まったことを示していた。

土庄町はこれまでも豊島住民会議への援助として、現場までの道路の修繕、マイクロバスの提

供、交流センター（フェリー待合室に併設）の一角の提供、電話代の補助等の事業を行ってき

た。これらの支出は、町議会内に公害委員会が設立されたのを契機に、1997年度の補正予算か

ら「環境対策費」ないしは「公害対策費」として一括計上され予算額は年間300万から400万円に

上るという。（ただしこの中には自治会への援助など豊島問題がなかったとしても当然支出される

べき費目も含まれている。）しかし、廃棄物不法投棄問題の解決にっいては、香川県との関係を

憂慮し、町行政として積極的に関わることがなかった。

　しかし、：豊島住民からの環境再生や離島振興策に関する要望を話し合うため、土庄町は土庄

町離島活性化方策等協議会を2002年に設置した。この会合には香川県もオブザーバーとして参

加している。協議会では、産廃問題を後世に伝える記念館の建設に関する議論が始まっており、

今後が期待される取り組みである。

3．5．3豊島住民と直島町民の関係

直島町は、豊島から海を隔て約5㎞にあり、人口約3800人、三菱マテリアル直島精錬所の関連

企業を含めると人口の7割近くを同社の従業員とその家族が占める。

1998年夏に豊島住民会議が県内100ヶ所座談会のなか直島での座談会を行った。参加者は約

30名・県内の他地域での参加者は数名のこともあるため多い方であろう。豊島住民から、産廃問

題の経緯と現状の説明を受けた後、直島住民からは、「野焼きの様子は、豊島で山火事が起きた

ようにみえていた」、「煙がすごかった」など当時の生々しい様子を記憶している声もあり、「頑張

って欲しい」などの励ましが多かった。中には「豊島の住民が頼りないから、こんなことになったん

だ」・ダンプに立ちはだかっても反対すればよかったという意見があった。説明役だった豊島住

民は「そう言われれば、反省すべき点が確かにあるにはあるんです。でも、何もかもひっくるめて

いうと・結局皆が悪いとなって、弱い者が泣いて過ごすしかない、この結論ではいけない」と直島

住民も豊島と同じ立場であることを伝えた。

隣接の豊島と直島も海を隔てると遠く感じられ、島民同士の意識にも隔たりがある。かつて精錬

所の建設についても、豊島住民が反対し、直島が受け入れた。また、不法投棄廃棄物の処理を

三菱マテリアル直島精錬所で請け負う際も、直島では漁業関係者から補償の問題などが提起さ’

れたほかは大きな反対もなく、3．4．2（2）で示したように地域活性化の一環として受け入れることを

決めた。現在も、直島のエコタウン事業で県外産廃を受け入れた決定などに対して、豊島住民か

らは懸念する意見が多く、隣接する島間のコミュニケーションは今後の大きな課題となっている。
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3．5．4豊島住民と関連支援市民団体の関係

1996年7月にグリs・一・・一ンピースが豊島沖で抗議活動を行い、これをきっかけに豊島を支援する市

民運動「豊島は私達の問題ネットワーク」が発足した47）。香川県内や岡山県在住の市民や学生が

中心となり・豊島住民と協力しつっ、豊島住民と周辺地域住民との交流を支援している。1997年

には四国新聞に「私たちに安全をください」という豊島問題への理解とカンパを募る全面広告を

掲載した48）。また、街頭募金活動、署名活動、「豊島へ行こう」や「アースデイin豊島」などのイベ

ント、学習会「豊島原論」などを開催している。

また・瀬戸内海全般の環境問題に取り組む団体である「環瀬戸内海会議」は、瀬戸内オリ・．・．一ブ

植樹基金などに協力している49）。

　この他にも、不法投棄問題への関心の高まりによって、修学旅行での見学や政治家の視察、T

報道陣、廃棄物問題に取り組む市民団体や研究者、学生など多くの人々が豊島に訪れた。現在

でも・視察者はR約300人訪れているため、見学者の案内や見学コース確保が課題となってい

る。

3．6マスコミの影響と役割5°）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

　B．不法行為による環境汚染の激化段階では、裁判で和解した解決済みの問題として、マスコミ

や世論の注目を失った時期であった。新聞労連の調査では、当時高松支局に赴任していた県政

担当記者などの多くが事件のことを知らず、過去の経緯の引継もなく、記者クラブでも話題にな

ったことはなかったという5’）・当時の新聞記者は「革新県政に対してメディアの側も報道や監視が

甘くなっていた部分が否めない」と指摘する。豊島住民の意識としても、豊島出身の町議は、「下

手に騒がれたくない、という警戒心はあった。記者クラブとのっきあいは守りの姿勢、分け隔てな

く情報を提供すること」で、マスコミを利用するという発想は当時浮かばなかったという。

1990年11月の事件摘発直前の報道としては、1989年6月　27日付朝日新聞が「瀬戸内海に運ば

れ始めた　東京のゴミ　産業廃棄物」と豊島の様子を報じたが、不法投棄現場ではなく、北側のe

別の処分場だった。1990年7月、山陽放送の取材による「追跡ゴミルート」として不法投棄の現状

が「ニュー一ス23」で全国放送された。1990年9月4日付の共同通信が過疎の問題をテーマに豊島

を訪れ・実態を特ダネで配信したが・東奥日報と新大阪新聞の2社しか取り上げなかった・2）。

C．業者の摘発による社会問題化段階では、1990年の摘発で豊島の上空にヘリコプタtがと

び、豊島を騒然とさせた。全国最大規模、高濃度ダイオキシン検出など、大々的にマスコミ報道

されるとともに、「ゴミの島」というイメージから、豊島に訪れていた海水浴客の減少、第一次産品

に豊島産というブランド名が使えなくなり、市場で買い叩かれるなどの被害を受けるようになった。

社会問題化の余波は、風評被害による経済的打撃や精神的に豊島の人々を苦しめた。住民運

動の先頭に立っている住民の中には、被害者である自分が周辺海域で養殖したハマチを売るこ

とで、加害者になるかもしれないと考え養殖を断念した漁業者もいる。それでも、豊島住民は真
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実の豊島を伝えて欲しいと望み、「世論の支援」を受けて運動を展開することを目標とした53）。

　豊島の弁護団長中坊公平弁護士は、「単に事実を知らせるだけでなく、裏に潜む根本的なも

のは何であるか」を伝える報道を求めているM）。このような指摘を受け、地元香川県で最も購読さ

れている四国新聞社の編集委員室長は、「香川の行政の問題点は、本質的には新聞自身の問

題だった。少なくとも四国新聞は今、そう思っている」とする55）。

3．4．1（3）でも指摘したように、行政からの情報のほとんどがマスコミを通して豊島住民に伝えられ

ている。公害調停に関する県の意向や謝罪の問題、直島での処理施設受け入れなど重要な問

題について、県から直接の説明がなく、マスコミから得られる情報のみで判断しなくてはならない

ことに豊島住民は不満を抱いている。一方で、行政は、豊島住民や弁護団が公害調停後に記者

発表を行うことや、関係者以外は非公開とした情報などを豊島住民からマスコミに流れているの

ではないかということに難色を示している。
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4埼玉県所沢市のダイオキシン汚染事例の解析

4．1背景

　埼玉県西部の三富地域では、とくにくぬぎ山と呼ばれる川越市・所沢市・三芳町・狭山市の境

界域の市街化調整区域にある半径1キロほどの雑木林を中心として、1980年代半ばから産業廃

棄物焼却施設が立地するようになった。市民団体の調査によると、1987年には一日当たり35．7ト

ンであった焼却能力も・1996年には10倍近い一日294トンにまで急増したと推計されている・・）。こ

の周囲約10㎞圏内に、家屋の解体廃材やプラスチック類を焼却する産業廃棄物中間処理施設

の焼却炉が無届けを含め・ピーク時（1998年頃）では約80基が密集した。Fig．4－－10に埼玉県西部

の所沢市周辺地図と焼却炉の密集状況を示した57）。環境省の調査によると、1998年度では、東

京都外に移動する産業廃棄物523万トンのうち最も多い215万トンが埼玉県に中間処理目的で搬

入され、最終処分のために44万トンが県外に移動している5s）。

本論文では・廃棄物焼却処理に伴うダイオキシン類発生による環境リスクが懸念され、マスコミ

報道などの影響でダイオキシン対策をめぐる社会問題化の象徴ともなった事例として1991年から

2002年までの動向を取り上げた。すなわち、農業者を含む地域住民や市民団体等、行政（所沢

市・埼玉県の環境関連部局）に対して1999年から2001年にかけて数回のヒアリング調査、資料収

集を行った。

4．2環境リスクの原因とその特徴

この事例では、廃棄物の焼却由来による有機塩素化合物等により、大気、土壌、水、および農

産物などが汚染される環境リスクが問題となった。

主要な汚染原因物質として問題となったのが、ダイオキシン類である。ダイオキシン類は、化学

物質の合成過程や燃焼過程等で非意図的に生成される。日本のダイオキシン類の発生源にっ

いて、8割が一般廃棄物焼却施設、1割が産業廃棄物焼却施設、残りが製造業の製造工程との

報告があり・発生量については・環境省によると年々排出量は減少し、1997年度の7，348～7，6。2’

9－TEQ（うち廃棄物焼却由来約7，1199－TEQ）から、2001年度には約77％の1，743～1，7629－TEQ

（うち廃棄物焼却由来約1，5479－TEQ）と推計されている・9）。焼却施設で生成されたダイオキシン

類は、飛灰または残灰中に存在し、適切な処理を行っていない施設の排ガス中に存在する飛灰

が環境中に排出される・この飛灰が風に乗って飛ばされ、ダイオキシン類による汚染絋鯛に

広がる・摂取経路は大きく分けて経・（食物、水、土壌）と吸入（大気土壌）に分けられる．最も

多いのは食物からの摂取・次いで大気からの摂取となっている・・）。埼玉県西部では、大気中ダイ

オキシン類濃度の増加による吸入曝露の増加の可能性と、農地が飛灰中のダイオキシン類に汚，

染され農作物に濃縮されたり・幼児が土遊びの際に誤って食べてしまうという経口曝露の増加の

可能性が考えられる61㌔ダイオキシン類の毒性は、現段階では急性毒性、慢性毒性、発がん性、

生殖毒性（内分泌撹乱性も含む）、免疫毒性が示唆される62）。

　日本では、1984年から、厚生省の専門家会議において廃棄物処理に係るダイオキシン類の発
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事

　

　

　

●産業廃棄物焼却炉：47社64炉（1998年）t“一“　－v．

Fig．4・一・1　O埼玉県所沢市周辺の廃棄物焼却炉密集する地域
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生が報告され、1990年代には各省庁でダイオキシン対策の検討とガイドライン等の策定がなされ

た。1999年には、ダイオキシン類対策特別措置法が成立し、一日耐用摂取量を4pg－TEQ／kg／da

y以下に定め、大気、水質、土壌についての環：境基準の設定および排ガス、排出水に関する規

制が定められた。

ダイオキシン類に係る法令の整備と分析・処理技術の開発により、発生抑制対策が進められて

いるが、廃棄物の処理等による環境リスクとして、今後の環境リスク管理とリスクコミュニケーション

の重要な課題となっている。

4．3各主体の意識・行動と関係の経緯

4．3．1主な主体と関係者

　市民主体は、廃棄物焼却施設の密集する所沢市周辺の三富地域の住民（この中には、とくに

くぬぎ山付近の住民や、農業者など多様な層が含まれるが、総称として、以下、地域住民とす

る）、なお、地域住民の中でも農業者であることを主張している場合には農業者と明示し、また地

域の自治会での行動も市民団体と区別して示した。さらに、地域住民を中心として結成された運

動や埼玉県内住民も参加した運動など約20におよぶ運動団体（以下、市民団体）である。行政

主体は、知事や環境部局を中心とする埼玉県行政（以下、県行政）、市長や環境部局を中心と

する所沢市行政（以下、市行政）、政府・官庁である。企業主体は、産業廃棄物の焼却などの中

間処理を行う企業の経営者ら（以下、業者）、業者に対して産業廃棄物の処理を委託している企

業（以下、排出企業）であるが、排出企業が直接コミュニケーションに関わる場面はなかった。

　関係者としては、地域住民や市民団体を支援する活動を行う全国的規模の関連支援団体、

所沢市や埼玉県内など周辺地域で積極的に関わろうとしない人々（以下、一般周辺住民）、市民

が相談した警察・消防、議員などや、市民に協力した専門家や行政の委託を受けた専門家、市

民団体の依頼した弁護士、マスコミが関わった。

4．3．2各主体間の関係の解析

　各主体の主な意識・行動をTable4－6に示し、　B．廃棄物処理による環境汚染と地域住民の苦

情、C－1．市民団体による社会問題化、D－1．行政の対策と協働取り組みの実施、E．市民団体等に

よる公害調停の申請・C－2・マスコミによる社会問題化、D－2．法令の整備と対策として6段階の期

間に分類した。この事例では、十分なF．協働やG．リスク低減の対策実施に至ることなく、C．社会

問題化とその後のD．対応・対策を繰り返した。

B廃棄物処理による環境汚染と地域住民の苦情段階　【1980年代、1991～1　99　4】　63）

1980年代頃から・産業廃棄物中間処理を中心に、廃棄物焼却施設の立地が集中した。その原．

因としては、①バブル崩壊後、農家が多額の相続税対策で、税制優遇措置がない雑木林を倉庫

や産廃業者、墓経営者に売却した64）。②東京近郊であり、関越自動車道所沢インターチェンジに

一12ブー
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・消防・警察が通報に対応

・行政区境のため対応困難

・住民の苦情への対応

㌻k．

県の許認可・行政指導

・野焼きや山火事への恐怖

・周辺大気・室内空気の汚れ

・行政に対する期待と信頼

・近隣住民での団体結成

・農家などから土地買収

・焼却施設の建設

・県外流入規制がなく、

インター周辺雑木林

のため好条件

Fig．4－・1　1廃棄物処理による環境汚染と地域住民の苦情段階

・市議会が対策決議

・市が対策委員会等の設置

・県がDXNs調査実施の表明
・省庁に対策の要望書提出

駕　　．＊

　　　　　取材・ii
　　　　　　　　　記者発表
　　　　　報道

・外部市民団体との連携

・専門家にDXNs鯛査依頼と結果発表

・市民団体の複数形成
・全国集会・講演会など多数開催

Fig．4－・1　4市民団体等による社会問題化段階
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近く、トラックなどで運び込みやすい。③埼玉県は事前協議制度がなく、県外からの廃棄物流入

規制がなかった（市民団体の要望等で1999年から導入）。④行政区の境界域のため対応が困難

であったとされる。

1991年頃から、くぬぎ山近隣の住民は、産廃業者による野焼きや山火事に対する不安を感じ、

消防署や警察に通報したり、周辺環：境の破壊や大気汚染にっいて埼玉県の出先機関である西

部環境管理事務所や所沢市、狭山市など周辺自治体に苦情や要望を訴えた。これら通報や連

絡に対して、行政は訪問や説明、「業者に対して小型焼却炉の設置を指導する」などの返答を行

った。各主体間の関係をFig．4－11に示す。

　改善がみられないと感じた地域住民は、野焼きと小型焼却炉の設置阻止のため、くぬぎ山付

近の自治会の班である7世帯で1993年にグループをっくり、議員を通じての陳情や、全国的運

動を展開する市民団体である「廃棄物処分場ネットワーク」や「止めよう！ダイオキシン汚染関東

ネットワーク」などの協力を得て、行政やメディアへの働きかけを行うように活動を発展させていっ

た65）。地域住民は通報・苦情から、要望・意見提案に活動内容や行政の対象範囲を広げていっ

た。このような推移の例について、地域住民の活動記録から数量化して把握したものをFig，4－1

2、Fig．4－13に示す。

この段階では、行政に対して、地域住民のリスクへの不安や苦情の訴えがあったにもかかわら

ず、早期の対応が十分に行われていないままであった。

　また、リスクコミュニケー一一ションの課題として、環境リスクの発生原因が行政区境の場合や、原因

地点が不明確で行政区境を越えるなど、問題の所在がはっきりしない場合でも、対応を行えるよ

うに、行政の環境担当部局や行政トップ問での連携体制を整備すること（2－1）、地域住民が訴え

を起こす場合に対象とする行攻機関は、身近な警察、消防などに始まり、自治体、都道府県、省

庁・政府へと運動や活動の広がりとともに徐々に変化していったことがあげられた（2－2）。

C－1．市民団体による社会問題化段階　【1994～1996】

　・地域住民は市民団体を形成し、県内や全国規模など関連支援市民団体と連携し、積極的な

活動を展開する。市民団体は、マスコミで知った処分場100番という電話相談をきっかけに、専門

家にくぬぎ山周辺土壌等のダイオキシン汚染の調査を依頼し、1995年に調査結果の記者発表を

行った。マスコミは・それまでこの付近のダイオキシン調査は実施されておらず、しかも、汚染レ

ベルはドイツなら土壌の入れ替え対象になるような高濃度汚染であると報道した。さらに、「止め

よう！ダイオキシン」緊急集会を皮切りに「連続学習会と市民の集い」や、全県集会を開催し、延

べ6000人の市民が参加した。しかし、環境問題に関心のある近県、近市町村からの参加者が大

半を占め、所沢市、狭山市、三芳町などの住民の参加は少なかった。そうした中で、周辺住民の

意識を高めたのは、「埼玉県T市がひた隠す高濃度ダイオキシン汚染」というテレビ報道が最初

のきっかけをっくった。この頃、所沢市を中心に扱うミニコミ紙「所沢ニュー一ス」でもダイオキシン

特集を開始した66）。
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0

A．廃棄物処理による

環境汚染と地域住民

の苦情段階
　【1991－1993】

B．市民団体による

社会問題化段階
【1994－1996】

C．行政の対策と協働

取り組みの実施段階
【1997】

le 20 30 40 50 60 70

Fig．4－12地域住民による苦情・要望の推移

回数）

ロ消防・警察（通報・視察）

図所沢市役所（要望・会合）

国県西都環境管理事務所
　（通報・会合）

団県生活環境部（要望・会合）

A．廃棄物処理による

環境汚染と地域住民

の苦情段階
　【1991－1993】

B．市民団体による

社会問題化段階
【1994－1996】

C．行政の対策と協働

取り組みの実施段階
【1997】

0 10 20 30 40 50 60 70

ロテレビ取材

固新聞・雑誌取材

■記者発表

80

　回数）

Fig・4－13　地域住民とマスコミとの関わりの推移
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　さらに、地域住民が公害に基づく環境調査を請求し、それに応じて県行政は1996年に、土壌・

大気・水質等のダイオキシン類調査67）を行うこととした。また、市行政は、ダイオキシン対策委員

会を設置し、市議会による対策決議を行うなど実態把握と対策の検討を開始した。各主体間の

関係をFig．4－14に示した。

　この段階では・市民団体は科学的リスクの評価によって、地域に環境リスクがあることを訴える

ために、専門家にダイオキシン類調査を依頼し、マスコミ報道による社会問題化を意図して結果

発表を行った。これによって所沢周辺の「産廃銀座」として注目を集めはじめ、複数の市民団体

が形成され、それぞれに学集会やシンポジウムを開催するなど関心の高まりがみられた。このよう

な世論の高まりを受け、行政はダイオキシン類調査を表明し、対策に乗り出した。

また、リスクコミュニケV－・一一一ションの課題として、行政の対応に不満を持つ市民団体は、マスコミ報

道による社会問題化を意図して活動を展開すること（2－3）、市民団体は地域に環境リスクがあるこ

とを訴えるために、専門家にダイオキシン類調査を依頼するなど科学的リスクの評価を重視した

こと（2－4）などがあげられた。．

D・－1．行政の対策と協働取り組みの実施段階　【1997】

　1997年になり、県行政は周辺環境のダイオキシン類調査結果を発表した。iまた、知事の現地視∵

察や・専門家も参加するダイオキシン類削減対策検討委員会が設置され、また市行政は、条例

の制定と同時に「ダイオキシン汚染から環境と健康を守る市民会議」を発足した。この会議の設

置は市民団体との協働を目指す先進的なものであった。このように行政の対応・対策が進んでい

るようであったが、市民や市民団体の不信感を高める問題も発生した。　t

　まず・県行政のダイオキシン類調査結果は、市民団体による依頼調査に比べると低い数値で

あり・「ダイオキシン類調査の結果、法規制の範囲内であり周辺環境汚染の影響はない」という実

質的な安全宣言であった。Tab］e4－7に埼玉西部周辺における土壌中ダイオキシン類調査結果を

まとめた。C－一　1に先述した専門家による調査、市行政、県行政の調査を比較すると、明らかに濃

度レベルが異なっている。なお、2002年の環境省によるダイオキシン類の環境中濃度調査・・）によ

ると・土壌については・平均6・2P9－TEQ／9、濃度範囲は0～4600P9－TEQ／9であり、土壌環境基

「lg　1　OOOp　9－TEQ／9の超過は1地点のみであった。また、250P9－TEQ／9以上の場合は必要な調査

を実施することが定められている。

　市民団体は行政による調査結果に納得できず、より環境リスクを明確にするための独自調査と．

要望’意見提案が必要と考えるようになった。例えば、県の公開データを用いて、焼却処理施設

のマップを作成し・1974年から1997年までの総焼却量は100万tから300万tであり、ユ日推定で夜

間や野焼きも含めくぬぎ山周辺で500t～1500t・年間では20万t～50万tが処理されていると推

計した。また域外流入量が年間約220万tと全国第1位であり、その約8割が東京から入ってくるこ

となどを明らかにした。また、1997年2．月には、新生児死亡率が高い地域とごみ焼却との相関関

係があるという解析データを発表し、県庁で記者会見を行った。その後、このデータの信頼性を
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丁able4－7埼玉県西部における土壌中ダイオキシン類の調査測定事例

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：pg－TEQ／g）

測定場所
測定

n点数
測定結果

公表年月日 測定年月 調査主体 備考
最高値 最低値

5 42 14 1997／3／13 1996．11 県
県内

5 21 3．8 ’∫ 〃 〃

9 130 13 〃 〃 県

三富地域 9 100 11 〃 ノノ 〃

0～2cmの土壌
O～5cmの土壌

O～2cmの土壌
n～5cmの土壌

ﾅ終処分場周辺

ﾄ却炉100～950m
n点

6 140 62 1998／10／23 一 環境庁
4 31 7．3 1998／5／8 1998．1 市

所沢市 6 218 96 1995／12／5 1995」 摂南大学
16 448 65 1998／2／24 1997．7 〃

川越市 3 69 14 1998／5／7 一 市

三芳町 5 210 3 1998／5／19 一 町

狭山市
3 180 19 1997／7／15 一 市
10 250 1．7 1998／12／3 一 〃

Table4－8所沢産野菜のダイオキシン調査結果発表

テレビ朝日による独自調査報道 JA所沢市調査 国・県合同調査
放送（1999．2．1）フリップ 訂正（1999．2．18）放送 1999．2．9発表 19993．25発表

全国（厚生省調べ） 0～043P9／9 茶葉 3．8P9／9
一 tlP9／9

所沢（環境総合
@　研究所調べ）

0．64～3．80P9／9
ホウレン

@ソウ
α64～0．75pg／g

0．22～043P9／9

i1997年実施）
0．0079～OO9gP9／9
i平均0．04P9／9）

WHOの1日摂取許容量

ﾌ重40kgの子供

体重1kg当り1～4pg’

�P0～40P9でアウト

サ

Pt　134．



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第4章環境汚染事例における各主体の意識・行動の解析

めぐって様々な賛否があり、議論をかもした69）7°）。

さらに、所沢市の一般廃棄物焼却施設でダイオキシン類が高濃度検出されていたことが、新聞

のスクープ報道で明らかになった。市長はこの事実を全面的に認め謝罪を行い、県行政も加わ

って住民説明会を開催した。しかし、市民や市民団体は、行政による情報隠蔽と感じ、不信感を

高めた。これらリスク評価と情報提供に対する市民と行攻の認識については4．4．1で詳しく述べ

る。各主体間の関係をFig．4－－14に示した。

この段階では、行政はダイオキシン対策の制度制定や市民との協働取組みなど体制を整え始

めたといえるが・にもかかわらず・市民団体は情報願の発覚や後追い調査による安全宣言にj

対して不信感を高めた。

　また、リスクコミュニケーションの課題として、行政が後追いの調査で安全宣言を行っても、市

民団体の不信感高まること（2－5）・情報公開が遅れると、市民団体は情報隠蔽と感じ不信感を高

め、その後の信頼関係構築がいっそう困難になること（2－－6）があげられた。

E．市民団体等による公害調停の申請段階　【1998】

　1998年には、県行政は、市民団体の要望に応え、ダイオキシン類削減対策委員会の最終報

告として・立地規制や県外廃棄物流入規制などを盛り込み、県外産廃事前協議制度や焼却炉

撤去への補償制度などを導入した7］）。また、ダイオキシン対策県民懇話会を設置した。市行政

は・広報でダイオキシン類調査結果は他地域の平均値と同等であったと報告し、また行政をあげ

てダイオキシン対策PRを行った72）。

　市民団体の中では・健康被害の影響についての関心の高い団体、排出企業の実態について

行政に情報公開訴訟を行う団体など多様化し、市民団体間での連携を目的とした連絡会も結成

された。ただし・市民団体内部や市民団体間での運営や活動方針の違いなどをめぐって対立す，

ることもあった・また・市民団体に⇔て無関心層などより広い搬市民の関心を集めることが課

題と認識されるようになり、このような中、地域住民から申請人を広く募集する公害調停を申請す

る団体が結成された73）。公害調停にっいては4．4．3に詳述し、市民団体内部の関係については4．

5で詳述する。関係図をFig．4－16に示した。

この段階までには・これまで市民団体は科学的・朝的な知見に基づく意見提案を行5tovこ

なった。これら科学的リスク知見やリスク評価に対する市民団体の意見提案は、行政や企業ととも

に、リスク評価やリスク管理の意思決定に関与したいという表明といえる。　　　・

　リスクコミュニケーションの課題として、市民団体は、行攻の対策よりも、より徹底した措置（焼

却施設の撤去など）を要望していること（2－7）、市民団体は感情的になって議論することが多く、

他主体間だけでなく・市民団体内や間での連携体制も困難にすることがあること（2－8）、市民団体

が行政に対策を要望する場合に、市民の意見の代表性があるかを問われるため、一般市民の理

解を得ることが課題になること（2－－9）、市民団体は科学的知識を学び、意見提案を行い、対策に

反映されることを求めること（2－－10）があげられた。
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C－2．マスコミによる社会問題化段階　【1999】74）

　1999年2月にマスコミが「汚染地の苦悩、農作物は安全か」と題して所沢周辺のダイオキシン汚

染と農作物の汚染を報道した。この直後、スー…iパーなどが所沢産野菜の取り扱いを中止し、野菜

の価格が暴落した。この問題について、国会ではマスコミの経営トップらを参考人招致するなど、

マスtミの報道姿勢を問い、マスコミへの批判が相次いだ。　　　　　　　　　　　　r

　県行政は農作物安全対策室の設置や、知事の臨時記者会見と安全性アピールなどを行っ

た。また、省庁は連絡会議を設置して野菜と周辺環境のダイオキシン類の測定を行い全国平均

と同レベルと発表した。Table4－8に、マスコミの独自調査に基づく測定値（問題となった報道で用

いられたフリップと同様の表記をした）と、国・県合同調査、報道以前に野菜類の調査を行ってい

たJA所沢市の調査の結果の一覧を示した。

　JA所沢市は安全宣言の記者発表を行い、その後、農家とともに抗議や所沢産の野菜から高

濃度のダイオキシン類検出を報じたマスコミと調査結果を提供した民間調査会社に対して、

地元のJA組合員など農家376人が野菜価格暴落などの被害を訴え、①一般紙への謝罪広

告掲載、テレビ朝日の番組内での謝罪報道、②精神的損害額、一人あたり20万円（総額7千’

5百万円）③経済的損害額、約1億2百万円の損害賠償を求めた。なお、2002年5月に、原告

側の訴えが全面棄却された。判決は、農家の社会的評価や経済的打撃を認めた上で、環境

汚染を指摘する報道内容の公共性、主要部分が事実であることを検証しており、汚染実態

の深刻さを再確認ざせるものであった。

　市民団体と若手農業者の団体も、①産廃と農業の共存不可能の根本方針を確認、②テレビ朝

日の報道に対する抗議行動、③各行政機関（県知事、環境庁、厚生省、農水省、大蔵省、官房

長官など）に緊急要望行動を行った。ただし、市民団体の多くは、マスコミの報道の仕方には問

題もあったが、周辺環境汚染の実態は事実であると認識していた。

　こラした社会問題化した状況の中、市行政はダイオキシン類の汚染防止に関する条例を制定

したが、その可決日に市民団体10団体が「ダイオキシン汚染から環境と健康を守る市民会議」を

脱退した。この詳細は4．4．1に示すが、主に形式的な市民参加や、市行政の情報隠蔽、対策の遅

れなどへの不満が大きかった。関係図をFig．4－17に示した。

リスクコミュニケーションの課題として、マスコミ報道の影響の大きさと風評被害への対応（2－1

1）、マスコミ報道姿勢の批判など行政等による争点のすり替え（2－12）、社会問題化される前にも、

市民団体は同様ことを要望しており、行政は徹底した対策を行うきっかけを与えられていたが、

社会問題化するまで農産物等への対策はなされなかったこと（2・－13）があげられた。

D・－2．法令の整備と対策段階　【2000～2001】

社会問題化後に、ダイオキシン類対策特別措置法が制定され、全国的にみるとダイオキシン類
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の法整備と対策が進展し、改善しっっある。しかし、地域住民や市民団体からみると、社会的に

注目されなくなったのみで、まだ環境リスクの問題は大きいと認識している。

2003年ユ月22日には、公害調停の対象としている47社64炉の焼却炉設置業者のうち・12社と調

停が成立したが、残り35社とは不調、これらを許可してきた埼玉県とは不調となった・

12業者と成立した調停条項は、①焼却停止（1社のみ2006．3月までの期限付き停止の約束）・

②資料開示、③施設立入、土壌調査、④調査結果への誠実な対応、⑤基準遵守と違反の場合

の是正措置である。県に対する申請人からの調停案は、①謝罪、②焼却施設許可回避、③環境

汚染調査、④ごみ山撤去、⑤ごみ山調査、⑥産廃流入規制である。

実質的に廃棄物の焼却を停止したのは、47社64炉のうち40社56炉であり、焼却続行業者は6

社7炉である。これらの個別業者に対して、新たな住民の反対運動団体が結成され、処理業許可

取り消しなども提訴している。

　この段階では、法整備や行政対応などの進展により、操業を辞める業者もありやや状況は改善

された。マスコミなどの社会的関心は低くなったが、地域住民と市民団体の認識では問題解決に

むけてまだ対策の途上段階と考えており、公害調停や訴訟などの運動を展開している。

　リスクコミュニケーションの課題として、社会的な注目を失った場合や、平常時からリスクコミュニ

ケーションを実施することの難しさと重要性（2－14）があげられた。

4．4主体間の対話や協働における成果と課題

4．4．1市行政による協働取組75）

　ig97年に「ダイオキシンを少なくし所沢にきれいな空気を取り戻すための条例」が制定されると

ともに「ダイオキシン汚染から環境と健康を守る市民会議」（以下、所沢市民会議）が発足した。．

その後1999年に市独自のダイオキシン類規制値や罰金が盛り込まれた「所沢市ダイオキシン類

等の汚染防止に関する条例」が制定された。しかし、条例可決の日に市民運動の10団体が共同

で所沢市民会議に脱会声明文を提出した。以下に、所沢市民会議の活動の概要と市民団体の

指摘した問題点をまとめた。

【構晟メンバー一】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、　　　　　　　　　’

　所沢市長が会長を務め、所沢市内の46団体：農業4団体、商工3団体、医療・衛生5団体、福

祉4団体、労働2団体、その他12団体（婦人会、PTA、ロータリークラブなど）、環境運動の16市民

団体の代表、および自治会連合会、市議会、所沢市職員

【主な活動内容】

　①県・省庁等に対する要望

　②意識啓発事業（学習会、講演会、ポスター、ビデオ）など

【参加市民団体の意見】（市民団体の脱会の主な理由）

　①可決される市条例の定める規制値などが、焼却炉密集地では実効性に乏しかった。

　②野菜騒動に対してJA所沢市も加わっている市民会議が行動を起こさず無力であった。
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　③県・省庁などに対する要望活動も率直な市民の声を伝えるものでなく、セレモニーに終始し

ていた。

　④啓蒙活動についても税金の無駄遣いが多く、ビデオやパンフレットの作成も部会で決定され

た骨子は生かされず、市のPRに終始するなど不本意な内容になった。

　以上から、所沢市民会議は、行政と市民とのパートナーシップを目指すものであったが、発足

前の市民への呼びかけや参加団体の選定、会議の目的について、当初から行政と市民団体の

間で混乱が生じた。また、この会の任期中に、所沢市が一般廃棄物焼却施設のダイオキシン類

声濃度検出を公表していないことが新聞のスクープで発覚し、市民の不信感を増大させた。参加

市民団体へのヒアリングでは、「行政は具体的な行動をとらず、それだけ深入りするつもりはなか

ったように思える」あるいは「政治的戦略のイメージァップに加担したくなかった」という意見が多

く、形式的な市民参加であり問題解決に寄与しないものと感じられていた。一方、行政は市民団

体の一方的な脱退は残念であり、またこの会議は市民の要望する規制値や対策検討を目的とし

たものではないとし、相互の理解は進まなかった。

4．4．2県行政による協働取組76）

　1997年に「ダイオキシン類削減対策検討委員会」を発足し、その後、1998年12月から「ダイオキ

シン対策県民懇話会」（以下、県民懇話会）が発足した。活動の概要と参加市民団体の指摘した

問題点をまとめた。

【構成メンバー】

　委員として・学識経験者3名・事業者2名・県民代表の市民団体などの3名およびぐ県の広報

紙で公募選出された5名。参与として、行政から大宮市・狭山市・県関連部局の5名。’

【主な活動内容】

　①論点・課題の整理、②「みんなでなくそう　ダイオキシン」の緊急アピール（1999年3月）、

　③県の対策経過説明（情報の共有）、④報告書の作成など

【参加市民団体の意見】（県民懇話会の県民代表へのヒアリング）

　①ダイオキシンを削減する意識を住民にアピールする機関なのに、率先して切り開く気がなか

った。　　　　　　　、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・

　②報告書の内容は、全体として、市民団体のものと事業者のものと思われる意見が食い違って

いる部分はそのままにされ、専門家のコメントなどを利用して行政があたりさわりなくまとめるという

傾向があった。

　以上から・県民懇話会は、専門家、事業者、県民が協力してダイオキシン対策を検討し、県民

・事業者・行政め責務の提案を目的としていた。事業者の責務について事業者代表と県民代表

の意見が対立して議論が紛糾したが、行政としては様々な立場の人々が意見を出し合う場と捉

えており、結果として報告書は両論併記でまとめられた。リスクコミュニケーションの試みが行わ

れ・問題点や認識の相違点は示されたが、与えられる権限は狭く、行政、県民代表などの両方
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にとって十分に満足できる活動を行うことができなかった。

4．4．3公害調停における成果と課題

（1）公害調停申請の概要

【申請人】

　所沢市内の市民団体を中心として、98年10月に「さいたま西部・公害調停をすすめる会」（以

下、すすめる会）を結成77）し、1998年11月に市民説明会を行い、申請人の募集を開始した。約50‘

日間で申請人3425名となり・99年時点で4022名。申請人の条件は、所沢市・狭山市・川越市．大

井町’三芳町・新座市・入間市他周辺市町の住民や通勤・通学していること。1世帯あたり2000円

の賛助金を払うこと（賛助金のみの参加も可能）。

【被申請人】

①埼玉県行政

②所沢周辺の廃棄物処理法と大気汚染防止法の民間対象施設47社（60焼却炉）

【申請内容】．

①焼却炉の使用を直ちに中止すること、②汚染の原因を解明するために、施設内を含む周辺地

域の汚染実態調査と、施設の労働者及び周辺住民の健康調査を実施し、それに協力すること、

③実態を解明するために施設の内容と操業に関わる情報公開に協力すること、④汚染が明らか

になった場合には原状回復と自然の回復措置をとること

（2）市民団体（申請人）と県行政（非申請人）の公害調停に関する意識の差

【市民団体の意見】　　（1999年8月県の答弁書に対する「すすめる会」の反論等）

・県と公害調停審査会は、非公開原則を理由に進行状況の公開を妨害し、対応に苦慮してい

る。

・県は埼玉県行政情報公開条例に基づいて、個別に情報公開請求としているが、他の制度を盾

に本調停における開示を拒む理由は全くないのではないか。　　　　　　　　　　　一

゜焼却施設の使用停止や新設等不許可の措置については、「法令に基づき執行される」ので調

停になじまないとするが、住民側は法令が実質的に適応するためには、執行される場に居住す

る住民との話し合いが不可欠である。

’県は既設の焼却施設は個々的にみれば各種の基準を満たしていると返答するが、住民は焼却

炉の密集状況が深刻さを招いていると認識しており、全国的にもみられないところであるから、国

の対応を待っていたのでは対策が遅く、県の積極的対応が必要である。

°排出源からの汚染実態（ばい煙、周辺土壌）調査が全く行われておらず、たとえ個別施設から

のダイオキシン類等有害物質の排出量が基準を充たしていたとしても、地域全体としてみれば莫

大な量の有害物質が排出されることになる。施設の「個々的な基準」を免罪符にする県の姿勢は“

住民の安全・健康及び福祉を保持する県の責任を全うしていない。
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【県行政の意見】　　（事務局を担当する県環境政策課のヒアリング1999年11月）

・「公害紛争処理法」第三七条により、申請人以外は、調停手続きを公開しないことが原則となっ

ている。このため、詳しい内容を外部に説明できない。

・公害調停は、自由に話し合う意見交換の場」と捉えているが、（申請人・被申請人間の）あくまで

合意に基づくものなので、他に強制力を及ぼすようなものではない。

・県としては、行政許認可の範囲でやっており、行政は場を設定し、公害調停委員会をサポート

する役割と考えている。

・合意が破られた場合は、公害調停審査会が指導にあたるが、裁判ならば権利義務があるが、調

停では具体的な義務も抽象的な義務もない。また、住民からの申請がない限り動くことはない。

・公害調停は、住民団体とはすれ違いが多く、コミュニケーションが成り立っているとはいえない。

市民がアピールする場に利用しているだけで、建設的な議論にはなってない。

4．4．4対話や協働に参加する行政、および市民団体のリスクに関する知識と認識

リスクに関する知識について、行政の環境担当者は、ダイオキシンなどについての情報源として

は、省庁、県庁内のダイオキシン対策室、県の専門委員会の見解が中心となり、インターネットで

の情報収集も多い。行政職員は配属が変わることが多いため。専門的な知識を短期間で把握す∀

る必要があり、大学で理科系を専攻した職員も配属されているが、専門分野ではなく、やはり文

科系出身の職員が多いため、ダイオキシンなどの知識は関連部所に配属されてから知識を身に

つけるという。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．　　　　　．

一方、市民団体は当初素人であったが、学習会等を通して、また企業人や教員など専門知識

を持つメンバーも加わって、専門的な知見に基づく意見提案を行うようになった。例えば、ダイオ

キシン類の調査については、検体の採取から、分析方法、リスク評価、業者への対策、疫学調査

の方法などの要望書等を提出し、リスク評価やリスク管理に関与することを望んでいる。「情報公

開で行政が収集している生データが手に入れば、パソコンなど情報分析能力があれば自分たち

で加工できる」と考えている。

　このようなリスク情報の提供について、市民団体からは、データの測定等に関する詳細な情報

や、加工していないユ次情報の提供を望む意見もあり、「それが公開されないとデータの信頼性’

をチェックできない」とし、市民団体の依頼した専門家による分析データを信頼するのも・「第一

人者の専門家であり、かっサンプリングやデータの測定について情報を公開している」からだと

いう。このため、行政の情報公開につていは「行政のデータの出し方には偏りがあり、生デv・・タを

出さない。黒塗りで消されている部分も多い。市民は不安を解消したいと考えているのに、デ・・・…一タ

への意図的な処理があるのではないかなど、なおさら不安を感じ溝が深まるばかりだ」と指摘す

る。また、調査結果のリスク評価が低いと行政が発表しても、調査方法が明確でなく、平均値で表

示し（広域の平均値では、汚染が集中する地域の実態がわからないのではないか）、高濃度汚染

を検出した専門家の測定値を採用しないのはなぜか、などの疑問を抱いていた。
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　一方、埼玉県行政は、独自の測定機関と、専門委員会を設置しているため、そこで環境庁や

厚生省のマニュアルに基づいて測定し、国の基準値に基づいて判断している、とする。また、リス

クに関する認識について、「当県は、ダイオキシン対策室の設置やダイオキシン類環境調査な

ど、全国に先駆けて対策を進めている。どこの地域も同じような状況で汚染されており、測定すれ

ばかならずダイオキシンが検出されるはずである。県民はダイオキシンゼロというが、自然界でも

発生するため、科学的に「ゼロ」はありえない。もっと科学的に冷静な判断をしてほしい。県民に

そのための情報をいかに分かりやすく伝えるかが行政の課題である」と認識していた。さらに、

「現状は問題として争点化され続ける必要があるのか」という市民団体の問題提起や存在意義を

揺るがす問いを持っているといえた。

4．4．5対話や協働における行政と市民団体の認識の差72）“75）

　対話や協働におけるコミュニケーションを阻害する要因としての行政と市民団体の認識の差が

あるため、以下にまとめた亘

・行政は、マスコミ報道等によるパニックを恐れ、対応策が決定できるまで情報公開を避ける傾向

があるが、市民団体はそれを情報隠蔽と認識し、不信感を持っ（2－15）。

・行政主催の会合などにおいて、行政は事務局という認識が強いが、市民団体は、行政の担当

者が権限と責任を持ち、積極的に取り組むことを望む（2－16）。

・行政は法規制や権限の範囲を重視し、柔軟な対応がとれないが、市民団体は、環境汚染によ

る被害が発生していると考える場合、相互理解や信頼関係の構築よりも、早急に実効性のある対

策を求める（2－17）。

・行政は市民団体の主張が、「市民の総意」であるかどうかを重視しているが、市民団体は自分

達の主張・提案こそが問題解決につながるという信念を持っている（2－18）。

・行政は市民団体の役割として専門的施策提案よりも、一般市民へのアピール活動や不安の鎮

静化、行攻施策への理解を求めているが、市民団体は専門的な知識に基づく行政施策への意

見提案を目的としている（2・－19）。

・市民団体は、調停手続きにより、新たな産廃問題の解決にっなげることを意図しているが、行政

の側は、公害調停での決定はあくまで個々の申請人と被申請人の間での合意であり、その事例

でのみ適応されると解釈している（2－20）。

・市民団体は県行政も被申請人と認識しているが、行政は積極的に事業者の対策に乗り出すと

いうより、業者と市民団体との仲介人と考えている（2－21）。

・市民団体は、漠然とした議論と合意ではなく実効性ある対策を求めているが、行政は合意形成

の場を提供することのみを目的としている（2－22）。

行政は、法による調停手続き非公開を原則として拒んでいるが、市民団体は、多くの市民に調停

の内容を広めるため、積極的に情報を伝えたいとしている（2－23）。
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4．5市民主体間の関係

4．5．1市民団体内部の関係

ほとんどの市民団体の主張内容は、所沢周辺地域の廃棄物焼却施設をなくしたい、自然を取り

戻したいという点で共通といえる。しかし、運動の方針や主張点などには相違がみられる。運動

の方針について大きな相違としては、自分は被害者の立場としてはそんなに待っていられない、

裁判あるいは、当事者として選挙で住民参加したいという団体もある一方で、政治参加には中立

の方針で公害調停を行う団体もある。主張点としては、自らや家族の健康被害を重視するタイ

プ、自然の保全を重視するタイプ、問題提起・意見提案を行うタイプなどがある。

大きな目的が一致している市民団体間であっても、複数に分裂し、統制は不可能な状況であ

る。中には、ユ人で活動のために便宜的にグループ名を付けている場合もある。市民は、行政や

メディアへ訴える力をつけるため、できる限り地域内や関連する運動団体でまとまって動こうとし、

一時は、連絡会議なども存在していたが、運動方針の不一致や人間関係の複雑さなどによる内

部の対立も多い。その大きな原因としては、解決が長引き、運動が疲弊し、運動内部での人間関

係も悪化して、運動そのものが打撃を受けることになったことが考えられた。また、市民団体の切

り崩しを目的としている外部者への懸念もある。例えば、「最初の運動の立ち上げ段階では大勢

メンバーがいた。しかし、中心者もばらばらになったし、グループも分裂してしまった。理由はわか

らないが、おそらく運動内部に分断を目的にしている敵の手先がいるのではないか、およそ検討

はつくが…」など、真偽は確かめにくいが、このような意見もみられた。実際に市民団体からの市

長擁i立の失敗などもあった

しかし、分裂を懸念する意見だけでなく、「市民団体の分裂状況については、分裂は大いに結

構・にぎやかに個性的にやってほしい。エネルギーがある証拠だし、そこから新しい方向性がうま

れてくる可能性があるのではないか」という認識もあり、それでも、市民団体間の緩やかなネットワ

ーク作りにはこだわっている。結局は、それぞれが独自の運動団体を展開し、必要な場合に協力

しあう関係になっているといえた。

　さらに、市民団体メンバー個々人が、家庭や日々の生活をも犠牲にしていることへの自責の念

や・気の合わないメンバーとの人間関係、仕事との両立による多忙さのストレスなど様々な苦労を

感じている。このような中での運動の継続性は、問題解決と同じくらい重要な課題となっている。

4．5．2市民団体と一般市民の関係

4・4・5で示したように・行政は、市民団体の主張は「市民の総意」であるかを重視し、また一般市

民へのアピール活動などを期待している。このため、市民団体にとっては、周辺住民や一般市民

などの無関心層との分離が、常に重要な課題となってきた。一般市民の多くの人々がきちんとし

た声をあげてくれず、運動に参加してくれないことへの苛立ちや不安を感じている。そこで、「問

題の解決に協力したくても、通常の活動に参加できるとは限らないので、一般の人々で関心を持

っ人々は公害調停の申請人として参加してもらうことを1っの提案とした」などの働きかけを行うよ
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うになった。

また、農家と新興住宅地住民など様々な社会階層があり、そのため行政区内のっながりよりも、

利害関係や考え方による地域を越えたまとまりが強い。農業者としては若手の先進的農家と市民

団体の連携もみられるがまだ少数であり、このように地域の中で、農家と一般市民の間での連携

が課題である。

書
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5神奈川県秦野市の土壌・地下水汚染事例の解析

5．1背景

　神奈川県秦野市は、丹沢山地と大磯丘陵に挟まれた盆地であり、豊富な地下水が「天然の水

がめ」を形成し、その地下水を汲み上げて飲料水、生活用水、工業用水等として利用している。1

985年には、環境庁が選定した「全国名水百選」に「秦野盆地湧水郡」が選ばれ、名水の里として

市民の誇りとなっている。市内の飲料水と生活用水は、とくに湧水を水源とした水道事業を行い、

地下水が自噴する地域では、多くの世帯が個人用の井戸を所有しており、現在でも水道水源の6

5％を地下水で賄っている78）。

　エ業用水としては、盆地中央部の地下水酒養域にハイテク関連の大手メーカーと関連会社を

中心とした工業団地があり、とくに土壌・地下水汚染の原因となった有機塩素系化学物質を使用

する電気機械器具製造業・金属製品製造業・輸送用機械機器製造業などの多い汚染地域は、

市の中心部を流れる水無川両岸の市街地約12m2である。　Fig．4－18に秦野市周辺地域と土壌・地

下水汚染が確認された区域を示した79）。

本論文では、秦野市内に立地する事業所からの有機塩素系化学物質による土壌・地下水汚染

が明らかになり、行政・専門家・事業所の協力による地下水汚染機構の解明調査と秦野市独自

の地下水条例などの取り組みを通じて、浄化に導いた事例として1982年か2001年までの動向を

取り上げた。すなわち、秦野市行政、専門家、事業所の協力による浄化取り組みについてヒアリ

ング調査、資料収集を行い、意識・行動について解析し、リスクコミュニケーションのための留意

点と課題を抽出した。

5．2環境リスクの原因とその特徴8°）81）

　この事例では、揮発性有機塩素系化学物質で汚染された地下水（湧水、井戸水）を市民が飲

用する経口曝露による健康影響が問題となった。

主な原因物質は、揮発性有機塩素系溶剤のトリクロロエチレン（以下、TCE）、テトラクロロエチ

レン（以下・PCE）、1，1，1一トリクロロエタンの3物質である。　Table4－9に毒性とおもな用途などを示

した。TCEとPCEは月刊蔵と神経系に影響を及ぼし、　IARC（国際がん研究機関）では、ヒトに対して

恐らく発がん性があると認められている。作業環境の許容濃度では発ガン性物質として認知され

ておらず、慢性中毒の危険性がある溶剤として定められている。特にドライクリーニングや、精密

部品（傘属部品、電子部品）の洗浄に使用される。従来は製品の洗浄工程で使用される有機塩

素系溶剤が揮発し、保管されている一斗缶が腐食し、漏洩して地下に浸透したと考えられていた

が・洗浄工程で洗浄液がコンクリートに浸みて地下水汚染が発生していた。

　有機塩素系化学物質による日本の土壌・地下水汚染の対策としては、1982年に環境庁、厚生

省が無作為抽出で全国2，000ヶ所の地下水汚染の調査を実施したところ、全国的に高い割合の

地下水が汚染されているという予想外の結果が得られた。1984年にはWHOガイドライン値をもと

に、TCE、　PCEの暫定基準が決定され、継続して全国の地下水汚染調査が実施された。その後、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、
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1994年に、「重金属等に係る土壌汚染調査・対策指針及び有機塩素系化合物等に係る土壌・地

下水汚染調査・対策暫定指針」が策定され、適切な土壌・地下水汚染の調査・対策の実施が都

道府県等に求められた。

　さらに、2002年には土壌汚染対策基本法が成立し、土壌汚染状況調査の義務や調査命令、

健康被害の防止の措置命令、措置支援の基金設置などが盛り込まれた82）。有機塩素系溶剤やダ

イオキシン類、重金属などによる環境リスクとして、土壌・地下水汚染の問題は、今後の環境リス

ク管理とリスクコミュニケーションの重要な課題となっている。

5．3各主体の意識・行動と関係の経緯

5．3．1主な主体と関係者

　市民主体は、秦野市内の湧水・井戸を所有する住民（地域住民）、および土壌・地下水汚染

による飲料水汚染を懸念する秦野市民であるが、この問題について地域の市民団体はなく、とく

に汚染井戸の所有者、秦野市在住の専門家、婦人会の代表などが中心となった。行政主体は、

市長や環境部局を中心とする秦野市行政（以下、市行政）、神奈川県の環境部局（以下、県行

政）、官庁である。企業主体は、土壌・地下水汚染原因となる化学物質を排出した地域の中小企

業（クリーニング業など個人商店も含む）、および大企業の関連工場と本社環境部（以下、総称

する場合は事業所とする）である。

　また、関係者は、市行政が設置した「秦野市地下水汚染対策審議会」（以下、対策審議会）の

参加者として、地域事業所の代表としてクリーニング協会、中小企業協会、大企業協会、および

行政が依頼した専門家などが関わった。

5．3．2各主体間の関係の解析

　市行政が条例を制定するまでの有機塩素系化学物質による土壌・地下水汚染対策の経緯に

ついて、秦野市、神奈川県、環境省の動きを時系列で整理し、Table4－10に示した83）84）。また、　A，

事業活動による環境汚染、B．土壌・地下水汚染の顕在化、D．行政による審議会設置と実態把

握、F．行政の条例制定と対策実施、　G．汚染状況の改善として5段階の期間に分類した。この事例

は迅速な対応などにより、C、社会問題化やE．社会紛争には至らなかった。

A．事業活動による環境汚染段階　【1982～1988】85）

　1950年代以降から、本格的に地下水が工業用水等として利用されるようになり、水位の低下を

示すようになった。そこで地下水保全事業や環境保全条例に基づく地下水の利用制限、枯渇防

止措置を講じるようになり、1975年には、「秦野市地下水の保全及び利用の適正化に関する要

綱」を制定し地下水利用事業所との協定と利用協力金が盛り込まれた。1982年には、市行政が

水質の独自調査を行い（分析：秦野市内の厚生省外郭団体：食品薬品安全センター）、水道水と

して供給している井戸水から国の暫定基準を超える有機塩素系化合物が検出された。この結果
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Table4－9おもな揮発性有機塩素系化学物質の用途と毒性

化学式 おもな用途
発ガン性評価

毒性
IARC EPA

トリクロロエチレン CHC1＝CC12

金属部分の脱脂洗浄、溶剤、殺虫剤、

ｼ導体製造、冷媒フロンガスの製造、
hライクリーニング、抽出剤（香料）

2A B2
頭痛、めまい、眠気、吐き気、陶

戟A心臓律動障害、意識喪失、

ﾄ吸停止

テトラクロロエチレン　　　　　　　，
CCI2＝Cα2

ドライクリーニング、金属部分の脱脂

��ﾜ、半導体製造 2A C

催涙、眼の炎症、鼻、咽頭の粘

撃ﾈらびに皮膚の炎症、頭痛、
fき気、嘔吐、めまい、筋肉衰

縺Aふるえ、不安感、意識喪失

1，1，1＋リクロロエタン CH3CCI　3

金属の常温洗浄および蒸気脱脂洗
�Aエアロゾル用、半導体製造、繊維のシン抜き剤

3 D
血圧低下、めまい、頭痛、陶酔、

ﾓ識喪失、呼吸停止

Table4－11おもな揮発性有機塩素系化学物質の基準値と秦野市の調査結果 ［mg／L］

’　　　　　　　　　　準但など 水質調結果（1989）
土壌環境基

@　準
地下水環境

@基準
水道水質基

@　準
一般排水基

@　準
WHO飲料水
ｿガイドライン 最大値

基準超過率
@（％）

トリクロロエチレン 0．03 0．03 0．03 0．3 0．07 023 7．1

テトラクロロエチレン 0．01 0．01 0．01 0．1 0．04 1．3 12
1，1，ユートリクロロエタン 1 1 03 3 2 0．16 0

＃
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’を受けて、1983年に水道水源の70％を止水し、1985年に水場に浄化装置を設置して水道水の安

全を確保した。水道水汚染と同時に市内全域の地下水汚染も懸念されたが・各家庭にある井戸

は私物であり、市の管轄外であるという考えから調査には踏み切らなかった。

　また、リスクコミュニケーションの課題として、予防的な環境リスク対策実施の必要性（3－1）、環

境リスクの評価や管理にっいて国の法令や前例がない場合に、自治体による対応や対策実施の

必要性（3－2）があげられた。

B．土壌・地下水汚染の顕在化段階　【1989】

1989年1月、写真週刊誌8s）に「弘法の清水」が汚染されていることが掲載され、「『日本名水百

選』のひとつに数えられる“弘法の清水”（神奈川県秦野市）から、暫定基準を上回る量の発ガン

性有機塩素化合物テトラクロロエチレンを、横浜国立大学環境科学研究センター87）が検出したの

である。このわが国有数の環境問題研究機関の分析では、10ppbの基準値に対して実に3倍もの

34ppbが検出された」と記されていた。

それまで行政は「弘法の清水」を年ユ回のペースで検査していたが、環境基準を超過したことは

なかった。報道後すぐに再検査し、環境基準を超える揮発性有機塩素系化学物質が検出され

た。1989年に市行政の行った秦野市内の水質調査結果と基準値等をTable．4－11に示した5

　「弘法の清水」はオープンスペースであり、観光事業で整備し直したばかりであるため、不特定

多数が生水を飲用することが懸念された。また、誇りである「秦野盆地湧水郡」が汚染されている

ことに対してショys，クを受けた市民からの問い合わせもあり、市長が地下水汚染問題を市の重点

事業として取り上げ、市行政は本格的対策を開始した。これまでの関係図をFig．4－19に示した。

　問題発生当初、市担当者が湧き水や井戸水を生で飲まないように警告する看板を付けるよう、

地主に交渉しに行ったが、なかなか承諾は得られなかったという。しかし、近隣大和市の男性が

弘法の清水を生で飲用し、不安を感じて市役所に電話をかけてきた。（市内はH1に飲用指導を

しているため、煮沸してから井戸水を飲むようになっていた。しかし、このような情報は市外に出

ていなかった。）男性からの「弘法の清水はPCEに汚染されているそうだが、健康被害が出たら誰

が責任をとるんだ！」という苦情に、市担当者は「環境基準はWHOで人が1日2Lの水を70年間飲

み続けて、ガンになるのが10万人に1人という値なので、たまにきて弘法の清水を飲んでも影響

はない。」と回答したものの結局は理解が得られず、意見の相違で議論が噛み合わなかったが、

市担当者が先に電話を切るとその男性に不信感を与えるため、男性が電話を切るまで対応した。

このような苦情の後に再度地主を訪問し、裁判沙汰になると清水の持ち主が負ける可能性がある

と度々説得した結果、看板を掛けることに承諾した。この他、汚染源の特定と水道切替をしなか

った世帯からの苦情等があったが、全体的に市民からの苦情は少なかったという。

　リスクコミュニケ・一：一ションの課題として、マスコミ報道や専門家等の外部から環境リスクを指摘さ

れた場合の迅速かっ適切な行政の対応の必要性（3－3）、市長など行政トップを含めた積極的な

対応の促進（3－－4）があげられた。
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・定期的な水質検査

・潜在的土壌・地下水汚染

リスクの可能性の把握

・市長による対策の指示

i専門家

・飲料水や井戸水、湧き水

汚染の不安
・個別に市行政に相談

・塩素系有機溶剤の

使用による土壌・

地下水汚染の可能性

Fig．4－－1　9事業活動による環境汚染とその顕在化段階

・健康被害防止の飲用指導

・汚染状況鯛査と結果発表

・使用実態把握調査

・対策審践会の設置と検討

汚染事業所の特定・鯛査

・対策審議会で不安の訴え

・意見提案等

・各業種代表者の

審議会参加

Fig4－20行政による審議会設置と実態把握段階
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D．行政による審議会設置と実態把握段階　【1989～1　990】　s8tag）

　まず、市行政は緊急対策として汚染実態調査、健康被害防止対策を実施した。具体的には、

市内全域の汚染実態を把握するため、聞き込み調査により、市内全域の井戸数を把握した。そ

の結果、市内に全904本の井戸が存在し、飲用専用が178井、併用が122井、雑i用が542井、未使

用が62井であることが分かった。このうち飲用で使用される可能性がある井戸の中から、地理的

に見て明らかに汚染されていない地域（山岳地帯等）を除いて全326井に対して調査を実施した

（飲用専用139、併用111、雑用34、未使用1）。その結果、41地点で環境基準を超えていた。飲

用井戸も同様に、264井を対象として市職員が直接サンプリングに出向き、各家庭の不安などを

聞くと共に、汚染状況を伝達した。その際に、住民の不安をあおらないために、近隣井戸の汚染

状況と比較せずに説明するなどの工夫をした。暫定水質基準調査井戸所有世帯への対応とし

て、飲料水を地下水にのみ依存している世帯に対しては、市費で市営水道への切替工事を行

い、飲用水を水道水と地下水に依存している世帯に対しては、市担当者が秦野市保健所と共に

飲用指導を行った。また、私用地で一般開放されている湧水の所有者に対して、井戸に注意を

促す看板を掛けるように依頼した。当初は、「先祖からもらったものにそんなことはできない」等、

所有者から反対を受けたが、何度も所有者宅を訪れて説得に当たり、納得してもらった。また、市

内製造業者582社のアンケート調査及び電話での聞き取り調査を行い、うち79社がTCE、　PCEな

どを使用していることが判明した。

　当時、有機塩素系溶剤の中には環境基準が定められていない物質があり、浄化法も確立され

ていなかった。そこで・1989年10月に市長の付属機関として、専門家、行政、企業代表、市民代

表の13名による「秦野市地下水汚染対策審議会」を設置した。関係図をFig．4－20に示した。

　1990年5月、対策審議会は市が早急に着手すべき施策として、①未然防止、②汚染機構の解

明、③健康調査（戸別訪問、勧誘通知）の第一次答申を出した。とくに、①未然防止では、使用

実態の把握（市内582事業所ヘアンケート調査実施）、事業所への立ち入り調査（指導・定期調

査）、公害防止協定（TCE等3物質の使用実績の報告、排水・排ガスの管理目標の遵守、汚染状

態の調査のための市の立ち入り調査権、事業所の調査・浄化義務と費用負担）、地下水定点監

視（年4回20地点）などの徹底した対策を決定した。

　リスクコミュニケーションの課題として、市行政による迅速な実態把握と飲用指導の実施（3－5）、

問題が発覚してすぐに市行政担当者が汚染の疑いの可能性がある各家庭をまわり、市民の不安

を聴くと共に、サンプリングや汚染実態の説明を行うことで、市民の安心や信頼を獲得できること

（3－6）、市行政が対策を検討する審議会等を迅速に設置し、対策を明示する必要性（3－7）があげ

られた。

F．行政の条例制定と対策実施段階　【1991～1994】9°’91）

　1991年までには、地下水汚染機構が概ね解明されたため、これ以降、土壌汚染が確認された
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63事業所の敷地内の立ち入り調査に重点が移った。第一次答申の（1）未然防止のための公害防

止協定として「地下水質の保全に関する協定」の締結交渉を、1991年3月に開始した。1992年度

までに主要23社中、小規模事業所を除く14社と締結した。また、立ち入り調査により、58社で有

機塩素系化学物質の使用を中止したほか、物質の転換（28社）、使用方法の改善（31社）、保管

方法の改善（27社）が図られた。

　この時、公害防止協定を締結した事業所のみが自己負担で地下水の浄化を行うのは不公平

であるという意見が市議会議員から出された。そのため、条例制定に向けて市行攻関係課で研

究会を発足し、「汚染者負担の原則」や米国のスーパーファンド制度なども含めて検討をはじめ

た。また対策審議会の委員に法律の専門家を加えた。

　1992年に対策審議会の第二次答申で、①土壌・地下水の浄化対策のための諸施策の実施及

び②総合的対策の法制化を答申し、条例原案について国、神奈川県、法曹界との調整を図っ

た。商工会議所で条例説明会の開催後、議会に提案され、1993年7月　「秦野市地下水汚染の

防止及び浄化に関する条例」が公布された。この条例の特徴は、国や県の対策に先駆けて市独

自の行政事務条例を制定し、詳細調査および浄化事業を原則的に汚染原因者（規制以前の過

去の原因者も対象）の責務とし、汚染原因者やその所在が不明もしくは経済的能力がない場合

には市が浄化するとしたこと、水道水質基準をもとにして独自の浄化目標値（含有量基準）を設

定したこと、市による浄化や事業所による浄化を助成するための基金（事業所が使用量に比例し

て寄付・市も出資）を設けたこと、審議会を継続し意見を反映することなどである・・）。

　条例制定後、6カ月間の周知期間をおいて、その間講演会を開き、事業者の理解を得るよう努

めた・そして、1994年1月に同条例は施行された。関係図をFig．4－一一21に示した。

対策審議会や条例制定における市行政と他の関係者間の関係については、5．4で詳述する。

G．汚染状況の改善段階　【1995～2002】93）94）

　秦野市内で対象物質を使用または過去に使用した事業所131社のうち、汚染反応のあった63

事業所について、条例に基づく基礎調査が行われた。条例の基準を超過し、詳細調査・浄化事

業を行ったのは、金属製品製造業、電気機械器具製造業、輸送用機械器具製造業などの45事

業所であった。このうち費用負担能力がなく代執行した1社を除き、1995年までに44社が事業所

の費用で詳細調査と浄化を行った。浄化方法は、低温加熱処理3社、産業廃棄物処分5社、土壌

封じ込めガス吸引処理2社、原位置ガス吸引処理33社、揚水曝気処理1社である。そのうち30社

（クリーニング7社含む）で浄化が終了し、回収された有機塩素系溶剤は約13トンにのぼった。

　1989年度から1997年度までに、市行政は合計約4億7，300万円を地下水汚染調査に使い、さら

に調査と浄化の基金に約6，000万円を積み立てているが、地質汚染の浄化事業は、1991年に見

積もられた費用の数十分のユ程度で行われた。まだ、汚染機構（経路）の解明、それに基づく浄

化対策、汚染事業所に関する情報公開の点では課題を残しているが、市行政は、2000年には

「秦野市地下水保全条例」を施行するなど、地下水の質の改善と量の保全とのバランスに配慮し
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・事業所への立入調査

・学習会等の開催

・条例制定の検討
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Fig．4・－21行政の条例制定と対策実施段階
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た汚染浄化新技術の実証と対策措置にも取り組み、水質汚染を乗り越えて「名水の里」秦野市の

観光名所として「弘法の清水」も復活した。

　市行政は、対策審議会も継続して実施し、また、土壌地下水汚染対策に関わる専門の担当者

を継続させることによって効率的な対策の実施に大きく貢献した。

　リスクコミュニケーションの課題として、市行政は関心が高い担当者を配置し、専門知識を有し

た担当者を問題が解決するまで異動していないこと（3－8）、事業所とも継続的に協力と信頼関係

を築くことで対策が効率的に進んだこと（3－9）があげられた。　　　　　　　　　　　　←

5．4主体間の対話や協働における成果と課題

5．4．1対策審議会による協働と行政対応の成果と課題

　1989年10月に「秦野市地下水汚染対策審議会」が発足し、以後、学識経験者を含めた関連主

体の意見を参考に対策を進めることとなった。対策審議会は対策当初から、条例制定、状況が

改善された現在まで継続され・重要な役割を担った。以下に、対策審議会の委員を示した。

【対策審議会の委員一覧】　（ユ989．ユO．23付からユ995．ユ2．20付までの全参加者）

　学識経験者（公衆衛生学、環境工学、地質学、法学）

　　：日本バイオアッセイ研究センター所長（後、北里大学衛生学部客員教授）、横浜国立

　　　大学工学部教授・神奈川県温泉地学研究所専門研究員、東京都立大学法学部教授

　行政　：秦野保健所長、神奈川県環境部水質保全課、秦野市　　　　　　　　　　　　1

　市会議員　：文教福祉常任委員長、環境経済常任委員長

　企業代表（クリーニング協会、中小企業協会、大企業協会）

　　：秦野伊勢原クリーニング協会副会長、秦野工業協同組合理事長、工場協会幹事

市民代表（専門知識を持っている人、婦人会の代表、汚染井戸の所有者）

　　：成城大学助教授、本町地区婦人会長、個人井戸被害者代表・北町自治会長、

　　はだのくらしの会会長

　対策審議会は・市長の諮問に応じ審議を継続させることが条例に定められ、条例の規定にっ

いて悪質な違反がある場合には・弁明の機会を与えた上で審議会の意見を聴き、市の広報等に

公表するなどの権限が明記されている。

対eegX会の主な辮は・年度始めはこれまで（前鞭）の事業報告、事業計画概要博門

委員会部会長の報告があり・その他に視察や、答申・条例（案）の検討地下水汚染対策の進歩

状況報告などが行われた・また・学継と行政を中心に専門事項を酬するための専pe委員会

が設置され、Tab］e4－12に示すような議事が検討された。

条例制定の際に最も問題になったの1ま、1，1，1一トリク・・エタンの基準値を環境基準よりも低V、

値で設定したことと瀕担金制度濁金苫哩を設けようとしたことである．難イ直に関しては、環

境庁が秦野市の実状を理解していたためすんなりと受け入れられた。負担金制度と罰金制度
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は、無駄に犯罪者を出すことになるという理由から、自治省や神奈川県から反対を受けた。結

局、早く条例を制定するために市行政が折れ、これらの事項は条例から外された。しかしながら・

負担金制度は寄付金制度という名前に変え、汚染物質の使用量に比例して市行政が提案した

金額を事業所が寄付するという実質的には汚染者負担が取り入れられた。

　対策審議会におけるリスクコミュことケーションの成果と課題を以下にまとめた。

　市長が市の重点事業に指定し、対策審議会を諮問したため、行政政策を行う上で予算や人材

に困ることが少なかった（3－－10）。また、行政トップが積極的に取り組むことによって対策が迅速に

進んだ。②審議会委員の中から、学識経験者を含めた5～6名で専門部会を設置し、汚染形態やt

環境影響評価等の専門的・技術的な内容を議論した（3－11）。その結果を審議会で検討し、承認

を得るという形式をとり、専門事項の検討が円滑に進んだ。対策審議会では、問題解決のために

必要な知識を持った学者が全てそろい、必要に応じて法律の専門家を加えるなど熱心に取り組

んだ（3－一・12）。実際に汚染された井戸を所有する市民が委員として対策審議会に参加し、市民の

生の声を政策に反映した（3－－13）。対策審議会の委員を含め、県等との議論や、説明会の開催に

よる事業所との議論などを行うことで、理解が促進され、市民からも行政取り組みへの評価が高ま

った（3－－14）。また、確実に浄化が進んだ（3・一　15）。市区町村などが先進的な事業を行う場合に、国

や県の柔軟性がなく、新しい事業に非常に消極的であることなどが条例制定の妨げになった、な

どがあげられた。

5．4．3市行政と事業所との協働の成果と課題

　地下水汚染源の工業団地にはハイテク関連の大手メーカーと関連会社が多数立地している。

市行政は、事業所の公害防止協定について、事業所の理解を得るために講演会を行い、事業

プロセスにおいて汚染が発生していること、汚染が拡大すると浄化に莫大な費用がかかることを

認識させるとともに、土壌・地下水汚染の問題に関する意識を高めるようにした。

　1991年から1992年の間に主要23社中14社と締結した。協定を締結できなかった事業所は、調

査や浄化のための費用負担が困難なクリーニシグ業等の中小事業所が主であった。この際、議

会で「協定締結事業所のみに浄化義務を課すのは不公平」との意見があり、条例を制定によって

対処することとなった。また、条例で制定された事業所の負担金については、従来から利用協力

金の負担などの下地があったため、受け入れられやすかった。

　市担当者へのヒアリングによると、交渉が難航した場合としては、事業所の公害防止担当者が

協定の締結の必要性を訴えても、大手企業は事業所と本社との温度差が大きく、経営トップまで

届かないことが多く、事業所の移転などを考える企業も多々あった。事業所担当者と市担当者が

何度も話し合い、本社に説明して理解を得て締結に至ったという。また、条例では、悪質な汚染

を行った事業者は公表することになっており、あるクリーニング屋がその対象になった。公表され

た後は市の車がクリーニング屋の前に停まる度に、近隣の主婦が井戸端会議を始め、クリーニン

グ屋の奥さんは近隣の主婦からつるし上げられたことがあった。そのため、市担当者は私服で調
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査を行う等の努力をしたという。

　行政と事業所との対話・協働における成果と課題を以下にまとめた。事業所の環境意識と理解

を得るために、講演会、説明会を開催した（3－16）。対策審議会に利害当事者である汚染源の事

業所は直接参加していなかったものの、各事業所の関連団体としてクリーニング協会、中小企業

協会、大企業協会の代表が参加して議論を行った（3－17）。公害防止協定にっいて、事業所から・

提案された意見を反映するため、新たな条例制定に積極的に取り組んだ（3－－18）。市行政が簡易

浄化装置を所有して事業所とともに浄化を進めた（3・－19）。行政が交渉する際に、地元工場などの

事業所と本社との温度差が大きく、本社の理解を得ることが困難であった（3－20）。行政担当者が

事業所に出向いて調査・話し合いを繰り返して行うことで、反感を持っているところも協力を得

て、コミュニケごションを図ることができた（3－21）。中小事業所や商店などの場合は、風評や地域

との関係などへの配慮が必要である（3－22）。
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TabEe4－12　対策審議会の開催頻度、および主な議事

年度　　審議会　専門委員会 主な対策事業と議事（専門委員会を中心に）

1989　　　2回　　　3回　　　汚染実態調査①全市的概況調査②飲用井戸等詳細調査

　　　　　　　　　　　　　　　健康被害防止対策①市水道への切り替え②飲用指導
　　ら
　　議事：有機塩素化合物の概要、秦野盆地の地下水汚染状況、汚染源の解明とその対策、健康調査

1990　　4回　　　5回　　　第一次答申①未然防止対策②汚染機i構解明調査③健康調査

　　議事：有機塩素系化学物質による地下水汚染対策の第一次答申、ブインガープリント法調査結果、

　　　　ボー一リング調査、汚染地域の詳細分布、地下水汚染対策に関する先進都市視察（千葉県君津市）

1991　　　3回　　　4回　　　協定の内容、汚染源の解明①協定の締結②事業所敷地調査

　　議i事：総合立ち入り調査、事業所による自主調査の経過報告、土壌処理計画

1992　　4回　　　7回　　　第二次答申、条例案

　　議事：栃木県鹿沼視察、第二次答申、秦野市地下水汚染の防止及び浄化に関する条例（案）策定

1993　　　4回　　　8回　　　条例案答申と条例公布、基礎調査、浄化事業実施

　　議事：秦野市地下水汚染の防止及び浄化に関する条例（案）、汚染土壌浄化実験の現地視察、

　　　　　事業所自主調査等の状況、関係事業者の指定、詳細調査及び浄化事業の計画の承認（8社）

1994　　　4回　　　13回　　　基礎調査終了（全63社）、浄化事業の実施（計10社終了）

　　議事：関係事業者の指定、詳細調査及び浄化事業の計画の承認、浄化事業の終了承認、市内視察

1995　　　2回　　　10回　　浄化事業の実施（計26社終了）

　　議事：関係事業者の指定・詳細調査及び浄化事業の計画の承認、浄化事業の終了承認、

　　　　浄化事業経過報告書、地下水汚染機構解明調査の結果報告

1996　　　3回　　　4回　　　浄化事業実施（計30社終了）

　　議事：浄化事業の終了承認、詳細調査の結果報告、浄化事業の経過報告

1997

1998

1999

2000

3回

2回

2回

2回

3回

2回

2回

2回

汚染機構解明調査の終了、浄化事業実施（計33社終了）

浄化事業実施（計36社終了）

浄化事業実施（計38社終了）

秦野市地下水保全条例の　立・施行
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6．リスクコミュニケーションにおける各主体間の関係の分類

これまでリスクコミュニケーションや住民参加について、事例解析などに基づいて発展の段階が

分類されている。Chessらは、米国でのリスクコミュニケーションは、①技術的情報の開示、②情報

提供方法の工夫・説得手法、③リスクコミュニケーションと積極的な取り組みの3段階で発展して

きたと整理している95）。萩原96）も②をアウトリーチ（情報の共有化が成立するよう情報発信者の理

解レベルを引き上げ、送り手と受け手の相互理解の促進）として、Chessと同様の分類をしてい

る。また、住民参加の段階を位置づけた先行研究として、Arnstein97）による住民参加の8段梯子が

あり、青山98）、原科99）もこの区分をもとに環境影響評価における住民参加を位置づけている。この

8段階の梯子を分けると①参加不在（Non　Participation）、②形式だけの参加（Degrees　of　Toke

nispa）、③住民の権利としての参加（Degrees　of　Citizen　Power）の3段階となる。

ここでは、環境汚染の3事例の解析で行った段階区分に基づいて、日本の環境汚染事例にお

ける各主体間の関係を整理したところ、初期、社会問題化期、改善期に3分類され、ChessやArn・

steinによる分類と類似の発展段階で整理することができた。以下に、それぞれの段階における

リスクコミュニケーシヨンの特徴をまとめた。　　　．　　　　　　　　　　　　、

6．1初期

　初期は、Fig．4－22に示すように、行政の担当者や化学物質を取り扱っている企業等が市民団

体や地域住民等に情報や見解、提案等のリスクメッセV－・…ジを伝え、自分たち（ii方針を相手に受

け入れさせることを目的としたものであった。このため、リスクメッセージを出す行政や企業等の意

図を市民団体や地域住民等にできるだけそのまま理解させ、合意を得るための方法について検

討が行われてきた。

　しかし、行政や企業等は、法令での規定、あるいは必ずしも十分ではない証拠に基づいて、そ

の時点で推計した「科学的リスクの程度」だけをもとに議論し、説明しようとする傾向がある。また、

自らに都合の悪い情報を隠してしまう傾向がある。

　市民の不安に対する説明として、法令による規制や行政などが現時点で推計した「科学的リス

クの程度」のみでは納得されず、かえって不信感を深めてしまう。すなわち．市民団体や地域住

民等は不安を解消できるだけの情報が十分公開され、自分たちの意見を真剣に聴いて、誠実に

対応していることが示されなければ、納得されない。

どの事例でも、このような行政や企業等からの一方的な情報や見解、方針等を伝えることによっ

て合意形成を図ろうとした説得によって、住民の不信感と対立が深まり、また環境リスクを伴う行

政や企業の行為に対する環境リスク管理が行われず、環境リスクの増大を招き、社会問題化し

た。このような段階は望ましいリスクコミュニケーションではない。

　この段階は、豊島事例では、A．業者の立地計画と住民の反対運動、B．不法行為による環境汚

染の激化の過程である。所沢事例では、B廃棄物処理による環境汚染と地域住民の苦情の過程

である。秦野事例では、市民との対立はなかったが、情報の流れとしてはA．事業活動による環境
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・事業の許認可

・情報収集とリスク評価

・情報公開・対策の遅れ

・リスク管理政策の決定

掩

許認可の申請・相談等

行政指導・法令の規制

　　　　　　　■一．…’“
r－一一・・－z・k°

　マスコミ

　∫

・環境リスクへの不安

・団体結成と要望活動の展開

・行政による撤去への期待か

ら対応不足への不信感
・訴訟や公害調停などの検討

〆

・事業活動に必要な情報

収集と経済性の評価
・環境リスクを伴う行為

Fig4－22初期段階
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汚染、B．土壌・地下水汚染の顕在化に至る過程といえた。

6．2社会問題化期

初期の対策不足によって、環境リスクが社会問題化することにより、行政や企業等の対策はFig．

4－22に示すような段階に発展した。行政や企業等が実施を計画している事業あるいは実施して

いる事業についての様々な説明や科学的な情報をパンフレット、広報誌、ホームページ、市民セ

ミナー、見学会、説明会などを通して公開し、市民団体等の関係者がある問題に関する意見交

換を行うことを目的とするリスクコミュニケーションが試みられ、リスク評価や対策選定の議論が行

われるようになった。

一部の行政や企業等で事業説明会や公聴会、意見公募（パブリックコメント）、協議会などが行

われるようになる。まずは、このような方法を充実し、実質的に機能するようにすることも問題の改

善に有効だと考えられるが、これも形式的に行われている場合が多く、必ずしも十分に相互理解

が進む状況とはいえない。

　すなわち、この段階でもリスクコミュニケーションの主体が行政や企業等の側に一方的に偏って

いたり、市民団体や地域住民等からの意見が意思決定の際に全く反映されなかったり、反映が

極めて不十分であると、問題の効率的な改善に十分な役割を果たすリスクコミュニケー・…ションとは

ならない。

　この段階は、豊島事例では、C．業者の摘発による社会問題化、D－1．住民O公害調停の申請、’

D－2．政府の支援表明と中間合意の成立までの過程である。所沢事例では、C－1．市民団体による

社会問題化、D－1．行政の対策と協働取り組みの実施、E．公害調停の申請、C－2．マスコミによる社

会問題化、．D－2法令の整備と対策実施の過程である。　C．の協働取り組み実施は、改善期の段階

にも近いが、実際の協働の内容は不十分なものであったため、社会問題化段階に含めた。秦野

事例では、D．行政による審議会設置と実態把握の過程である。

6．3改善期段階

　Fig．4－23に示すように、この段階でのリスクコミュニケーションは「関係者が相互に情報を要求、

提供、説明し合い、意見交換を行って関係者全体が問題や行為に対して理解と信頼のレベルを

上げて、リスク低減に役立てること」が目的となる。

これまでは情報が行政や企業等に偏っていたため、対等の関係を築くことが難しかったが、こ

の段階では、行政や企業等からの情報提供と公開、市民団体等も参加した会合の開催によっ

て、・双方向のコミュニケーションを通じた相互理解による意思決定が行われるようになる。市民団

体等は、学習会やインターネット等を活用して、正しい多くの情報を入手し、行政や企業等に意

見提案することができる。

　また、企業同士、行政機関同士、市民団体同士、あるいは学者、弁護士、政治家（議員）等との

情報交流も促進されるようになる。とくに、市民団体・地域住民等と行政や企業等との意見が異な
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・情報収集とリスク評価

・リスク管理政策の決定

・方針説明書等の配布

黛
壕

行政指導・法令の規制

問い合わせ・報告

・科学的リスク評価への関心

・情報収集と学習会等の開催
・情報公開の要求

・質問・意見提案等の作成

・専門知識を持つ学者等との連携

・情報収集とリスク評価

・リスク管理対策の決定

・安全性説明書等の配布

頴

Fig．4－23社会問題化期段階
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ることがあっても、情報や意見の交i換を行う適切なリスクコミュニケーションを図り、相手の立場を

理解し、批判をしあいながらも協働していくことが、問題の改善を効率的に行えると考えられる。

この段階は、豊島事例では、F．最終合意の成立と住民・行政の協働である。所沢事例では、ま

だこの段階に至っていない。秦野事例では、F．行政の条例制定と対策実施、　G．法令の整備と状

況改善の過程である。

　このように、今後は、化学物質のリスクにっいて「市民団体・地域住民等」、「行政」および「企業

等」の主体がお互いを認めあって、様々な情報源からの「現在の科学的情報によって推計された

リスク」や「現在および将来の対策」、および「リスクの感じ方」、「リスクを受け入れる程度」などにつ

いての情報の相互交流と意見の交換を繰り返し、理解と信頼のレベルを上げて問題の効率的な

改善を図っていく過程をリスクコミュニケーションと捉え、そのための方法を考える必要がある。
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’・ 叝崧Iな交流の促進
・情報の収集と公開

・基本方針の検討

・見解・提案等の提示

・会合の開催・参加

・会合等の効果の評価と改善

マスコミ］

学者i

・日常的な交流の促進
・情報の収集と開示

・基本方針の検討

・見解・提案等の提示

・会合の開催・参加

・会合等の効果の評価と改善

情報・意見交換、相互

理解による意思決定

・日常的な交流の促進

・情報伝達・連携網の整備

・情報収集と提供

・意見・提案等の提示

・会合の開催・参加

・会合等の効果の評価と改善

　＿＿烹＿．＿＿．㌦

i取引先・下請け・i

　株主・銀行等　i

壷従業員｛

Fig．　4－24改善段階
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7．リスクコミュニケーション手法の留意点

7．1行政（企業等）が市民団体・地域住民等とリスクコミュニケーションを行う場合

7．1．1問題が発生した場合の対応に関する留意点

（1）市民団体・地域住民等は、身近な警察、消防などに始まり、市区町村、都道府県、政府・官庁

　へと運動の対象を徐々に広げていく（2－2）。とくに、行政区境や責任の所在が不明確な場合に

　は対応が遅れがちである（2－－1）。このため、問題の所在がはっきりしない場合でも、十分に情報

　を把握し、対応できるように、関連ある行政機関間や行政機関内の環境担当部局やトップ間で

　の連携体制が必要である（3－4）。

（2）行政（企業等）は、マスコミ報道等によるパニックを恐れ、対応策が決定できるまで情報公開を

　避ける傾向があるが、市民団体等はそれを情報隠蔽と認識し、不信感を持つ（1－17，2－6，2－1

　5）。社会問題化を避けるには、迅速に対応するほかない（3－3）。このため、苦情・陳情に迅速な

　対応が実施できるための体制整備が必要である。

（3）環境汚染による被害が発生していると考えられる場合、行政は法規制や権限の範囲を重視

　し、柔軟な対応がとれないが、市民団体・地域住民等は相互理解や信頼関係の構築よりも、早

　急に実効性のある対策を求める（1－23，2－－7，2－17）。このため、市民団体・地域住民等が要望す

　るリスク低減対策を十分に理解して対応する。また法規制や権限の限界により、十分対策が進．

　められない場合でも、現段階で可能な対策や情報公開の範囲を明確にし、また不可能な理由

　についても明確に説明する。

（4）市民団体等は行政（企業等）の対応に不満を持っとマスコミ報道による社会問題化を意図し

　て活動を展開する（2－3）。行政（企業等）は社会問題化するまで対策に乗り出さない場合がある

　が（2－－13）、問題発生時には、行政のトップを含め、迅速に対応し（3－6）、実態把握やリスク回避

　行動など被害を最小限にするための対策を実施する必要がある（3－10）。

（5）市民団体・地域住民等の要望への対応が遅れ、不信感が増し、マスコミや市民団体等によっ

　て社会問題化すると、対立構造になりやすい。対立構造になってからのコミュニケーションは

　非常に困難である（1－11，2－6）。このような場合に、市民団体・地域住民等と行政や企業等が対

　等な立場で議論を行うためには議論の仲介者が必要である。とくに専門事項の検討を行う中

　立的立場の専門家、状況に応’じた柔軟な会合の設置と適切な参加者が重要である（1－13、1－2

　1，3－11）。

（6）社会問題化後に、行政（企業等）は後追いの調査で早急に安全宣言を行うことを重視するが、

　それは市民団体・地域住民等の不信感を高めることになる（1　一一　12，2－・　5）。このため、安全宣言す’

　ることを急ぐよりも、早期に市民団体・地域住民等のリスクに関心のある人々に可能な限り情報

　を提供し、対策を明示する必要がある（3－7）。

，（7）行政（企業等）は施策に誤りがあった場合に、謝りを公表することを恐れ、隠蔽する傾向があ

　り、それによって市民団体・地域住民等との対立は深まる。裁判や調停、科学的リスク評価に

　基づいて追求された後に、行政（企業等）が謝りや責任を認めて対策を行うと、社会批判も高
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　まり、また市民団体・地域住民等の要求や改善のレベルは厳しくなる・このため・誤りがあった

　場合にもなるべく迅速に認め、誤りを犯した担当者などに対する相応の処分を行う必要がある

　（1－22）。

（8）自然保全上重要な地域での計画策定における環境影響評価のプロセスでリスクコミュニケー

　ションを行う場合は、とくに過疎地など住民の人数や反対活動の少ない地域において環境負

　荷が集中する傾向にあるため、行政はこのような少数者意見の反映や不公正さの是正に留意．

　する必要がある（1－1，1－5）。

（9）廃棄物施設の立地については、環境省の調査によると、47都道府県51政令市のうち88％にあ

　たる86団体が住民説明会や協定などの住民同意制を導入している1°°）など改善されてきた部分

　もあるが、立地を進める上で反対住民の説得が必要だからという認識が強く、計画段階から住

　民意見を反映するためのリスクコミュニケーションの重要性（1－1）の側面については十分に考

　慮されておらず、課題となっている1°1）。

（10）施設立地に対する住民の反対は、いわゆるNIMBY（Not　In　My　Back　Yard）問題として・施

　設は必要だが自分の居住地の近くでは困るという「地域エゴ」のように取り上げられる（1－2）。一

　般に廃棄物処理施設の建設をめぐる紛争原因は、①公平性・透明性の欠如②環境汚染への

　懸念③事業主体への不信感とされ、これら地域住民の懸念・不信に十分応えるものでなけれ

　ば実際に問題発生に至る可能性が高い。地域住民の反対を「地域エゴ」と批判するだけでな

　く、十分に配慮した計画策定が不可欠である。

7．1．2会合でのコミュニケーションに関する留意点

（10）会合等の目的として、行政は、あくまで当該問題の解決を目的と考えるが、市民団体・地域

　住民等は自分達の活動を環境リスクの問題全般の解決にっなげることを目的と考えている（2－

　20）。このため、会合を開始する際に、会合の目的と進行方法を確認する。

（11）行政は合意形成を図る場を提供することを目的とするが、市民団体・地域住民等は漠然とし

　た議論と合意ではなく実効性ある対策を求めている（2－17，2－22）。このため、問題の重要性を

　行政内部で判断せず、市民団体・地域住民等の意見提案を踏まえて、対策の優先順位や協

　力のあり方などを話し合って決める姿勢を明確にする。

（12）行政主催の会合などにおいて、行政は事務局という認識が強いが、市民団体・地域住民等

　は行政の担当者が権限と責任を持ち、積極的に取り組むことを望む（2－16）。このため、できる

　かぎり権限のある担当者と参加者を選任する。また、専門的な知識を持つ担当者を育成し、

　問題が解決するまで担当者は異動させない（3－8）。

（13）行政は汚染発生源企業と市民団体・地域住民等とを仲介する立場と考えるが、市民団体・地

　域住民等は行政も管理責任を負うべき主体と考えている（1－21，2－21）。このため、会合を行う

　場合には、主催者と参加者の関係、立場を確認する。

（14）市民団体等は自分達の主張・提案こそが問題解決にっながるという信念を持ち、専門的な
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　知識に基づく行政施策への意見提案を目的としている（2－一一10，2－19）。このため、会合の結果を

　具体的なリスク低減対策に結びっけられるように、会合の目的を設定し、できうるかぎり調査

　や対策実施に協力してもらうように依頼する（1－8）。

（15）相互の理解と協力を目的とした話し合いを行っている場合、マスコミ発表など外部から決定

　事項を聞くと、市民団体・地域住民等の不信感は高まり、その事項は受け入れられにくくなる

　（1－24）。このため、リスクコミュニケーションの会合等を行っていて、問題が発生した場合は、

　ネガティブな情報であっても、市民団体・地域住民等の参加者との緊急会合等を持つなどし

　て、直接に情報・意見交換する（3－13）。

（16）行政は、関係者以外は非公開を原則と考えるが、市民団体・地域住民等は一般市民などに

　幅広く、積極的に情報を伝えることを望む（2－23）。このたあ、現段階で情報公開が可能な範

　囲を明確にし、また不可能な理由についても明確に説明する。

（17）行政（企業等）がリスクコミュニケーションの会合を開催するのは、社会問題化した場合や対

　立関係が生じてからであるが、問題発生の初期や平常時からの関係構築が不可欠である。こ

　のため、社会問題化する前からのリスクコミュニケーションを実施できるような体制が必要であ

　る（2－14）。

7．2行政が企業とリスクコミュニケーションを行う場合

（18）企業の環境意識と理解を高めるために、講演会、説明会を開催する必要がある（3－16）。

（19）リスクコミュニケーションの会合等には、利害当事者である汚染源企業もしくは、少なくとも各

　企業の関連団体として業界団体や協会の代表が参加することが望ましい（3－17）。

（2・）企業から反対意見などが提案された場合は、できる限り樋的に取り組む必要がある（3－18）

（21）企業が反感を持っている場合は、行政が企業に直接出向いて対話を繰り返し、協働で調査

　や対策に取り組む必要がある（3－9）。

（22．）企業と交渉する際に、地元工場などの事業所と本社との温度差が大きく、本社の理解を得る

　ことが困難であった。このため、行政と地域企業の工場などが交渉をする際には、企業の本

　社の理解も得るようにする（3－20）。

（23）環境汚染源因物質の排出企業が明らかになった場合には、企業に対する責任追求と経済

　的負担などの排出者責任の制度を確立し、その上でリスクコミュニケーションを行うことが重要

　である（1－19）。

（24）企業等の営業権・財産権と住民の環境権とが対立した場合、近年は「サスティナブル・ディベ

　ロップメント」に象徴されるように、環境や生態系が持続可能なかたちでの経済活動という理

　念を掲げる企業も多いが・対立の当事者になった場合には、行政や専門家などが環境と経

　済の両立を目指した第三者として議論を仲介する必要がある（1－－3，3－17）。

（25）行政担当者による業者への指導怠慢と不法行為の黙認（行政と企業の癒着）をなくすための

　チェック体制の確立が必要である（1－2）。
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（26）脅しや暴力行為などの問題点がある企業の場合、行政の通常業務や担当者の判断に支障

　を与える場合もある（1－・6）。廃棄物の不法投棄監視など行政だけでは対応できないことがあり、

　また身近な暴力やおどしなどによって行政の職務が十分に行えない場合もあることなど、通

　常のコミュニケ・・・・…ションが成り立たない場合を考慮して体制を整備する必要がある。

　　なお、廃棄物問題を中心とする環境犯罪にっいては、警察ど環境行政部局との連携を促す

　環境犯罪対策推進計画が1999年に策定され、2001年までに45都道府県で警察を配置してい

　るi°2）。

7．3市民団体等がリスクコミュニケーションを行う場合

（27）市民団体等は、対策の遅れや不足、見解の相違を批判する姿勢が強いが、感情的な発言に

　より、行政だけでなく市民団体内部でのコミュニケーションも困難になってしまうことがある。こ

　のため、重要なことは冷静に伝えるようにする（2－－8）。

（28）他の市民団体、学者、弁護士等との協力関係を築き、地域内の専門知識を持つ人材を活用

　する（1－17，1・・－21，2－4）。できれば、第3者としての立場で、市民団体・地域住民等の代弁・解釈

　者となる仲介者がいることが望ましい（1－21）。

（29）行政は、市民団体の意見が市民の総意であるか、代表性を持っのかに懐疑的であり、市民

　を代表する意見を求めている。また一般市民へのアピールなど市民団体が行政との仲介にな

　ることを求めている（1－18，2－9，2－18，2－－19）。このため、できるかぎり一般市民の理解を得られる

　ような活動を行う必要がある。

（30）市民団体の活動は専門的な知識に基づく行政施策への意見提案を目的としているが、行政

　は市民団体等の役割として専門的施策提案よりも、一般市民へのアピV・・…ル活動や不安の鎮

　静化、行政施策への理解を求めている（2－19）。このような違いを理解してもらえるように、日頃

　からの協働が重要である。

（31）市民団体は、つねに迅速で徹底した対策を求めるが（2－17）、行政は法規制や権限の隈界に

　より、十分対策が進められない場合もあることを理解する必要がある。とくにコミュニケーション

　の相手が行える対策や情報公開の範囲を把握して要望し、また不可能と言われた場合には

　その理由についても明確な説明を求める。

（32）市民団体等は、行政（企業等）との協働取り組みにおける信頼関係の継続が重要であり、批

　判するだけでなく、積極的に対応し、改善する姿勢がみられた場合にはそれを評価する必要

　もある（1・－25）。

（33）活動資金の確保は大きな課題であるが、住民や市民団体が資金提供を求める活動を行うこ

　とに対して、行政や企業等は不信を感じ、活動の目的などに疑いを持つ（1－－26）。このため、慎

　重な配慮が必要であることに十分留意する。

（34）過疎地など住民の人数や反対活動の少ない地域において環境負荷が集中する傾向にある

　ため（1－－5）、このような少数者意見や弱者への不公正さを是正するための支援活動が重要で
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　ある。

（35）地域住民にとっては、社会問題化による早期解決の可能性と風評被害に対するジレンマに

　直面する可能性が高い（1－9）。風評被害を避けるためには、早期のリスクコミュニケー・・・・…ションが

　必要である。
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8．第4章のまとめ

本章では、日本における三つの環境汚染事例に着目して、地域住民、市民団体、行政、企業、

マ3コミ、学者などのヒアリング調査や資料収集を行い、各事例の特徴、成果と課題を整理し・ま

た事例ごとに抽出した各主体の意識・行動の推移や主体間の関係の変化、特徴的な段階ごとの

区分をもとにして、リスクコミュニケーション段階の整理と、リスクコミュニケーションの留意点を抽

出し、以下の結論を得た。

1）豊島事例では、A．業者の立地計画と住民の反対運動、B．不法行為による環：境汚染の激化、C．

　業者の摘発による社会問題化、E－－1．住民の公害調停の申請、　E－2．政府の支援表明と中間合

　意の成立、F．最終合意の成立と住民・行攻の協働の6段階から、豊島住民と県行政による対立

　から協働に至る過程が明らかになり、地域住民と行政とのリスクコミュニケーションの課題を抽

　出できた。

2）所沢事例では、B．廃棄物処理による環境汚染と地域住民の苦情、　C－1．市民団体による社会問

　題化、D－1．行攻の対策と協働取り組みの実施、E．公害調停の申請、　C－2、マスコミによる社会問

　題化、D－2．法令の整備と対策実施として6段階から、地域住民・市民団体の運動展開の課題

　や行政との協働取り組みが失敗した経緯、環境リスクに関する認識の差が明らかになり、市民

　団体と行政とのリスクコミュニケーションの留意点などを抽出できた。

3）秦野事例では、A．事業活動による環境汚染、　B．土壌・地下水汚染の社会問題化、D．行政によ

　る審議会設置と実態把握、F．行政の条例制定と対策実施、G．法令の整備と状況改善として5’

　段階から、行政の迅速かつ継続的な対応によるリスク低減対策の過程が明らかになり、行政と

　企業とのリスクコミュニケーションの留意点などを抽出できた。　　　　　　　　　　，

4）日本の環境汚染事例におけるリスクコミュニケーションの段階について、①説得と対立が中心

　となり環境リスクが増大した初期段階、②一方向的な情報提供やリスク評価、対策選定がおこ

　なわれるようになった発展段階、③情報共有と信頼関係の構築など理想的なリスクコミュケー

　ションを目指し、リスク低減対策が実施される改善段階に分類した。

5）社会問題化期のリスクコミュニケーションは非常に困難であり、問題発生当初から、改善期段階

　を目指すリスクコミュニケーションが実施されることの重要性が明らかとなった。

6）行政（企業等）が市民団体・地域住民等とリスクコミュニケs・・d－・hションを行う場合の留意点は、問題

　が発生した場合の対応に関する項目、会合でのコミュニケーションに関する項目として詳細に

　示すこととした。また行政が企業とリスクコミュニケー…一ションを行う場合、市民団体等がリスクコミ

　ュニケーションを行う場合について留意点と課題を示すことができた。

以上から、リスクコミュニケーション手法では、各リスクコミュニケーション対象者ごとの要点や基

本的なリスクコミュニケーションの手順を示すことが必要といえた。
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第5章化学物質のリスクコミュニケーション手法ガイドの提案

1緒言
第璋で示したように、近年、昧でも繍公開や環境リスク管理に関する法制度の整備縫

んできたが、行政や企業などの環境リスク管理の実鮭体が、それらを活用するための躰的力“

っ実践的に役立っリスクコミュニケーション手法の提案が重要である・また・市民主体のリスクコミ

ュニケ＿ション参加者として、市民団体を位置づけ、その役割を明確に示すことが必要であると

いえた。

第2章から第4章までに明らかにしたよう｝こ、実際のリスクコミュニケーションは・問題の繍や

環境リスクの種類によって異なるが、原則として守るべき基本や、各主体間のコミュニケーション

の留意点には共通する事項も多い．一方で、市民主体と管理責任主体などの各主体ごとに期待

される役割が異なっている。

そこで、本章では、第1章から第4章までに得られた結果を踏まえ、リスクコミュニケーションの基

本を示してから、リスクコミュニケーションに関わる主体として、行政・企業・市民団体等に対する

リスクコミュニケーション手法ガイドを提案することとした。

　第2章と第3章のアンケート調査では、化学物質のリスクや環境リスク管理に関する各主体の認

識・要望の差や相互の誤解が大きいことから、リスクコミュニケーションの基本原則や各主体間の

誤解を示す必要があり、また会合でのコミュニケーシヨンの手順と留意点・環境リスク管理のため

の情報把握や人材育成などの体制整備、情報提供の方法や手順・マスコミや科学者の役割に

ついて、具体的なリスクコミュニケーション手法の提案が必要といえた。また、第4章の事例調査

では、環境汚染事例におけるコミュニケーションの留意点と各主体間の関係の推移が明らかにな

り、問題発生時における各リスクコミュニケーション対象者ごとの要点や基本的なリスクコミュニケ

ーションの手順を示すことが必要といえた。

　このため、まず、リスクコミュニケーションと化学物質のリスクについて各主体が共通の認識を持

てるように、リスクコミュニケーションの基本として、リスクコミュニケーションが必要な場合や対象

者、基本原則、誤解などを整理することとした。次に、実施主体となる行政、企業等、市民団体等

に対してそれぞれリスクコミュニケー一一・ションを行う場合の要点、関係者との関係や連携のための要

点を平常時、問題発生時、会合開催時などの場蒼ごとに示し、また必要な体制整備として管理

担当者や情報把握、リスクコミュニケーション担当者などの充実を提案した。また情報・見解゜提

案等のメッセージを伝える場合や会合での意見交換方法などのリスクコミュニケーションの手順を

提案することとした。Fig．5－1にリスクコミュニケーション手法ガイドの構成を示した。

　本章では、行政・企業等と市民団体・地域住民等の間での情報・意見交換のプロセスとして・Fi

g．5－2に示す適切なリスクコミュニケーションのかたちをガイドの基本としている。

　なお、ガイドの作成にあたり、行政、企業、市民団体等の各主体で活躍する個人または団体か

ら意見・要望を聴取し、より実用的な手法ガイドの提案を目指した。
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4．グスクコミュニケーションの主な要点

対象者ごとのリスクコミュニケーションの要点

ﾖ係者との連携の要点

゜°°㌔’．°．．㌔

iiii、簸灘i馨馨

5．グスクコξユニケーシiヨン仁必要な体纏浦

化学物質管理の中心となる担当部署の決定と強化

化学物質の有害・危険性情報、取扱い実態の把握

リスクコミュニケーション担当者の選任と育成

6．クズクコミュニケーシyン

　の手婿

惰報・見解・提案等のメッセージの作成

外部からメッセージを受けた場合の対応

リスクコミュニケーションの対象者の選定

他主体の設定した会合への参加

リスクコミュニケーションの会合開催の留意点

リスクコミュニケーション効果の評価

日常的なリスクコミュニケーションの充実・促進

Fig．5－1リスクコミュニケーション手法ガイドの構成
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今後の改善対策案
不安・疑問・被害状況

今までの対策
国内外の類似の事例

関連法規・基準
学者等の意見

推定されるリスクと

ｻの程度の惰報

情報や意見を交換し

褐ﾝ理解と信頼を高
ﾟ、効果的にリスクを

瘡ｸすることが目的
独自の測定値等

排水・排ガス・製品等

ﾌ中の濃度測定値
適正措置の要請

　　　　勺
潟Xクが疑われる

H程・製品等

今後の改善対策案

iiii…i……iiiiii量i

、分かりやすい説明 冷静な対話

Fig．5－2行政・企業等と市民団体・地域住民等との適切なリスクコミュニケーションのかたち
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2．リスクコミュニケーション手法に関する各主体の意見・要望

本論文では、行政、企業、市民団体等にむけたリスクコミュニケーション手法のガイドを作成す

るにあたり、実際の行政、企業、市民団体や関連分野の研究者などの各主体で活躍している個

人、または業界団体の様々な角度からの意見・要望の調査を行った。それらの意見・要望を参考

にして、本章のリスクコミュニケーショジ手法ガイドを作成した。

方法としては、直接のヒアリング調査及び事前に作成したリスクコミュニケーション手法ガイドの

案についての意見・要望を郵送で授受した。なお、ヒアリング対象者の所属については、ヒアリン

グ実施時のままとしている。

2．1A．については化学物質のリスクコミュニケーション手法にっいて検討する委員会として省庁

により日本で初めて設置された委員会であり、委員会に参加した主な委員の所属を示した。本章

で提案する手法ガイドは、この委員会での議論や報告書1）2）3）4）5）が素案となっている。会合への参

加や議事録をもとにリスクコミュニケーション手法ガイドに関する意見・要望を収集した。B．につい

ては、行政、企業、市民団体を対象として作成したリスクコミュニケーション手法ガイドの素案につ

いての意見・要望を郵送または会合等での直接ヒアリングで収集した際の対象となった各主体の

所属と期日を示した。

　なお、B．で収集した意見・要望については、各主体から得られた特徴的な意見・要望を2．2に詳

述し、より実用的な内容にするために、意見・要望を手法ガイドに反映した場合はその箇所を、

反映していない場合はその理由や今後の課題として明記した。

2．1意見聴取対象者の所属一覧

A．環境庁委託化学物質リスクコミュニケーション手法検討会、通商産業省委託事業者用化学物

質リスクコミュニケーション手法ガイド作成調査検討委員会

（期日：1997年度から1999年度まで定期的な委員会の開催）

【行政】環境庁環境保健部環境安全課、通商産業省基礎産業局化学物質総合安全管理推進

室、神奈川県環境農政部、千葉県環境部、埼玉県環境生活部

【企業】日本鉱業協会・日鉱金属（株）、（社）日本化学工業協会・旭硝子（株）、（社）日本自動車

工業会・トヨタ自動車（株）、（社）日本鉄鋼連盟・新日本製鉄（株）、協和発酵工業（株）安全環境

管理室長、（社）日本電機工業会環境部環境課長、日本生活協同組合連合会環境事業推進室

【専門家】横浜国立大学土学部教授、国立医薬品食品衛生研究所化学物質情報部情報室長、

淑徳大学国際コミュニケーション学部教授、福島大学行政社会学部助教授、長崎大学環境科学

部助教授、化学品安全管理研究所所長、東京海上コンサルティング（株）、毎日新聞東京本社

論説室

【市民団体】神奈川県消費者の会連絡会、バルディーズ研究会

B．リスクコミュニケーション手法ガイド意見聴取
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【行政】（期日：2000年1月から5月、郵送）

東京都環境保全局環境管理部環境計画室有害化学物質対策担当係長、新宿区環境土木部環

境保全課長、埼玉県生活環境部、千葉県環境部環境調整課、神奈川県県央地区行政センター

環境部、神奈川県環境科学センター環境情報部、大阪府、広島県、長崎市環境部環境総務課

【企業】

①（社）日本化学工業協会の化学企業用リスクコミ＝ニケーションマニュアル検討委員

（期日：1999年1月から4月まで計6回の会議開催、i郵送）

JSR（株）環境安全部長、日本ソーダ工業会、昭和電工（株）環境保安部主幹部員・ローム・アンド・ハ

ース・ジャパン（株）製品保安部マネージャー、旭化成工業（株）品質保証総括部長、三菱化学（株）広

報室長

②リスクコミュニケーション手法ガイドに関するヒアリング（期日：2000年4月）

化学物質総合管理委員会（社）大阪工業会、環境推進小委員会化学物質分科会委員（ユ1社）、

（社）京都府中小企業総合センター（6社）

【市民団体】

リスクコミュニケーション手法ガイドに関するヒアリング（期日：2000年2月）

日本子孫基金、（社）日本消費生活アドバイザー・コンサルタント協会、東京都地域婦人団体連

盟生活環境部、中新井の環境を考える会、桂川・相模川流域協議会

C．その他

【市民団体】

環境報告書座談会・ヒアリング（2000年3月）

グリーンコンシューマーネットワーク、（財）WWF　JAPAN

【マスコミ関係者】

化学物質のリスクとマスメディアの報道に関する座談会・ヒアリング（期日：2000年3月）

読売新聞科学部次長、毎日新聞生活家庭部編集委員、化学工業日報社編集局長、毎日新聞

科学部デスク、環境新聞編集部記者、日本放送協会化学番組部ディレクター、朝日新聞アエラ

編集部、日刊工業新聞第二産業部編集局記者
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2．2行政からの意見・要望

（1）法律で規制された化学物質以外のグレー醐質のリスクを念頭に置いたコミュニケーションの

方法を明記してほしい。

　　：3．1リスクコミュニケーションの実施が必要な場合の分類としては、未規制物質汚染も含めている

　　が、その場合を想定した対応例は詳述していない。

（2）行政は自治会を中心に住民説明を行ってきたが・翰に理解されてv’るとはいえないため・

それ以外の対象者を明記してほしい。

　　：3．2に示すように市民主体は市民団体と地域住民をリスクコミュニケーションの対象者とし、地域

　　自治会中心よりも当該リスクに関心の高い層を中心に会合等を行うこととした。

（3）各主体が共通の土俵に立っための教材として作成してほしい。

　　：各主体間の共通認識の構築を目的として3．3基本原則、3．4ではコミュニケーションの阻害要因

　　となる誤解を明記した。

（4）「市民を正当なパートナーと認める」について・これまで不＋分であったとし’うよりも・＋分に意

見を聞いたり、連携がなかったというのが適切である。

　　：3．3①に明記した。

（5）誤解について、科学的リスクに基づいて判断することは重要であるが、一般市民はそれのみ

で理解するものではないことに留意するとコメントしてほしい。

　　：3．4③に明記した。また、市民がリスクを強く感じる事項にっいてTable5一に示した。

（6）リスコミは住民と事業者で行うもので、行政はあくまで潤滑油としての役割であり主体ではない

ことを基本とすべきである。

　　：第4章では行政もリスクコミュニケーションの会合における仲介者や事務局などでなく、積極的な

　　姿勢が求められていたため、本ガイドでは主体と位置づけた。なお、4．1では企業が実施するリス

　　クコミュニケーションにおいては、市民主体との仲介としての行政の役割を重視した。

（7）日常的なリスクコミュニケーションや担当者の育成等にっいて、地方自治体では困難で、どこ

まで対応できるか疑問である。小規模自治体でも必要な範囲を明記してほしい。

　　：小規模な市町村（企業の場合：小規模な事業所）で専任の担当部署設置が困難な場合などもあ

　　るため、これらを想定したstep1：最重要項目、およびstep2：必要項目に分類することとした。

（8）行政とは、「国」「都道府県・政令指定都市」「基礎自治体」のどこを対象にしているか明記して

ほしい。

　　：全てを対象としており、先述したように行政の規模に応じて実施が必要な対応を分類した。

（9）県と市、都と区といった地方自治体内での役割分担を明確に示してほしい。

　　：行政機関内の連携については、Fig．5・－6に関係図を示したが、役割分担の詳細については本ガ

　　イドでは言及していない。

（10）住民団体間の利害が直接絡んでコミュニケーションが成立しないケースが多い。

　　：市民団体のリスクコミュニケーションの原則として、冷静な対話や信頼関係の構築を含め、また
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　4．2．3に市民団体間の連携にっいて詳述した。

（11）専門家との連携をどのように’｛丁うのか博門家や行政内の専門職の役割を明確にしてほし

い。

　　：専門家との連携について4．2．4に詳述した。専門職の役割は5ユ・1化学物質管理の中心となる担

　　当者として明確に示した。

（12）全てを少数担当者に任せるイメージで作成されているようだが・実際は管理職・専門職・一

般事務職等の業務が混在していることに留意してほしい。とくに、担当部署の育成・選定が重要

である。

　　：専門職については（4）参照のこと、管理職・事務職にっいては区別していない。

（13）リスク管理体制の整備とリスコミの体制を整理して扱うべきではないか。

　　：Fig5－13に示すように、担当部署・担当者の育成にっいても、5．1．1リスク管理と5ユ5リスクコミュ

　　ニケーションに区別して詳述した。

（14）科学的な調査・研究、基本的な情報にっいて明記してほしい。

　　：情報把握については、5．1．2から5．1．4に明記した。

（15）リスクコミュニケーシ9ンを実践するには行政内部での教育訓練システムが必要であり・どの

ようにすべきかのアドヴァイスがほしい。

　　：リスクコミュニケs・・一・・一ション担当者にっいては、5．15に明記した。

（16）人材の育成等について中小規模の市町村では難しいので、国・都道府県・市町村での協議

の場と役割分担の必要性を強調してほしい。

　　：5．1．5に明記した。

（17）住民への教育・意識改革として、「組織」「教育・啓発」「市民の意識改革」の役割が必要であ

る。

　　：一般市民等への環境教育、啓発にっいては今後の重要な課題とされるが、本ガイドでは、わかり

　　やすい情報提供を促すことにとどめた。

（18）「会合の際にテープなどで録音する」について、正確に記録するためには必要かもしれない

が、「後日、議事録などを公表する」で対応できないだろうか。

　　：65A④では、「録音機材を準備し、参加者全員の許可が得られたら使用する」とした。

（19）化学物質の開発等に伴う潜在的な危険性、化学物質の取り扱いでの事故の例などを分析し

てほしい。

　　：企業の事故発生時の対応例については、第6章4．事故による環境汚染の発生で詳述した。

2．3企業からの意見・要望

（1）相互理解のためには、利害を超える共通のビジョンが必要ではないか。

　　：本ガイドでは、リスクコミュニケーションの目的として、環境リスクの低減を位置づけた。

（2）地域住民などから苦情が多いのは、悪臭、振動である。
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　：3．1⑤に明記した。

（3）大手の化学工場では、年2回程度自治会会長や組長との環境定例会議を持っているところが

ある。企業側は工場長、総務部長、環境担当部長などが出席している。提供する情報は従業員

と同じレベルのものである。昼食程度の接待をしている。議事録は企業が作成し、会議の資料と

ともに町内会で回覧してもらっている。

　このため、リスクコミュニケー・・一ションの場には、必ず自治会役員に同席してもらう。また、リスクメ

ッセージは自治会を通して地域住民に伝えるのが妥当である。

　　：現状として、企業の工場は、地域住民の代表として自治会を中心とした対応を行っていることを

　　明記した。だが、必ずしも従来行われてきたように自治会を通してのコミュニケーションでは十分と

　　はいえないと考え、32では、Oなどの意見も踏まえて対象者を明記した。

（4）地域で信頼されている人やオピニオンリーダーを企業側が勝手に判断することは危険である。

自治会などの組織を通して認定された人を交渉の相手とする方が地域住民への影響力が大き

い。このため、「自治会役員または自治会などにより取りまとめ役を選任してもらい、その人を窓

口としてコミュニケーションを進める」とすべき。

　　：本ガイドでは、地域の代表として「地域で信頼されている人」をリスクコミュニケーションの対象者

　　に含めることを明記しているが、これはコミュニケーションを行うべき重要な対象者は、必ずしも、

　　にあるように従来から企業が関係を構築している自治会のみとは限らないため、あえて自治会とは

　　表記していない。誤解を与えないようにするため、地域や場合ごとに異なるが、主にどのような人

　　々が望ましいのかを明記した。

（5）わが国の現状を考えると、米国のような諮問機関を作り運用することは社会的に受け入れられ

ないのではないか。なぜならこのようなアドバイザーは企業よりと判断され、地域住民に受け入れ

られないと考えられる。しかし地域住民との話し合いのためにアドバイザーとなる人を採用し、意

見を聴くことは有効であるが、社外に公表すべきことではない。また、現在は自治会を通している

ため二重構造にしない方が良い。一方、コンビナートなどとしてこのような組織を作り、広い地域

の環境問題への取り組みを進めるべきである。

　　：本ガイドでは、企業による地域とのコミュニケーションの例として米国CAPの取り組みを参考にし

　　ているが、企業よりと考えられるなどこのような懸念があることも明記した。また、自治会を別にする

　　ことで、より閉鎖的な印象を与えるため、他の地域住民も含めて話し合いを持っべきといえる。アド

　　バイザーについても、企業と地域の両者に役立てると考えれば、社内秘にすべきものではない。

（6）市民団体の中にはコミュニケーションにならなかったり、活動の目的や資金などの透明性が足

りない組織もみられる。市民団体のガイドでも、「市民からの信頼を市民団体も認識すべきで、活

動の透明性を心がける」としてはどうか。

　　：第4章でも市民の活動資金をめぐる問題がみられたため、市民団体の活動内容などのメッセー

　　ジ伝達の必要について明記した。

（7）企業が平常時からリスクコミュニケーションを行うと住民の不安をかきたてるのではないか、日
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常的リスクコミュニケーションは行政の役割ではないか。

　：第4章に示したように、平常時からのリスクコミュニケーションや信頼関係の構築こそが、問題発

　生時の関係に重要である。

（8）行政担当者の責任者と実務者で意見が異なることがあるので、できるだけ両者の意見を聴

き、その関係をよく知って対応する必要がある。

　　：4．1．5⑥に明記した。

（9）従業員は、地域住民であったり株主であることもあるので、最も重要な相手として位置づけて

情報提供を行い、従業員の協力が必須であることを認識する必要がある。

　　：4．2．2Bに明記した。

（10）マスコミ対応の専任者に必要な資質や訓練などにっいて具体的に示してほしい。

　　：4．2．5に明記した。

（11）マスコミは行政や事業者を信用していないが、学者の言うことはよくきく。マスコミは市民に誤

った概念を与えている。学者とマスコミに対するリスクコミュニケーションが必要であり、明確にし

てほしい。

　　：4．2A、4．2．5に学者、マスコミの役割を明記した。

（12）利害関係者も多様化し、科学技術依存も避けがたい中で環境政策の社会選択に与える学者

やメディアの役割は深刻である。学者への期待にっいて追加してほしい。

　　：4．2．4、4．2．5に学者、マスコミの役割を明記した。

（14）化学物質の情報収集方法を明記してほしい。

　　：5．1．3に情報把握体制の整備として、収集すべき情報とその方法を明記した。

（15）リスクの概念についての説明の仕方を工夫してほしい。

　　：リスク比較の例を参照に添付。

（16）行政はPRTR指定物質の意味についての消費者、国民の理解を促進すると明記してほし

い。

　　：行政の役割も重要であるが、第2章で示されたように企業も積極的に情報公開することを望まれ

ているため、行政・企業の両者の役割とした。

（17）PRTRの結果報告のリスクコミュニケーションについて業界や同業者間での協力、統一的見

解が必要である。

　　：業界や同業者間での具体的な連携方法にっていは、十分に記載できていないが、地域のコンビ

　　ナートや、業界団体と連携して取り組むべきと明記した。

（18）業界やグループ企業のやるべきこと、個別企業のやるべきことなどの役割分担と対応方法を

示してほしい。

t：業界団体と個別企業との関係については、十分に記載できていない。

（19）コンビナートを形成している場合は、苦情が地域住民から直接でなく公害防止協定を締結し

ている自治体を通して伝達されるケースが多い。このような場合にっいて明記してほしい。
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　：コンビナートでの具体的対応にっいては扱っていないが、行政を通じて苦情等を伝えられた場

　合の対応については6．3に明記した。

（20）ネガティブ情報のアウトプットについては、「長所と短所を比較して、短所はあるが大きな長所

があること、種々の対策を比較してよりベターな対策を採用したこと等」の説明を付記してほしい。

　　：6．1．2②に明記した。また、ネガティブ情報の開示方法にっいても追加説明した。

（21）製品に関する苦情や、環境NGOへの対応は本社で受け付けると明記する。

　　：製品の苦情については6．3Aで本社対応と明記した。市民団体にっいては苦情の内容ごとに工

　場か本社かの対応を分けることとした。

（22）情報公開できないものとは、「企業秘密に関わるもの、コスト・収益に関するもの等」と明記す

るとより正しく理解してもらえるのではないか。

　　：情報公開できない場合には、企業秘密という説明のみでは不十分なため、より具体的な理由を

　　提示することが望ましいことを6．3Aに明記した。第6章でその具体例を示した。

（23）各社ごとの具体的マニ＝アル作成のためのガイドとして、リスクメッセージ作成の事例や、や

ってはいけないことなどを整理してほしい。

　　：第6章では、具体例に応じて適切な対応例と不適切な対応例を示した。

2．4市民団体からの意見・要望

（1）リスクコミュニケーションの目的として、問題の改善のみでなく、リスク低減を明記してほしい。

　：本ガイドでは、リスクコミュニケーションの目的として、環境リスクの低減を位置づけている。

（2）市民団体の活動は根気が必要で非常に疲れる。やりがいがもてるようにしてほしい。

　　：本ガイドを参考にして、行政・企業の態度が改善されると、市民団体の活動の幅が広がり、より活

　発になると想定している。市民団体自身もこれまでの活動を見直すきっかけになると考える。

（3）ゼnリスクを要求するのは、市民団体だけでなくマスコミもそうではないか。

　　：マスコミによる世論形成がゼロリスク要求型であり、それは市民団体の意見を代弁する立場から

　の見解とみなされているためと考えられた。3．4誤解②ではその旨も明記した。

（4）日常的なコミュニケーションど問題発生時のコミュニケーションを分けてガイドを作成してほし

い。

　　：対象者ごとの要点で、平常時・問題発生時・会合開催時で区別して要点を示した。

（5）平常時や日常的なコミュニケーションの実施は、きっかけがっかみにくい。

　　：第1章で示したように米国ではすでに取り組みがあるため、行政・企業にとって平常時からのコミ

ュニケーション実施が重要であることを明記し、実施を促すこととした。

（6）地域でリスクコミュニケーションが必要になった場合に、試行錯誤する地域の小さな団体の参

考になるように明記してほしい。

　　：とくに小さな団体の場合の活動内容に絞った記述はしていないが、2．2．2に示すように本ガイドで

　　は地域の住民団体と規模の大きいNGOも含めて市民団体等として共通の留意点を示している。
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（7）市民団体間の情報共有と有効な行動がとれるような組織の必要性を明記してほしい。

　　：4．2．3に他の関連市民団体との連携の要点を示した。

（8）市民団体が専門性を取得する必要性を明記してほしい。

　　：5．2．1で市民団体も化学物質問題についてのコミュニケーション担当者の育成が必要であり、ん

　担当者が学ぶべき基礎知識などを示した。

（9）日本的な事情として、非言語的要素が重要なことを付け加えてほしい。

　　：コミュニケーション対象者に与える印象などの非言語的要素について追記した。

（10）市民団体のレベルが高くなると、一般市民には活動内容やメッセージがわかりにくくなるた

　　め、市民団体にはもっとわかりやすく情報提供するように明記してほしい。

　　：6．2．2市民団体から一般市民に対するメッセージの内容と表現の仕方について、わかりやすく情

　　報提供するように明記した。

（11）市民（主婦）は情報を得るのが非常に困難で、かっ、企業や行政に不信感があることを理解

　　してほしい。

　　：第2章・第3章でも同様の結果であったため、行政・企業に対して情報提供の重要性と情報提供

　　方法の工夫が必要であることを明記した。

（12）行政や企業と市民団体は、情報の量などが対等でないことを明記してほしい。

　　：行政・企業には、積極的な情報公開を進めるよう促し、また情報の非対称性を明記した。

（13）風評被害をいかになくせるかがリスクコミュニケーションの役割ではないか。

　　：ネガティブな情報であっても迅速に公表した方が、深刻な社会問題にならないことを明記するこ

　　とによって、不適切な情報の伝達や憶測による風評を回避することで風評被害を減らすことができ

　　ると考え、そのことを明記した。

（14）行政が主体となる会合の場合は、行政もファシリテーターの役割を担えるとしてほしい。

　　：市民団体と企業との会合の場合は、行政の仲介者としての役割を重視したが、行政が事業を実

　　施している場合などにっいては、やはり責任主体であり、より中立なファシリテーターが望ましい。

（15）協議会などの位置づけについて、行政や企業からではなく、参加者の選定方法など市民団

体が中心になってやるべきであると明記してほしい。

　　：会合については、行政・企業・市民団体のそれぞれが中心となって開催する場合と、他主体によ

　　る会合に参加する場合との留意点を明記した。市民団体には、6．4．2で積極的に会合を開催する

　　ように明記した。

（16）リスクコミュニケーションの効果の評価方法の中に、対策の実施前と実施後の化学物質の排

出量等の変化を比較すること、得られた情報の整理と解析を客観的に評価し、提示することを示

してほしい。

　　：本ガイドでは会合でのリスクコミュニケーションの効果を評価するものであり、対策実施の効果を

評価するものではないが、6．7に追記した。
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3．化学物質のリスクコミュニケーションの基本

3．1化学物質のリスクコミュニケーションが必要な場合

　化学物質による健康被害、環境汚染、生物・生態系の破壊などの環境リスクについて・過去に

発生した問題解決、現状への不安・懸念、将来の未然防止などのリスクコミュニケS・一・一一ションが必要

とされる場合を明確に示すため、①から⑥に分類した。その概要と具体例をFig．5－3に、過去、現

在、未来の時間軸ごとに分類したものをFlg　5－4に示した。

灘懸裟遮灘鷲裟難鑓灘難1≧裟嬢撚議㌶撒難難濱纏澆撒撲魏裟

　ごみ焼却場の排ガスや廃棄物最終処分場（埋立地）からの重金属などの流出が心配される場

合、または道路建設に伴う自動車排ガス、水道水の異臭味や下水処理場からの悪臭などのよう

に、行政が関与する事業の日常的な操業や新規立地に対する疑問や不安がある場合には、速

やかにリスクコミュニケーションを実施して、改善や予防対策などを推進する必要がある。

灘繊鵜豊鱗熱撒鷲馨禦捲耀灘議翔翼裟鱗畿㈱蕊綴糊裟

　工場等から日常的に排出される排水、排ガス、廃棄物などにより土壌・地下水汚染、大気汚

染、水質汚濁あるいは火災や爆発の危険性などが疑われる場合、またはPRTRデータなどで公

開された工場等から排出される有害化学物質の種類や量について、対策が不十分な点あるいは

不安や疑問がある場合には、速やかにリスクコミュニケーションを実施して改善対策などを推進

する必要がある。

麟鶴織遷纏懸i撒顯翻≧羅難灘轟裟裟鶯撚裟灘灘難藤繍灘箋

　食品容器などから溶出する環境ホルモン物質、食品に含まれるダイオキシン類や残留農薬、

その他の食品や日用品に含まれる添加物や原料に対して疑問や不安がある場合には、日常的

にリスクコミュニケーションを実施して、不安の解消、改善対策などを推進する必要がある。

灘騰裟撒壌罐澆灘藤鐵裟鑛繊綴裟璽鎧裟糞撒裟撲、蘂鵜叢鐵繍裟讃灘灘議礁鱗難羅1蟻鷲叢鷲

淵鑛㌶撚繊灘灘鐵繊雛翻灘鐵瀕裟

　居住地近隣または自然環境保全上重要な地域に工場や埋立地等が新しく立地されたり、既

存の工場等が増設される場合には、早い段階からリスクコミュニケーションを実施して、適切な環

境アセスメントの実施、あるいは地域協定の締結および関係者の協力体制の構築を推進する必

要がある。

織灘鱗i鰻蘂羅瀦麟纂難糞滅織雛漣違灘嫉裟

　工場等からの悪臭発生、敷地内での小火災や小爆発、排ガスや排水の異常などが起こった場

合には、速やかにリスクコミュニケーションを実施して、再発防止や被害防止対策などを推進する

必要がある。

耀鱒懸鐵蒸獺羅裟繊鷲鑓縛．㌶裟繍纈雛1藩轍襲撒鐵襟灘灘裟灘魏．慈鑓灘徽繊灘

　法令の整備の遅れや不適切な運用による塩素系溶剤等による地下水汚染や小規模の廃棄物

焼却施設によるダイオキシン汚染など、あるいは法律に違反して廃棄物の処理、放置、投棄ある
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地域行政の事業実施

・ゴミ焼却場・廃棄物最終

処分場・下水処理場・

浄水場等の建設・運転等

　近隣施設の
日常的な事業の実施

・土壌・地下水汚染・

　大気汚染・水質汚濁等

・PRTRデータ公表等．

近隣または自然環境

保全上重要な地域での

事業所の新設・増設時

・環境アセスメント

・地域協定等

日常生活で不安を感じる

　　　物質・製品

・ダイオキシン・環境ホルモン・

農薬・自動車排ガス・食品・

日用品等

近隣の施設での
小事故発生時

・悪臭物質等の漏洩事故

・工場内小火災・爆発事故

・排ガス・排水処理施設

の故障事故等

法令の不備・不適切な

運用・法令違反による汚染

・未規制物質汚染

・未規制小規模事業所汚染

・廃棄物不法投棄・放置等

Fig5－3リスクコミュニケーションの実施が必要な場合
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いは排ガス・排水の排出などによる近隣での顕著な汚染が起きた場合、またはその恐れがある場

合には、速やかにリスクコミュニケ・…一一ションを実施して、汚染防止や修復などを促進する必要があ

る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・

3．2リスクコミュニケーションの対象者

3．2．1リスクコミュニケーションに関わる主な主体

化学物質の環境リスク管理を実施し、リスクコミュニケーションに参加して積極的に双方向の情

報・意見交換を促進することが必要な主体として、行政、企業、市民団体等を想定した。

行政主体としては、主に地方自治体を対象とし、とくに行政トップと環境管理や広報広聴の担

当者の役割について明記した。ただし、行政の職務としては、環境管理担当者のみでなく、全て

の行政官がコミュニケーション担当者となれるような知識・能力を要するといえる。また、市区町村

などの小規模な自治体の場合でも対応すべき必要な点にっいてもそれぞれに示した。なお、行

政であっても、廃棄物処理事業や上下水道事業のような事業実施に関わる場合については、企

業等のためのガイドに基づくリスクコミュニケ・・一一一一・ションが必要であることを示した・

企業主体としては、化学物質を取り扱う企業等の本社または工場などの各事業所を対象とし、

とくに経営トップと環境管理や広報広聴の担当者の役割にっいて明記した。また、小規模な事業

所の合でも対応すべき必要な点についてもそれぞれに示した。

市民団体主体としては、環境問題全般に取り組むNGO（非政府組織）やNPO（非営利組織）、

地域の問題に取り組む住民や市民グループの個人または団体を対象とし、その役割を明記し

た。他にも市民主体としては、一般市民、地域住民とのコミュニケーションについても示したが、

定義については2．2．3で詳述した。

3．2．2－一般市民、地域住民、市民団体等の定義

　米国研究審議会（NRC）は、市民にっいて、①受け身的な市民（passive　pub］ic：大半は問題

にっいて知らない）、②注意深い市民（attentive　public：問題にっいて関連事項を含めて知っ

ている）、③活動的な市民（active　public：自らの意見を表明したり、他の直接的な方法によって

決定に関わろうとしている）と分類している6）。情報提供やリスクコミュニケーション実施において、

「市民」の中でも、知識・関心に幅があり、それぞれの層のニーズを意識した情報提供方法や対

応をすることは有効であろう。ただし、実際の場合、意見表明をしない①と②の区別はつきにく’

く、無関心層などと捉えられ、③は積極的にリスクコミュニケーションに参加する層として、環境N

GO、市民団体、市民活動、住民団体などと捉えられる。また、リスクコミュニケーションを実施する

場合ごとに市民の関わり方も変化する。特徴的なものとして、特定地域の環境リスクであればそ

め地域に居住している人々とそれ以外、特定製品によるリスクであればその製品の消費者とそれ

以外などに分かれる。これらにっいては、その場合ごとに定義を示すことが望ましい。しかし、本

章のガイド作成にあたり、市民の中でもどのような層を対象者としているのかを区別して示す必要
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性があるため、一般市民、地域住民、市民団体等の区別を明確にした。

　本論文では、化学物質に対して無関心な人や化学物質に対して不安を感じていても今のとこ

ろ行動に移す気持ちのない人々は「一般市民」とし、その中でもリスクコミュニケーションの対象と

なる特定の事業場の周辺に居住している人々を「地域住民」とする。また、「市民団体等」とは、化

学物質に対して不安を感じ、関連の情報を入手したり、行政や企業等の活動に対して何らかの

働きかけをする団体（消費者団体、環境関連のNGO、市民活動グループ等）または個人を指す。

学会や行政の関連団体のように、所属するために特別な知識や資格などの制限がある団体は含

まない。

　そこで、リスクコミ＝ニケーションの会合等に参加する可能性のある主体として地域住民と市民

団体等を位置づけ、さらに、リスクコミュニケーション会合などの実施主体となる可能性のある主

体として市民団体等に向けてガイドを提案した。一般市民は、主に情報の受け手とし、第3章でも

指摘したように、一般市民の積極的な情報入手とリスクコミュニケーションへの参加を促すかをリ

スクコミュニケーション実施主体の課題とした。

　次に、地域住民と市民団体等の区別に関して留意点を述べる。

　第4章などで示されたように、地域住民は問題意識を持っと住民団体を結成し、活動を展開す

る。これは、「地域の住民が地域的利害に関して行う運動（住民運動）」とされる。一方、市民運動

は、「地域の境界をこえた幅広い運動で、個人の自発性・権利意識を基礎として、特定の共通目

的を達成するために連帯する非党派的な運動」を指すことが多い7）。このように、市民団体等の動

きを運動の目的、問題意識による区分を行うことも重要であるが、本章では、住民運動も市民運

動も市民団体等として共通の留意点を示した。また、特定地域リスクへの利害関係者としては、

住民運動は地域住民に含まれ、市民運動は一般市民の中でとくに関心が高い層と位置づけた。

　とくに、地域住民の対象となる範囲は多様であり、本論文では地域住民の構成員についての

詳細な解析は行っていない1参考として、地域コミュニティとのコミュニケーションを実施している

米国化学会のコミュニティ諮問協議会のガイドでは、企業に対して主要な利害関係者を含む多

様な地域の構成員を代表する人々を選定することを指示している。具体的には、「教育関係者、

高校や大学の学生、医療関係者、環境団体メンバV－一・一、緊急事故対応関係者（消防、警察など）、

主婦、パートタイマー、農業団体関係者、中小企業事業者、高齢者、聖職者、地域市長あるいは

行政関係者、退職者」をあげている8）。

3．2．3リスクコミュニケーション対象者の範囲

　リスクコミュニケーションを行う際には、対象者によって化学物質のリスクに関する知識のレベ

ル、認識の状況、知りたい情報、懸念や不安の質と程度、被害や利益を受ける可能性の程度な

どが大きく異なる。したがって、対象者によってコミュニケーションの方法を工夫する必要がある。

　例えば、OECDは、行政や企業にとってのコミュニケーションの対象者を個人・一般市民（indivi

dual，　genera］public）、メディア（media）、組織的な利害関係者（institutional　stakeholder）に分類
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し、それぞれの対象者ごとに必要な情報提供方法を提案している9）。

　本章では、2．2．1で示した行政、企業、市民団体等の主体が相互にリスクコミュニケーションの

会合等を実施すると仮定した場合、および各主体に特徴的な関係者であるマスコミ・学者などに

つていも連携の要点を示した。

　行政、企業、市民団体等が化学物質のリスクコミュニケーションを行う場合の対象者、関係者を

以下に示す。

A．行政（地方自治体）の対象者

①管轄地域内の市民団体や地域住民等

②管轄地域外の関心の高い市民団体等

③管轄地域に所在する化学物質を取り扱う工場等またはその本社の担当者

④リスクが高い疑いのある化学物質を含む日用品を製造・販売している企業等の本社または支

社、業界団体等の担当者

⑤他に、行政機関内および行政機関間1問題になるリスクに関心のある地元議員等

B．企業等の本社または各事業所の対象者

①事業所周辺の市民団体や地域住民等

②地域外の関心の高い市民団体等

③地域行政や中央官庁の担当者

④他に、従業員、親会社、下請け業者、業界団体、同業他社、出荷製品の輸送、貯蔵、使用に

関わる取引先、出資している株主や銀行等の融資機関など

C市民団体等の対象者

①地域の自治体や中央官庁の担当者

②近隣に所在する化学物質を取り扱う工場等またはその本社の担当者

③リスクが高い疑いのある化学物質を含む日用品を製造・販売している企業等の本社または支

社等の担当者

④地域住民または問題に関心のある一般市民
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3．3リスクコミュニケーションの基本原則

　適切なリスクコミュニケーションを進めるための基本的な考え方と態度として、米国環境保護庁

では、行政や企業等のためにTable5－1に示すようなリスクコミュニケーションにおける7っの基本

原則を示している1°）’1）。本章もこの原則を基本とし、以下にその理由を解説した。また、今後は、2・

1で述べたように市民団体等も化学物質のリスク管理を担う主体の一つとなるので、Table5－2に示

すような市民団体等のリスクコミュニケー・・一ションにおける7つの基本原則も提案した。

1．市民団体・地域住民等を正当なパートナーとして受入れ、連携すること。

　第3章（1）（6）で明らかになったように、行政や企業等は市民団体や地域住民等との意見交換や

連携が不十分であった。これからは、行政施策や企業活動を円滑に行うために、市民団体や地

域住民等と協働関係（パートナーシップ）を築いて地域環境の改善活動を実施する考えをもつこと

が重要である（第3章（10）より）。

2．コミュニケーション方法を意深く立案し、そのプロセスを評価すること。

　第4章7．1．2より、リスクコミュニケーションの方法にっいては行政・企業等と市民団体との認識

には差が大きいため、リスクコミュニケーションを実施する場合には、場所、相手、説明内容、方

法などを注意深く決めるとともに、信頼を深めるためには実施の結果だけでなく、実施のプロセス

が非常に重要なことを認識する態度が必要である。

3．人々の声に耳を傾けること。

　適切なコミュニケーションを図るためには、自分たちの考えや方針だけでなく、幅広い異なる人

の意見を謙虚に聴き、理解に努める態度が重要である。

4．正直、率直、オープンになること。

　行政や企業等には公表できる情報とできない情報があるが、この公表できる情報とできない情

報を事前に整理し、オープンにできるものは積極的に開示し、オープンにできないものはごまか

さずに理由を説明できるようにすることが必要である。第4章（2）（7）で示したように行政は、社会問

題化などを恐れ、情報の公表や誤りがあった場合の認定をしないことが、市民の不信感を高めて

いる。メンツや縄張りにかかわらず、誠実、前向きな態度で対応することが重要である。

5．他の信頼できる人々や機関と協調、協働すること。

　学識経験者、国の研究機関をはじめとする公正な第三者との協力により、情報収集できるだけ

でなく、第3章にも示されたように、市民に対する信頼感・公平性を高めることに役立つ。

6．メディア（マスコミ）の要望を理解して応えること。

　第4章で示したように、マスコミの果たす影響と役割は非常に大きい。社会的影響の大きいマ

スコミとの関係を構築するため、マスコミの役割や立場を理解し、取材に協力して前向きの発言を

することが必要である。マスコミとの関係については4．2．5で詳細に示した。

7．相手の気持ちを受け止め、明瞭に話すこと。

　リスクコミュニケーションを実施する際には、謙虚さをもって相手の話を聴き、相手の関心事や
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↑able5－－1　EPAの示した行政・企業等のためのリスクコミュニケーションにおけるフつの基本原則

　1．市民団体・地域住民等を正当なパートナーとして受け入れ、連携すること

2．コミュニケーション方法を注意深く立案し、そのプロセスを評価すること

3、人々の声に耳を傾けること

4．正直、率直、オープンになること

5他の信頼できる人々や機関と協調、協働すること

6．メディア（マスコミ）の要望を理解して応えること

7．目手の気持ちを受けとめ明瞭に話すこと

Table5－2　市民団体等のためのリスクコミュニケーションにおける7つの基本原則

　L相手の立場を理解し、対立者と思わず、話し合うこと

2結果だけではなく、プロセスに注目し、常に整理、反省して改善すること

3．信頼できる情報の確保に努め、相手に応じた情報を発信すること

，4感情的にならず、要点を冷静に伝えること

5湘手の提案を批判するのみでなく、代りの案を提案すること

6．他からの批判や提案を謙虚に聞くこと

7．他の市民団体、学　、弁言士等との　力関係を築くこと
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理解度に応じてわかりやすく話すことが必要である。とくに、厳しい質問や意見に対しても、それ

を一旦受け止めてから、自分の前向きな意見を謙虚に、かつ明確に述べるとよい。

3．4化学物質のリスクコミュニケーションにおける誤解

　第2章、第3章のアンケート調査や、第4章で指摘したように、化学物質のリスクに関する知識・

認識やリスクコミュニケーションの相手について、各主体は誤った思い込みをしがちである。その

ような誤解が各主体間の相互不理解や、対立の原因となり、リスクコミュニケーション促進の障壁

となっている。そこで、各主体に理解してほしい重要な誤解にっいて10項目に整理し、その根拠

を示した。

　第2章3．1で示したように、市民はこのような誤解をしている人が多数いる。毒物とはいえない食

塩でも大量に取り込めば害があるし、青酸カリもごく少量であれば長期間取り続けてもほとんど害

がない。一方、蓄積性の高いPCBなどは少量でも長期間取り続けると障害が出る可能性がある。

化学物質は、取り込みの量や時期、期間などによって悪影響が生じる可能性（リスク）の大きさが

異なる。したがって、毒性が比較的強いものでも十分に管理して使えばリスクは小さくなり、毒性

が弱いものでもずさんに使えばリスクが大きくなる。

　私たちの暮らしの中には様々なリスクがあり、合成化学物質だけでなく、燃焼や自然の作用な

どによってできてしまう化学物質のリスクもある。また、一一つの化学物質を禁止しても・代わりの物

質が使われて別のリスクが生まれることがある。これらの化学物質によるリスクをできるだけ小さく

する努力は永久に必要だが、完全にリスクをなくすることはできない。

　とくに、第3章3．4に示されたように、行政や企業等は市民団体等によるゼロリスクなど厳しい要

求に対する抵抗感があり、コミュニケーションにおける障害になることがある。ゼロリスクを目標に

するのではなく、リスクのより高い物質、リスクのより高い地域、リスクのより高い人、リスクのより高

い生物種などを考えてリスクコミュニケーションを図りながら、効果的にリスクの低減対策を進める

ことが重要である。

　第2章4．1に示されたように、行政に対して、化学物質の有害性・危険性に関する情報や環境

中の濃度測定結果を公開してほしいという要望が多いが、現実にはこれらのリスク情報は非常に

不足している。毒性情報が揃っている化学物質はほんの僅かであり、環境測定が行われている

場所や物質も僅かである。科学的にわかっていないことや不確実なことがたくさんある。

　また、行政や企業の人、とくに技術系の人や学者の中には、いずれすべて科学的に解明でき
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ると科学を過信している人もいるが、不明なことは必ず残る。したがって、科学の進歩によって、

「現時点で科学的に推計したリスク」の大きさが変わって基準値等が変わったり、今まで予想しな

かった問題が明らかになる場合も度々ある。このような場合、第2章3．1に示したように市民は、騙

されていたように思って、行政や企業等に不信を抱くことがわかっている。

　今後は、皆が科学的な知見の不足や不確実性を認めた上で、その都度、できるだけ科学的情

報をもとにリスクの低減方法を議論することが大切である。

　第2章4．2に示されたように、市民や市民団体だけでなく、行政や企業等の担当者も新聞やテ

レビ・ラジオなどのマスコミから多くの情報を得ている。とくに、大手の新聞やテレビからの情報を

無条件に信じる人が多いが、マスコミ報道でもチェックが十分されず、偏っていたり、明らかな誤

報もある。マスコミ報道は正しい情報を得るための入り口と考えるとよい。　．

　なお、マスコミの役割や、マスコミとのコミュニケーションの要点については、4．2．5に詳述した。

　第3章3．2に示されたように、リスクコミュニケーションの場に客観的な判断のできる学者の同席

が求められている。しかし、同じ情報に対して複数の学者が、「科学的リスクの大きさ」についてか

なり異なる評価や判断を出すこともしばしばある。これは情報の不足にもよるが、リスクの不確実

性の判断や将来の予測については、個人の価値観が入ることに注意が必要である。学者が専門

分野について話していることと、専門分野以外のことを個人として話していることを区別する注意

が必要である。また、学者には関係者の期待に応えるだけの幅広い知識と見識を持った発言が

求められている。なお、学者とのコミュニケーションの要点については、4．2．4に詳述した。

　第3章3．3で明らかになったように、行政や企業、学者の中には、市民や市民団体等は、科学

的な理解ができず、感情的で冷静な議論ができないと思っている人が多い。’しかし、市民団体等

に所属している人や職業として化学物質を扱わない一般市民であっても、第4章（14）で示したよう

に知識・関心を高め、積極的に政策提言に関わる場合も多く、化学的な知識や毒性学の知識を

もっている人もいる。

　行政官、企業人、学者も自宅に帰れば一市民であり、多くの一般市民に正しいリスクの考え方

を広めてコミュニケーションを図る努力が必要である。また、第2章（10）で示したように企業等は現

時点での「科学的リスク」を過信する傾向があるため、絶対的なものではないことを理解することが

必要である。
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　第3章3．3で行政や企業の担当者自身も指摘しているように、今まで、行政や企業等は都合の

悪い情報を隠す傾向があった。その理由は、責任逃れとともに、正しい判断ができない市民に情

報を公開すると無用の不安を招く恐れがあるので「慎重にした」とされることが多い。しかし、第4

章でも共通していたように市民は情報を隠されたと認識した相手に対して不信感を強め、その後

のリスクコミュニケーションを非常に困難にし、効率的なリスク低減を妨げることにもつながってい

る。今後は、事実関係に関しては一見不利と思われる情報でも、できる限り速やかに公開するこ

とが重要である。

　最近、情報公開が強く求められる中で、行政や企業等の担当者は、どのように情報提供して良

いか迷っている。情報は原則としてすべて公開するべきだが、不用意に関係の薄い情報や断片

的な情報を多数提供すると混乱し、かえって不信を招くことさえある。入手可能な関連情報を分

類、整理してリストを示した上で、その中の重要と思われる情報を落とさず、不利な情報も隠さ

ず、できるだけ偏らないように選んで、わかりやすく説明することが重要である。

　また、行政や企業等が市民団体や地域住民等に説明する場合、あるいは市民団体等が他の

市民団体や地域住民等に説明する場合に、詳しく説明しても専門的すぎればわかりにくくなり、

理解する意欲を失わせたり、かえって不信を招くもある。リスクコミュニケーションでは、相手の求

めている情報や説明は何かを考え、平易な言葉でわかりやすく説明することが大切である。

　行政や企業等の中には、自分たちの計画を認めてもらって事業を進めるためにリスクコミュニ

ケーションをすると考えている人が多くいる。しかし、第1章2．1．5の米国等の経験で示したように、

自分達の考えを市民に説得して合意を得ることを目的とするリスクコミュニケー一ションではなく、信

頼と理解を深めて、関係者が納得するリスク低減対策を効率的に進めることが今後のリスクコミュ

ニケs－一…ションに重要である。本来、より効率的なリスク低減対策について、参加者全員の合意によ

る意思決定が形成されることが最も望ましい状況であるが、NRCによると、リスクコミュニケーショ

ンの成功により、論争上の問題が結果的に一一一・　ikする必要もないし、また個人的行為が統一される

必要もないのである。リスクコミュニケーションの目的は、「決断のために情報を与えること」であ

り、リスクコミュニケーションは、「それが関連ある問題と行動の理解の水準をあげ、関係者が利用

できる知識の範囲内で適切な情報が与えられていると満足させられる程度までいけば成功して

いる」と位置づけている。

行政や企業等の中には、自分たちの政策、計画等について広報誌やホームページでの情報
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提供、説明会の開催、意見公募（パブリックコメント）をすることで、リスクコミュニケーションをして

いると思っている場合がある。

　これらは、必要なことであるが、第4章に示したように、今後のリスクコミュニケーションでは、単

に情報提供や説明、形式的な意見公募をするだけでなく、市民団体や地域住民等をリスク管理

対策の協働者（パー－m・トナー）として認めて情報を共有し、相互理解を深めて、意思決定過程に参

加させることが重要である。
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4．リスクコミュニケーションの主な要点

行政、企業等、市民団体が相互にリスクコミュニケーションを行う要点について、日頃行うとよい

こと（平常時）、具体的な問題が生じた場合に行うとよいこと（問題発生時）、会合を行う場合に留

意するとよいこと（詳細は6．5を参照）の場合ごとに示した。さらに、各関係者との連携についても

要点を示した。Fig．5－5に主な対象者と関係者、および本章での構成を示した。

行政・企業が市民団体・地域住民とのリスクコミュニケーションを行う場合には、第4章7．1で示し

た課題から留意点を抽出し、迅速に対等な立場での対応に重点を置いた。市民団体等が、行政

・企業等とリスクコミュニケーションを行う場合には、第3章4．2や第4章7．3で示した課題から留意

点を抽出し、市民団体からの積極的な働きかけと理解に重点を置き、行政が仲介する役割を担う

こととした。また行政から企業等には、地域の企業等が化学物質の管理とリスクコミュニケーション

を行うことを促がし、支援することに重点を置いた。さらに、市民団体等は、一般市民等への情報

提供や関心・理解を促す役割に重点を置いた。

4，1対象者ごとのリスクコミュニケーションの要点

4．1．1行政・企業による市民団体・地域住民等とのリスクコミュニケーションの要点

A．日頃行うとよいこと

①化学物質の管理とリスクコミュニケーションについて、試験所・研究所等を含めて専門の担当

　部署と担当者を育成する。また、関連の部署とその役割を積極的に市民団体や地域住民等に

　知らせる（第4章（1）より）。

②パンフレットや広報誌、ホームページ、説明会等を充実し、国および自治体での化学物質管

　理政策や基準値等について説明する。また、化学物質（商品）の有害性・危険性情報、環境測

　定結果や事故例などの基本情報を提供する（第2章5．2より）。

③市民団体や地域住民等に対して、マスコミ以外の正しいリスク情報の入手方法や情報伝達網

　の形成を支援する（第2章（5）より）。

④苦情や問い合わせの窓口や化学物質管理・情報提供窓口などを明確にして広報し、苦情や

　問い合せには誠実、迅速に対応する（第4章（1）より）。

⑤化学物質に関する会議等を積極的に公開するとともに、参加や傍聴を促す。

⑥地域の市民団体等の中心的な人や地域で信頼されている人、企業等の担当者、学者等によ

　るアドバイザー組織をつくり、日常的に環境安全にっいての情報や意見の交換を行う（第4章

　（17）より）。

⑦自己および他の行政機関と市民団体等とのリスクコミュニケーション事例を収集、評価して、本

　ガイドを参考にコミュニケーションマニュアルを作成しておき、常に見直す。

B．具体的な問題が生じた場合に行うとよいこと

①まず、事実のみを迅速、正確に情報提供し、以後の対策方法の説明時期を明示する。また、
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　4．22

業界団体　　　i
従業員、組合　　i
下請け、親会社　　i

取引先　　　　i
同業他社　　　i
株主・銀行　　ノ

畑民関係憲

一般市民

周辺住民

　　　　　他の市民団体i
　　　　　関連支援団体1
42．3　＼＿＿＿＿＿＿＿＿ノ

Fig．5－5リスクコミュニケーションのおもな主体、および関係者
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　専用の情報提供・相談窓口を設ける（第4章（2）より）。

②問題となったリスクについて市民団体や地域住民等が、さらにどのような情報や事項を望んで

　いるのかをアンケート調査なども含めて早く把握する。

③特別な理由があって公開できない情報にっいては、その理由を丁寧に説明して関係者の了解

　を得る（第4章（3）より）。

④できる限り早い時期に意見交換の会合を始める。

⑤会合には、自治会役員だけでなく、地域で信頼されている人や市民団体等の中心的な人に参

　加してもらい、できれば公正な学者の協力を得る。また、問題に関与した地域企業等がある場

　合には、その企業等にも協力を要請する（第4章（5）より）。

⑥関心のある市民団体等に、会合の計画や実施、環境測定やリスク低減対策の選定等に協力し

　てもらう方法を考える。

C．会合を行う場合に留意するとよいこと

①情報、見解、提案等のメッセージを、内容や表現を十分に検討して準備する。

②相互理解や信頼を得るために重要な参加者の決定や会場の設営方法を十分に検討する。

③会合の場では、まず、参加者の関係と立場および会合をもった主旨を十分に説明し、進行方

　法を確認する。

④重要と思っていることが市民団体や地域住民等と異なっていることもあるので、問題の重要性

　を勝手に判断せず、対策の優先順位や協力のあり方等を話し合って決める姿勢を明確にす

　る。

⑤できることは、その実現の時期と責任者を明らかにし、できないことやわからないことは理由を

　明確に説明し、改善に前向きな姿勢を明確にする。

⑥知識がなく、判断ができないために、不安になって会合に参加し、基本的な質問や個人的な

　相談をする人もいることをよく理解して丁寧に対応する。

⑦強く自己を主張したり、行政を非難する人に対しても、冷静にその判断の根拠や理由の説明を

　穏やかに求める。検討に値する部分は謙虚に受け止め、必要に応じて、別の情報や関係者を

　紹介する。

⑧会合後に、会合の状況を謙虚に見直し、相互理解と信頼を深める目的のための問題点や今

　後の改善方法を検討して記録し、次の会合に役立てる。

4．1．2行政による企業等とのリスクコミュニケーションの要点

A．実態把握および化学物質管理の促進と支援のために行うとよいこと

①地域の企業等に、国や自治体の化学物質についての政策の方針や内容などを通知、資料配

　付、研修会、協議会等で徹底し、関連する行政の各部署と担当者、および役割分担とそれら

　の連携体制を明確に説明する。担当者が異動する場合には十分に引き継ぎを行う。

一201一



第5章化学物質のリスクコミュニケ…一ション手法ガイドの提案

②地域内の企業等に化学物質のリスク管理の重要性について理解してもらうために研修会、説

　明会、相談会等を積極的に行う。

③地域の企業等の事業内容、化学物質の取り扱い状況、管理体制、規則・方針の制定と実施状

　況をアンケー・…トやヒヤリングで把握し、不足している点があれば充実を促す。

④地域の企業等が化学物質のリスク情報をどのように、どの程度入手しているかを把握し、必要

　な情報を企業等に提供する。

⑤化学物質の業務上の必要性を理解して意見や要望を聴くとともに、他の企業等の良い例など

　を伝える。

⑥地域の企業等に、化学物質のリスク関連の情報を自ら開示するよう勧め、リスク低減目標を定

　めて対策をとるように促す。

⑦地域の企業等に、行政や市民団体・地域住民等がリスク管理の協働者であることの認識を促

　す。

⑧地域の企業等が情報開示や化学物質によるリスクの低減あるいはリスクコミュニケーションに努

　力した場合には、表彰や認証マーク、広報誌への掲載等による評価と支援を行うことを考え

　る。

⑨地域内の企業が化学物質管理を強化するために必要な資金に対する補助金、貸付金や税の

　優遇措置等の経済的インセンティブを与える方法を考える。補助金などについては、市民から

　理解をえられにくい場合もあるため、汚染者負担の原則（排出課徴金やス・…一・パー・一ファンドなど）

　に基づく制度の導入も考慮して企業と話し合いを進める。

B．リスクコミュニケーションの促進と支援のために行うとよいこと

①リスクコミュニケーションの重要性、とくに日常的な努力および問題が生じた場合の早い時期か

　らの情報公開やコミュニケーションが重要であることなどを理解してもらうための指導・助言を

　行う。

②地域の企業等が市民団体や地域住民等とのリスクコミュニケーションを行おうとして相談された

　場合、その方法や内容を聴き問題点があった場合には意見を言う。

③関連する基礎的情報を地域の企業等に提供し、要望があれば、企業等のアドバイザーとして

　適切な学者、市民団体関係者、地域で信頼されている人や関心の高い人等を紹介する。

④地域の企業等が行うリスクコミュニケ…一・・ションの会合に参加することを地域の企業や住民等か

　ら求められた場合には、できるだけ参加し、意見の異なるどちらかの味方をするのではなく、冷

　静に話し合うことをすすめ、対立的でない協働関係が生まれるように話す。ただし、企業等の

　代弁者と受け取られないように特に注意する。

⑤会合に参加を求められても参加できない場合には、会合前に参加できない理由を説明し、会

　合後にも関係者から説明を受け、対立を減らすよう適切な助言をする。
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C澗題のある企業等だった場合に行うとよいこと

①脅しや暴力行為などの問題点がある企業の場合、行政の通常業務や担当者の判断に支障を

　与える場合もある。また廃棄物の不法投棄監視など行政だけでは対応できないことには担当

　部署に警察官を配置している。このため、行政の環境担当部署だけでなく・警察などと協力し

　て取り組む必要がある（第4章（26）より）。

②行政担当者による業者への指導怠慢と不法行為の黙認（行政と企業の癒着）をなくすための

　チェック体制の確立が必要である。

4．1・．3企業等による行政とのリスクコミュニケーションの要点

①行政担当者に現在と将来のリスク低減努力を説明する。

②行政担当者に企業等のリスク管理の理解・協力者となってもらえるように、機会を作って地域の

　リスク低減政策に参考となる実際的な関連情報を提供し、要望や提案を伝える。

③行政担当者から化学物質の安全性情報や国および地域行政機関における環境安全対策の

　内容と方向性を聞く。

④行政担当者からアドバイザーとして適切な学者および地域の市民団体等の中心的な人や地

　域で信頼されている人、関心の高い人などを紹介してもらう。

⑤地域住民や市民団体等とのリスクコミュニケ・・一一一ションを行う場合の方法や内容について説明

　し、意見を聞く。必要に応じて会合に出席してもらう。

⑥担当の責任者と実務者とで意見が異なることもあるので、できるだけ両者の意見を聞き・その

　関係をよく知って対応する。

⑦担当部署の立場を理解して意見を聴くとともに、他の行政部局からの別の意見がある場合に

　は、そのことを伝える。

⑧担当の責任者や実務者が代わると方針や意見が変わることがあるので、人事異動時期後に連

　絡を取り、すでに指示を受けたり意見を交換してきた前任者の方針や意見を伝えて新しい方針

　や意見との調整を図る。

4．1．4市民団体等による行政とのりスクコミュニケーションの要点

　行政とのリスクコミュニケーションにおいては、できるだけ以下の点を考えて実施する必要があ

る1ただし、地域の自治体が行う事業（ごみ焼却場、下水処理場など）についてのリスクコミ＝ニケ

ーションについては4．1．5企業等を参考にする。

A．日頃行うとよいこと

①地域の自治体の担当者に市民団体等の活動目的や活動内容等を会報や資料等で伝え、機

　会をつくって説明しておく。

②国、都道府県、市町村の市民相談窓口等をリストアップしておく。
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③取り扱う問題が広い場合にはグルー一…プ分けし、化学物質問題を主に勉強して担当する人を決

　め、その担当者が関連する法令や指導要項等と地域の自治体の担当部署、担当者とその権

　限、提供情報、電話、Fax、　e－mail等をリストし、連絡が取れるようにしておく。

④行政が主催するセミナー－」〈シンポジウムなどにはできるだけ化学物質問題の担当者が参加す

　る。会合の開催情報は中央省庁や地域の自治体のホームページあるいは地域の行政機関の

　支所などで入手する。

⑤地域の自治体が地域内の企業等で使用されている化学物質に対して行っている管理方法の

　指導、およびリスク低減計画などの情報をパンフレット、広報誌、インターネットなどで入手する

　とともに必要に応じて担当部署に直接問い合わせる。

⑥地域の自治体の化学物質管理担当者や地域内の企業等に対してどのようにリスクコミュニケ

　ーションの指導・助言を行っているか情報を収集する。

⑦地域の自治体の審議会や委員会、協議会等に委員として参加し、また、積極的に傍聴する。

⑧自治体によっては、会合へ参加したり、無料で講師を引き受けるシステムを設けているところも

　あるため、関連行政がどのようなサービスを行っているかを調べ、必要に応じて手続きを踏ん

　で利用する。

⑨話し合いをしていた地域の自治体の担当者が異動する際には、引き継ぎが十分に行われるよ

　うに要請する（第4章（12）より）。

B．具体的な問題が生じた場合に行うとよいこと

①地域の自治体や中央省庁がもっていると推定される情報の中から必要な情報をできるだけ具

　体的にあげて書面で開示を求める。必要に応じて情報公開条例等の手続きをする。依頼や手

　続をしても、どうしても必要な情報が得られない場合には、団体の活動に理解のある地元の議

　員や弁護士等に相談し、協力を得る。

②申し入れに行くときはなるべく文書を渡し、手短に要点を伝える。その場で回答が得られない

　場合は、回答期限を相手に決めてもらう。文書等が受けっけられない場合には、いつどういう

　文書なら受け付けられるかを聞く。どうしても受け付けられない場合には書留（必要に応じては

　内容証明付）で郵送するか、協力してくれる弁護士、マスコミ等に相談する。

③市民団体や地域住民等を含めた協議の場を早期に編成することを要求し、参加者を公募する

　ことを求めたり、推薦したり、公開を求める。

④地域の自治体の化学物質管理方法や企業等への指導・助言内容について、問題点を指摘す

　る場合には、具体的な根拠情報を示す。

⑤批判するだけではなく、相手の意見や提案に納得できる点はその旨を伝え、納得できない部

　分ltついては、できるだけ代わりの案を提案し、行政側が考えた代わりの案を明らかにしても

　らい、比較検討の説明を求める。

⑥行政が何らかの新しい対応をするのには、トップの決断と予算が必要であることを理解し、ある
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　期間を設定して話し合う。

⑦行政が説明・利用している化学物質の有害性・危険性情報などがどの情報源からいつ入手し

　たものかを教えてもらう。

⑧環境対策や環境測定結果はどのようになっているのか、どのような考えで測定場所や測定回

　数を選んだのかなどを詳細に聞き、これらが妥当か、行政に都合のよいものになっていないか

　を会員の中または知り合いの専門知識のある人の協力を得て調べ、必要に応じて測定に参加

　する。

C．会合を行う場合に留意するとよいこと

①情報、見解、提案等のリスクメッセージを内容や表現を十分に検討して準備する。

②相互理解や信頼を進めるために重要な参加者の選定や場の設営方法を十分に検討する。

③まず、主催者と参加者がどのような関係と立場であるのか、また会合を持っ主旨が「正しい情

　報を得て、理解と信頼関係を深め、協力して効果的にリスクの低減を図るため」であることを確

　認する。

④できる限り地域の自治体の担当者に参加してもらえるように依頼する。

⑤とくに、自分達の意見を主張したり、相手を攻撃するだけではなく、事実に基づいた冷静な議

　論を心がける。

⑥発言者の立場を明瞭にきき、発言の背景を理解するように心がける。

⑦会合の内容は必要に応じて全員の許可を得てテープなどに記録し、相手だけでなく、自らの

　問題点も謙虚に調べて要点を文章化し、改善を考える。

⑧会合で決定したことは文書に残し、できれば、その内容を参加者に確認する。必要に応じて申

　し合わせ書や覚え書きを作成する。

4．1．5市民団体等による企業等とのリスクコミュニケーションの要点

A．日頃行うとよいこと

①地域の企業等の相談・問い合わせ窓口等の連絡先を地域の自治体や企業等に問い合わせて

　リストアップしておく。ただし、問題によって窓口が異なる場合があるため、企業内の対応部署

　やその権限を把握しておく。

②問題となる化学物質を取り扱っている工場等を地域の自治体に資料要求等をして把握する。

　また、大気や水域への排出量および廃棄物としての移動量に関する情報をPRTR法や情報公

　開法（条例）等を活用して入手する。

③自分達が取り扱う問題が幅広い場合にはグループ分けし、化学物質問題を主に勉強して担当

　する人を決め、その担当者が関連する化学物質の取扱工場や製品のメーカーの窓口担当者

　を調べ、連絡が取れるようにしておく。

④地域の企業等が日頃どのような安全対策を行っているのか、今後どのようなリスク低減計画を
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③発言者の立場を明瞭にきき、発言の背景を理解するように心がける。

⑥会合の内容は必要に応じてテープなどに記録し、相手だけでなく、自らの問題点も謙虚に調

　べて要点を文章化し、改善を考える。

⑦会合で決定したことは文書に残し、できれば、その内容を参加者に確認する。必要に応じて申

　し合わせ書や覚え書きを作成する。

⑧会合後に、協議の場に参加していない地域住民や他の団体にも情報を提供し、意見を求め

　て、リスク低減のための問題点と改善のための提案を考える。

4．1．6市民団体等による地域住民・一般市民等とのコミュニケーションの要点

A．日頃行うとよいこと

①活動の目的や方法を常に柔軟に検討し、どのような分野（化学物質）に焦点　をあて、どのよう

　な活動を行っているかをホームページに載せたり、学習会や座談会などで、多くの市民の理

　解や参加が得られるようにアピールする。

②活動に参加または助言してもらえるような地域の学者、企業人、元企業人、専門知識を持っ学

　生等・または議員や弁護士を捜し、自分達の活動に対する理解や協力を得られるように努力

　する。

③一般市民等がどのような情報を望んでいるのか、またどのような分野の情報を必要としている

　かを把握する。

④会員またはその知り合いの学者、企業人、公務員、学生等の専門知識を持っている人に相談

　し、科学的な情報を一般市民等にわかりやすく伝える方法を考える。

⑤一般市民等は社会制度の問題点だけではなく、被害を減らす身近な方法、より安全な製品の

　選び方、あるいは化学物質の有害性に関するわかりやすい情報などを求めているので、これら

　の要求を満たせるような情報をあらかじめ収集・整理し、ホームページやパンフレットなどで日

　常的に提供し、問い合わせに答えられるようにしておく。

⑥質問、相談、意見などを受け付ける窓口を十分知らせておき、地域の企業等による環境汚染

　や日用品等に含まれる有害化学物質に関する相談があった場合には、できれば関係する地

　域の自治体や企業等の相談窓口、あるいは関係する学者を紹介し、問題を解決するためのア

　ドバイスをする。

⑦地域の自治体や企業等、地域住民・一般市民等をっなぐ場づくりに努力する。

⑧適切な情報や対処方法がわからない場合のために、協力者だけではなく、他の市民団体等や

　専門機関に連絡、相談できるようにe－mailリストや情報源リンク集などを準備しておく。

B．会合を行う場合の留意点

①まず、会合を持つ主旨がr正しい知識を得て、理解と信頼を深め、協力してリスクの低減を促

　進するため」であることを十分に説明して理解してもらう。
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②リスクの考え方について、訓練を受けた人カミ適切でわかりやすい例をあげながら説明する。

③予防的にリスク低減対策をとるように考えるが、不確実な情報を断定的に説明したり、根拠が

　不明な情報から危険が確実に実現するような不安をあおる発言は避ける。とくに、情報源の信

　頼性と情報内容の限界や不確実性についても説明する。

④質問があった場合には、その場でわからないことは期限を決めて情報を収集して返答できるよ

　うに努力する。

⑤重要と思っていることが地域住民や一般市民と異なっていることもあるので、問題の重要性を

　勝手に判断したり、団体の考え方を一方的に押しっけない。

⑥基礎的な事項がわからない人の質問に対しても丁寧に対応する。知識がなく、判断ができな

　いために、不安になって会合に参加し、質問や相談する人が多いことをよく理解して対応す

　る。

⑦基本的知識がなくて話したり、主題と大きく違う話をする一般市民がいた場合にも、手短に基

　礎知識をわかりやすく伝え、本題に戻すような発言をし、後で詳しく説明する。

⑧活動に対する非難などがあった場合は、主張に反論するのではなく、丁寧に、なぜそのような

　判断や主張をしているのかの根拠の説明を求め、後でさらに　詳しく聞き、参考になることは

　謙虚に受け入れ、また自分達の考えやその根拠情報を丁寧に説明し、理解を求める。

⑨参加市民から自分達と異なる意見が出た場合には、その意見の根拠の説明を穏やかに求め

　る。検討に値する部分は謙虚に受け止め、自分達の考えやその根拠になっている情報を丁寧

　に説明し、理解を深める。

⑩会合の内容は必要に応じてテV・・一プなどに記録し、会合の状況を見直し、市民の理解と信頼、

　協力を得る上での問題点や今後の改善策を検討して次の会合に役立てる。

⑪会合後に協議の場に参加していない地域住民や他の市民団体等にも情報を提供し、意見を

　求めて、リスク低減対策を促進するための問題点を検討し、改善のための提案を考える。
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4．2関係者との連携の要点

4．2．1行政機関内および他の行政機関との連携の要点

化学物質の管理やリスクコヤニケーションを行うにあたって・行政機関の各支所洛音曙で方

針や方法が大きく異なっていると、外部とのコミュニケーションの支障となるため・行政のトップの

理解を得るとともに、日常から行政機関の各部署間での連携が重要である。とくに・第4章（1）（2）

でも示したように、行政区境や広域で発生した環境リスクや廃棄物処理など機関委任事務による

環境リスクについては、近隣地域の自治体間や市区町村と都道府県の関連部署などの連携が

不可欠であり、情報交換やコミュニケーションを行うことが重要である。行政担当者に必要な連携

の例をFig．5－6に示し、日頃行うとよいこと、具体的な問題が生じた場合に行うとよいことを以下に

示した。

　また、行政機関間の連携では、国、都道府県、市町村でそれぞれの関連部署と担当者を明確

にし、連携体制を整備することが重要であるため、関連行政機関で必要な連携体制の例をFig・5

－7に示した。なお、小規模の自治体等で、苦情・相談対応部署と環境安全管理部署を一体化し

ている場合にも、担当責任者を決めて育成し、また、都道府県の関連担当部署やその地域支所

および研究所などとも密に連絡し、連携できる体制を整備することが必要である。

A．日頃行うとよいこと

①各地域、各部署が化学物質関連で行っている仕事内容や行政課題、関連する　基礎情報等

　を相互に連絡・把握する。

②他の部署の化学物質関連担当者とその異動を常に相互に連絡・把握する。

③定期的に化学物質関連の部署が集まって情報と意見の交換を行う。

④行政区域をまたがる場合にも速やかに対応できるように、周辺自治体の化学物質関連各部署

　および各部署の担当者を把握し、連携体制をつくる。

⑤先導的な自治体の化学物質関連部署の所掌事項、独自の条例、指導指針、行政計画、取組

　方針等の特徴と相違点などを把握する。

B．具体的な問題が生じた場合に行うとよいこと

①地域で問題が発生した場合には、速やかに行政トップに説明し、関連の各部署が集まって情

　報を交換し、情報公開とリスクコミュニケー・一ションの重要さ　を理解して対応策を早期に検討

　し、実施する。

②他の自治体等で行った同様の問題に対するコミュニケーション事例を早く調査し、学ぶべきこ

　とど、改善すべきことを確認する。

③一旦意思決定した事項であっても、それにこだわらず、新たな科学的知見や社会的状況によ

　って修正を行う可能性があることを組織の共通認識とする。

④会合を行bた後に、状況や結果を各関係部署で話し合う機会を設け、今後の対応と改善方
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行政内部の
他の部署

情報共有と意見交換

会合後の課題と
対応方法の確認

行政トップ

早期の報告・指示

組織の柔軟な対応
今後の課題と

対応方法の確認

行政の主な担当者・部署

国・他の自治体

の関連部署

定期的な惰報交換
独自条例・指導指針・

取組み方針の把握
コミュニケーション事例の調査

Fig．5－6行政機関内および他の行政機関との連携

都道府県・政令市

の事業許認可部局

環境省等の関係省とその地方機関

化学物質管理・

リスクコミュニケーション担当部署等

環境・衛生関連部署
相談・苦情受け付け部署等

都道府県・政令市

の事業実施部局

廃棄物・上下水道

担当部署等

都道府県・政令市の研究所

市町村の環境部局等

環境管理部署
衛生管理部署・保健所

相談・苦情受け付け部署等

市町村の事業部局

廃棄物・上下水道

担当部署等

Fig．5・・－7連携が必要な国、都道府県、市町村の関連部署の例
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法、課題等を確認して、次回の会合で柔軟に改善する。

さらに、行政機関内では、国内外の化学物質規制や化学物質の有害・危険性情報、管轄地域

内での有害・危険物質を含む物品の取扱量を把握したり、また技術的情報、地域住民・市民団

体等からの意見の収集、およびそれらに対する各機関の対応についての情報と意見を交わすな

ど、それぞれの部署と担当者の役割を明確にする必要がある。これら担当部署の具体的役割に

ついては、化学物質管理の中心となる担当部署、リスクコミュニケーションの担当部署として5．体

制整備で詳述した。

4．2．2企業内および他の企業等との連携の要点

A．企業内の関連部署の連携の要点

　各事業所において、環境安全の担当部署・担当者と購買担当部署・担当者、管理対象化学物

質取り扱い工場の責任者、研究・開発の担当部署と担当者等が、国内外の化学物質規制や化

学物質の有害性・危険性についての情報や有害・危険物質を含む物品の取り扱いの有無および

量を把握したり、また技術的情報だけでなく、地域住民・市民団体等からの意見の収集、および

それらに対する事業所の対応についての情報と意見を交わす連携体制の構築など、それぞれの

部署と担当者の役割を明確にし、公表する必要がある12）。連携体制を整備するための例をFig．5－

8に示した。とくに、環境安全（化学物質）管理部門については、今後の育成が必要な担当者・部

署として、化学物質管理の弔心となる担当者・部署、リスクコミュニケーションの担当者・部署の役

割を6体制整備で詳述した。

なお、中小事業所等で、苦情・相談対応部署と環境安全管理部署を一体化したり、工場と研究

開発部署を一体化されている場合にも、それぞれの担当責任者を決め、密に連絡し、親会社や

関係する業界団体とも連携できる体制を整備することが必要である。とくに、経営トップの理解と

基本方針の指示の基に責任体制を確立し、化学物質の安全管理の担当部署やリスクコミュニケ

ーションの担当者を選任・育成して必要な情報を把握し、事業所内の関連部署の連携体制を確

立することが重要である。

B．従業員・取引先・株主等との連携の要点

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　従業員は、地域住民や株主であることもあり、また取引先や株主、金融機関等も共に影響を受

ける仲間であるため、重要なコミュニケ・…一・ションの相手として位置づけ、事実についての十分な情

報を提供する必要がある。とくに、地域住民などとのリスクコミュニケ・一一・一ションの円滑な実施には、

従業員の理解と協力が不可欠であることを認識する必要があるユ3）。従業員、取引先、株主との連

携…の体制をFig．5－9に、留意点を以下に示した。

f

【従業員とのコミュニケーション】
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苦惰・相談対応部署

・マスコミ・市民団体・地域住民等の

苦情・相談を把握

・リスクコミュニケーションの人材育成

・化学物質の取り扱い実態の把握

・環境安全管理の充実・強化

化学物質の使用・管理の

情報提供・回答等の指示

苦情・問い合せ等の伝達

技拳

籠
等等

報情
告報

・化学物質の取り扱い実態の把握

・環境安全管理の充実・強化

開発技術等

の報告

技術開発等の依頼

環境安全　（化学物質　）管理部門

・リスク管理の人材の育成

・国内外の行政情報収集

・化学物質の有害・危険性情報の把握

・化学物質の取り扱い実態の把握

・環境安全管理の充実・強化

・マスコミ・市民団体・地域住民等

専門機関・学者等の情報把握

・リスクコミュニケーションの人材育成

情化

供質

　関

Fig．5－－8　企業内で連携が必要な関連部署の例
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従業員 下請け・取引先 株主

、

教育・研修・指示

ﾓ見・要望聴取

ｦ力

惰報提供
ﾎ策説明・提案

竄｢合せに回答

情報提供
ﾀ績・方針説明

竄｢合せに回答

企業等

Fig．5－9　企業等と従業員・下請け・取引先・株主等との関係
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①従業員にリスクの考え方と取扱品の有害性・危険性や取り扱い方法についての教育・研修、指

　示等を繰り返し徹底する。

②従業員に企業等が行っている環境安全対策や地域住民とのリスクコミュニケーションの努力を

　知らせ、協力を依頼し、要望や意見を聴いて改善する。

③従業員から地域住民の心配ごと等を聞き、企業の対応を伝えて協力を求める・

【下請業者や取引先等とのコミュニケーション】

①下請業者や取引先等には必ず化学物質等の安全データシート（MSDS）や緊急時連絡カード（イ

　エロー．一カード）等を渡し、問い合わせ先を確実に伝える。

②系列会社、下請業者、取引先等から化学物質の安全管理に関係した問い合わせがあった場

　合には明確かっ迅速に対応し、必要に応じて化学物質を含む製　品等の取り扱い上の注意

　事項等を特別に説明する。

③系列会社、下請業者、取引先等にはできるだけ同一歩調での環境安全対策などを実施するよ

　う提案し、協力する。

【株主等とのコミュニケーション】

①株主・銀行等には、環境保全上の問題点と改善の目標、前年度からの努力によって改善され

　た点、翌年度の環境安全対策の方針などを明確に伝える。

②株主・銀行等からの問い合わせには「事実」を伝え、前向きに対応するように広報担当者や総

　務担当者に徹底する。

4．2．3t s民団体間の連携の要点

　行政や企業等の考えを市民団体等の考えに近づけるためには、多くの人や団体が意見を提

出することが最も効果的であることを理解し、他の関連市民団体等と連携して活動を展開してい

くことが必要である。そのためには、日常的に情報、意見を交換することで、お互いの活動を理

解しなければならない。特に、小規模の団体は他の団体との協力体制が必要になる。他の市民

団体等との連携における留意点を以下に示し、連携の例をFig．5－10に示した。

①インターネットなどで関連しそうな団体の活動目的、活動内容、連絡先などを知っておき、協力

　できそうなところに連携を働きかける。

②お互いに持っている情報源や協力してもらえる学者、行政官、議員、弁護士、マスコミ関係者

　等の人脈を知らせ合うようにする。

③団体の活動目的や所属している人の本職や所属している目的によって一緒に活動できる事項

　とできない事項を明確にして協力計画を立てる。

④団体間で意見の相違があった場合は、相互に相手を尊重し、絶対に他の団体の活動内容を
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Fig5－10　市民団体間での連携
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　非難せず、また、連携を放棄せず、理解し合えるまで何度か話　し合う。

⑤自分達が要求したり主催して開く会合を知らせ、参加や協力を求める。

⑥地域の自治体や企業等が主催するセミナーや勉強会などに参加し、その内容を関連する市

　民団体等に知らせる。

⑦共通の関心がある問題にっいて合同で座談会・シンポジウムなどを開く。

42．4専門的な知識を持つ学者等との連携の要点

科学的な知識や最新の専門的情報、または行政施策に対する適切な助言を得るためには・以

下の点を考慮して関係する研究を行っている学者と連携する必要がある。関係図をFig．5－11に

示した。

①環境関連学会・協会などに問い合わせたり、関連資料を入手して、広い視野を持ち・行政に

　合わせるだけでなく、厳しい批判もしてもらえ、他の学者も紹介してもらえるような学者を探し・

　連絡できるようにしておく。必要に応　じてアドバイザーを依頼し、提供情報のチェックおよび

　コミュニケーション結果の評価や改善方法などのアドバイスを受ける。

②学者は特定分野の知識や情報に詳しいので、新しい情報や具体的な数値とその背景や意義

　についての情報を得る。また、自分達の持っている情報を提供し、その妥当性やコミュニケー

　ション方法にっいての意見をきく。

③学者は自分の研究結果や自分の得意な専門分野からの意見を述べることが多く、また、一部

　に特定の企業や市民団体等の立場に偏った意見を述べている場合もあるので、関連分野で

　意見の異なる学者を調べ、必要に応じて他の学者の意見や他の分野の情報を伝え、提供され・

　た情報や意見の適用範囲や課題などについての見解を聞く。とくに、行政に都合の悪い意見

　にっいても十分な情報を得る。

④学者と言われる人でも対象になっている問題にっいてはわずかしか経験や情報を持っていな

　い人が個人の価値観で発言していることがあるので、その人の専門分野と経験、持っている情

　報量、学者間でめ信頼度などを他の学者か　ら聞き、聞いたことを冷静に判断する。

⑤学者にリスクコミュニケーションのための会合などに参加してもらう時には、自分達の意見を支

　援してもらうのではなく、参加者が情報と意見を出し合い、対立的でない協働関係ができるよう

　に誘導してもらう。

4．2．5マスコミとの連携の要点　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

　第2章より、一般市民や市民団体等は、新聞、　．バラジオ等のマスコミから情報を得ている

ことが多いので、マスコミとの関係は極めて重要である。

　一方で、マスコミは、科学的事実よりもセンセーショナルな事件などリスクを強調する報道をし

やすく、それが人々のリスク認知に影響を与えている。一方で、情報を取捨選択して伝達し、社
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会的関心を高め、注意を促す役割をも担っている。これらの効果に留意して、情報媒体源として

活用することも重要である。

　そこで、マスコミとの関係においては、マスコミには、ある出来事や情報を伝えて「社会的関心

を高め、注意を促す役割」と、正確な情報や多方面の意見を伝えて「国民の理解のレベルを向上

させる役割」との二面があるため、その都度どちらに重点があるのかを区別し・以下の点を考慮し

て良い関係を築く必要がある。関係図をFig．5－12に示した。

①訓練を受けた人か、その人のアドバイスを受けた人が対応する。また、同じ問題にはできる限り

　同じ人が続けて対応する。

②まず、事実を整理した資料を配布し、正確にわかりやすく説明する。ただし、行政に都合のよ

　い点のみでなく、記者の疑問に誠実に答え、課題や今後の対応の方向性についても伝える。

③関連情報や行政の取り組みについてもなるべく文書で記者に提供できるように準備しておく。

　予め質問と回答を考えておくが、予想外の質問があっても、わかる範囲で前向きな回答をし・

　必要に応じて後で追加の回答をする。

④ニュース記者は1他社との競争等があり、短い時間に興味のある部分のみを強調して報道する

　ことがあるので注意し、関係者の対決を強めずに問題の本質的解決のきっかけになる記事が

　できるように話し、また要望する。　　p

⑤時間をかけて企画、取材する記者には、行政の立場を説明するだけでなく、問題の本質的な

　解決に役立つことを提案し、できるだけ多くの関連情報を提供し、事実を正確に分りやすく説

　明する。

⑥報道の重点の置き方は報道先の判断に任されるが、新聞や雑誌の場合には、用語、数値、名

　称など「事実に明らかな誤りがないことだけ」は、できれば事前にチェックさせてもらう。

⑦テレビなどでは事前に誤りのチェックをすることが困難であるので、取材時の発言や提供情報

　はできるだけテープをとったり、文書化しておく。

⑧明らか｝t誤った報道があった場合には、直ちに訂正等を申し入れる。　　、

⑨関連したマスコミ報道があった場合には、情報源を調べ、連絡をとって、より正確で十分な情

　報を収集する。
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Fig．5・一一1　1学者との関係
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情報提供

市民意識・問題事項の把握

情報源の調査・惰報の把握

Fig．5－12マスコミとの関係
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5．リスクコミュニケーションに必要な体制整備

第2章（3）および第3章（1）では、行政・企業等による迅速な情報提供と有害性確認の不足が指

摘され、このため第2章（9）では有害・危険性情報の把握と情報公開の窓口となる専門担当部署、

市民との円滑なリスクコミュニケーションを進めるための担当者などの必要性があることを指摘し

た。また第4章（1）、（2）でも、対応の遅れが深刻な事態を招いたため、市民からの苦情・要望に迅

速に対応するための体制整備の必要性が明らかとなった。

そこで、Fig5－13に示したように、トップの理解と基本方針の指示のもとに、責任体制を確立し、

化学物質の安全管理の担当部署やリスクコミュニケーションの担当者を選任・育成して必要な情

報を把握するための体制整備を示すこととした。

環境リスク管理には、幅広い専門知識と情報をもとにした総合的判断力が必要であり、関係部

署と連携のとれる専門部署を設け、幅広い専門知識と総合的判断力を持った人材を育成するこ

とが必要である。このためFig．5－－1に示した本ガイドの構成では、体制整備を平常時における行政

・企業等の取り組みと位置づけている。

　しかしながら、問題発生時の緊急的な場合にも不可欠な体制整備もあり、また小規模な市町村

（企業の場合：小規模な事業所）で専任の担当部署設置が困難な場合などもあるため、これらを

想定したstep1：最重要項目、およびstep2：必要項目に分類することとした。

5．1行政・企業に必要なリスクコミュニケーションの体制整備

5．1．1化学物質管理の中心となる担当部暑や担当者の決定と強化

A．行政の化学物質管理担当部署（担当者）の役割

管轄地域内の企業等および自動車や家庭等の非点源からの化学物質の大気、水域、土壌へ

の排出量および廃棄物としての移動量を把握し、それらの削減政策を決定して推進し、市民の

安全と安心を得るために、化学物質管理の担当部署（担当者）を決め、Fig．5－－14に示すように基本

知識や関連部署との連携を進める必要がある。また、これらの教育、訓練には行政内研修の他

に、講演会や学会、研究会等への参加、適切な大学や研究機関等への派遣等も有効である。

また、これらの知識や判断力の育成には時間がかかるので、短期間に配置換え（異動）をしない

ことが重要である（第4章（12）参照）。担当者が変わっても継続した対応ができるように、情報の整

理、保管や記録、および引き継ぎをしっかりとすることが必要である。

step1：最重要項目

①行政（経営）トップをはじめ、組織全体に環：境安全政策全体の内容にっいて、定期的にまたは

　迅速に報告し、必要な経費や人員にっいて理解と了承を得る。

②関係部署、関係者間の文書（メール）による環境安全情報の伝達と収集のシステムを確立する。

③管轄地域の環境汚染実態を把握し、公開する。

④管轄地域内の事業所の事故時の対策と緊急時の指揮体制を明確にし、定期的な確認を各部

　署が連携・協力して行う。
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step2：必要項目

①国内外の化学物質関連の法令や制度とその拡充の方向の情報を把握し、公開する。また、法

　令の運用を工夫すれば対応できることの範囲、できないことの理由や今後の課題等を分類、整

　理し、関係者で理解を進めておく。

②化学物質の有害性と危険性の情報を把握し、公開する。

③化学物質の有害性と危険性、およびその管理の必要性にっいて関係者の教育・研修方法の

　充実を計画し、実施する。

④管轄地域内の事業所が取り扱っている化学物質の種類と量、用途、使用場所、排出量、移動

　量などを把握し、事業所ごと、物質ごとに整理する。

⑤管轄地域内の事業所の管理対象物質の使用量削減、環境への排出管理目標量および廃棄

　物の削減目標量を聴き、適切な対策を要請し、実施状況を調べる。

⑥市民団体や地域住民等に関係情報を提供して施策を説明する。問題が起こった場合には、見

　解や提案を示し、意見等を聴き、必要に応じて会合を開く。

B．企業の化学物質管理担当部署（担当者）の役割

　通常操業時だけでなく、定期点検・補修時等（非定常時）を含めた化学物質の大気、水域、土

壌への排出量および廃棄物としての事業所外への移動量の把握とそれらの削減対策の選定や

評価を行ったり、事故発生の予防と事故時の情報伝達や事後処理対策等を推進するために、化

学物質の環境安全管理担当部署（担当者）を決め、ISOの環境マネージメント（JIS　Q14000シリー

ズ）の指針等とあわせて、Fig．5－15に示すような役割を明確にすると良い。

step1：最重要項目

①経営トップを含む組織に環境安全管理計画全体の内容にっいて定期的にまたは迅速に報告

　し、必要な経費や人員について理解と了承を得る。

②事業所内の各部署で管理対象化学物質を含む物品を確認し、それらを取り扱っている部署の

　化学物質の管理責任者と担当者を決める。

③関係部署、関係者間の文書（メール）による環：境安全情報の伝達と収集のシステムを確立する。

④事業所が取り扱っている化学物質の種類と量、用途、使用場所を把握し、管理対象物質を決

　定し、関係者に説明する

⑤従業員に取扱品の有害性・危険性および排出実態を知らせ、適切な取り扱いや管理の方法

　についての教育・研修方法の充実を計画し、実施する。

⑥各取り扱い部署での点検・補修時の管理対象物質の排出量を把握し、その削減対策の実施

　状況をチェックする。

⑦管理対象物質の使用量削減、環境への排出管理目標量および廃棄物の削減目標量を関係

　者と議論して決定する。

⑧防災対策、事故時対策と緊急時の指揮体制を明確にし、定期的な確認、訓練を各部署に義
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Fig．5－14　行政の化学物質管理担当者の役割
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Fig．5－1　5　企業の化学物質管理担当者の役割
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　務付ける。

step2：必要項目

①国内外の化学物質関連の法令や制度とその拡充の方向の情報を把握する。

②化学物質の有害性と危険性の情報を把握する。

③化学物質の有害性と危険性とその管理の必要性にっいて、各部署の管理責任者の教育・研

　修方法の充実を計画し、実施する。

④非定常作業（点検修理、清掃などの保全作業など）に対する臨時作業員を含めた安全管理体

　制を充実する。

⑤具体的な削減対策の実施を関係者に要請し、その実施状況をチェックする。

5．1．2化学物質管理の担当者のもつべき基本知識

①化学物質の名称や構造

②毒性の種類や強度の表し方、および引火・爆発性の表し方

③科学的リスクの求め方およびリスクの認知の特徴

④国や周辺自治体等が行った環境測定結果

⑤排ガス・排水・廃棄物の一般的な処理技術と代替物質や代替技術の特徴

⑥環境保全関係、情報公開関係、土地利用・都市計画関係の法体系と特徴

⑦国、各地方自治体および諸外国における化学物質管理の法令と制度

⑧関連企業・業界団体とそこから出されている関係の情報・方針等

⑨環境保全や化学物質管理等に関連した学会、協会、大学、研究所の特徴と主要な学者

⑩企業等での取り扱い化学物質とそのリスク低減対策の全体像

⑪他の自治体等1企業等ノで採用されているリスク低減対策と自らの対策との比較

5．1．3化学物質の国内外の規制等と有害性・危険性情報の把握

　化学物質のリスク管理の担当部署・担当者は、以下のような、国、各地方自治体および国際的

な化学物質の規制や指導の現状と近い将来の動向を把握するとともに、化学物質の有害性と危

険性や対策技術に関する情報を的確に把握し、定期的に更新し、行政内部の情報伝達・連携体

制の整備を行う必要がある。

　具体的な情報源としては、中央省庁や他の自治体、関連業界団体、および地域の企業や市

民団体等から日常的に提供される情報の他に、単行本、新聞、一般雑誌、業界誌、学会誌、研

究会誌、インター一・ネットなどがある。とくに、今後はインターネット情報を活用することが有効であ

る。

①国および周辺自治体や先進的な自治体での化学物質の規制や指導指針等の現状、および改

　訂・新設のための諸会議の検討事項をインタS・一一・・ネット情報やリンク集などで定期的に入手す
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　る。

②外国および国際機関での規制やガイドライン等の現状と改訂・新設のための諸会議の検討事

　項をインターネット情報やリンク　集などで定期的に入手する。

③有害性や危険性について、情報源と情報入手方法をリストしておく。

④信頼度の高い評価をされた有害性や危険性についての公認情報と信頼度の不明確な情報と

　は明確に区別して取り扱い、リストしておく。

⑤管轄地域内の企業および日本全体1企業等の揚●二類似二企業や業界全体ノでの化学物質の

　排出実態と化学物質対策の実態をPRTRデv－・一・タなどを整理して把握する。

⑥自動車や病院、家庭等（非点源）からの化学物質の排出実態をPRTRデータなどを整理して把

　握する

⑦管轄地域だけでなく、周辺自治体や全国の環境汚染状況を把握し、評価する。

　1企業等の場●／事業所周辺の環境汚染実態を自治体の公開データと独自測定から把握す

　る。

⑧入手情報を利用しやすく分類、整理し、行政内部の関係者全員に説明し、利用を促す。

5．1．4化学物質の取扱実態の把握

A．行政による管轄地域内の化学物質の取り扱い実態の把握

　管轄地域内で取り扱われていると考えられる化学物質の種類と取り扱い方法、取扱量、環境

への排出量と廃棄物や製品としての移動量およびリスク低減対策にっいて定期的に調査し、そ

れらの情報の公開と利用方法を明確にしておく必要がある。また、化学物質等安全データシLト

（MSDS、製品安全データシートともいう）に記載されている情報やその他の有害性と危険性および

関連する物性値等に関する基礎情報を的確に把握し、定期的に確認、更新する必要がある。

　独自に情報把握ができない小規模の自治体は、国および都道府県の担当部署の問い合わせ

先を明確にして、定期的に情報を得るとよい。とくに、PRTR報告情報を利用するとともに、地域独

自の化学物質の情報把握を進める必要がある。

①従来の大気汚染、水質汚濁、危険物等の環境関連の規制の対象工場、貯蔵施設や輸送施
　　　　　　　　　　　　　　　　　N設、その他の企業等のリスト等を参考に、地域内の化学物質を取り扱っている可能性がありうる

すべての企業等のリストを作成し、そのうち、常時雇用従業員数が21人以上と20人以下に分け

て企業等を業種別に分類、整理する。

②国が政令で定めたPRTRとMSDSの対象物質の他に、地域で特に取扱量が多いと推定される物

質、地域住民等からの不安や要求がある物質、あるいは国際的に管理が求められている物質

等とそれらの有害性、危険情報を検討して、管理の対象とすべき化学物質を選定する。

③全ての対象企業等または業種ごと、規模ごとに一一’部を抽出し、管理対象化学物質の取り扱い

の有無と量をアンケー・…一・ト調査する。
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④PRTR対象物質を含む管理対象物質にっいての年間の排出量と移動量だけでなく、取扱量、

貯蔵量、取り扱い方法等の関連情報の報告を求める。

⑤化学物質の排出量や移動量を削減するために管轄地域の企業で行われている対策技術とそ

の効果、および今後の改善計画等にっいて届出資料をもとに調査、整理し、必要に応じてヒヤ

リング調査やアンケート調査を行う。

⑥以上の調査結果を業種別、規模別、地区別、物質別等に集計し、行政部署内で利用しやす

い形、および公開できる形に整理して、できる限り公開する。

B．企業等による化学物質の取り扱い実態の把握

　「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律」（通称：PR

TR法または化学物質管理促進法）の施行やISO14001による環境マネジメントの実施等に伴っ

て、各事業所で化学物質の取り扱い実態の把握と管理体制の充実を進める必要性が高まってい

る。Fig．5－16を参考に、以下の手順で行うとよい。

①化学物質が含まれると推定される購入物品については、購入先に化学物質等安全データシー

　ト（MSDS）を要求する。

②MSDSなどが入手できない場合、または記載が不十分な場合には、販売企業や提供企業に問

　い合わせ、それでも不明な場合には関係業界団体あるいは（社）日本化学工業協会（化学製品

　情報データベースhttp：／／www．nikkakyo．org．jp／）に問い合わせる。

③MSDS、説明書、表示ラベル、その他の情報から事業所内での取り扱い化学物質の種類と受け

　入れ量を把握し、一覧表を作成する。

④化学物質を合成している場合には、副生物・不純物を含めて取扱物質の種類と量を把握す

　る。

⑤含有物質が国や地方自治体の規制・指導およびPRTRとMSDSの対象物質か、あるいは国際的

　なガイドライン等の対象物質か、対象物質でないものでも有　害性・危険性の高い疑いがある

　かを判定し、管理対象物質を決める。

⑥少量で多種類の物質を扱う試験研究所を含め、各部署の責任者が取扱物品のうち、管理対

　象物質を含む物品を特定し、取り扱い場所と取扱量を報告する。

⑦管理対象物質を含む物品の入手先、入手量、入手年月日、取り扱い場所と取扱量を常時把

　握、整理し、利用しやすい一覧表等にする。

⑧上記の①～⑥を定期的に見直す。

5．1，5リスクコミュ＝ケーション担当者の選任と育成

リスクコミュニケ・一…ションを行う担当者は、専門的な知識を持ち、かっ広い視野とコミュニケーシ

ョン技術をもって以下の役割を果たせる人材を複数育成し、Fig．5“17に示すような体制を整備す
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MSDS等による取り扱い物質の調査

PRTR・MSDS対象物質を含む管理対象物質の選定

　　　　i
@　　　…
ﾜ＿＿＿エ＿＿｝

管理対象物質を含む物品の特定

管理対象物質を含む物品の取り扱い場所・量の把握

管理対象物質を含む物品の受け入れ・製造・副生状況の常時把握

Fig．　5－1　6　企業による化学物質の取り扱い実態の把握
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ることが必要である。なお、環境関連部署の責任者も同様の教育、研修、訓練を受けるとよい。と

くに行政については、専門の担当者のみでなく全ての職員がコミュニケーションの基本を理解し

ておくことも重要である。また、コミュニケーション時の情報の伝達は、話しての態度や服装など

言葉によらない情報から受け取っているとされるため、きちんとした服装や、女性の方が献身的

で正直な印象を与えるなど非言語コミュニケーションも重要である14）。

中小規模の自治体や企業の場合は、困難な場合もあるため、国や都道府県が積極的に推進を

支援することが求められている。また、このような人材の育成には、行政内・企業内の教育・訓練

だけではなく、学会や協会あるいは企業等（行政）や市民団体等で開催されるセミナー等に参加

することも有効である。

A．リスクコミュニケーション担当者の組織内部での役割

了共逓項百ノ

①化学物質についての多くの法令を理解し、独自に工夫すれば対応できることの範囲、できない

　ことの理由や今後の課題等を分類、整理しておく。

②自己および他の自治体や企業等でのリスクコミュニケーションの失敗事例と成功事例の情報を

　把握して整理し、関係部署に伝える。

③本ガイド等を参考にリスクコミュニケーションのマニュアルを作成し、行政内部の関係部署の担

　当者にリスクコミュニケーションの重要性と基本的考え方を説明する。

④日常的な苦情や相談を受け付けるすべての部署との連絡を密にして、市民団体や地域住民

　等の不安や不満を把握しておく。

⑤新しい事業を行ったり事業を拡大する場合、および問題が指摘された場合には、早い段階か

　らコミュニケーションを準備する。

⑥公表すべき情報の範囲と公表できない情報を関係者と相談して分類、整理し、公表できない

　情報については、その理由を明確に説明する方法を考えておく。

⑦地外部から得られた情報や意見、提案等を関係部署や責任者へ伝達し、意見や情報を求め

　る。

⑧提供する情報、見解、提案等のメッセージの案や他からのメッセージに対する回答案を作成

　し、関係部署の意見を聞く。

1企業等の揚●ノ

①化学物質の有害性や危険性の情報、環境モニタリングの結果、事故事例等の基礎情報を収

　集して分類、整理し、誰もが利用できるようにしておく。

②化学物質の有害性・危険性情報の把握担当者および環境安全管理担当者と密接な連携をと

　り、事業所内での化学物質の取り扱い状況、環境への排出量や廃棄物としての移動量（PRTR

　情報）とその削減計画などを理解する。

③事業所内および下請け企業等が取り扱う化学物質について、有害性・危険性や取り扱い注意
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　事項、事故時対策などを把握し、従業員に伝えるとともに従　業員からの意見や要望を聴く。

④事業所から出荷される製品を輸送、貯蔵、使用する取引先や関連会社に対して、有害性や危

　険性および取り扱い注意事項を伝え、意見や要望を聴く。

B．リスクコミュニケーション担当者の外部に対する役割

①1行政の揚●才化学物質の地域内での取り扱い状況、有害性や危険性情報、環境モニタリン

　グ結果、事故事例等の基礎情報を収集して分類、整理し、誰もが利用できるようにして公開す

　る。

②日常的に地域の自治会や市民団体等の責任者、地域で信頼されている人や関心の高い知識

　人、地域企業の担当者1行政担当知者ノを把握し、情報や意見を集めて整理し、問題があれば

　対応方法を立案する。

③必要なときににアドバイスを受けることのできる学者や地域で信頼されている人および関心の

　高い知識人を調べ、できればアドバイザー組織を設置する。

④提供する説明書、意見書、情報等の案や他からの質問や意見に対する回答書案を作成し、ア

　ドバイザ・一一一一等によるチェックや評価を受け、修正する。

⑤リスクコミュニケーションの会合を計画し、内部からの参加者や司会者を決め、関係者に広く案

　内する。

⑥自ら計画した地域の市民団体等や住民、企業等の担当者1存攻担当者ノおよび地域外の市民

　団体等との会合に参加し、情報と意見の交換や協議等を行う。

⑦地域の市民団体や一般住民、企業等1行政ノが行う関連のある問題にっいての会合に積極的

　に参加し、意見や情報を交換する。

⑧リスクコミュニケーションの効果を評価し、改善方法を立案する。

C．リスクコミュニケーション担当者に求められる知識・能力

①化学物質の有害性についての基本用語、基本知識を理解している。

②化学物質に関連した法令と地域の環境安全政策を理解している。

③化学物質の科学的なリスクの推計方法を知っている。

④地域の環境汚染とPRTR報告情報の概況と問題点を知っている。

⑤管轄地域内の環境測定結果の概要と問題の地域や物質を知っている。

⑥自らの自治体で行っているか、他の自治体で行っている様々な環境安全対策を理解してい

る。

⑦現在、事業所等で採用されているリスク低減技術とその基本原理を理解している。

⑧上記の事項にっいて分りやすい絵や言葉で説明できる。

⑨相手の話をよく聴き、断定的でなく意見が言え、対話できる。

⑩地域の人や他の関係者と日常的に明るく交流できる。
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リスクコミュニケーション手法の基本の習得

リスクコミュニケーション事例・ツールの収集

事業所の化学物質の取り扱い状況・

排出・移動状況・削減計画状況の理解

苦情・相談からの不安・不信の把握

開示・非開示の情報の分類・整理

・化学物質関連情報の整理・提供

・マニュアル等の作成と説明

・開示する情報や説明・回答書の原案

の作成と関係部署や責任者との相談
・外部からの苦情・相談や意見・提案等

の関連部署への伝達と意見聴取
・従業員や取引先・下請け等の教育

と意見聴取

・市民団体・地域住民等との日常から

の定期的な交流
・学者やアドバイザー組織への相談・

意見の交換
・業界団体・マスコミとの情報・意見交

・会合の計画・案内と参加者の決定

・会合での説明や情報・意見の交換

・リスクコミュニケーション効果の評価

Fig．5－－1　7　リスクコミュニケーション担当者の役割
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⑪マスコミや学者等との対応方法を理解している。

　1行政の揚合ノ②について、化学物質に関連した法令の内容とその運用の巾を理解し、行政

内部の関連部署を把握することが重要である。また、④の詳細として、管轄地域の地区ごと、企

業ごと、物質ごとの取り扱い状況、環境への排出量と廃棄物としての移動量（PRTR情報）等の概

要と問題点を理解していることも重要である。

　1企業の揚●ノ自らの企業の事業内容や危険性とすべての管理対象化学物質の取り扱い場

所、排出量、廃棄物としての移動量を理解していることも重要である。

D．リスクコミュニケーション担当者の育成に必要な事項

①今までの業務の経験や性格を評価して人材を選んで配置する。できれば女性の方が相手に

　威圧感がなくてよい。

②職員研修でリスクコミュニケーションのプログラムを実施する。

③訓練用ビデオの利用、模擬対話、実際の各種のコミュニケーションの場への参加などによって

　訓練を行う。

④教育・訓練には時間がかかるので、短期間に配置換え（異動）をしないようにする。

⑤に示したような関連組織間の人材育成や情報収集についての連携体制を組み、担当者が異

　動してもフォローアップできるようにする。また、できるだけ短期間に必要な知識を習得できる

　研修体制をつくる。

5．2市民団体に必要なリスクコミュニケーションの体制整備

5．2．1化学物質問題についてのコミュニケーション担当者の選任・育成

　市民団体等が行政や企業等の化学物質のリスク管理における問題点を指摘し、提案や討論を

するためには、いかに適切な情報をたくさん収集し、幅広い知識や総合的判断力をもつことがで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　lx　w゜’
きるかが極めて重要である。そのためには関係者との連携や議論のできる知識をもった担当者を

決めて育成することが必要である。

　たとえば、会員の中から基本的な知識や総合的な判断力と表現力をもっている担当者を選任

するか、または化学の基本的な知識をもち、意欲的で対話と交渉に適した会員を選び、以下のよ

うな項目について勉強してもらったり、訓練してもらうとよい。

　なお、これらをすべて習得することはなかなか難しいので、それぞれの団体で重要な事項を選

んだり、他の市民団体等と分担、連携することも重要である。

　また、これらの知識や情報については、Table5－3、　Table5－－4、　Table5－5に示した中央省庁と関

連団体、学会や研究会、およびTable5－6の化学物質問題に全国的な取り組みをしている市民団

体等のホームページなどからの情報が参考になる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｝

一229．



第5章化学物質のリスクコミュニケーション手法ガイドの提案

A．担当者が学ぶべき基礎知識

①化学物質の名称や構造の意味

②毒性の種類や強度の表し方、および引火・爆発性の表し方

③科学的リスクの求め方の基礎およびリスクの感じ方の特徴

④環境保全関係、情報公開関係等の法律や条令と特徴

⑤排ガス・排水・廃棄物の一般的な処理技術の原理と特徴

⑥他の代表的な市民団体等での化学物質問題への取り組み状況と持っている基礎情報、過去

　の活動状況と今後の予定

⑦諸外国と日本政府や地方自治体で行っている化学物質対策の制度等の動向

⑧環境保全などに関連した大学、研究所、協会、学会とそれらの特徴

⑨化学物質の有害性、危険性について使いやすい情報源や法令、その他関係情報の入手方法

B．コミュニケーションに必要な訓練事項

①上記の事項について分りやすい言葉で、具体的な例を挙げて説明できる。

②地域の人や企業等の担当者と日常的に明るく交流できる。

③問題となるリスクについてのわかりやすい絵などを作れる。

④マスコミや学者との対応方法を理解している。

⑤相手の話をよく聞き、断定的でなく自分たちの意見が言える。

なお、これらの知識や技術を得るためには、本、インターネット、講演会などで勉強することのほ

か、大学の聴講生や研究生等なって勉強することも有効である。また行政にこのようなことを学ぶ

講習会を開いてもらうことを求めるのもよい。

5．2．2地域住民、一般市民の要望、意見等の収集と情報伝達体制の整備

　市民団体等に望まれていることとして、地域住民または一般市民の不安事項、要望、意見等を

収集し、各主体へ正しく、よりわかりやすく伝えることがある。そのためには、意見や要望情報の

受付窓口など広く知らせておき、外部からの情報を受け付けて整理するとともに、それらを公開

する体制を整備することが重要である。

　なお、これらの伝達は、地域住民や一般市民だけでなく、関連する市民団体等や行政機関お

よび企業等に対しても同様に行うど効果的である。

A．意見や要望情報の収集方法

　地域住民や一般市民の要望、意見は以下のような手段で収集することになる。ただし、電話で

の情報収集は、常時または定期的に担当者がいる場合以外は困難である。また、これらの連絡

先は、団体のホームページをはじめとして、会報やチラシなどを通して、広く伝えるとよい。

①電話
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②FAX

③E－mail

④座談会、講座、討論会など

⑤アンケート、ヒアリングなど

B．日常的な情報伝達方法

　地域住民や一般市民に、自らの団体の目的、活動内容と資金等を明らかにして、関連する情

報や意見、提案を伝達したり、求めたりするには以下のような手段になる。

①会報やニュースの配布

②ホV・・…ムページ等での情報提供、伝達（他団体のリンク集を含む）

③E－mailリスト（ネットワーク）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，

④座談会、講座、討論会など
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Table5－3　国内の代表的な化学物質に関わる主要法律と主務官庁

法律名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主務官庁

化学物質の離及び製造などの規制に関する辮環境省・繍麟省・厚生労鮪

特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律

（PRTR法または化学物質管理促進法）

環境基本法

水質汚濁防止法

大気汚染防止法

悪臭防止法

水道法

下水道法

海洋汚染及び海上災害防止に関する法律

農薬取締法

食品衛生法

毒物及び劇物取締法（毒劇法）

有害物質を有する家庭用品の規制に関する法律

廃棄物の処理及び清掃に関する法律（廃棄物処理法・廃掃）

労働安全衛生法

消防法

環境省、経済産業省

　環境省

　環境省

　環境省

　環境省

　厚生労働省

　国土交通省

　国土交通省

　環境省、農林水産省

　農林水産省

　厚生労働省

　厚生労働省

環境省

　　厚生労働省

　　総務1‘”N消　庁

Table5－4　主な行政機関と関係団体のホームペt・一一ジ

環境省

経済産業省

厚生労働省

農林水産省

国土交通省

消防庁

国立医薬品食品衛生研究所

（独）国立環境研究所

（独）産業技術総合研究所

（独）製品評価技術基盤機構

（社）日本化学工業協会

　　　　http：／／www．env．go．jp／

　　　　http：／／www．metijgo．jp／

　　　　http：／／www．mhlw．go．jp／

　　　　http：／／vv・ww．maff．　go．jp／

　　　　http：／／www．mlit．go．jp／

　　　　http：／／ww．fdma．go，jp／

　　　　http：／／www．nihs．go．jp／index－・j．html

http：／／www．nies．go．jp／index－j．html

http：／／www．aist．go．jp／NIRE／index」j．htm

http：／／www．safe．nit　e，go．jp／japan／indexj．html

http：／／www．jcia－net．or．jp／jcia／frame1．html

（社）日本化学物質安全情報センタku　http：／／www．jetoc．or．jp／

（社）環境情報科学センター　　　　http：／／www．ceis－－jp．org／

（財）ヒ愚物　評　研究　構　　　　　　　　htt：／／www．cerii，or，’／ceri“／index’．shtml
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Table5－5　主な環境　係および化学関係の学会・研究会等のホームページ

（社）日本水環境学会

（社）大気環境学会

廃棄物学会

日本環境化学会

日本環境学会

（社）日本建築学会

室内環境学会

日本内分泌i撹乱化学物質学会

日本環境毒性学会

日本リスク研究学会

（社）日本化学会

http：／／wuw．jswe．or．jp／

http：／／133．38．141．198／junkan／taikikan／main．htm

http：／／wwwsoc．nii．ac．jp／jswme／

http：／／wwwsoc．nii．ac．jp／jec／

http：／／www．ne．jp／asahi／jaes／temp／jaesO1．htm

http：／／www．aij．or．jp／

http：／／wwwsoc．nii．ac．jp／siej／

http：／／wwwsoc．nii．ac．jp／jsedr／

http：／／www．systemso丘．ne．jp／aqin／jetindex．html

http：／／ecopolis．sk．tsukuba，ac。jp／～srajapan／

htt：／／www．chemistr．or．’／

Table5－6　化学物質問題に取り組んでいる主な市民団体等のホームページ

エコケミストリー研究会　　　　　　http：／／env．safetyeng．bsk．ynu．ac．jp／ecochemi／

化学物質問題市民研究会　　　　http：／／www．ne．jp／asahi／kagaku／pico／

化学物質過敏症支援センター　　　http：／／homepage2．nifty．com／cs－center／

シックハウスを考える会　　　　　　http：／／www．sickhouse－sa．com／

ストツプ・フロン全国連絡会http：／／www4．plala．or．jp／JASON／

ダイォキシン・環境ホルモン対策国民会議　　http：／／pws．prserv．net／jpinet、kokumin／

環境ホルモン全国市民団体テーブルhttp：／／www．jca．apc．org／noenbi／

反農薬東京グループ　　　　　　　http：／／www．top．or．jp／～ladybugs／

気候ネットワーク　‘　　http：／／www．jca．ax．apc．org／～kikonet／

地球環境パートナーシッププラザ　http：／／www．geic．or．jp／geic／

グリーンピースジャパン　　　　　http：／／ww．greenp　eace．or，jp／

（財）世界自然保護基金目本委員会　http：／／wvyw．wwf．・or．jp／

環境監査研究会

バルディーズ研究会

日本子孫基金

（特）国民生活センター

（社）日本消費生活アドバイザー・

　　コンサルタント協会

全国消費者団体連絡会

http：／／www．apas．co．jp／earg／

http：／／www．geocities．co．jp／Milkyway／4189／

http：／／www．rnmjP．or，jP／JOF／

http：／／ww∨，kokい日1、go．jp／

http：／／www．nacs．or．jp／

　htt：／／www＞shodarlren．　r．’／
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6．リスクコミュニケーションの手順

6．1情報、見解、提案等のメッセージの作成手順

　具体的な問題について情報や見解、提案等を提示し、また、情報、意見、提案を求めるため

のパンフレット、説明書、提案書、会合資料などのリスクメッセージを作成する場合の手順を示し

た。Fig．5－18に図示したように基本手順を、　A．ニーズを理解した原案の作成、　B．iコスクの予測、　c．

メッセ・…Lジ原案のチェックと分類した。AとBでは、メッセージ作成に際して外部の関係者から直接

に意見を把握しておくことの必要性、とくに行政・企業向けでは、市民団体等との意見交i換の重

要性を強調した。Bは可能であれば、より正確かっ説得的なメッセ・・…ジにするためのリスクの予測

を行うことが望ましいとした。以下、行政・企業向けと市民団体向けの留意点を示した。

6．1．1行政・企業等によるメヅセージの作成手順

A．ニーズを理解した原案の作成

①まず、事実を整理して迅速に情報公開するが、さらに、地域の自治会役員等だけでなく、地域

　の市民団体等の中心的な人、行攻・企業等の担当者、地域外の関心のある市民団体等の中

心的な人やその紹介者等に、アンケー一ト調査などで、どんな情報を必要としているかを聞いて

　みる。

②必要とされている情報にあう情報を担当部署で早急に収集・分類してリストを作成し、選定す

る。もし提供できない情報があれば、その理由が了解されるような十分な説明を用意する。

③提供する情報の信頼性や意味を多面的に検討し、よく理解するとともに、関連するマスコミ情

報との関係を整理・検討する。

B．リスクの予測

①関係する化学物質について、可能な場合は、ある主体に有利あるいは不利になる両方の情報

や仮定等を用いて科学的リスクを試算して差を考えてみる。　　　　　　　　　　・

②予定しているリスク低減対策を整理し、その効果を予測してみる。

C．メッセージ原案のチェック

①メッセージの原案が、国の方針や国際的方向等（企業の場合：業界団体等）と矛盾がないかを

　確認する。

②関連する部署がある場合、リスクコミュニケーションの目的や重要性をよく説明した上で、関連

　部署からメッセージの原案にっいての意見を聴取して修正する。部署間で意見の対立があっ

　た場合には、トップの判断を求める。

③できれば、アドバイザーの学者（企業の場合：地域行政）などにメッセージ原案について、誤り

　のチェックや改善点の検討を依頼し、修正する。

④対立的になる恐れがある問題の場合には、できれば地域の市民団体等の中心的な人や自治

　会役員、および地域で信頼されている人などにメッセージの原案について、事前に内容の過

　不足やわかりやすさの評価を依頼し、修正する。
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Step1：ニーズを把握した 事実の迅速な情報開示

必要とされている情報の把握

情報の収集・リスト作成・チヱック

リスクの程度の試算

リスク低減対策の効果の予測

メッセージの原案作成

内部と外部の人による原案チェック

Fig．5－18リスクメッセージの作成手1煩
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6．1．2市民団体等によるメッセージの作成手順

A．ニーズを理解した原案の作成

①メッセージの相手である地域の自治体または企業等がどういう状況なのか、地域住民や一般

市民等がどんな情報がほしいと思っているのかを整理する。

②活動の目的に沿った自分達の発信したい情報と相手が必要としていると思われる情報を何人

　かで分担しで収集する。自分達だけで情報収集ができない場合には、他の市民団体等や地域

地域の自治体等に協力を求める。また、収集　した情報の信頼性を吟味して整理し、リストす

　る。なお、新聞や雑誌の記事のみを情報源とするのはできるだけ避け、元情報を入手する。

B．リスクの予測

①被害が大きくならないようにするための様々なリスク低減対策にっいての情報を集めて整理

　し、誰がいつ頃に対策ができる可能性があるのか、また、その効果はいつ頃どのくらいになるの

　かを予測してみる。

②できれば、関係する化学物質について、専門知識を持っている人の協力を得て現時点での科

　学的なリスクの程度を試算してみる。この場合、不確実性が　あるので、被害が小さくなる場合

　と大きくなる場合の両方の情報や仮定などを用いてみて結果の差を考えた上で、自分達の見

　解を伝える。

C．メッセージ原案のチェック

①担当者が作成したリスクメッセージの原案が妥当であるか、提案事項が具体的に実現可能で

　あるかどうかを団体内の複数の人で議論して検討する。
　ら

②時間的な余裕があれば、関係する他の市民団体に問題の経緯やリスクコミュニケー一一hションの目

　的をよく説明した上で、メッセージの原案についての意見を聴いて必要な修正をする。

③できれば、団体外の専門知識がある人や社会活動に詳しい人にメッセージの原案について、

　誤りのチェックや改善点の検討を依頼し、必要な修正をする。

6．2情報、見解、提案等のメッセージの内容と表現の仕方

　具体的な問題で自分達の持っている情報や見解、提案等を伝え、また、情報や意見、提案等

を求めるためのメッセージは、受け手の立場、知識レベル、心配事や関心事を十分に理解し、関

連するマスコミ情報との関係なども考慮して、以下のような事項のうち、必要なものをわかりやす

い表現で整理して示すと良い。第2章（2）や（6）、第3章（2）で示したように、市民は行政からのわか

りやすい情報提供を望んでおり、今後の改善が必要といえた。

　そこで、行政・企業から市民へのメッセージは、まず、A．正確な事実関係を伝達し、可能な限

り、B．わかりやすい表現方法を工夫して、最後には、　C．市民との協力関係を築くための提案等を

伝えると良い。市民団は、Fig．5－－17に示した行政や企業へのメッセージ、　Fig．5－18に示した一般

市民へのメッセージの場合に分けて説明した。一般市民にはわかりやすい表現の工夫に重点を
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今まで行ってきた

対策の説明

各種対策の
長所・短所の説明

対象化学物質や商品のリスクについて

のわかりやすい説明

情報源と情報の信頼性の説明

他の惰報や他の意見とその入手先の説明

改善対策の提案

意見受付窓口の明示

他主体への協力・会合参加の依頼

Fig．5－－19 情報見解・提癖のメツセージの内容

｛三i藻：⊃
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置いた。なお、市民団体や地域住民等が不安を感じているリスクの質や程度について行政や企

業等が説明する際には、適切な例を挙げて比較して説明することが有効である。だが、比較例が

適切でないと、かえって責任逃れに感じられて反発され、対立を深めてしまうこともある。Covello

らは、リスク比較の受け入れやすさをTable5－7のように示している。

6．2．1行政・企業等から市民団体等に対するメッセージの内容

A．正確な事実関係の伝達

①初めに、化学物質のリスクとはどういうものかをわかりやすく伝える。

②問題となっている化学物質およびそれを含む商品の長所と短所、それに対する各種の安全対

　策および代わりになりうる物質や商品あるいは技術の長所と短所を明確にする。

③対象地域での大気や周辺水域あるいは商品中の化学物質濃度の測定値と基準値やリスク評

　価結果との比較を示す。

④法規制による対応だけでなく、行政や地域の企業等が既に行っているリスク管理やリスク低減

　の努力と具体的な実績を示す。

⑤行政や地域の企業等が今後のリスク低減対策の計画と課題、とくに、新規立地や増設等が行

　われる場合には、事業所全体での負荷量が増えない対策の計画と課題を示す。

⑥地域住民が個人でも行える注意を明示する（第2章で市民は注意事項も望んでいたため）・

⑦関連するマスコミ情報の補足説明と他の団体や学者等の意見の一致点と相違点およびそれら

　の根拠などをわかりやすく紹介する（第2章（5）から市民はマスコミ情報が中心のため）。

⑧参考となる資料や情報、あるいはその入手方法を示す。

B．わかりやすい表現方法の工夫

①明確で平易な言葉や色付きのグラフや絵などを多く使って表現する。

②専門的な詳しすぎる情報や説明はわかりにくくなるため、押しつけと受けとられやすいので注

　意する。また、リスクの程度を数値で示す場合には、その意味をわかりやすく解説し、さらに、

　詳しい情報を得たい人には、情報源を知らせる。

③現時点で推定されるリスクの．レベルを他の類似のリスクと比較して分りやすく説明する。ただ

　し、あまり異質のリスクと比較すると信用されない。リスク比較の例をTable5・一に示した。

④デー・・…タ不足や学者の間でリスクの程度の判断に重要な不一致がある場合には、自分たちに都

　合のよい情報だけでなく、両者を示し、不一致の理由と自分達の見解を明確にする。

⑤断定的表現を用いるときは、事実関係を十分に吟味してその表現が適切かどうかを慎重に検

　討する。

C協力関係構築のための依頼

①リスク低減対策の選定や環境測定などのリスク管理に協力してもらえる事項を提案する。
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Table5’－7　リスク比較の受け入れられやすざ7）

ランク 比較対照 例

A．受け入れ

られる

B．受け入れ

られやすい

C．受け入れ

られにくい

D．かなり

受け入れ

られにくい

E．受け入れ

られない

時期の違う同じ種類の比較

基準との比較

異なるリスク評価結果の比較

何もしない場合と

何かした場合との比較

他の対策を行った場合

との比較

他の場所での同じリスク

の事例との比較

平均と最大リスクとの比較

一つの汚染源と全ての原因

による同質のリスクの比較

リスクと費用の比較

リスクと便益の比較

職業リスクとの比較

同じ発生源からの

他のリスクとの比較

同じ病気を起こす

他の原因のリスクとの比較

全く関係のないリスクの比較

古い設備と新しい設備のリスクの比較

環境基準や排出基準などとの比較

異なる団体で評価されたリスクの範囲

排ガス処理施設を設置した場合と

設置しなかった場合のリスクの比較

代わりの化学物質を使った場合の

リスクとの比較

他の場所にある既存設備のリスクと

の比較

平均的リスクと特定場所のリスクの比較

特定の発生源による発がんリスクと

全ての原因によ発がんリスクとの比較

対策費用とリスク削減効果との比較

ある物質を使う利益とリスクとの比較

工場内従業員の発がん率と周辺住民’

の発がん率との比較

ある工場の排ガスによるリスクと

廃棄物によるリスクとの比較

排ガスによる発がんリスクと

X線による発がんリスクとの比較

食中毒や台風で死亡するリスクと

排ガスによる発がんリスクとの比較
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②情報要求や問い合わせ、提案等を受け付ける窓口と担当職員を明示する。

③市民団体や地域住民等から詳細な情報を要求された場合には、把握している情報をできる限

　り提供する。要求に応じることができない場合には、その理由を例を上げて明確に説明する。

6．2．2市民団体から行政・企業等に対するメッセージの内容

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　N“①市民の不安や疑問および要望を整理して示し、また、その根拠情報を示す。

②入手したい情報を具体的に明記し、必要に応じて情報公開等の手続きをとる。

③関連するマスコミ情報の補足説明と他の学者等の意見を紹介する。

④実現の可能性がある代替案、リスク低減対策の決定や環境測定への市民の参加、協力方法な

　どを具体的に提案する。

⑤リスクコミュニケーションを継続的に行うための方法を提案する。

6．2．3市民団体から一般市民等に対するメッセージの内容と表現の仕方

①リスクの原因となる化学物質や商品とリスクの意味、関連するマスコミ情報と複数の学者の意見

　を整理して、正しくわかりやすく伝える。

②明確で平易な言葉を使い、できるだけグラフや絵などを使って表現する。

③リスクを数値で示す場合には、その意味をわかりやすく解説する・専門的な詳しすぎる情報や

　説明は、わかりにくくなるため、関心を持っ人を増やせなくなりやすいので注意する。詳しい情

　報を得たい人のために、入手しやすい情報源を示す。

④データ不足や学者の間での重要な不一致がある場合には、自分達に都合のよい情報だけで

　なく両者を示し、不一致の理由と自分達の見解を明確にする。

⑤地域の自治体や企業等が説明しているリスクの許容できるレベルと自分達の考えている許容

　できるレベルとその差の根拠を示す。

⑥問題となっている化学物質や商品と代替化学物質や商品の長所と短所を示す。

⑦考えられるリスク低減対策のうち、地域の自治体や企業等が現在行っているリスク管理やリスク

　低減対策、および目標や計画の問題点と自らの市民団体の要望や提案の根拠を明示する。

⑧一般市民が個人で行えるリスク低減のための注意、市民の参考となる資料や情報、およびそ

　の入手方法などを明示する。

⑨一般市民の問い合わせや情報要求を受け付ける窓口と担当者を明示する。

6．3外部から要望書や意見書等のメッセージなどを受けた場合の対応方法

　一般市民や地域住民、市民団体、あるいは地域外の市民団体等から化学物質の地域リスクに

ついての相談、意見、要望、提案等のメッセージを受けた場合には、Flg．5－22に図示した手順で

対応するとよい。また行政向けとしては、行政施策の場合と地域企業等に関する場合は密に連

絡を取り合うことなどに留意するなど対応が異なるため分類し、Fig．5－23に示した。また、市民団
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地域住民・一般市民等の不安や

疑問の根拠の説明

　類似の事例

　測定値等

情報の公開や説明の要求

市民団体側の連絡窓口の明示

会合の開催・参加や協力の依頼

行政・企業等の説明・見解等との不

一致の理由や許容レベル等の明示

意見交換と今後の改善対策の提案

学者等の

三≡融

Fig・5““2°市民団体による行政や蝶等へのメッセージの酪

　　　　　　　r　　　　　　’
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化学物質汚染や商品のリスクについての

墲ｩりやすい説明 測定値等　1

リスクの種類と程度のグラフ等での説明

馴絃等】　　　　　　　　　’

現在行われている対策の長所・短所の説明 L｛三蓮iiヨ

行政・企業等の対策との不一致の理由や

沫eレベル等を明示

リスク削減対策への要望・提案を明示

参考になる情報の入手方法の明示 ●

相談窓ロの明示

協力・理解・会合等への参加依頼

Fig．5－・21市民団体による一般市民等へのメッセージの内容
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体が一般市民からメッセージを受けた場合にっいてはFlg．2－24に示した。

6．3．1行政・企業等が要望・意見等を受けた場合の基本的な対応方法

①メッセージを必ず受けとり、新しい対策や予算を必要としない一時的相談や要望等について

　は、丁寧に聴き、できるだけその場で対応できることは対応する。また、すぐにできないことは

　丁寧に検討の方針を伝える。

②新しい対策や予算を必要とする場合や新たな情報開示が求められた場合には、責任ある人が

　関係各部署の意見を聴いて早く対応する。また、できるだけ早期に関係情報を収集、整理して

　開示する。開示できない情報は、「ない」と　絶対に隠したりせず、また、「営業秘密」というよう

　な理由だけでなく、他の例を上げるなどして十分に説明する。

③対立関係を生みやすい複雑な問題の場合には、メッセージを受けた前後の経　過や受けたメ

　ッセージの内容、および改善対策スケジ＝z　hル案や回答案とその後のコミュニケ・…一ション方法

　の案について、できれば学者や市民団体等の　アドバイザーに意見を聴いて回答する。

④改善対策スケジュール案や回答等が遅くなり過ぎないように十分注意し、できるだけ速やかに

　会合を開く。

⑤回答書を出す場合には、必ず検討の経緯を含めて説明したものとし、その回答に意見のある

　人から意見を聴く機会や方法を明示する。

6．3．2行政が地域の企業等に関する要望、意見等を受けた場合の対応方法’

①要望や意見等の内容を対象企業や対象企業に関連のある行政部署に伝達する。ただし、要

　望や意見書を提出した個人名を伝える場合には本人の了解を得る。

②対象企業に要望、意見等の丙容を伝え、対処方法および検討結果について、密に連絡をする

　よう依頼する。この際、口頭だけでなくファクシミリ等の文書で残る形での連絡を依頼する。

③企業等の指導、周辺調査等の行政が行うべきことがないかを迅速に検討する。

④行政が行った方がよいことがあると判断された場合には、関連部署で速やかに検討し、上記の

　Aの①から⑤を実行する。

⑤行政や企業等が検討した経緯と今後の対応方法について、要望や意見等の提出者に連絡す

　る。

⑥企業等が実施する予定の対処方法および実施した結果等について評価し、必要な指導、助

　言をする。

6．3．3市民団体が市民等から相談、要望、意見等を受けた場合の対応方法

①一般市民や市民団体の会員からの化学物質、または商品に対する不安の相談があった場合

　には、関係の行政や企業あるいは関連団体の連絡先、あるいは参考となる本やインターネット

　情報などを知らせる。
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外部からの要望書・意見書等

必ず受け取って検討

新しい対策・予算不要

その場で対応可能な事項と不能
な事項を区別して丁寧に説明

「 ｛新しし嚇・予算必要」

煩●●●●●・ ●■●●■●●●●●・・●

改善対策案等の迅速な作成

♀冾ﾌ関係情報の開示

回答案等の第3者チェック

?P対策案・回答案め決定

≠

リスクコミュニケーションの会合を設定

Fig．5－22外部からの要望書・意見書等を受け取った場合の基本的対応
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地域の企業等に対する要望・意見等

対象企業等への伝達

対象企業等と相談して

対処方法を慎重に検討

ζ＿新たな指輔査等が不要
」

竃　　　　　　　　　　　　　　“
戟@　i指導髄等が必要　　　　　　　一

調査の実施と早期の惰報公開

既に行っている対応と情報を整理

改善対策案等の迅速な作成を指導

リスクコミュニケーションの会合を指導

検討の経緯と対応方法について意見提出者に通知

Fig5－23　行政が、地域の企業等に関する要望・意見等を受け取った場合の対応
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市民等からの化学物質汚染や
商品に対する不安・要望・意見等

w“一“罵刷ww　。““ボ　“剛酬ボ““w

〔蒜企業等一の要請が不要1
w　　　　　一ば　㎜治綱www鳩　　w　w紗嵩sw｝贈w　舗w　『　　　訓　　隅　　がw

説明と関連情報の入手先の紹介

｛

行政・企業等への要請が必要

要望・意見等の伝達および情報

の提供や改善対策案の提示を要請

学者・他の市民団体への相談・改善対策案等の検討

リスクコミュニケーシMンの会合の開催・参加依頼

Fig5－24　市民団体等が、市民等からの相談、要望、

　　　　意見、提案等を受け取った場合の対応
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②地域住民、一般市民、団体会員等から地域の自治体や企業等に被害の訴え、苦情や抗議、

　要望や提案をすることなどを求められた場合には、市民団体等としてどのように関わっていけ

　るのかを団体内部で相談し、また、地域住民や一般市民等と自分達の団体との協力の仕方を

　話し合う会合を早めに設ける。

③メッセージを受げた要望、意見等を行政や企業等に伝え、関連する情報の提供や改善対策案

　の提供を求め、必要に応じて会合の開催を要請する。

④行政や企業等からリスクメッセージを受けた場合には、団体内でその内容を吟味し、合意でき

　る部分とできない部分を明確に記し、必要に応じて、追加の質問、要望や提案とその理由や根

　拠情報を記した文書を作成し、期限を定めて回答を求める。

⑤とくに、対立関係を生みやすい複雑で大きな問題の場合には、メッセージを受ける前後の経過

　や受けたメッセージの内容について、団体内だけでなく、できれば他の団体や協力してもらえ

　る学者等に意見を聴いて議論してから回答するとよい。ただし、対応が遅くなり過ぎないように

　十分注意する。

6．4リスクコミュニケーションの会合を開く場合の参加者の選定

6．4．1行政・企業による対象者の選定

A．会合の目的、方法の決定

①相互に意見を伝え合える規模の人数を原則（合計で10～30人程度以下）とする。多人数では一

　方的になりやすく、不満を持っ人が多くなりやすいので注意する必要がある6なお、多人数へ

　の「情報伝達」を目的とする場合は、会合よりもパンフレット、広報誌、ホームペ・一・・一ジ、説明会、

　セミナー等の方法で行う方が良い。

②リスクコミュニケーションの会合を開く目的が「問題の改善に向け、情報と意見を相互に交換

　し・信頼と理解のレベルを上げるためである」ことを関係部署で確認して参加者を選任する。で

　きれば会合のテーマについて権限を持っ担当者やコミュニケーションの訓練を受けた担当者

　を含める。

③地域の市民団体等の中心的な人、自治会役員、学者等に参加者や司会者、会合の案内方法

　等をできるだけ事前に相談する。

B．参加者の決定

①自治会役員等だけでなく、地域の市民団体等の人、地域で信頼されている人や関心の高い知

　識・経験のある人に会合の目的をよく説明して参加してもらう。

②リスクが相対的に高くなることが予測される対象者を中心に参加してもらうが、会合を行うことは

　広く公開し、自由参加の場合には、参加者が特別な地域、特別な団体のみに偏らないように

　することをあらかじめ公表して行う。

③日常的に行っている交流、信頼関係の構築のための催しなどに参加している人にも参加を呼
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　びかける。

④できれば、広い視野をもち、冷静な説明や議論が期待できる公正な学者、または適切なリスク

　コミュニケーションを促進する仲介者（ファシリテーター）、および関係のある行政・企業等の責

　任者・担当者にも会合の目的を説明して参加してもらう15）。

6．4．2市民団体による対象者の選定

A．会合の目的、方法の決定

①相互に意見を伝え合える規模の人数を原則（合計で10～30人程度、50名以下）とする。多人

　数では発言できず、一方的になりやすく、不満を持っ人が多くなりやすいので注意が必要であ

　る。なお、多人数に「情報伝達」をするのはビラ、会報、ホームページ、説明会、意見交換会等

　の他の方法で行う。

②リスクコミュニケー…ションの会合を設ける目的が対立的交渉ではなく、「正しい情報を得て、理

　解と信頼を深め、効果的にリスク低減を図る」ことであることを市民団体内や関連団体間で確認

　して、市民団体側の参加者を決める。

③できれば学者等に会合の目的をよく伝え、コミュニケーションの方法、司会者（進行役）、参加

　者および案内方法などを事前に相談する。

B．参加者の決定

①地域地域の自治体の担当者や関係する企業等の担当者などの参加を求める。

②原則として自由参加とし、開催案内は広く配布するが、リスクが相対的に高くなることが予測さ

　れる人の参加を優先する。

③地域住民に信頼されている人や関心の高い知識人を探し、できるだけ参加してもらう。

④他の市民団体等や学者を含め、できるだけ公正でリスクコミュニケーションの場を設ける意味を

　良く理解し、リスク低減に意欲的な司会者（進行役）を探す。

⑤できれば、広い視野をもち、冷静な説明や議論が期待できる公正な学者等、または、適切なリ

　スクコミュニケーションを促進する仲介者（ファシリテーター）に会合の目的を説明して参加して

　もらう。

6．5他主体が設定した会合に参加する場合の留意点

6．5．1行政・企業等の場合

①目的、参加が予想される人をよく確認する。

②化学物質管理担当者および対象とする問題に関係する部署の担当者のほかに、できるだけリ

　スクコミュニケーションの訓練を受けた担当者が参加する。

③得られた情報等について理解しにくいこと、さらに詳しく知りたいことがある場合には、追加の

　説明や情報がもらえるか否かを確かめ、問い合わせ先と今後の予定などを確認する。
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④提供された情報の内容や意見について疑問がある場合には、一度その内容の正しい部分を

　認めた上で、疑問点やより正しいかもしれない他の情報や意見があることなどを断定的ではな

　く穏やかに発言し、後でその詳しい情報や見解を書面で渡す。

6．5．2市民団体等の場合

①目的、参加が予想される人を確認して、団体として参加するのか、個人としての参加に任せる

　のかを判断する。

②地域的、社会的な問題になっているリスクについてのコミュニケーションの場に団体として参加

　する場合には、複数人で参加し、後で参加の意義とその後の対応を協議する。

③得られた情報等について理解しにくいこと、さらに詳しく知りたいことがある場合には、追加の

　説明や情報がもらえるか否かを確かめ、問い合わせ先と今後の予定などを確認する。

④地域の自治体や企業等との会合では、今後、市民団体等が問題の改善のための政策決定や

　具体的な政策の実施に参加できるのかどうかを質問する。

⑤提供された情報の内容や意見にっいて疑問がある場合には、一度その内容の正しい部分を

　認めた上で、疑問点やより正しいかもしれない他の情報や意見があることなどを断定的ではな

　く穏やかに発言し、後でその詳しい情報や見解を書面で渡す。

6．6リスクコミュニケーションの会合を開く場合の留意点

　リスクコミュニケーションの会合では、用意したメッセージを一方的に説明、主張したり、結論を

誘導するのではなく、相手の知識レベルや心配事、関心事をあらかじめよく考えて、情報や意見

を交換するとよい。

　はじめはやや対立的な問題についても、コミュニケーションによって理解や信頼を深め、問題

の改善を促進するためには、行政や企業等が「説明責任（アカンタビリティ）」を認識し、相手の気

持ちを受け止めて、誠実、率直、かつ具体的な改善を促進するような前向きな回答をすることが

不可欠である。　　　　　　　　　　　，

6．6．1会場の設営で留意するとよいこと

①壇上から説明し、質問を受ける形とせず、平坦な小さめの部屋とする。

②説明机と質問者の机が向かい合う形ではなく、円卓やロの字型に机を並べて関係者が囲んで

　座り、説明と意見の交換を行いやすくする。

③図で説明できるホワイトボード、コンピュータプロジェクターあるいはOHPやスライドプロジェクタ

　ーとスクリーンなどを準備する。

④テープレコーダーを準備し、参加者全員の許可が得られたら使用する。
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6．6．2会合での対話における対応の基本

A．適切な対応

①先ず相手の質問を受け入れる発言をする。

②調べておいた状況や情報、見解などをわかりやすく説明する。

③協力して改善するための前向きな返事をする。

④手持ちの情報等がない場合にも、謙虚にそれを認めて、情報収集し、必要な改善を検討する

　前向きな回答をする。

B．不適切な対応

①相手の不安に誠実に応えない。

②不明確な根拠で安全だとか心配ないと断定する。

③相手が理解できない専門的な説明をする。

③質問の主旨に答えない。

④相手の意見を受け止めずに自分達の考えを繰り返す。

⑥他の人や法律を盾に責任逃れの言い訳をする。

⑦情報や前向きの提案を出さずに問題の先送りをする。

⑧居直って相手を攻撃する。

6．6．3説明で留意するとよいこと

A．共通の留意点

①初めに、主催者と参加者がどのような関係、立場であるかを説明する。また、会合を設定した

　目的が「情報と意見を相互に交換し、信頼と理解のレベルを上げて、問題の効率的な改善に

　役立てるため」であることを明確に説明する。

②会合のっど、当日の具体的な目的と進め方を参加者間で確認して進める。

③情報は原則公開とする。理由があって公開できない情報がある場合には、そのことを隠さず、

　公開できない理由を具体的な他の例を上げて説明する。

③関係する法令、あるいは毒性情報や環境測定値等から現状のリスクの種類と程度についての

　考えを根拠を示して説明する。できれば、リスクの程度の判断は、協力してもらえる学者などの

　第三者にチェックしてもらい、そのことを伝えてから説明する。また、情報源の信頼性と情報内

　容の限界や不確実性の程度について、できるだけ科学的に説明する。

B．行政・企業等の留意点

①科学的に不明確な点が残っていることを理由に説明をあいまいにせず、「不確実であるからわ

　からない」というような表現は絶対にとらない。

②立場上の発言をするだけでなく、地域住民等が抱いている不安を推定し、それに対して実施し
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　ているリスク低減の努力や今後の方針をわかりやすく、明確に説明する。ただし、重要と思って

　いることが市民団体や地域住民等と異なっていることもあるので、問題の重要性を勝手に判断

　せず、対策の優先　順位や協力のあり方等を話し合って決める姿勢を明確にする。

③自分は知識が豊富で、相手は知識が乏しいとしても、必ずしも自分が正しい判断を下せるわけ

　ではないという謙虚さを持って、意見を求めるように話す。

④地域のリスクを減らすために地域の住民や企業等（行政）に協力して欲しい点を明確に伝え、

　地域の住民や企業等と行政が問題の改善のための協力者になるように説明する。

C．市民団体等の留意点

①地域住民などが抱いている不安を分類してまとめ、根拠を示して説明する。

②重要と思っていることが市民団体等と地域住民や一般市民とで異なっていることもあるので、

　問題の重要性を勝手に判断せず、親身に地域住民等の話を聞き、これから自分達が行ってい

　けることを話し合う。とくに、自分達は一般市民より知識が豊富であるとしても、必ずしも自分達

　が正しい判断を下せるわけではないという謙虚さを持って話す。

③リスクを減らすために、市民団体が地域の住民や地域の自治体、企業等と協力できる点を明

　確に伝える。

6．6．4質疑応答、意見交換で留意するとよいこと

ん共通の留意点

①質疑応答と意見交換の時間を多くとり、また、できるだけ多くの人と討論するために、質問や意

　見は簡潔にしてもらうように頼む。

②できれば、適切な学者や地域行政の担当者1市区町粒の場合都嚇娯の担当者等ノに同席

　してもらい、必要な説明および対立的でない進行に協力してもらう。

③一般市民の質問には、何を知りたいのか、何を不安に思っているのか、何をしてほしいと思っ

　ているのかを誠実に聴き、必ず、それを一旦受け止める発言をしてから前向きに回答する。

④基礎的な事項がわからない質問や意見、問題となっているリスクと関係のない質問や意見に対

　しても丁寧に対応する。知識がなく、判断ができないために不安になって会合に参加し、質問

　や相談をする人も多いことをよく理解し　て対応する。ごく基本的な質問については、できれ

　ば地域の市民団体等の人1旋民団体の揚●：学者等ノに説明をお願いする。

⑤質問や意見がマスコミや特定の学者などからの誤った情報や偏った情報に基づくものと考えら

　れても、そのことを非難するのではなく、他に、より本質的で具体的な情報があることやリスク低

　減のために行っている努力を伝える。

⑥一般市民の中には、良いか悪いか、危険か安全かの二者択一の判断を求めたり、リスクをゼロ

　にすることを求める人がいるが、それを絶対に非難せず、早く、より良くすることが重要であるこ

　と、リスクはゼロにならないが、協力すれば減らせることを適切な例を挙げて説明する。
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⑦繰り返し主張する人や自分または自分の組織を宣伝する人などに対しては、発言を丁寧には

　っきりと止め、後で対応する。

⑧組織に所属している人の発言は、立場上発言していることがあるので、それを理解し、後で個

　人的な意見を聞く。

⑨専門的な質問や意見には、専門的な知識を勉強している担当者または参加してもらっている

　専門家に応答してもらえるようにする。専門的な質問があった場合には、その内容を他の人に

　も分るように言い直した後に、分りやすい言葉で回答してもらう。

⑩自分達が知らない新しい情報を示された場合には、その内容と情報源を謙虚にきき、外部の

　アドバイザー等に評価してもらい、必要に応じて情報発信者に事実や意見を直接確かめる。

⑪要望に対して、できることは、その実現の時期、責任者を明確に述べ・できないこと・わからな

　いことは明確に説明して、代替策等の情報収集と検討に努力する姿勢を明確にする。

⑫閉会前に、質問や課題を簡単にまとめ、追加の質問や意見を受け付ける窓口を知らせる。

⑬会議録を作成し、関係者が改善すべき事項を考え、次回以降のコミュニケーションの参考にす

　るとともに、政策の改善等に活かす。

B．行政・企業等の留意点

①強く自己の判断を主張する人に対しても、その主張に反論するのではなく、なぜそのような判

　断や主張をしているのかの根拠や理由の説明を丁寧に求め、参考になることは謙虚に聴き、

　参考にすると伝える。

②敵対的に非難する人に対しても、そのような非難がなぜ出たのかを謙虚に考え、その人だけで

　なく、他の参加者の理解を得ることを意識して冷静、丁寧に応答する。

③即答できない質問、データ不足や学者の見解に不一致があり、答えにくい質問などには、ただ

　わからないとか不明確だと言わずに、今後、できるだけ調べて対処したいと発言し、実行する。

④地域の市民団体等や一般住民の中にも専門的な知識を持っている人がいるので、専門的な

　質問や意見にも答えられるようにする。専門的な質問があった場合には、その内容を他の人に

　も分るように言い直した後にわかりやすい言葉で回答する。

C．市民団体等の留意点

①自分たちが意見や質問を出す場合には、とくに、自己主張だけしたり、行政や企業等を攻撃

　するのではなく、事実に基づいた冷静な議論に心がける。

②自らの市民団体と異なる意見や市民団体を非難する意見を述べる人に対しても、その主張に

　ただ反論するのではなく、なぜそのような判断や主張をしているのかの根拠や理由の説明を丁

　寧に求め、参考になることは謙虚に聴き、参考にすると伝える。

③情報不足で質問に即答できない場合には、ただ分らないと言わずに、「今後、できるだけ調べ

　てお答えしたい」と言い、実行する。
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6．7リスクコミュニケーションの効果の評価方法

リスクコミュニケーションの効果を評価するには、他の対象者や関係者が会合の前後で、どのよ

うに認識したかを調査、解析、評価し、常により良くするために努力することがきわめて重要であ

る。言いかえると6．7．2に上げたことが高く評価されれば、リスクコミュニケーションは成功したとい

える。Fig5－25に手順を示した。

　なお、リスクコミュニケーションの評価法についてKasperson＆Rohrmannにより3分類されており

16）

A本論文でもそれを参考にして、A．内容の評価（情報の科学的正確さ）、B．過程の評価：様々な

利害関係者の関与・双方向性、C．結果の評価：当初期待されてL，Kた効果の達成度とした。

6ユ1評価のための情報収集方法

①会合の場で出された意見、要望

②参加者に対するアンケート調査

③ホS・一・一・ムページ（相談・苦情窓口）での意見・要望の受け付け

④学者やコンサルタントなどの第三者によるヒヤリング

6．7．2信頼と理解のレベルが上がった程度の評価（質問）事項

A．内容の評価（情報の科学的正確さ）

①用語や表現がわかりやすかったか。

②情報に不足をどの程度感じたか（欲しい情報が得られたか）。

③情報が正しく、都合のよい情報だけを出していると思われなかったか。

B過程の評価

①自分達の意見を真剣に聴いてもらえたと思ったか。

②質疑応答が一方的でなく双方的かっ率直であったと感じられたか。

③誠実に前向きな努力をしていると感じられたか。

れ方民団体の揚●の補足頁百ノ

④市民団体に参加または協力をしようという気持ちが持てたか。

⑤市民団体が自分達のリスク低減に誠実に努力していると感じられたか。

C．結果の評価

①将来リスクが減る方向にあると感じられたか。
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　会合等での意見や要望
アンケート調査・ヒヤリング調査

用語・表現の分かり易さ

真剣な意見聴取

誠実・前向きな努力

必要情報の提供程度

Fig．5－－25　リスクコミュニケーション効果の評価
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第5章のまとめ
本章では、第ユ章から第4章までに得られた結果を踏まえ、適正な化学物質の環境リスク管理を

行うためのリスクコミュニケーションを日本において促進するために、具体的かつ実践的に役立

つリスクコミュニケーション手法を検討し、以下の結論を得た。

1）リスクコミュニケーションの基本にっいて、リスクコミュニケーションが必要な場合の6分類、リスク

　コミュニケーションの実施主体と対象者の範囲、行政・企業への基本7原則と市民団体の基本

　7原則、各主体にみられる10の誤解などを整理した。

2）リスクコミュニケーションを中心的に実施する主体として、行政、企業等、市民団体等を位置づ

　け、各主体に共通する手法と、相違する場合にはどのような点を重視して示したかを明記して、

　それぞれの主体によるリスクコミュニケーションの実施を促すための手法ガイドとなった。

3）リスクコミュニケーションの要点では、平常時、問題発生時、会合開催時ごとに分けて、対象者

　とのリスクコミュニケーションの要点を示した。また、リスクコミュニケーションに関わる関係者とし

　て行政・企業内の関連機関間や市民団体間、学者、マスコミとの連携の要点を示した・

4）必要な体制整備では、’ 潟Xクコミュニケーションを実施する上で平常時から行うべきものと位置

　づけ、化学物質管理担当者の育成と化学物質情報の収集と把握の手順、化学物質管理体制

　の整備、リスクコミュニケーション担当者の育成を示した。ただし、緊急時や小規模な組織のた

　めの最重要事項を分類した。

5）またリスクコミュニケーションの手順として、情報・見解・提案等のメッセージの作成から、会合で

　の意見交換の留意点などについて、詳細に示した。

以上から、日本において円滑に環境リスク管理とリスクコミュニケーションを行うためのリスクコミュ

ニケーション手法ガイドを提案することができた。
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第6章　想定事例でのリスクコミュニケーション手法ガイドに沿った対応

1．緒言

第1章で述べた米国EPAが策定したTRIのリスクコミュニケーション・マニュアルでは、3つのシナ

リオを想定してそれぞれの対応を示している。①事故時や、平常時の化学物質放出、多量化学

物質の保管に対して、市民がどのような質問をするかを学ぶ。②こうした質問に対する適切な回

答を学ぶ。③回答に必要な情報の種類と、それがどこで得られるかを理解する。④質問に対応

する。また地域社会で回答を手助けしてくれる人物を見定める。⑤有害化学物質による潜在的リ

スクに関する意思決定に地域の全ての主体が参加する機会を確認するユ）。

第5章で提案した化学物質のリスクコミュニケーション手法ガイドでは、リスクコミュニケーション

を行う場合に必要な要点や手順を詳細に示したが、TRIのリスクコミュニケーション・マニュアルの

ように、実際にガイドを活用するための手引きとして、想定事例に当てはめることで、ガイドの補

足となり、また、その有効性を確認できる。

そこで、本章では、実際に起こりうるリスクコミュニケーションのシナリオを想定したシミュレーショ

ンを行い、従来の行政・企業の判断による不適切な対応例に対して、ガイドを用いた場合の適切

な対応例によって改善されることを示し、リスクコミュニケS…一・ションの実施の促進に役立てることと

した。

　具体的には、行政や企業によるリスクコミュニケーション実施が必要な場合について、平常時

からの管理が必要な事項と、問題発生時の緊急の対応6s必要な事項の大きく2つに分けて考え、

本章ではこの中から、2つの場合を想定して、シナリオを作成した。すなわち、企業がPRTR情報

を公表する場合（平常時）、不慮の事故による環境汚染の発生（問題発生時）とした。なお、行政

（自治体）のためのPRTR対応マニュアルについては、環境省の取り組みが公表されているため

2）、ここでは企業の対応を中心に想定を行った。

なお、適切な対応例は、第5章のFig5－1で示したリスクコミュニケーション手法ガイドでの構成と

対応させ、また、先述のTRIのリスクコミュニケーション・マニュアルで重視している市民など外部

からの質問の想定と、それへめ具体的回答の例も示すこととした。
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2．リスク判断の過程とリスクコミュニケーションの実施

これまで各章で明らかにしてきたように・有害・危険性情報を与えられた場合に、市民主体と管

理責任主体（行政・企業）とでは、化学物質のリスクに対する判断の流れが大きく異なるため、そ

れぞれがどのように判断し、どのようなタイミングでリスクコミュニケーションを実施しているのかと

いう現状について、Fig．6－1に示したフローチャートを作成して整理した。

なお、ここでの有害・危険｝生情報の情報源としては、マスコミ報道、国際機関や諸外国からの新

らたなリスク情報、専門家からの情報、行政による環境影響やリスクの調査、企業による調査や製

品のリスク情報、市民団体による独自調査などが考えられる。　　　　‘

　一般に、リスク認知の過程は、リスクを推定（イメージ）してから、利害損失を評価し、リスク対策

や回避の選択肢がある場合はその意思決定をして、リスク低減・回避の行動をとる3）。この枠組み

は市民主体、管理責任主体ともに共通するが、立場によって具体的な判断項目は大きく異なっ

ている。以下に、それぞれの判断の流れを示す。

　2．1市民主体の判断の流れ

　市民主体は、不安や心配を感じた後、突然の大規模な災害など「避けられると思わない」事態

　であれば、あきらめてしまうが、「避けられると思う」事態については、「個人で対策をとることがで

きるのか、それとも他人（行政・企業）が対策をとって避けるべきことなのか」によって判断が異な

る。NRCは、リスクに関する意思決定とリスクコミュニケーションが必要となる二つの場合として、個

　人の行為（personal　action）、公の問題（public　debate）とを区別して論じている4）。

　個人の場合は能動的リスク（voluntary　risks）とも言われ、消費生活製品、健康・医療問題など

　の個人の選択（personal　choice）によって、「ベネフィットに比べてリスクが高い」と思えば回避行

　動をとることができる。この場合のリスクコミュニケーション（①）は、どのようなリスクがあり、個人に

とってどのようなリスク対策や回避の選択肢があるのかという情報が十分に伝えられることである。

　一方、他人の場合は、受動的リスク（involuntary　risks）とも言われ、高度な科学技術や環境汚

染などの社会的論争（public　debate）にっながり、このようなリスクは個人で選択するリスクよりも1，

　000倍程度受け入れられにくいという研究成果がある5）。

　この場合、最も重要なことは「管理責任主体（行政・企業等）が誠実・迅速・オープンに取り組ん

’でいるか」によって、受け入れられるか、要請・抗議の行動をとるか大きく異なってくる。このため、

この判断を行う段階以前にリスクコミュニケーション（②）を実施していれば誠実と判断されるので

　ある・だが・管理責任主体の対応が不十分と感じた場合は、自分や家族にとって「身近な問題

　で・被害を受ける可能性が高いと思うか」によって判断が異なってくる。自分には無関係な問題と

判断すれば、以前よりも不安を持ち注意深くはなるが、多くの市民は自ら行動することは少ない。

　自分達に身近であり深刻な問題と判断した場合は、情報提供を求めたり、市民団体を形成する

など抗議・要請を行う市民が現れ、社会問題化する場合もある。その後、「管理責任主体が反省

して対応をとるようになったと思うか」によって、リスクコミュニケーションの実施や十分な対応をし
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ていない場合は、社会紛争などの対立に至る可能性が高い。

2．2管理責任主体の判断の流れ

行政・企業の化学物質のリスクに対する判断の流れは、まず自分の組織や担当部署が「法的

（道義的）責任を問われるかどうか」を考えた後、「情報に信週性がある」（情報源の信頼性とも関

わる）と思い、かっ「迅速な情報公開が必要だ」と思った場合には、情報提供やリスクコミュニケー

ション（②）を実施する。これが後述する最も適切な対応例である。

だが、多くの行政・企業は、「リスク低減対策の必要性」やコスト対効果など組織内での判断に

時間を要し、迅速な対応を躊躇する。それでも「社会的な要請や注目が高いと思う」場合には、

科学的なリスク分析やリスクコミュニケーション（③）を実施する。この間の判断の遅さが、深刻な

汚染などのリスクの増大を招く場合が多い。この段階までで相互に理解が得られない場合には、

市民からの要請・抗議や、社会問題化していく。

社会問題化して責任を問われるようになって、ようやく行政・企業が「リスクコミュニケーションの

必要性があると思うか」を認識することになり、やむを得ずなんらかの対応やリスクコミュニケーシ

ョン（④）を実施するか、対応しない場合は確実に市民団体等との対立や社会紛争になることが

想定される。第4章でも明らかになったように、社会問題化後や対立構造になってからのリスクコ

ミュニケーション（④）は大変困難である。

ここで、リスクコミュニケー…ション（②）とは、第4章での区分では、平常時から迅速に情報提供と

コミュニケーションが行われる改善期段階であり、リスクコミュニケーション（③）は初期段階であ

り、リスクコミュニケーション（④）は社会問題化期段階と位置づけられる。

　以上から、本章では、まず、社会問題化や市民の不信感が高まってからのリスクコミュニケ…一一シ

ョン（④）の実施を不適切な対応例として示した。次に、迅速に行われたリスクコミュニケーション

（②）を適切な対応例として、第5章のFig5－1で示したリスクコミュニケーション手法ガイドでの構

成と照応させており、ガイドで提示したことに沿った対応を行うことで、円滑にリスクコミュニケーシ

ョン対応ができるかどうかを検証し、また具体的事例にっいてガイドを用いる際の参考として補足

することを目的とした。詳細についてはガイドを参照するように提示した。

また、米国EPAはリスクコミュニケv…一ションの想定問答を提案しており、それぞれの場合ごとに行

政・企業が独自の想定問答を作成することの意義を以下のように述べている6）。事前に想定され

る質問とその回答を作成・整理するためには、化学物質の環境リスク管理に関わる法令や信頼で

きる情報源からの専門的な情報を把握する必要がある。これらの準備は行政や企業の環境パフ

ォーマンスに不可欠であり、準備を怠ると、市民からの質問に十分回答できず、効果的なコミュニ

ケーショシを行うことができない。こうした点に着目し、本章でも、必要な情報把握と体制整備、お

よび具体的な想定質問と回答例を示した。
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3．企業がPRTR情報を公表する場合（平常時）

シナリオ：電機・電子製品を製造・販売する企業が、社内のPRTR対象物質の排出量・移動量を

調査したところ、とくに、工場Aでの揮発性有機化合物の排出量・移動量が多いことがわかった。

3．1従来の事例から想定される不適切な対応例

　企業は、行政が公表するのは、都道府県ごとの集計のみであるから、あえて企業が自主的に’

公表する必要はないと考えた。また、土壌・地下水汚染が懸念される洗浄用の揮発性有機化合

物については、5年前に環境省の対策指針に基づいて：ヒ壌・地下水調査を実施し、工場Aでは

基準値を超えていた。行政への報告義務はなかったため、自社内で敷地外への流出防止の対

策を実施していた。

　　　　　　　↓

マスコミが行政の公表したPRTR情報の結果を集計して揮発性有機化合物の排出・移動量が多

い企業の上位10社を公表した。工場Aはその第1位とされ、大気だけでなく土壌・地下水も汚染の

可能性が高いと報道された。

　　　　　　　↓

　地域住民や一般市民等からの問い合わせ（Tab］e6－IA参照）が殺到したため、企業は行政に

協力を依頼し、工場Aでの環境安全対策について説明会と工場見学を開催することにした。企業

はいかに万全の環境安全対策を実施しているか、化学物質の排出量削減の経年変化や、土壌・

地下水汚染についても現在行われている対策を説明し、環境報告書を用いてアピールした。

　　　　　　　↓

しかし、参加者からは過去の土壌汚染の濃度やその浄化、製造工程ごとの排出物質の詳細な

ど企業にとって公表したくない質問が多く（Table6－1B参照）、すべて企業秘密を理由に公表でき

ないと回答した。

　　　　　　　↓

　説明会の状況について、マスコミが企業の姿勢を批判し、企業の発行している環：境報告書は

工場Aの実態について正確に報告していないと指摘した。これらの影響で、企業の株価が下が

り、電子機器メーカーとしてのブランドイメS－一一ジにも影響を与えた。

　　　　　　　h
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Table6－1　PRTR情報について想定される外部からの質問内容

A．地域住民、一般市民からの問い合わせ

　・排出量はもっと削減できないのか？

　・曝露するとどのようなリスクがあるのか？

　・排出基準を守っているか？

　・周辺環境や地域住民にはどのような影響があるのか？

　・事故・災害時の対処方法はあるのか？

　・他にも隠している情報はないか？

B．専門知識のある市民団体、マスコミ、専門家からの質問

　・PRTR情報の詳細デ・…一タとそのリスク評価結果

　・報告したPRTRデータへの疑問（排出量が少なすぎるなど）

　・具体的な周辺環境汚染との関連（水生生物の減少など）

　・測定方法、計算方法の詳細の開示

　・工場の環境安全対策、公害防止対策の詳細の開示

　・ネガティヴ情報の開示

　・情報の信頼性への疑問

　・住民等とのコミュニケーションの方法
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3．2適切な対応例

企業は、行政からPRTR情報が公表されることに備えて社内の体制整備を行った。まず、　PRTR

対応の窓口を設置し、化学物質管理の担当者を中心にリスクコミュニケーションの社員教育を行

った（体制整備の詳細は第5章5．1参照）。リスクコミュニケーション対応のマニュアルを作成した。

また、土壌・地下水汚染が懸念される洗浄用の揮発性有機化合物にっいては、5年前に環境省

の対策指針に基づいて土壌・地下水調査を実施し、基準値を超えた工場を行政に報告し、行政

が公表して多数マスコミで報道されていた。その際、浄化措置に対する地域住民や市民団体か

らの要望もあり、地域との交流やネガティヴ情報公表などの重要性を認識していた。そこで、社内

での揮発性有機化合物の汚染防止と削減計画を立て、行政の確認のもと土壌・地下水の浄化・

修復を進めていた7）。

これらの経験を生かし、環境報告書では取扱化学物質やPRTR情報の詳細、ネガティヴ情報も

含めた企業全体の環境パフォーマンスと、各工場のサイト情報も詳しく報告した（リスクメッセージ

作成の詳細は第5章6．1参照）。

さらに、A工場では地域住民を対象に環境報告書の説明会と工場見学を開催することにした。

　　　　↓

説明会の開催に備え、以前の土壌・地下水汚染の問題が争点になると考えられた。そこで、土

壌・地下水汚染問題の際に要望書を提出した地域の市民団体と会合を持ち、環境報告書への

疑問点や、地域住民の関心事を把握した。さらに、会合を円滑に進めるための進行役（ファシリ

テーター）として市民団体が推薦した地域の専門家を依頼した。行政には土壌・地下水汚染の浄

化・修復の進行状況について客観的な立場から報告してもらうように依頼した（会合を行う際の対
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学
象者の選定については第5章6．3参照）。

　　　↓

説明会では、企業側の担当者が、環境報告書を配布し、まず基礎情報を説明した。さらに、工

場A周辺地域に関するリスク情報を説明した（Table6－2参照、なお把握方法については第5章4．

2．2参照）。そして、地域の専門家を進行役として質疑応答を行った（会合での留意点は第5章6．

4参照、また想定質問と回答例を3．4に示した）。

事前に準備を行っていたものの、工場の周辺のリスク評価や環境安全対策に関する専門的な

質問があり、その場では回答できないものもあった。また、質疑の時間が足りなくなってしまった。

そこで、再度会合を持つことにした。最後に、今回の説明会についてアンケート調査を行った（リ

スクコミュニケーション効果の評価内容にっいては第5章6．6参照）。

　　　↓

　前回のアンケート調査の結果、企業側の説明は一方的という印象を与え、質疑応答を中心にし

た会合が望まれていることがわかった。そこで、第2回の会合では、前回関心の高かった情報公

開、地域のリスク評価、環境安全対策のテーマごとに話し合うことにした（以下、日常的なコミュニ

ケーションを充実・促進する）。
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会合の結果、工場からの情報提供方法や緊急時の対応などにっいては、地域住民との協力関

係がなくては十分な対応が行えないことがわかった。また、工場敷地外の周辺環境の測定につ

いて、住民の協力が得て実施することになった。

3．3具体的な想定質問と回答例

　ここでは企業がPRTR情報公開のためめ会合を工場周辺地域で開催した場合に、　Table6－一　1の

Aに示した質問から、化学物質によるリスクとネガティヴ情報の公開に関する質問を想定した・

質問1．PRTRデータでは△△工場から排ガスとしてO◎を◎◎kg排出していると報告されていま

　　　すが、安全なんですか？

不適切な回答例1：たしかに△△工場では、OOを◎◎kg排出していますが、大気中で希釈され

ますから、とくに影響はないと思います。（根拠不明確で不安に応えず、前向きでない。）

不適切な回答例2：たしかに△△工場では、OOを◎◎kg排出していますが、この量は他の工場

や地域全体の排出量に比べれば、それほど多くないので心配はいらないと思います。（悪い例と

比較して責任逃れし、前向きでない。）

適切な回答例：たしかに△△工場では、OOを◎◎kg排出しています。これは、この工場の◇◇

をつくるところから出るものです。この物質は、高濃度では肝臓毒性があるといわれていますが・

発がん性の情報はありません。職場での許容濃度は、1立方メートルあたり▲▲mgですが、この

工場からの排出濃度は、その10分の1以下です。現在、敷地境界付近での大気の測定をして確

認していますが、大気中ではこれがさらに千分の1以下に希釈されると考えられます。測定の際

には、ご立ち会い、またはご協力いただければと思います。また、排出場所について詳しく調べ、

排出量を減らすように検討しています。

質問2，どうしてこれまで惰報をすべて公表してこなかったんですか？もっと隠している情報があ

　　　るんじゃないんですか？

不適切な回答例1：とくに隠していたわけではありません。今までは基準値もなく、情報公開の義

務もありませんし、企業秘密もありますから、あえて公表はしなかったと言うことです。（責任逃れ

で居直っている。）

不適切な回答例2：前任者からの引継ぎがなかったもので、私もこのような情報を知りませんでし

た。（責任逃れで前向きでない。）

適切な回答例：確かにもっと早く情報公開すべきだったと反省しています。今まで、この問題につ

いては情報の整理、企業秘密部分の特定などができず、また、対策方針の決定責任部署が明確

でなかったため、結果的に公開が遅れてしまいました。申し訳ありません。今後は、△△課を中

心にして関係情報を収集し、収集された情報にっいては速やかに判断し、できる限り公開するよ

うにしたいと思っています。今後の情報公開の方法などにっいては皆さんからもご意見を頂き、

ご協力頂ければ幸いです。
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Table6－2　必要な情報把握と体制整備

説明すべきこと

　A基礎情報

・PRTR法の目的と意義

・専門用語の説明

・行政に報告したPRTRデータ

　（各事業所ごとの排出量・移動量）

・排出物質による既知の健康影響

・排出物質の経年変化

　（増加している場合は、その理由）

・これまでの削減努力と成果

・今後の削減目標と削減対策

・PRTR担当窓口の連絡先

　B．可能な限り準備しておくべきこと

・排出物質によるリスクの評価

・行政や企業による環境実測データ

　（排出物質の周辺地域の環境中濃度等）

・排出物質による周辺地域の汚染レベル

　のシミュレーション

用意すべき資料

　A．基礎惰報

行政に報告したPRTRデータの一覧表

　（各事業所ごとの排出量・移動量）

排出物質のMSDS

　B．可能な限り準備しておくべきこと

環境報告書、工場ごとのサイトレポート

排出物質を測定した環境計量証明書

D266・



第6章想定事例でのリスクコミュニケ・…一ション手法ガイドに沿った対応

4．事故による環境汚染の発生（問題発生時）

シナリオ：工場で燃料の詰め替え作業中に大量の油等が漏洩し、雨水排水口に流入した。企

業側は緊急対処をした後、行政に届け出た。

4．1従来の事例から想定される不適切な対応例

　企業は、不慮の事故であり、今後は十分に注意する旨を伝え、マスコミ等へ情報公表しないよ

うに行政に依頼した。行政も、企業の迅速な対応を評価し、積極的な情報公表の必要性がない

と判断した。

　　　　　↓

　数日後、自然観察をする市民団体が河川の異常（油膜等）を発見し、行政に問い合わせをし

た。行政は企業での不慮の事故が原因であるが対策を実施したため、今後の問題はないと説明

した。「問題がない」という説明に不信を感じた市民団体は、独自に調査を行い、周辺河川の汚

染による水生生物への影響が懸念されることをマスコミに発表した。

　　　　　↓

マスコミは行政と企業による情報隠蔽と報道した。社会的注目が高まったため、行政は河川の

環境調査を実施し・汚染は環境基準を下回るものであり、．人体への有害な影響はないと記者発

表した。企業は問い合わせが殺到したため、ホV・一一ムページで謝罪した。

　　　　　↓

マスコミでの安全宣言に不信を高めた市民団体は、行政と企業に説明を求める趣旨の会合を

企画し、行政の環境部、企業の工場長が参加することになった。会合は、50名定員の会場に入り

きらないほど多くの地域住民や市民団体が集まり、詳細な経緯の説明、情報隠蔽の理由に関す

る質問があり・また詳細な環境調査結果の情報提供などの要望、批判があり（Table6－3問題発生

時に想定される外部からの質問内容、参照）、緊迫した雰囲気で紛糾した。

行政と企業は多くの質問への準備不足と批判に対して狼狽した。行政は環境調査の結果、有

害な影響はないことを強調し、企業は謝罪と詳細は後日説明すると繰り返した。

　　　　　↓

　行政と企業は、ユヶ月後に市民の質問・要望への簡潔な回答書を配布し、ホームページで公

開したが、すでに不満を高めた市民団体は、過去の企業による環境汚染の問題にも言及し、河

川の浄化を求める運動を展開して、対立が深まった。
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Table6－3　問題発生時に想定される外部からの質問内容8）9）

A．一般市民からの想定される質問

　・詳細な経緯の説明

　・情報隠蔽の理由

　・マスコミ報道などの内容の確認（相違があった場合）

　・健康被害の可能性（本当に安全かどうか）

　・・周辺地域や住民への配慮

　・周辺農地への影響

　・企業の環境安全対策

B．市民団体からの想定される要望

　・環境調査結果の情報提供

　・環境影響のリスク評価実施

　・詳細な調査の実施（不備があった場合はその指摘）

　・今後の対応策・予防措置

　・水生生物への影響

　・河川の浄化対策

　・下流親水公園への看板設置など
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4．2適切な対応例

　企業は、水道水源になる河川ではないものの、迅速な情報公開が必要と判断した。行政やマ

スコミ、自社ホームページなどで不慮の事故が発生し、周辺環境には影響がないレベルである

が、今後も踏まえ十分な対策を実施する旨を発表した（第5章6．1参照）。

　　　　　↓

　数日後、自然観察をする市民団体が河川の異常（油膜等）を発見し、行政に問い合わせをし

た。行政は速やかに企業に連絡し、周辺環境調査など行政が協力できることや、市民の不安へ

の対応などについて話し合った（外部からのメッセージについては第5章6．2参照）。企業はこれ

を機会に、地域住民や市民団体とのリスクコミュニケーションを行うことを決めた。

　　　　　↓

会合では、周辺住民や市民団体に、今回発生した事故の経緯と環境安全対策を伝えることを

目的とし、マスコミ、インターネットや地域回覧物などで連絡し、行政に問い合わせをした市民団

体にも協力を呼びかけた。また中立的な立場として行政の環境担当者に司会を依頼した（会合

開催の留意点は、第5章6．4参照）。

　　　　　↓

　事故の詳細と周辺環境調査結果の説明をしてから、質疑応答を行った。市民団体からは、水生

生物への影響への懸念などの意見もあったが、全体的に今回の事故の影響は大きくないというこ

とが理解された。また、企業による迅速な情報公開と対策、日頃からの河川周辺清掃活動などを

評価する意見もあった。さらに、企業の環境経営方針や化学物質管理、PRTR情報などについて

の質問が多かったため、企業は、PRTR情報についての会合を開催することを提案した。（以下、

平常時のコミュニケーションの適切な例と同様に会合を実施）

　また、体制整備として、PRTRおよびリスクコミュニケーション対応の窓口を設置することにした

（第5章5．1参照）。

4．3具体的な想定質問と回答例

　ここでは、市民からの要望による事故の説明会などを開催した場合や、電話・窓口などへの相

談で、Table6－3に示した質問のうち安全性、市民の生活への配慮する姿勢、実態調査の要望な

どに関する質問を想定した。

質問1．水質汚染のレベルは特に問題ないとのことですが、新聞には高濃度の汚染があったと

　　　ありました。安全なんですか危険なんですか？

不適切な回答例1：現在、マスコミ報道の根拠データを問い合わせ中ですが、測定の方法に問

題があるのではないかと考えています。再測定が必要だと思っています。（マスコミを疑い、質問

に答えず、前向きでない。）

不適切な回答例2：私たちは国が決めた方法で測定をしていますので、私たちの測定値は正し
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いと思っています。（質問に答えず、国の方法を盾に居直っている。）

適切な回答例：おっしゃるとおり、高濃度のデータが報道されているようですので、そのデータの

測定場所や分析方法などの詳しいことを問い合わせています。とくに問題がないと申し上げてい

るわけではありません。高い数値が確認されれば、速やかに周辺の詳細な調査をします。こうい

った基準もない物質については、安全か危険かというような判断をすることは簡単にはできませ　・

んが、私たちは、この物質の汚染源を特定し、排出防止対策に積極的に取り組んで、より安心で

きるようにしていきたいと思っていますので、ご理解、ご協力頂きたいと思います。

質問2．市民の生活を最優先すべきなのに、こんな重大な問題をどうしてすぐに市民に伝えなか

　　　ったんですか？

不適切な回答例11生のデータをそのまますぐに公開するといろいろな解釈が出て、木必要に不

安が拡大し、迷惑を受ける人が出る恐れがあったので、国（県）や専門家などとも相談し、検討し

てから公表致しました。（根拠不明　確で責任逃れである。）

不適切な回答例2：データの再現性や原因がわからないで発表するわけにはいかないですから、

再調査と原因調査に時間がかかったと言うことです。（居直って、指摘に応えていない。）

適切な回答例：おっしゃるように、もっと早くお知らせするべきでした。手持ちの情報が少ない状

態だったもので、関連情報の収集や再調査と原因調査を進めてからと考えたために遅くなってし

まいました。今後このような問題が起った場合には速やかに公開します。また、情報公開のあり方

にっいても皆さんのご意見を頂いて改善していきたいと思いますので、ご協力下さい。

質問3．汚染実態を把握するには、今の調査だけでは不十分だと思います。もっと詳しい実態調

　　　査を行えないんですか？

不適切な回答例11今回は通常の測定とは別に、5ヶ所で年4回の測定をしましたが、基準値を大

きく超えるところはありませんでしたので、これ以上の調査は必要ないと考えています。（居直っ

て、前向きでもない。）

不適切な回答例2：詳しい調査をするには、数千万円もかかりますから、今回は5ヶ所で年4回測

定しました。（居直って前向きでもない。）

適切な回答例：おっしゃるように、さらに調査した方がよいところは沢山ありますが、1ヶ所で1回測

定するのに〇十万円が必要ですので、汚染実態にっいて詳しい調査をすると数千万円の経費

が必要になります。これまでの調査で汚染源はつかめてきておりますので、今後は、汚染防止と

汚染浄化の方に重点的に予算を使って、できる限り早く安心できる環境にしたいと考えておりま

すのでご理解を頂きたいと思います。
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5．第6章のまとめ

　本章では、リスクコミュニケーション手法ガイドでの構成と照応させており、ガイドで提示したこと

に沿った対応を行うことで、円滑にリスクコミュニケs・一一・一ション対応ができるかどうかを検証し・また

具体的事例についてガイドを用いる際の参考として補足することを目的として・想定事例の解析

，を行い、以下の結論を得た。

1）なんらかの有害・危険性情報を与えられた場合に、化学物質のリスクに関する市民主体と管理

責任主体（行政・企業）がどのような判断を行うのかという流れを整理した。そこで、行政・企業

は早期に迅速なリスクコミュニケーションを行った場合と、行わなかった場合の市民の判断の違

　いが明らかになった。

2）平常時からの管理が必要な事項と、問題発生時の緊急の対応が必要な事項の大きく2つに分

　けて考え、企業がPRTR情報を公表する場合（平常時）、不慮の事故による環境汚染の発生（問

題発生時）の2つのシナリオを想定した。それぞれのシナリオごとに、従来の事例から想定され

　る不適切な対応例、適切な対応例、想定される外部からの質問・要望、具体的な想定質問と回

　答例を示すことができた。

3）不適切な対応例に対して、リスクコミュニケーション手法ガイドに沿った適切な例を提示するこ

　とで、ガイドの有効性が明らかになり、具体的な場面でのリスクコミュニケーション実施を促すこ

　とができると考えられた。
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　多種多様な化学物質の広範な利用に伴い、潜在的リスクや新たな環境汚染による被害が次々

と問題になり、市民の不安が拡大している。このため、行政が法令によって個別物質ごとの使用

や排出物濃度を規制し、企業等がこれらの規制物質のみを管理し、行政が監視するという従来

の安全管理方法では対応できなくなっている。化学物質によるリスクを総合的に減らしていくため

には、化学物質が製造または副生され、輸送、貯蔵、販売、使用され、廃棄されるまでの全ての

場所で、化学物質のもつ有害性や危険性の種類と程度、および被害の起きる可能性の程度（リ

スク）を把握し、適切な対策を選定して管理する体制が必要である。とくに今後は・市民も含めた

多様な利害関係者の協働（パートナーシップ）を通じて、化学物質の環境リスクへの理解を深め、

リスク低減対策を進めることが重要といえた。

　しかし、定量的または相対的に専門家が判断する科学的リスクと、人々が感じるリスクの認知と

は一致しておらず、これが環境汚染をめぐる多くの紛争において不信と対立の原因となってき

た。このため科学的リスク評価の情報を共有し、情報・意見交換を行い、一般市民のリスク認知や

意見から、許容されるリスク、対応策の選定、トレードオフなどの判断を行うプロセスとしてのリスク

コミュニケーションを促進するための手法が重要になっている。とくに、①情報の透明性を高め・

多くの市民や利害関係者に情報を伝え、理解と関心を引き出すための情報提供・公開の手法、

②化学物質の環境リスクに関する知識や認識について、各主体間にどのような共通点・相違点

があるのかを明らかにし、誤解を取り除いて相互理解や信頼関係を保っためのコミュニケーショ

ン手法、さらに③環境リスク管理における意思決定過程に市民参画を促すリスクコミュニケーショ

ンの役割として、管理責任主体とそれ以外の市民主体、専門家が実際の管理目標や対策選定を

行うための情報・意見交換と意思決定の手法の提案が必要である。

　そこで本論文では、化学物質の環境リスク管理とリスクコミュニケーションについて、参考になる

海外の取組みや手法、日本における課題を把握し、また、アンケv・・一ト調査から、市民や市民団

体、行政、企業などの関係する各主体の認識・要望の差を明らかにし、環境汚染事例のヒアリン

グ調査等から意識・行動を解析した。これらにより、日本における適切なリスクコミュニケーション

手法を明らかにし、実施を促すための手法ガイドを提案し、環境リスク管理の改善に役立てること

を目的とした。

　本論文は、全7章から構成されており、主な内容は以下のとおりである。

　第ユ章「緒論」では、まず、化学物質の環境リスクやリスク管理にっいての考え方を整理し、化

学物質の環境リスク管理におけるリスクコミュニケーションの必要性を示した。また、国際機関や

先進的な米国における化学物質の環境リスク管理とリスクコミュニケーションの取組みや制度の

経緯や成果を示すとともに、日本における化学物質の環境リスク管理の経緯や問題点を整理し

て今後の課題を提示した。これらを基に、本論文の目的と構成を示した。

　第2章「化学物質のリスクの認識と環境リスク管理に関する認識・要望の調査・解析」では・市

民、行政と企業の環境・安全担当者、化学者を対象として、化学物質のリスクの知識、認識や、

化学物質の環境リスク管理と情報入手に関する認識・要望を把握することを目的とした郵送法に

一273・・



第7章総括

よるアンケート調査を、1998年に実施した。質問項目は、化学物質に対する基本知識・認識（4

問）、科学物質のリスクに対する認識（3問）、合成科学物質にっいての対処（2問）、化学物質情

報の入手に対する識（2問b、化学物質のリスク管理に関する繍（4問）、僻物質のリスク管

理に対する要望・意見（1問）とした。

　化学物質のリスクの認識に関する項目については、いずれの主体も化学物質による有害な影

響を懸念しているが、とくに市民は人体や生態系に有害な影響を与えるという認識が強く、安全

物質と有害物質の格差、将来への不安、有害物質や現状のリスク管理への不信などから合成化

学物質全般の使用削減を求めていた。一方、行政、企業、学者は、合成化学物質による恩恵を

受けているとの認識が高かった。情報公開・提供に関する項目については、いずれの主体も必

要性を強く認識しており、行政と企業が有害性情報をわかりやすく情報公開することが望まれて

いた。また、市民はマスコミからの情報入手が多く、書籍やインターネット等を活用している他主

体との差がみられた。化学物質の規制に関する項目にっいては、いずれの主体もリスク低減対

策の必要性を認めていたが、とくに市民からの要望が高かった。市民は行政に不満を持ちつつ

も行政による有害化学物質の規制措置を望んでおり、一方、企業は規制に消極的で自主管理を

望んでおり、規制・対策方式にっいて市民と企業との差が大きいことなどが明らかとなった。

　以上から、情報提供・公開の手法として、情報の送り手は、それぞれの受け手の認識・要望に

応じた提供方法や内容で情報提供する必要があるといえた。また会合等でのコミュニケーション

手法として、①わかりやすく説明し、市民の知識や理解を向上させる。②リスク情報を受け取る市

民の考え方や感じ方を理解した説明を行い、信頼関係を構築する。さらに、③最もリスク低減をt

指向している市民の意見や提案から、これまでの環境リスク管理に欠けていた点を把握して改善

することが重要といえた。これらの結果から、市民と他主体との認識の共通点・相違点を踏まえ、

化学物質のリスクについて知識・情報を提供し、認識・要望の差を埋めるための情報提供・公開

の方法の留意点や、化学物質の環境リスク管理における各主体ごとの留意点を示した。

　第3章「化学物質のリスクコミュニケーションに関する認識・要望の調査・解析」では、市民、市

民団体、行政、企業を対象として、リスクコミュニケーションに関する認識・要望を把握することを

目的としたi郵送法によるアンケート調査を、1999年に実施した。質問項目は、①リスクコミュニケ

ーションの重要事項、②リスクコミュニケーションの場に参加して欲しい人、③各主体に欠けてい

ること、④各主体からの提供が望まれている情報、⑤学者、マスコミへの要望とした。リスクコミュ

ニケーションにおいて、全主体ともに情報公開の重要性を強く認識していた。情報・意見提供の

方法については、窓口の設置や、わかりやすい説明が重要と認識されていた。また、企業はH常

交流を重要と認識しているのに対し、他主体は問題発生時の会合開催を重要と認識しており、

差がみられた。リスクコミュニケーションの会合を行う場合の参加者について、市民は、専門知識

をもつ第三者の参加を非常に重視し、市民団体は当事者間の話し合いを求め、企業は様々な立

場の人が参加するよりも意見をまとめられる人が参加することを重視しているなどの差がみられ

た。各主体に欠けている事項としては、市民には科学的知識の理解と積極的行動、市民団体に
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は活動のアピV・一・・ルと冷静な議論の姿勢などが求められていた。また、行政や企業に対して情報

公開の遅れや情報隠蔽などが指摘され、改善が求められた。

　以上から、情報の提供・公開の手法として、行政と企業による迅速かつオS・一・一プンな情報提供・

公開、わかりやすい情報提供・公開、市民団体による情報発信、情報入手に対する市民の積極

性、マスコミの役割などの課題があげられた。また、会合でのコミュニケーション手法として、定期

的な双方向の意見交換による会合の定着、会合開催時の参加者選定方法、問題の本質的改善

を行う協働、企業の説得的コミュニケーション姿勢の改善、各主体間の正当なパートナーとして

のコミュニケ・一…ション姿勢、専門家や第三者の関与、リスクコミュニケーションを行う人材の育成、

科学者・マスコミに期待されるリスク判断などが明らかとなった。

　第4章「環境汚染事例における各主体の意識・行動の解析」では、有害化学物質の環境リスク

が社会的な問題となり、今後の環境リスク管理とリスクコミュニケーションの重要な課題となってい

る廃棄物不法投棄の事例、ダイオキシン類汚染の事例、土壌・地下水汚染の事例をとりあげた。

とくに、長期間に亘って、詳細な情報の入手が可能であり、関係する主体間での会合が行われて

いる事例を選定した。すなわち、日本で初めて産業廃棄物の大規模な不法投棄に伴う環境リスク

が問題となり、地域住民と行政の協働による原状回復措置などの対策が進められている香川県

豊島の事例、廃棄物焼却処理に伴うダイオキシン類発生による環境リスクが問題となり・マスコミ

報道などの影響でダイオキシン対策をめぐる社会問題化の象徴となった埼玉県所沢市の事例・

事業所からの有機塩素系溶剤による土壌・地下水汚染の環境リスクが問題となり・行政・専門

家、事業所の協働で地下水汚染機構の解明と独自の地下水条例を制定し、浄化に導いた神奈

川県秦野市の事例である。

　以上の事例について、それぞれ地域住民、市民団体、行政、企業、マスコミ、学者などのヒアリ

ング調査や資料収集を行い、各事例の特徴、事例に関わるおもな主体と関係者を分類し、また

図2に示したような事例ごとに抽出した各主体の意識・行動の推移や主体間の関係の変化、会合

等における成果と課題を把握した。さらに、環境汚染事例における各主体間のリスクコミュニケー

ションの留意点と課題を整理し、また各主体間の関係について3段階に分類した。

　以上から、行政（企業等）が市民団体・地域住民等とリスクコミュニケーションを行う場合の留意

点と課題として、問題が発生した場合の対応に関する項目、会合等でのコミュニケーションに関

する項目を明らかにした。また行政が企業とリスクコミュニケーションを行う場合、市民団体等がリ

スクコミュニケーションを行う場合についても示した。さらに、環境汚染事例における各主体間の

関係やコミュニケーションの推移について、①環境リスクの社会的な認知が遅れ、説得と対立が

中心となり環境リスクが増大した初期段階、②社会問題化により、一方向的な情報提供とリスク評

価が行われるが、不十分な対応に不満が高まり、司法での対立に至った社会問題化段階、③情

報共有と信頼関係の構築など理想的なリスクコミュケーションを目指し、リスク低減対策が実施さ

れる改善段階の3段階に分類した。行政・企業は社会問題化期に至ってからリスク対策を行う

が、この段階でのリスクコミュニケーションは非常に困難であるため、初期段階での各主体間の環
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境リスクの認知を統合し、当初から、改善期段階を目指すリスクコミュニケーションが実施されるこ

との重要性が明らかとなった。

第5章「化学物質のリスクコミュニケー・一…一ション手法の提案」では、第1章から第4章までに得られた

結果およびガイドへの意見・要望ヒアリング調査を踏まえて、日本におけるリスクコミュニケーショ

ン手法ガイドを提案した。ガイドでは、リスクコミュニケーションを中心的に実施する主体として・

行政、企業等、市民団体等を位置づけ、各項では主体間で共通する手法をまとめ、さらに手法

が異なる場合にはどのような点を重視して示したかを明記した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　sまず、リスクコミュニケーションと化学物質のリスクにっいて各主体が共通の認識を持てるよう

に、リスクコミュニケーションの基本について、リスクコミュニケーションが必要な場合の6分類、リ

スクコミュニケ…一・・ションを実施する主体と関係者を含む対象者の範囲、行政・企業のための基本7

原則と市民団体のための基本7原則、各主体にみられる10の誤解などを整理した。

次に、リスクコミュニケ・一・一‘ションの要点では、平常時、問題発生時、会合開催時ごとに分けて、対

象者とのリスクコミュニケーションの要点を示した。また、リスクコミュニケーションに関わる関係者

として行政・企業内の関連機関間や市民団体間、学者、マスコミとの連携の要点を示した。また、

必要な体制整備では、リスクコミュニケーションを実施する上で平常時から行っておくべきものと

位置づけて、化学物質管理担当者の育成と化学物質情報の収集と把握の手順、化学物質管理

体制の整備、リスクコミュニケーション担当者の育成について示した。ただし、緊急時や小規模な

組織のための最重要事項を分類した。さらに、情報・見解・提案等のメッセージを伝える場合の

作成手順、内容や、会合の開催方法、意見交換方法などのリスクコミュニケーションの手順を提

案した。

　第6章r想定事例でのリスクコミュニケv－一一ション手法ガイドに沿った対応」では、第5章で提案し

たリスクコミュニケーション手法ガイドの利用を補うために、実際に起こりうる2つのシナリオとし

て、企業がPRTR情報を公表する場合（平常時）、および事故による環境汚染の発生（問題発生

時）について適切な対応例と不適切な対応例、想定される外部からの質問項目、具体的な想定

質問と回答例を示した。また、なんらかの有害・危険性情報を与えられた場合に、化学物質のリ

スクに関する市民主体と管理責任主体（行政・企業）がどのような判断を行うのかという流れを整

理した。そこで、行政・企業は早期に迅速なリスクコミュニケーションを行った場合と、行わなかっ

た場合の市民の判断の違いを明らかにした。

　以上のように、本論文では、化学物質の環境リスク管理を適切に行うために必要なプロセスと

してリスクコミュニケーションを位置づけ、それに関わる市民、市民団体、行政、企業などの各主

体の認識・要望や、意識・行動の解析を行って、リスクコミュニケーションの留意点や要点を把握

し、日本におけるリスクコミュニケーション手法を提案することができた。このようなリスクコミュニケ

ーションを通じて、環境リスク管理の対策選定や意思決定が行われることにより、各主体の関心と

積極的取り組みの姿勢が高まり、適切な管理によるリスク低減を可能にするといえた。
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付録

付録3化学物質のリスクコミュニケーションに関する認識・要望の調査票

’1 2 3 4

硬企業生瀦酷

　お忙しいところ、誠に恐縮ですが、化学物質と人の健康や環境問題との関係
などに関して、お考えをお聞かせいただきたく、このアンケートにご協力下さ

いますようお願い申し上げます。
　なお、このアンケートは個人としてのお考えをご回答下さい。

社団法人　　日本化学会
化学物質リスクコミュニケーション検討委員会

＝リスクコミュニケーションについて＝

　化学物質の悪影響の可能性（リスク）をできる限り減らし、安全性を

向上させるためには行政、企業、生活者、環境NGOなどが相互に情報

を要求、提供、説明し合い・意見交換を行って・関係者全体が問題や行

為に対し信頼と理解のレベルを上げることが大切です。このような意見

交流と協働した努力を『リスクコミュニケーション』と言います。

　次頁以降のアンケートでは、このrリスクコミ’ユニケーション』とい

う言葉を使って質問します。

　よろしく、ご協力のほどお願いいたします。
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付録

質問1　リスクコミュニケーションにとって重要なこととはどんなことでしようか。

　　　　いくつでも該当する枠内に○印を付けて下さい。
　　　　その中でも特に重要と思う項目を旦つまで選んで◎印を付けて下さい。

　　　　項目にないご意見は、その他の（　）内に具体的にご記入下さい。

口

口
口
口
口
口
口
口
口
口
口
口
口
口
口

1．工場における化学物質の取扱量や環境への排出量などが公開される。

2．化学物質を取り扱う工場などができる前には、地域の関係者が集まって意見交換する。

3．問題が起きたときには初期の段階から関係者全体が参加して議論する。

4．施設見学、運動会、防災訓練などを通して普段から企業と住民との間で交流をもつ。

5．商品に含まれる有害物質の種類N’量、取扱い上の注意などが表示される。

6．住民が関心を持ってシンポジウム、勉強会などに積極的に参加する。

7．インターネヅト、広報誌などで情報提供を積極的に行う。

8．外部からの意見に対して明確に回答できる窓口が常設されている。’

9．信頼されている機関が情報を公開して説明する。

10．定期的に意見交換する機会が設けられる。

11．情報を平易な分かり易い言葉で説明する。

12．中立な立場でアドバイスできる人材が育成され、活用される。

工3．過去の問題や現在の問題に対して誠実に対処し、その状況を公開している。

14．その他（　　　　　　　’　　　　　　　　　　　　　ひ　　　　　　　　　）

15．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

質問2　リスクコミュニケー一ションにおいて、どのような人が参加したらよいか・⊥止

　　　　　くっでも該当する枠内に○印をつけて下さい。

　　　　項目にないご意見は、その他の（）内に具体的にご記入下さい。

口
口
口
口
口

（参加者）

1．話し合いの場では責任、権限のある当事者が出席していること。

2．各立場の人や関心のある人が皆参加できること。

’3．当事者以外に科学者などの第三者も参加していること。

4．地域の信頼されているまとめ役の人が参加していること。

5．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　‘　　）
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付録

質問3　それぞれの関係者（行政、企業、環境NGO、生活者）に今まで欠けている
　　　　と思われることをいくつでも該当する枠内に○印を付けて下さい。

　　　　その中でも特に重要と思う項目を各関係者ごとに3つまで選んで◎印を付け

　　　　て下さい。
　　　　項目にないご意見は、その他の（　）内に具体的にご記入下さい。
　　　　　（なお、あなた以外の他の関係者のことにっいてもご回答下さい。）

臓企業酷蠕者

口口口口
口口口口
口口口口
口口口口

1．他の関係者を協力者として考えていない。

2．有害・危険情報が十分提供されていない。

3．他の関係者の意見を受け入れる姿勢が弱い。

4．質問二意見を出しても明確な回答をしない。

口口口口・5ぷ情的になりやすく冷静に繍できなし㌔

口口口口
口口口口
口口口口
口口口口

6．自らが化学物質の有害性について情報を得るための努力をしない。

7．化学物質の有害・危険1生などについて考え、理解する機会が少ない。

8．マスコミや特定の人の情報を鵜呑みにし、真偽を確認しようとしない。

9，問題の本質的改善方法の提案がされない。

口口口口・・．撲や微を酬するが、参加、行動する人が少飢

口口口口U・化学願に関する問齪対しての意見の申咄先を知らなし㌔

図口口口・2・外部からの踵齪りないため・＋分な活動ができていなv…

口口口口・3．社会問題になる前に撒を公開しなし㌔

口口口口・4澗題に対して繍雛しかなく・．それに対する蜘を受け付けて1，・Nなv・・e

口口口［Z・5・　eらに有利嫌報のみを公開し・不利な㈱櫨図的に隠してしこる・

口口口口・6．　4門的願を分かり易く醐する努力をしなv㌔

口口口田・7・リスクコミュニケー調ンを開亥台する醐が馴

口口口口i8・内部の人に対してyスクコミュニケLションの鮪などを行っていなL・　N・

口口口口・9・　H常的に交流を図っていなv・ので・生瀦等の難が邸できてし’なVN・

口口口［Z　20rリスクコミュニケーションの専P嫁の育麟していなし㌔

口口口図2・湘互醐を深め繊会を多く設けていなレ㌔t

口口口口za・鞠に対するアピール杯＋分なため・生瀦等の理解が得られていなレx・

口口口口as・その他（　　　　　．　　　　）
口口口口％・その他（　　　　　　　　　　）
口口口口25・その他（　　　　　　　　　　）
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付録

質問4・貴方の立場から他の関係者に知らせるべきごとを貴方の主体（1頁左上○印）

　　　　の欄に、また他の関係者から知りたいことを他の主体の欄にいくつでも該当

　　　　する枠内に○印をつけて下さい。
　　　　その中でも特に重要と思う項目を3っまで選んで◎印を付けて下さい。
　　　　項目にないご意見は、その他の（　）内に具体的にご記入下さい・
　　　　（なお、あなた以外の他の関係者のことについてもご回答下さい。）

徹企業酷蹴

口口口口
口口口口
口口口口
口口口口
口口口口
口口口口
口口口口

口口口口
口口口口
口口口口
口口口口
口口口口
口口口口
口口口口
口口口口
口口口口
口口口口

（有害性の情報）

1．化学物質の有害性に関する詳しい情報

2．生活環境中に排出される有害物質の種類と量

3．不安を感じる製品や製品の原料と添加物などに関する情報

4．アレルギーや化学物質過敏症などの被害の実態

5．リスクを高めに評価される情報と低めに評価される情報

6．その他（

（対策技術の情報）

7．現在の化学物質の管理制度

8．事故が発生したとぎの住民の対処方法

9．現時点で可能な対策技術やそのために必要な費用

10．化学物質による被害を減らす身近な方法

11．生活品の有害性と取り扱い方法

12．より安全な製品の選び方

13．その他（

（リスクの考え方）

14．　リスクを有用性とのバランスで考えること

15．リスクを受け入れるかどうか決めるのは各個人であること

16．データ不足で科学的評価ができない化学物質が多いこと

17．科学的データでも個人により理解や解釈が異なること

18．リスクはゼロにならないこと

19．次世代（子供）への影響について不明なことが多いこと

20．有害・危険性があることと、被害が出ることとは直結しないこと

21．リスクは化学物質以外にもあること

22．冷静に明確な誤りのない議諭をする必要があること

23．その他（
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！

質問5
リスクコミュニケーションにおいて、それぞれの関係者がどのような情報’

意見提供方法を行ったらよいか、いくつでも結構ですので該当する枠内に○

睾㌶慕鐘逐と思う囎を各関係者ごとに3っまで選んで・印を付け

て下さい。、
項目にないご意見は、その他の（）内に具体的にご記入下さい。　　　　　ta
（，なお、、あなた以外の他の関係者のこと｝こついてもご回答下さい・）

芭芭寵者階竃
口口口口2．テレビ・ラジオ
ロロロロ3．広繍・企業の綱報告・パンフレット・小冊子など

口口口口4ピインターネヅトのホームページ

ロロロロ5講齢・公離座など
口口口口6座談会・意見交換会など
口口口口7・・リスクコミュニケーションのために常設された相談窓゜

口口口口8・場見学会
口口口口9・地域の願されている人との対話

口口口口…その他（
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質問6・現在のマスコミや科学者について欠けていると思うこと、期待していること
　　　　を自由に記入していください。

マスコミに欠けていると感じていること。

マスコミに期待していること。

科学者に欠けていると感じていること。

科学者に期待していること。

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◆◇◇◇φφ命◇φ◇や◇・◇や◇◇◇◇◇φ◇◇◇◇◇◇

以下の枠内で該当する項目に○印を付けて下さい。

性　別 1男性　　　　2女性

年　齢 120歳未満　　220代 330代 440代　　　〆 550代 660歳以上

子供の有無 ゴ家族に12歳以下の子供がいる 2　いない

アンケー一トにご協力いただきましてありがとうございました。

同封の封筒にて6月25日（金）までに・ご］受函のほど宜しくお願

：294二
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（現　社団法人環境情報科学センター）に深く感謝致します。
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　また、同じ研究室に在i籍し、様々な面で快くご協力下さった諸先輩方、同輩諸氏、後輩諸氏に

厚くお礼申し上げます。とくに、先輩の加藤みか氏、高梨ルミ氏、石井誠治氏、岐部香織氏、久

保隆氏には貴重なご助言と励ましの言葉を、田崎智宏氏には活発なご議論と適切なご助言を、

後輩の大久保博光氏、小口正弘氏、細川将洋氏、三宅祐一氏、数本庸介氏には快いご協力を

それぞれ頂いたことを深く感謝致します。ならびに、快適な研究室生活を送れるよう取り計らって

頂いた丸山環氏をはじめ事務員の方々に深く感謝いたします。

　最後に、これまで公私ともに支え、環境研究に導き、助言と協力を頂いた両親、有限会社環境

技術サービス代表・横浜国立大学大学院環境情報学府博士課程　桑垣整、桂川・相模川流域

協議会代表幹事　桑垣美和子に心から感謝致します。

平成15年3月　桑垣玲子
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博士論文を構成する論文等

1論文
1）桑垣玲子・清水綾子・浦野紘平，化学物質のリスクの認識等に関するアンケート結果の分析，

　日本リスク研究学会誌13（2），101－110（2002）

2）桑垣玲子・清水綾子・浦野紘平，化学物質の環境リスク管理に関する認識・要望調査結果の

　分析，環境科学会誌（掲載待ち）

2著書
1）日本ジャーナリスト会議編（分担共著），ダイオキシン汚染報道一所沢野菜騒動から見えたもの

　一，リム出版新社（1999）

3．ロ頭発表

1）桑垣玲子・浦野紘平，化学物質の環境リスク管理のための市民・行政・企業等の意識・要望調

　査，環境経済・政策学会2001年大会・報告要旨集（2001）

2）桑垣玲子・浦野紘平，香川県豊島の産業廃棄物不法投棄事例における地域住民・行政の意

　識・行動の解析，目本リスク研究学会講i演論文集（2002）

3）桑垣玲子・浦野紘平，埼玉県所沢市のダイオキシン類汚染事例における市民・行政の意識・

　行動の解析，廃棄物学会要旨集（2002）
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